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（２）最寄り駅からの距離、交通機関及び所要時間がわかる図面

■神戸三田キャンパス

最寄り駅からの距離 5 ㎞（JR 宝塚線 新三田駅から神姫バス約 15 分） 

関西学院 神戸三田キャンパス 

JR 宝塚線 新三田駅
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○関西学院大学学則

昭和23年１月29日 

理事会決定

第１章 総則

第１条 本大学は、学校教育法及び教育基本法の規定するところに従い、広く知識を授けるとともに深く専門の

学芸を教授研究し、キリスト教主義に基づいて人格を陶冶することを目的とする。

２ 学部又は学科ごとの、人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的については、別表のとおりとする。 

第２条 本大学に神学部・文学部・社会学部・法学部・経済学部・商学部・総合政策学部・人間福祉学部・教育

学部・国際学部・理学部・工学部・生命環境学部及び建築学部を置く。

文学部に次の学科を置く。

イ 文化歴史学科

ロ 総合心理科学科

ハ 文学言語学科

社会学部に次の学科を置く。

社会学科

法学部に次の学科を置く。

イ 法律学科

ロ 政治学科

総合政策学部に次の学科を置く。

イ 総合政策学科

ロ メディア情報学科

ハ 都市政策学科

ニ 国際政策学科

人間福祉学部に次の学科を置く。

イ 社会福祉学科

ロ 社会起業学科

ハ 人間科学科

教育学部に次の学科を置く。

教育学科

１ 幼児教育学コース

２ 初等教育学コース

３ 教育科学コース

国際学部に次の学科を置く。

国際学科

理学部に次の学科を置く。

イ 数理科学科
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ロ 物理・宇宙学科 

ハ 化学科 

工学部に次の課程を置く。 

イ 物質工学課程 

ロ 電気電子応用工学課程 

ハ 情報工学課程 

ニ 知能・機械工学課程 

生命環境学部に次の学科を置く。 

イ 生物科学科 

ロ 生命医科学科 

ハ 環境応用化学科 

建築学部に次の学科を置く。 

建築学科 

第３条 本大学学生の定員は次のとおりとする。 

学部学科課程専攻名 入学定員 編入学定員 収容定員 

神学部 30名 ― 120名 

文学部 文化歴史学 275名 ― 1,100名 

総合心理科学 175名 ― 700名 

文学言語学 320名 ― 1,280名 

小計 770名 ― 3,080名 

社会学部 社会学 650名 ― 2,600名 

法学部 法律学 520名 ― 2,080名 

政治学 160名 ― 640名 

小計 680名 ― 2,720名 

経済学部 680名 ― 2,720名 

商学部 650名 ― 2,600名 

総合政策学部 総合政策学 150名 ― 600名 

メディア情報学 95名 ― 380名 

都市政策学 130名 ― 520名 

国際政策学 120名 ― 480名 

小計 495名 ― 1,980名 

人間福祉学部 社会福祉学 110名 ― 440名 

社会起業学 90名 ― 360名 

人間科学 100名 ― 400名 

小計 300名 ― 1,200名 
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教育学部 教育学 350名 5名（3年次） 1,410名 

国際学部 国際学科 300名 ― 1,200名 

理学部 数理科学 54名 ― 216名 

物理・宇宙学 60名 ― 240名 

化学 66名 ― 264名 

小計 180名 ― 720名 

工学部 物質工学 55名 ― 220名 

電気電子応用工学 60名 ― 240名 

情報工学 90名 ― 360名 

知能・機械工学 60名 ― 240名 

小計 265名 ― 1,060名 

生命環境学部 生物科学 61名 ― 244名 

生命医科学 84名 ― 336名 

環境応用化学 83名 ― 332名 

小計 228名 ― 912名 

建築学部 建築学 132名 ― 528名 

合計 5,710名 5名 22,850名 

第４条 本大学に大学院を置く。 

大学院の学則は別にこれを定める。 

第５条 本大学に研究所・図書館・研究室その他の附属施設を置く。これらに関する規程は別にこれを定める。 

第６条 本大学各学部の修業年限は４年とする。ただし、８年をこえて在学することはできない。 

第７条 本大学は、各学部教育課程に基づき定められた授業科目を履修し、試験等において合格の成績評価を得、

卒業に必要な単位を修得した者に、卒業の資格をあたえ、学位記を授与する。 

２ 本大学に３年以上在学した者が、各学部が定める早期卒業の要件を満たした場合には、その卒業を認めるこ

とができる。 

第８条 本大学における授業科目及び卒業論文の成績評価は、S（90点以上）・A＋（85点以上）・A（80点以上）・

B＋（75点以上）・B（70点以上）・C＋（65点以上）・C（60点以上）・F（60点未満）とし、S・A＋・A・B
＋・B・C＋、及びCを合格とする。 

２ 前項の成績評価に対してグレードポイントを与える。S（90点以上）は4.0、A＋（85点以上）は3.5、A（80

点以上）は3.0、B＋（75点以上）は2.5、B（70点以上）は2.0、C＋（65点以上）は1.5、C（60点以上）は1.0、

及びF（60点未満）は０とする。 

第９条 本大学は、大学を卒業した者に対し学士の学位を、大学院の課程を修了した者に対し修士又は博士の学

位を、専門職大学院の課程を修了した者に対し専門職学位を授与する。学位に関する規程は、別に定める。 

 

第２章 職員組織 
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第10条 本大学に学長を置く。学長は本大学を統督する。学長は本大学の校務をつかさどり、本大学の教育研究

に関わる事項につき、教授会、大学評議会等の議決その他を参酌しつつ最終決定する。

２ 本大学に副学長を置く。副学長は大学の運営全般に関し学長を助け、学長の指示を受けて副学長としての担

当職務を担う。

第11条 本大学各学部に学部長を置く。学部長は当該学部の学務を管理し、所属職員を統督する。

第12条 本大学に教授・准教授・助教・講師及びその他の職員を置く。教職員に関する規程は別にこれを定める。

第13条 本大学各学部に教授会を置く。

２ 教授会は所属の教授・准教授・助教及び専任講師をもってこれを構成する。

第14条 教授会は教育研究に関する次の事項を議決する。

1 教授・准教授・助教・講師及び実験助手・教育技術主事の人事に関する事項

2 名誉教授に関する事項

3 学位の授与に関する事項

4 教育及び研究に関する事項

5 学部学科課程に関する事項

6 学生の入学及び卒業に関する事項

7 学生の賞罰に関する事項

8 学部諸規程の制定・改廃に関する事項

9 その他学部に関する重要事項で出席構成員の過半数が必要と認める事項

２ 教授会は教育研究に関する次の事項を審議する。

1 学部予算案

2 学部予算の配分

3 その他学部長が諮問する事項

３ 教授会に関するその他の規定は別にこれを定める。

第15条 本大学に大学評議会を置く。 

２ 大学評議会は次の評議員をもって組織する。

1 学長

2 副学長 ３名

3 各学部長

4 独立研究科委員長

5 専門職大学院各研究科長

6 大学図書館長

7 全学から選挙により選出された10名の教授又は准教授 

8 全学から選挙により選出された５名の職員

第16条 大学評議会は次の事項を議決する。 

1 大学学則、大学院学則、専門職大学院学則及び大学全般にわたる諸規程のうち、教育・研究に関する諸規

程の制定・改廃に関する事項

－学則－4－



2 教育・研究に関する重要な施設の設置・廃止に関する事項 

3 教員人事の基準に関する事項 

4 各学部、研究科、研究所及びその他これに準ずる機関の人員に関する事項 

5 学生定員に関する事項 

6 大学全般に関する重要事項で出席評議員の過半数が必要と認める事項 

7 その他学長が必要と認める事項 

２ 大学評議会は次の事項を審議する。 

1 大学全体の教学上の方針及び将来構想に関する事項 

2 大学の予算編成の方針に関する事項 

3 その他学長が諮問する事項 

３ 大学評議会に関するその他の規定は別にこれを定める。 

 

第３章 教育課程 

第17条 本大学各学部の授業科目を必修科目・選択必修科目・選択科目に分け、これを４年間に配当し教授する。 

第17条の２ 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うもの

とする。 

２ 前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることがで

きる。なお、これにより修得する単位数は60単位を超えないものとする。 

第18条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標

準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、原則として次

の基準によって計算する。 

1 講義科目及び演習科目については、15時間の授業をもって１単位とする。 

2 言語教育科目、実験科目、実習科目及び実技科目については、30時間の授業をもって１単位とする。 

第19条 本大学と単位互換に関する協定のある他の大学・短期大学の授業科目の履修を希望する者があるときは、

当該学部教授会が本人の教育上有益であると認めた場合にかぎり、これを許可することができる。 

２ 各学部において大学教育に相当する水準を有すると認めた学修について、本大学の授業科目の履修により修

得したものとみなすことができる。 

第20条 本大学と学生交換に関する協定のある外国の大学等の教育機関又はその他の外国の大学等の教育機関

の授業科目の履修を希望する者があるときは、当該学部教授会が本人の教育上有益であると認めた場合にかぎ

り、交換留学、長期留学、ダブルディグリー留学又は認定留学としてこれを許可することができる。 

２ 交換留学、長期留学及び認定留学の期間は１学期間又は２学期間、ダブルディグリー留学の期間は１学期間

以上とし、その期間を本大学における在学年数に算入することができる。 

３ 交換留学、長期留学、ダブルディグリー留学及び認定留学に関する規程は別にこれを定める。 

第21条 本大学に入学する以前に修得した単位等は、各学部の定めるところにより、次のとおり認定することが

できる。 

1 大学又は短期大学において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した授業科
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目の単位を含む）は、本大学における授業科目の履修により修得したものとみなす。 

2 短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修及び各学部において大学教育に相当する水準を有すると

認めた学修について、本大学の授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前２条及び前項により、本大学の授業科目の履修によって修得したものとみなし、又は与えることのできる

単位数は、編入学、転学等の場合を除き、本大学において修得した単位以外のものについては、合わせて60

単位を超えないものとする。 

第22条 本大学における学部・学科・課程の所定の教育課程に加え、他学部・学科等から体系的に提供された科

目群を履修する制度を複数分野専攻制とし、それぞれ副専攻課程としてこれを置く。 

第23条 本大学における授業科目及び単位数を第１節から第16節に定めるとおりとする。 

２ 各学部において履修することができる科目及び履修方法の詳細は、各学部教育課程表（学則別表）又は履修

規程においてこれを定める。なお、各学部の授業科目のうちキリスト教科目から４単位以上、言語教育科目か

ら12単位以上を履修するものとする。 

 

第１節 全学科目 

第24条 全学にわたって開講する科目を次のとおりとする。 

言語教育科目 

入門英語ⅠA １ 入門英語ⅠB １ 入門英語ⅡA １ 入門英語ⅡB １ 

スプリング・インテンシブ・イングリッシュ ２ インテンシブ・イングリッシュ ３ 

Skills-based English（１科目１又は２単位） Special English Seminar １ 

英語中期留学マウント・アリソン大学Ⅰ ４ 英語中期留学マウント・アリソン大学Ⅱ ４  

英語中期留学マウント・アリソン大学Ⅲ ４ 

英語中期留学クイーンズ大学Ⅰ ３ 英語中期留学クイーンズ大学Ⅱ ５  

英語中期留学クイーンズ大学Ⅲ ５ 

英語中期留学トロント大学スピーキング ３  

英語中期留学トロント大学Ⅰ ５ 英語中期留学トロント大学Ⅱ ５ 

英語中期留学ニュー・サウス・ウェールズ大学Ⅰ ４  

英語中期留学ニュー・サウス・ウェールズ大学Ⅱ ４  

英語中期留学ニュー・サウス・ウェールズ大学Ⅲ ４ 

英語中期留学オックスフォード大学Ⅰ ８ 英語中期留学オックスフォード大学Ⅱ ８  

英語中期留学ゲルフ大学Ⅰ ６ 英語中期留学ゲルフ大学Ⅱ ６  

英語中期留学ネブラスカ大学Ⅰ ７ 英語中期留学ネブラスカ大学Ⅱ ７ 

英語中期留学ケンブリッジ大学Ⅰ ４ 英語中期留学ケンブリッジ大学Ⅱ ４  

英語中期留学ケンブリッジ大学Ⅲ ３ 

英語中期留学クイーンズランド大学Ⅰ ４ 英語中期留学クイーンズランド大学Ⅱ ４  

英語中期留学クイーンズランド大学Ⅲ ４ 

英語中期留学マラヤ大学Ⅰ ３ 英語中期留学マラヤ大学Ⅱ ３ 英語中期留学マラヤ大学Ⅲ ３ 
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英語中期留学ソノマ州立大学Ⅰ ７ 英語中期留学ソノマ州立大学Ⅱ ７ 

英語中期留学レスター大学Ⅰ ３ 英語中期留学レスター大学Ⅱ ９ 

英語中期留学ワイカト大学Ⅰ ５ 英語中期留学ワイカト大学Ⅱ ５ 

英語中期留学ワイカト大学Ⅲ ５ 

英語中期留学ハワイ大学マノア校Ⅰ ７ 英語中期留学ハワイ大学マノア校Ⅱ（１科目５又は７単位） 

英語中期留学ハワイ大学マノア校Ⅲ ７

英語中期留学チェンマイ大学Ⅰ ６ 英語中期留学チェンマイ大学Ⅱ ６ 

フランス語インテンシブ初級Ⅰ ３ フランス語インテンシブ初級Ⅱ ３

フランス語インテンシブ初級Ⅲ ２ フランス語インテンシブ中級 ２

フランス語中期留学導入 １ フランス語中期留学Ⅰ（１科目４又は５単位）

フランス語中期留学Ⅱ（１科目４又は５単位） フランス語中期留学Ⅲ ４

基礎フランス語Ⅰ １ 基礎フランス語Ⅱ １ 基礎フランス語Ⅲ １ 基礎フランス語Ⅳ １ 

フランス語アラカルト（読む） １ フランス語アラカルト（書く） １

フランス語アラカルト（聞く・話す）A １ フランス語アラカルト（聞く・話す）B １

フランス語アラカルト（聞く・話す）C １

ドイツ語インテンシブ初級Ⅰ ３ ドイツ語インテンシブ初級Ⅱ ３ 

ドイツ語インテンシブ初級Ⅲ ２ ドイツ語インテンシブ中級 ２ 

基礎ドイツ語Ⅰ １ 基礎ドイツ語Ⅱ １ 基礎ドイツ語Ⅲ １ 基礎ドイツ語Ⅳ １ 

ドイツ語アラカルト（読む）１ ドイツ語アラカルト（書く）１ 

ドイツ語アラカルト（聞く・話す）A １ ドイツ語アラカルト（聞く・話す）B １ 

日本語Ⅰ ２ 日本語Ⅱ ２ 日本語Ⅲ ２ 日本語Ⅳ ２ 

ビジネス日本語A １ ビジネス日本語B １ ビジネス日本語C １  

日本語学習科目（１科目各１～５単位） 

ロシア語初級Ⅰ １ ロシア語初級Ⅱ １ ロシア語初中級 １

イタリア語初級Ⅰ １ イタリア語初級Ⅱ １ イタリア語初中級 １

スペイン語初級Ⅰ １ スペイン語初級Ⅱ １ スペイン語初級Ⅲ １ スペイン語中級 １

スペイン語中期留学Ⅰ ７ スペイン語中期留学Ⅱ ７

ポルトガル語初級Ⅰ １ ポルトガル語初級Ⅱ １ ポルトガル語初中級 １ 

アラビア語初級Ⅰ １ アラビア語初級Ⅱ １ アラビア語初中級 １

基礎中国語Ⅰ １ 基礎中国語Ⅱ １ 基礎中国語Ⅲ １ 基礎中国語Ⅳ １ 中国語中級 １ 

朝鮮語初級Ⅰ １ 朝鮮語初級Ⅱ １ 朝鮮語初級Ⅲ １ 朝鮮語中級 １ 

インドネシア語初級Ⅰ １ インドネシア語初級Ⅱ １ インドネシア語初中級 １

日本手話初級Ⅰ １ 日本手話初級Ⅱ １

スポーツ科学・健康科学科目

スポーツ科学講義A ２ スポーツ科学講義B ２ スポーツ科学講義C ２ スポーツ科学講義D ２

健康科学講義A ２ 健康科学講義B ２ 健康科学講義C ２
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体育方法学講義A ２ 体育方法学講義B ２ 体育方法学講義C ２  

余暇生活学講義A ２ 余暇生活学講義B ２ 余暇生活学講義C ２  

スポーツ科学演習A ２ スポーツ科学演習B ２ スポーツ科学演習C ２ スポーツ科学演習D ２ 

スポーツ科学演習E ２ スポーツ科学演習F ２  

健康科学演習A ２ 健康科学演習B ２ 健康科学演習C ２ 健康科学演習D ２  

健康科学演習E ２ 

体育方法学演習A ２ 体育方法学演習B ２ 体育方法学演習C ２ 

余暇生活学演習A ２ 余暇生活学演習B ２ 余暇生活学演習C ２ 余暇生活学演習D ２  

余暇生活学演習E ２ 余暇生活学演習F ２ 

情報科学科目 

コンピュータ基礎 ２ コンピュータ実践 ２ プログラミング言語基礎 ２  

プログラミング言語応用 ２ 文科系学生のための情報技術入門 ２ 情報技術概論 ２ 

AI活用人材育成科目 

AI活用入門 ２ AI活用アプリケーションデザイン入門 ２  

AI活用アプリケーションデザイン実践演習 ２ AI活用Webアプリケーションプログラミング演習 ２  

AI活用機械学習プログラミング演習 ２ AI活用UX/UIデザインプログラミング演習 ２ 

AI活用データサイエンス入門 ２ AI活用データサイエンス実践演習 ２  

AI活用発展演習Ⅰ ２ AI活用発展演習Ⅱ ２ 

グローバルスタディーズ科目 

Language and Communication ２ Culture and Society ２  

Academic Writing and Presentation ２ 

Project-based Seminar in English ２ 海外学習活動（ドイツ）２  

English for Cross-Cultural Studies A ２ 

English for Cross-Cultural Studies B ２  

国連ユースボランティア実習 （１科目４又は８又は12単位） 国連ユースボランティア課題研究 ４ 

国際社会貢献実習 12 国際社会貢献課題研究 ４ 海外フィールドワーク ２ 

国際情報分析 ２ 国際環境論 ２ 教育開発論 ２ 国際平和構築論 ２  

プロジェクトマネジメントⅠ ２ プロジェクトマネジメントⅡ ２  

プロジェクトマネジメントⅢ ２ プロジェクトマネジメントⅣ ２  

世界市民論 ２ 

International Politics and Economy A ２ International Politics and Economy B ２  

グローバルゼミA ２ グローバルゼミB ２  

国際ボランティアゼミⅠ ２ 国際ボランティアゼミⅡ ２ 

グローバル社会の課題と持続可能な未来 ２ SDGsスタディーズ入門 ２  

日本文化総論 ２ 日本政治総論 ２ 日本史概略 ２ 日本企業文化論 ２ 

インドネシア交流セミナーA ２ インドネシア交流セミナーB ２  
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トルコ交流セミナーA ２ トルコ交流セミナーB ２  

海外異文化体験セミナー １ グローバルPBL （１科目１又は２単位） 

カナダ研究マウント・アリソン大学 ３ 国際研究マウント・アリソン大学 ３ 

カナダ研究トロント大学 ３  

マレー文化研究 ５ タイ文化社会研究 ２  

カナダ研究入門A ２ カナダ研究入門B ２  

Topics in Canadian Studies A ２ Topics in Canadian Studies B ２ 

Topics in Canadian Studies C ２ Topics in Canadian Studies D ２  

北欧研究入門 ２ グローバルスタディーズ入門 ２ 留学とキャリア設計 ２  

International Scholar’s Topics A ２ International Scholar’s Topics B ２  

海外社会体験実習（オーストラリア）（１科目５又は６単位）  

インターンシップ準備演習（オーストラリア）（１科目３又は４単位） 

海外社会体験実習（マレーシア）４ 海外社会体験実習（タイ）１  

海外社会体験実習（ハワイ）２ 短期海外インターンシップ ４ 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 多文化共修科目（１科目１～３単位）  

総合日本学習科目（１科目２又は３単位） 

CCC Introduction to Multicultural Studies ２ CCC Introduction to International Relations ２ 

CCC Joint Seminar in Japan ３ CCC Joint Seminar in Canada ３  

CCC Global Internship in Japan ３ CCC Global Internship in Canada ３  

CCC Field Study in Canadian Business ３ CCC Global Career Seminar in Japan ３ 

CCC Global Career Seminar in Canada ３ CCC Cross-Cultural Workshop ３  

日本語教育基礎 ２ 日本語教育基礎演習 ２ Career Seminar for International Organizations ２ 

国連・外交入門（開発）２ 国連・外交入門（平和・人権・人道）２  

国連・外交フィールドワーク ２ 国際教養としての時事問題 １  

国連セミナー（１科目２又は４単位） 

グローバルキャリア開発演習 ２ SDGs実践特別演習 ２ 

ライフデザイン科目 

KGキャリア入門 ２ ライフデザインと仕事 ２ キャリアゼミ ２ 霞が関セミナー ２ 

基盤・学際科目 

基盤科目群 

「関学」学 ２ 災害復興学A ２ 災害復興学B ２  

人権教育科目（１科目２又は４単位）  

平和学特別演習「ヒロシマ」 ２ 原発問題特別演習「福島」 ２ 

学際科目群 

総合コース（１コース各２又は４単位）  

スタディスキルセミナー ２  
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寄附講座（１科目２又は４単位） 連携講座（１科目１～４単位）  

西宮市大学共通単位講座（１科目１又は２単位）  

コンソーシアムひょうご神戸講座（１科目１又は２単位） 

ハンズオン・プラクティス ２ 社会探究入門 ２ 社会探究演習Ⅰ ２ 社会探究演習Ⅱ ２  

社会探究実習Ⅰ ２ 社会探究実習Ⅱ ２ 

ハンズオン・ザ・グランド ６  

ハンズオン・インターンシップⅠ ６ ハンズオン・インターンシップⅡ ６ 

ハンズオン・アドバンストⅠ ２ ハンズオン・アドバンストⅡ ２  

PBL特別演習（１科目２又は４単位） 

国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 他大学単位互換科目（１科目１又は２単位） 

 

第２節 神学部 

第25条 神学部における開設科目を次のとおりとする。 

キリスト教教育科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ 人権とキリスト教A ２ 人権とキリスト教B ２  

メソジストの伝統と神学部 ２ 教会と礼拝体験 ２ 

言語教育科目 

英語（リーディング）甲 １ 英語（リーディング）乙 １  

英語（ライティング）甲 １ 英語（ライティング）乙 １  

英語（コミュニケーション）甲 １ 英語（コミュニケーション）乙 １ 

英語（総合）甲 １ 英語（総合）乙 １  

ドイツ語入門甲 １ ドイツ語入門乙 １ ドイツ語初級甲 １ ドイツ語初級乙 １ 

ドイツ語中級A甲 １ ドイツ語中級A乙 １ ドイツ語中級B甲 １ ドイツ語中級B乙 １ 

基礎教育科目 

基礎演習A ２ 基礎演習B ２ 文献講読A ２ 文献講読B ２  

情報処理概論A ２ 情報処理概論B ２ 日本国憲法 ２ 論述・提案技能演習 ２ 

専門基礎科目 

旧約聖書入門Ⅰ ２ 旧約聖書時代史 ２ 新約聖書入門Ⅰ ２ 新約聖書時代史 ２  

キリスト教の歴史（古代～中世）２ キリスト教の歴史（宗教改革以降）２ 

日本キリスト教史Ⅰ ２ 日本キリスト教史A ２  

キリスト教と芸術概論Ⅰ ２ キリスト教教理の体系Ⅰ ２  

プロテスタント神学概論 ２ キリスト教の実践的課題Ⅰ ２ 

キリスト教の実践的課題A ２ キリスト教思想Ⅰ ２ 宗教学概論Ⅰ ２ 東アジアの宗教 ２  

新約聖書ギリシャ語Ⅰ ２ 新約聖書ギリシャ語Ⅱ ２ 新約聖書ギリシャ語Ⅲ ２  

聖書ヒブル語Ⅰ ２ 聖書ヒブル語Ⅱ ２ 聖書ヒブル語Ⅲ ２  

ラテン語Ⅰ ２ ラテン語Ⅱ ２ 
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英語専門書講読A ２ 英語専門書講読B ２ ドイツ語専門書講読A ２ ドイツ語専門書講読B ２ 

専門専攻科目

牧会学概論 ２ 礼拝学概論 ２ 説教学概論 ２

研究演習A ２ 研究演習B ２ 研究演習C ２ 研究演習D ２

日本宗教史A ２ 日本宗教史B ２

現代社会における宗教A ２ 現代社会における宗教B ２ 

西洋哲学史A ２ 西洋哲学史B ２

旧約聖書の思想A ２ 旧約聖書の思想B ２ 旧約聖書の解釈A ２ 旧約聖書の解釈B ２ 

新約聖書の思想A ２ 新約聖書の思想B ２ 新約聖書の解釈A ２ 新約聖書の解釈B ２

キリスト教思想史A ２ キリスト教思想史B ２ キリスト教と美術 ２ キリスト教と建築 ２

教父学A ２ 教父学B ２ キリスト教と表象文化A ２ キリスト教と表象文化B ２

現代神学A ２ 現代神学B ２ 現代神学の諸問題A ２ 現代神学の諸問題B ２

エキュメニズムと宣教の神学 ２ キリスト教教育A ２ キリスト教教育B ２

賛美歌学 ２ 牧会カウンセリング ２ 哲学とキリスト教A ２ 哲学とキリスト教B ２

現代思想とキリスト教A ２ 現代思想とキリスト教B ２

キリスト教と社会A ２ キリスト教と社会B ２ キリスト教と文学A ２ キリスト教と文学B ２

キリスト教と音楽 ２ 現代文化とキリスト教A ２ 現代文化とキリスト教B ２

応用倫理とキリスト教A ２ 応用倫理とキリスト教B ２

キリスト教と諸宗教A ２ キリスト教と諸宗教B ２

キリスト教とアジアA ２ キリスト教とアジアB ２

キリスト教と世界の諸地域A ２ キリスト教と世界の諸地域B ２

世界の諸宗教A ２ 世界の諸宗教B ２

ディアコニア概論A ２ ディアコニア概論B ２ キリスト教霊性論 ２

対人援助技術演習A ２ 対人援助技術演習B ２ 

ディアコニア・ワークショップA ２ ディアコニア・ワークショップB ２

ディアコニア・ワークショップC ２ ディアコニア・ワークショップD ２

ヘブライ語聖書原典講読A ２ ヘブライ語聖書原典講読B ２

ヘブライ語聖書原典講読C ２ ヘブライ語聖書原典講読D ２

新約聖書原典講読A ２ 新約聖書原典講読B ２ 新約聖書原典講読C ２ 新約聖書原典講読D ２

キリスト教社会実習 ２ Theology in Dialogue ２

Mission in Dialogue A ２ Mission in Dialogue B ２

教職等資格関連科目（教科に関する科目）

政治学原論A ２ 政治学原論B ２ 国際政治論A ２ 国際政治論B ２

憲法A（基本的人権総論） ２ 憲法B（基本的人権各論） ２ 

国際法総論A ２ 国際法総論B ２ 行政法概論 ２ 行政作用法 ２  

民法総則 ４ 社会学原論A ２ 社会学原論B ２ 社会学概説 ２ 
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教職等資格関連科目（教職に関する科目） 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２ 宗教科教育法A ２ 宗教科教育法B ２  

宗教科教育法C ２ 宗教科教育法D ２ 社会・公民科教育法 ２ 公民科教育法 ２  

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２  

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む） ２ 生徒指導・進路指導論 ２  

教育相談基礎論 ２ 教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高） ２  

人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

教職等資格関連科目（学校図書館司書教諭に関する科目） 

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２  

学習指導と学校図書館 ２ 読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 

教職等資格関連科目（国際バカロレア教員に関する科目） 

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第３節 文学部 

第26条 文学部における授業科目及びその単位数を次のとおりとする。 

文化歴史学科 

共通科目 

キリスト教科目 

キリスト教学 ２ キリスト教と文化 ２ キリスト教と歴史 ２ キリスト教と人間 ２  

キリスト教と文学 ２ キリスト教と言語 ２ キリスト教学特論 ２ 

言語教育科目 

英語AⅠ １ 英語AⅡ １ 英語AⅢ １ 英語AⅣ １  

英語BⅠ（コミュニケーション） １ 英語BⅡ（コミュニケーション） １ 

英語BⅢ １ 英語BⅣ １  

フランス語AⅠ １ フランス語AⅡ １ フランス語AⅢ １ フランス語AⅣ １ 

フランス語BⅠ（コミュニケーション） １ フランス語BⅡ（コミュニケーション） １  

フランス語BⅢ １ フランス語BⅣ １  

ドイツ語AⅠ １ ドイツ語AⅡ １ ドイツ語AⅢ １ ドイツ語AⅣ １  

ドイツ語BⅠ（コミュニケーション） １ ドイツ語BⅡ（コミュニケーション） １  

ドイツ語BⅢ １ ドイツ語BⅣ １ 

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２  

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２ 

ドイツ語中期留学Ⅰ ６ ドイツ語中期留学Ⅱ ４ ドイツ語中期留学Ⅲ １ 

ドイツ語中期留学Ⅳ １ ドイツ語中期留学Ⅴ ３ 

－学則－12－



情報処理科目 

情報処理基礎 ２ 

人文演習 

人文演習Ⅰ ２ 人文演習Ⅱ ２ 

総合科目 

人文学総合 ２ 

入門科目 

哲学入門 ２ 美学芸術学入門 ２ 地理学地域文化学入門 ２ 

日本史学入門 ２ アジア史学入門 ２ 西洋史学入門 ２ 

心理科学入門Ⅰ（心理学概論） ２ 心理科学入門Ⅱ（臨床心理学概論） ２ 行動科学入門 ２  

日本文学入門 ２ 日本語学入門 ２ 英米文学入門 ２ 英語学入門 ２  

フランス学入門 ２ ドイツ学入門 ２ 

卒業論文 

卒業論文 ８ 

学科科目 

専門講義科目 

哲学概論 ２ 倫理学概論 ２ 宗教学 ２ 西洋哲学史A ２ 西洋哲学史B ２  

西洋哲学史C ２ 西洋哲学史D ２ 西洋哲学史E ２ 西洋哲学史F ２ 

日本思想史A ２ 日本思想史B ２  

論理学Ⅰ ２ 論理学Ⅱ ２ 芸術学概論 ２ 美学概論 ２ 

舞台文化論 ２ 造形文化論 ２ 芸術論（演劇） ２ 芸術論（音楽） ２  

芸術論（映像） ２ 芸術論（メディア） ２ 芸術論（デザイン） ２   

芸術論（批評） ２ 芸術史（近代） ２ 芸術史（古典） ２ 芸術史（日本） ２  

芸術史（東洋） ２ 芸術史（西洋） ２ 芸術史（比較・交流） ２  

地理学概論 ２ 地域文化学 ２ 民俗学 ２ 地誌A ２ 地誌B ２ 地誌C ２ 地誌D ２ 

人間と環境（自然地理学） ２ 地域と文化（人文地理学） ２  

地理学特論A ２ 地理学特論B ２ 地域文化学特論A ２ 地域文化学特論B ２ 

日本史概説 ２ 日本考古学 ２ 比較考古学 ２ 日本史学概論Ⅰ ２ 日本史学概論Ⅱ ２  

考古学概論 ２ 日本史学特論 ２ 日本史学基礎 ２  

アジア史概説 ２ アジア史学概論Ⅰ ２ アジア史学概論Ⅱ ２ アジア史学特論 ２ 

東アジア文化交流セミナーA ２ 東アジア文化交流セミナーB ２  

西洋史概説 ２ 西洋史学概論Ⅰ ２ 西洋史学概論Ⅱ ２ 西洋史学特論 ２  

文化財学 ２ 文化政策学 ２ 

特殊講義科目 

哲学特殊講義 ２ 倫理学特殊講義 ２ 美学芸術学特殊講義 ２ 地理学地域文化学特殊講義 ２  

日本史学特殊講義 ２ アジア史学特殊講義 ２ 西洋史学特殊講義 ２ 
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研究科目

哲学文献研究AⅠ ２ 哲学文献研究AⅡ ２ 哲学文献研究BⅠ ２ 哲学文献研究BⅡ ２

哲学文献研究CⅠ ２ 哲学文献研究CⅡ ２ 

美学芸術学資料研究 ２ 地理学地域文化学資料研究 ２ 地理学研究 ２ 地域文化学研究 ２ 

日本史学史料研究AⅠ ２ 日本史学史料研究AⅡ ２ 

日本史学史料研究BⅠ ２ 日本史学史料研究BⅡ ２

日本史学史料研究CⅠ ２ 日本史学史料研究CⅡ ２

日本史学史料研究DⅠ ２ 日本史学史料研究DⅡ ２ 

アジア史学史料研究AⅠ ２ アジア史学史料研究AⅡ ２

アジア史学史料研究BⅠ ２ アジア史学史料研究BⅡ ２

アジア史学史料研究CⅠ ２ アジア史学史料研究CⅡ ２

アジア史学史料研究DⅠ ２ アジア史学史料研究DⅡ ２

西洋史学史料研究AⅠ ２ 西洋史学史料研究AⅡ ２

西洋史学史料研究BⅠ ２ 西洋史学史料研究BⅡ ２

西洋史学史料研究CⅠ ２ 西洋史学史料研究CⅡ ２

西洋史学史料研究DⅠ ２ 西洋史学史料研究DⅡ ２

実験実習科目

美学芸術学基礎実習 １ 芸術学実習A １ 芸術学実習B １ 芸術学実習C １

芸術学実習D １ 芸術学実習E １ 芸術学実習F １  

地理学地域文化学実習A １ 地理学地域文化学実習B １ 

エクスカーションⅠ １ エクスカーションⅡ １ 日本史学実習 １

専門言語科目

地図を読む １

演習科目

哲学演習Ⅰ ２ 哲学演習Ⅱ ２ 哲学演習Ⅲ ２ 哲学演習Ⅳ ２ 

美学芸術学演習Ⅰ ２ 美学芸術学演習Ⅱ ２ 美学芸術学演習Ⅲ ２ 美学芸術学演習Ⅳ ２ 

地理学地域文化学演習Ⅰ ２ 地理学地域文化学演習Ⅱ ２ 

地理学地域文化学演習Ⅲ ２ 地理学地域文化学演習Ⅳ ２

日本史学演習Ⅰ ２ 日本史学演習Ⅱ ２ 日本史学演習Ⅲ ２ 日本史学演習Ⅳ ２ 

アジア史学演習Ⅰ ２ アジア史学演習Ⅱ ２ アジア史学演習Ⅲ ２ アジア史学演習Ⅳ ２

西洋史学演習Ⅰ ２ 西洋史学演習Ⅱ ２ 西洋史学演習Ⅲ ２ 西洋史学演習Ⅳ ２

広域科目

教職等資格関連科目

１ 日本国憲法 ２ 社会地理学A ２ 社会地理学B ２ 経済地理学A ２ 経済地理学B ２

民法A ２ 民法B ２ 商法A ２ 商法B ２

憲法A（基本的人権総論）２ 憲法B（基本的人権各論）２ 行政法概論 ２ 行政作用法 ２
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民法総則 ４ 政治学原論A ２ 政治学原論B ２ 国際法総論A ２ 国際法総論B ２ 

国際政治論A ２ 国際政治論B ２ 社会学原論A ２ 社会学原論B ２ 社会学概説 ２  

経済原論A ２ 経済原論B ２ 国際経済論 ２ 国際経済政策論 ２ 

２ 教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２  

国語科教育法A ２ 国語科教育法B ２ 国語科教育法C ２ 国語科教育法D ２  

英語科教育法A ２ 英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２  

フランス語科教育法A ２ フランス語科教育法B ２  

フランス語科教育法C ２ フランス語科教育法D ２ 

ドイツ語科教育法A ２ ドイツ語科教育法B ２  

ドイツ語科教育法C ２ ドイツ語科教育法D ２  

社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２  

公民科教育法 ２ 道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２  

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２  

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

３ 学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２  

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 博物館概論 ２ 博物館経営論 ２  

博物館資料論 ２ 博物館実習 ３ 生涯学習概論 ２ 博物館情報メディア論 ２  

博物館資料保存論 ２ 博物館展示論 ２  博物館教育論 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

総合心理科学科 

共通科目 

キリスト教科目 

キリスト教学 ２ キリスト教と文化 ２ キリスト教と歴史 ２ キリスト教と人間 ２  

キリスト教と文学 ２ キリスト教と言語 ２ キリスト教学特論 ２ 

言語教育科目 

英語AⅠ １ 英語AⅡ １ 英語AⅢ １ 英語AⅣ １  

英語BⅠ（コミュニケーション）１ 英語BⅡ（コミュニケーション）１ 

英語BⅢ １ 英語BⅣ １  

フランス語AⅠ １ フランス語AⅡ １ フランス語AⅢ １ フランス語AⅣ １ 

フランス語BⅠ（コミュニケーション）１ フランス語BⅡ（コミュニケーション）１  

フランス語BⅢ １ フランス語BⅣ １  

ドイツ語AⅠ １ ドイツ語AⅡ １ ドイツ語AⅢ １ ドイツ語AⅣ １  

ドイツ語BⅠ（コミュニケーション）１ ドイツ語BⅡ（コミュニケーション）１  

ドイツ語BⅢ １ ドイツ語BⅣ １ 

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２  
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朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２ 

ドイツ語中期留学Ⅰ ６ ドイツ語中期留学Ⅱ ４ ドイツ語中期留学Ⅲ １ 

ドイツ語中期留学Ⅳ １ ドイツ語中期留学Ⅴ ３ 

情報処理科目 

情報処理基礎 ２ 

人文演習 

人文演習Ⅰ ２ 人文演習Ⅱ ２ 

総合科目 

人文学総合 ２ 

入門科目 

哲学入門 ２ 美学芸術学入門 ２ 地理学地域文化学入門 ２ 

日本史学入門 ２ アジア史学入門 ２ 西洋史学入門 ２ 

心理科学入門Ⅰ（心理学概論）２ 心理科学入門Ⅱ（臨床心理学概論）２ 行動科学入門 ２ 

日本文学入門 ２ 日本語学入門 ２ 英米文学入門 ２ 英語学入門 ２  

フランス学入門 ２ ドイツ学入門 ２ 

卒業論文 

卒業論文 ８ 

学科科目 

専門講義科目 

知覚心理学（知覚・認知心理学）２ 認知心理学（知覚・認知心理学）２  

心理科学基礎統計（心理学統計法）２ 精神医学（精神疾患とその治療）２  

発達心理学 ２ 学習心理学（学習・言語心理学）２ 異常心理学 ２ 思考心理学 ２  

臨床心理学（心理学的支援法）２ 心理科学統計Ⅰ ２ 心理科学統計Ⅱ ２  

心理的アセスメントⅠ ２ 工学心理学 ２ 生理心理学（神経・生理心理学）２  

健康心理学（健康・医療心理学）２ 精神保健 ２ 比較心理学 ２ 心理科学統計Ⅲ ２ 

心理科学統計Ⅳ ２ 心理的アセスメントⅡ ２ パーソナリティ心理学（感情・人格心理学）２ 

エイジング心理学（発達心理学）２ ジェンダーの心理学 ２ 行動分析学 ２ 

感情心理学（感情・人格心理学）２ 社会心理学（社会・集団・家族心理学）２ 心理科学各論 ２ 

心理科学研究法（心理学研究法）２ 心理学総論 ２ 神経科学（神経・生理心理学）２ 

教育心理学（教育・学校心理学）２ 社会心理学A ２ 社会心理学B ２ 政治心理学 ２  

スポーツ心理学 ２ 人体の構造と機能及び疾病 ２ 公認心理師の職責 ２ 教育・学校心理学 ２ 

障害者・障害児心理学 ２ 司法・犯罪心理学 ２ 福祉心理学 ２ 産業・組織心理学 ２ 

関係行政論 ２ 

特殊講義科目 

心理科学特殊講義 ２ 
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研究科目 

心理科学資料研究Ⅰ ２ 心理科学資料研究Ⅱ ２ 

実験実習科目 

心理科学基礎実習Ⅰ（心理学実験）１ 心理科学基礎実習Ⅱ（心理学実験）１  

心理科学実験実習Ⅰ ２ 心理科学実験実習Ⅱ ２ 心理科学実験実習Ⅲ ２  

臨床心理科学基礎実習（心理演習）２ 心理科学研究実習 １ 臨床心理科学実習A（心理実習）１ 臨

床心理科学実習B（心理実習）１ 臨床心理科学実習C（心理実習）１ チーム医療実習 １ 

演習科目 

心理科学演習Ⅰ ２ 心理科学演習Ⅱ ２ 心理科学演習Ⅲ ２ 心理科学演習Ⅳ ２ 

広域科目 

教職等資格関連科目 

１ 日本国憲法 ２ 社会地理学A ２ 社会地理学B ２ 経済地理学A ２ 経済地理学B ２  

民法A ２ 民法B ２ 商法A ２ 商法B ２  

憲法A（基本的人権総論）２ 憲法B（基本的人権各論）２ 行政法概論 ２ 

行政作用法 ２ 民法総則 ４ 政治学原論A ２ 政治学原論B ２  

国際法総論A ２ 国際法総論B ２ 国際政治論A ２ 国際政治論B ２  

社会学原論A ２ 社会学原論B ２ 社会学概説 ２ 経済原論A ２ 経済原論B ２  

国際経済論 ２ 国際経済政策論 ２ 

２ 教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２ 

国語科教育法A ２ 国語科教育法B ２ 国語科教育法C ２ 国語科教育法D ２  

英語科教育法A ２ 英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２  

フランス語科教育法A ２ フランス語科教育法B ２  

フランス語科教育法C ２ フランス語科教育法D ２ 

ドイツ語科教育法A ２ ドイツ語科教育法B ２  

ドイツ語科教育法C ２ ドイツ語科教育法D ２  

社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２  

公民科教育法 ２ 道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２  

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 

教育相談基礎論 ２ 教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高） ２  

人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

３ 学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２ 

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 博物館概論 ２ 

博物館経営論 ２ 博物館資料論 ２ 博物館実習 ３ 生涯学習概論 ２  

博物館情報メディア論 ２ 博物館資料保存論 ２ 博物館展示論 ２ 博物館教育論 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 
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文学言語学科 

共通科目 

キリスト教科目 

キリスト教学 ２ キリスト教と文化 ２ キリスト教と歴史 ２ キリスト教と人間 ２  

キリスト教と文学 ２ キリスト教と言語 ２ キリスト教学特論 ２ 

言語教育科目 

英語AⅠ １ 英語AⅡ １ 英語AⅢ １ 英語AⅣ １  

英語BⅠ（コミュニケーション）１ 英語BⅡ（コミュニケーション）１ 

英語BⅢ １ 英語BⅣ １  

フランス語AⅠ １ フランス語AⅡ １ フランス語AⅢ １ フランス語AⅣ １ 

フランス語BⅠ（コミュニケーション）１ フランス語BⅡ（コミュニケーション）１  

フランス語BⅢ １ フランス語BⅣ １  

ドイツ語AⅠ １ ドイツ語AⅡ １ ドイツ語AⅢ １ ドイツ語AⅣ １  

ドイツ語BⅠ（コミュニケーション）１ ドイツ語BⅡ（コミュニケーション）１  

ドイツ語BⅢ １ ドイツ語BⅣ １ 

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２  

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２ 

ドイツ語中期留学Ⅰ ６ ドイツ語中期留学Ⅱ ４ ドイツ語中期留学Ⅲ １ 

ドイツ語中期留学Ⅳ １ ドイツ語中期留学Ⅴ ３ 

情報処理科目 

情報処理基礎 ２ 

人文演習 

人文演習Ⅰ ２ 人文演習Ⅱ ２ 

総合科目 

人文学総合 ２ 

入門科目 

哲学入門 ２ 美学芸術学入門 ２ 地理学地域文化学入門 ２ 

日本史学入門 ２ アジア史学入門 ２ 西洋史学入門 ２ 

心理科学入門Ⅰ（心理学概論）２ 心理科学入門Ⅱ（臨床心理学概論）２ 行動科学入門 ２ 

日本文学入門 ２ 日本語学入門 ２ 英米文学入門 ２ 英語学入門 ２  

フランス学入門 ２ ドイツ学入門 ２ 

卒業論文 

卒業論文 ８ 

学科科目 

専門講義科目 
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日本文学概論 ２ 日本語学概論 ２ 国語表現法 ２ 

中国文学史 ２ 書道 ２ 漢文 ２ 

日本古代文学 ２ 日本中世文学 ２ 日本近世文学 ２ 日本近代文学 ２ 日本現代文学 ２ 

日本文学史 ２ 日本芸能史 ２ 日本語音声・音韻論 ２ 日本語文法論 ２ 日本語語彙論 ２ 

日本書誌学 ２ 言語地理学 ２ 英米文学概論 ２ 英語学概論 ２ 英語音声学 ２ 

異文化理解 ２ イギリス文学史A ２ イギリス文学史B ２  

アメリカ文学史A ２ アメリカ文学史B ２ 英語史 ２ 英米文学研究法 ２  

フランス文学概論 ２ フランス語学概論 ２ 異文化理解（フランス）２  

フランス文学史 ２ フランス語文法論 ２ フランス作家論A ２ フランス作家論B ２  

フランス語史 ２ フランス語語用論 ２ ドイツ文学概論 ２ ドイツ語学概論 ２ 

異文化理解（ドイツ）２ ドイツ文学史 ２ ドイツ語史 ２ ドイツ近代文学講義 ２  

ドイツ現代文学講義 ２ ドイツ語意味論 ２ ドイツ語語用論 ２  

批評理論 ２ 作品対照研究 ２ 

ギリシア語A ２ ギリシア語B ２  

ラテン語AⅠ ２ ラテン語AⅡ ２ ラテン語BⅠ ２ ラテン語BⅡ ２ 

音韻論・形態論 ２ 統語論 ２ 意味論・語用論 ２ 社会言語学 ２ 対照言語学 ２  

心理言語学 ２ 応用言語学 ２ 

特殊講義科目 

日本文学特殊講義 ２ 日本語学特殊講義 ２ イギリス文学特殊講義 ２ 

アメリカ文学特殊講義 ２ 実践英語学特殊講義 ２ 理論英語学特殊講義 ２ 

フランス文学特殊講義 ２ フランス語学特殊講義 ２ ドイツ文学特殊講義 ２ 

ドイツ語学特殊講義 ２ 

研究科目 

日本文学文献研究Ⅰ ２ 日本文学文献研究Ⅱ ２ 日本文学作品研究Ⅰ ２  

日本文学作品研究Ⅱ ２ 日本語学資料研究Ⅰ ２ 日本語学資料研究Ⅱ ２ 近現代作品研究 ２ 

英米文学作品研究Ⅰ ２ 英米文学作品研究Ⅱ ２ 英米文学資料研究 ２ 英語学資料研究 ２ 

実践英語学資料研究 ２ 理論英語学資料研究 ２ 英語文献研究 ２  

フランス文学資料研究A ２ フランス文学資料研究B ２ フランス語学資料研究 ２  

ドイツ文化資料研究 ２ ドイツ文学資料研究 ２ ドイツ語学資料研究 ２ 

専門言語科目 

古典語Ⅰ １ 古典語Ⅱ １  

英語(Speaking)Ⅰ １ 英語(Speaking)Ⅱ １ 英語(Speaking)Ⅲ １ 英語(Speaking)Ⅳ １ 

英語(Grammar)Ⅰ １ 英語(Grammar)Ⅱ １ 英語(Writing)Ⅰ １ 英語(Writing)Ⅱ １  

フランス語（書く・読む）Ⅰ １ フランス語（書く・読む）Ⅱ １ 

フランス語（総合）AⅠ １ フランス語（総合）AⅡ １ フランス語（総合）BⅠ １ 

フランス語（総合）BⅡ １ フランス語（総合）CⅠ １ フランス語（総合）CⅡ １ 
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フランス語（聞く・話す）Ⅰ １ フランス語（聞く・話す）Ⅱ １  

フランス語（聞く・話す）Ⅲ １ フランス語（聞く・話す）Ⅳ １  

フランス語（書く）Ⅰ １ フランス語（書く）Ⅱ １ フランス語（書く）Ⅲ １  

フランス語（書く）Ⅳ １ フランス語（読む）Ⅰ １ フランス語（読む）Ⅱ １  

ドイツ語（読む）Ⅰ １ ドイツ語（読む）Ⅱ １ ドイツ語（読む）Ⅲ １  

ドイツ語（読む）Ⅳ １ ドイツ語（書く）Ⅰ １ ドイツ語（書く）Ⅱ １  

ドイツ語（書く）Ⅲ １ ドイツ語（書く）Ⅳ １ ドイツ語（総合）Ⅰ １  

ドイツ語（総合）Ⅱ １ ドイツ語（総合）Ⅲ １ ドイツ語（総合）Ⅳ １  

ドイツ語（聞く・話す）Ⅰ １ ドイツ語（聞く・話す）Ⅱ １ 

ドイツ語（読む・書く）Ⅰ １ ドイツ語（読む・書く）Ⅱ １ 

演習科目 

日本文学演習Ⅰ ２ 日本文学演習Ⅱ ２ 日本文学演習Ⅲ ２ 日本文学演習Ⅳ ２  

日本語学演習Ⅰ ２ 日本語学演習Ⅱ ２ 日本語学演習Ⅲ ２ 日本語学演習Ⅳ ２  

英米文学演習Ⅰ ２ 英米文学演習Ⅱ ２ 英米文学演習Ⅲ ２ 英米文学演習Ⅳ ２ 

英語学演習Ⅰ ２ 英語学演習Ⅱ ２ 英語学演習Ⅲ ２ 英語学演習Ⅳ ２  

フランス文学演習Ⅰ ２ フランス文学演習Ⅱ ２ 

フランス文学演習Ⅲ ２ フランス文学演習Ⅳ ２  

フランス語学演習Ⅰ ２ フランス語学演習Ⅱ ２  

フランス語学演習Ⅲ ２ フランス語学演習Ⅳ ２ 

ドイツ文学演習Ⅰ ２ ドイツ文学演習Ⅱ ２ ドイツ文学演習Ⅲ ２ ドイツ文学演習Ⅳ ２  

ドイツ語学演習Ⅰ ２ ドイツ語学演習Ⅱ ２ ドイツ語学演習Ⅲ ２ ドイツ語学演習Ⅳ ２ 

広域科目 

教職等資格関連科目 

１ 日本国憲法 ２ 社会地理学A ２ 社会地理学B ２ 経済地理学A ２ 経済地理学B ２  

民法A ２ 民法B ２ 商法A ２ 商法B ２ 

憲法A（基本的人権総論）２ 憲法B（基本的人権各論）２ 行政法概論 ２ 行政作用法 ２  

民法総則 ４ 政治学原論A ２ 政治学原論B ２ 国際法総論A ２ 国際法総論B ２ 

国際政治論A ２ 国際政治論B ２ 社会学原論A ２ 社会学原論B ２ 社会学概説 ２  

経済原論A ２ 経済原論B ２ 国際経済論 ２ 国際経済政策論 ２ 

２ 教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２  

国語科教育法A ２ 国語科教育法B ２ 国語科教育法C ２ 国語科教育法D ２  

英語科教育法A ２ 英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２  

フランス語科教育法A ２ フランス語科教育法B ２  

フランス語科教育法C ２ フランス語科教育法D ２ 

ドイツ語科教育法A ２ ドイツ語科教育法B ２  
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ドイツ語科教育法C ２ ドイツ語科教育法D ２  

社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２ 公民科教育法 ２  

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２  

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２  

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高） ２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

３ 学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２ 

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 博物館概論 ２ 博物館経営論 ２  

博物館資料論 ２ 博物館実習 ３ 生涯学習概論 ２ 博物館情報メディア論 ２  

博物館資料保存論 ２ 博物館展示論 ２ 博物館教育論 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

第27条 削除 

第28条 削除 

 

第４節 社会学部 

第29条 社会学部における授業科目及びその単位数を次のとおりとする。 

２ 社会学部におけるA群科目（必修科目）及びその単位数を次のとおりとする。 

社会学科 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

言語教育科目 

English Communication A １ English Communication B １  

English Communication C １ English Communication D １  

フランス語Ⅰ ２ フランス語Ⅱ ２ フランス語Ⅲa １ フランス語Ⅲb １  

フランス語Ⅳa １ フランス語Ⅳb １  

ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２ 

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

入門科目 

社会学入門A ２ 社会学入門B ２ 社会調査入門A ２ 社会調査入門B ２  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

演習科目 

基礎演習A ２ 基礎演習B ２ インターミディエイト演習 ２ 

研究演習Ⅰ ２ 研究演習Ⅱ ４ 研究演習Ⅲ ４ 卒業論文 ４  
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外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

３ 社会学部におけるB群科目（選択必修科目）及びその単位数を次のとおりとする。 

社会学科 

リサーチ・メソッド科目 

数理・データサイエンスのための基礎数学 ２ データ分析（入門） ２ 質的調査法 ２  

データ分析（基礎）２ データ分析（応用）２  

フィールドワークの技法A（インタビュー）２ フィールドワークの技法A（参与観察）２ 

フィールドワークの技法A（資料収集）２ フィールドワークの技法B ２ ディスコース研究法 ２ 

メディア・コミュニケーション学研究法 ２ 心理調査法 ２ 基礎心理統計 ２ 応用心理統計 ２ 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

専攻分野科目 

社会学原論A ２ 社会学原論B ２ 社会学史A ２ 社会学史B ２  

社会思想史A ２ 社会思想史B ２ 社会史A ２ 社会史B ２ 歴史社会学 ２ 

知識社会学 ２ 家族社会学A ２ 家族社会学B ２ 宗教社会学A ２ 宗教社会学B ２  

文化社会学A ２ 文化社会学B ２ 法社会学A ２ 法社会学B ２ 

政治社会学A ２ 政治社会学B ２ 都市社会学A ２ 都市社会学B ２  

地域社会学A ２ 地域社会学B ２ 村落社会学 ２ コミュニティ論 ２  

環境社会学A ２ 環境社会学B ２ リスクの社会学 ２ 科学・技術の社会学 ２ 

教育社会学 ２ スポーツ社会学 ２ 現代社会と健康・医療A ２ 現代社会と健康・医療B ２  

現代社会論A ２ 現代社会論B ２ 比較社会論A ２ 比較社会論B ２ 国際社会学 ２ 

グローバリゼーション論 ２ 経済社会学 ２ 産業社会学 ２ 組織社会学 ２ 経営社会学 ２ 

労使関係の社会学 ２  クィア・スタディーズ ２ 仕事の社会学 ２ 情報社会論 ２  

人口動態の社会学 ２ 数理社会学 ２ 計量社会学 ２ 社会意識論 ２ 格差の社会学 ２  

データ社会学への招待 ２ ソーシャル・ネットワーク論 ２ ソーシャル・キャピタル論 ２  

社会運動論 ２ 災害社会学 ２ 人権・差別問題論A ２ 人権・差別問題論B ２  

社会問題論 ２ 障害学 ２ 福祉社会学 ２ ケア社会学 ２ 医療社会学 ２ 身体技法論 ２  

ジェンダー論 ２ セクシュアリティ論 ２ 学校の社会学 ２ 現代若者・子ども論 ２ 

景観の社会学 ２ 記憶の社会学 ２ 文化資源の社会学 ２ 観光社会学 ２  

NPO／NGOの社会学 ２ ボランティアの社会学 ２ 文化人類学A ２ 文化人類学B ２  

現代民俗学A ２ 現代民俗学B ２ 社会言語学A ２ 社会言語学B ２ 

キリスト教と文化 ２ グローバル世界のキリスト教 ２ 文化解釈学 ２ 比較文化学 ２  

視覚文化研究 ２ 複数文化研究 ２ 食文化論 ２ ツーリズム文化論 ２  

ミュージアム文化論 ２ パフォーマンス文化論 ２ ポピュラー音楽論 ２  

ファッション文化論 ２ 表象文化論A ２ 表象文化論B ２ 表象文化論C ２ 文化遺産論 ２  

死生学と宗教 ２ 異文化コミュニケーション論 ２ コミュニケーション論 ２  

マス・コミュニケーション論 ２ ジャーナリズム論 ２ 情報メディア史 ２ メディア文化論 ２ 
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メディア産業論 ２ カルチュラル・スタディーズ ２ 公共圏とメディア ２  

ポピュラー・カルチャー論 ２ 広告文化論 ２  

メディア・リテラシーA ２ メディア・リテラシーB ２ ソーシャル・メディア論 ２  

パブリック・リレーションズ ２ 社会心理学A ２ 社会心理学B ２  

グループ・ダイナミックス ２ 意思決定の心理学 ２ ゲーミング社会心理学 ２  

環境社会心理学 ２ 世論研究 ２ メディア社会心理学 ２ 臨床社会心理学 ２  

文化心理学 ２ 心理学入門 ２ 

Sociology in English A ２ Sociology in English B ２ Sociology in English C ２ 

Sociology in English D ２ Sociology in English E ２ Sociology in English F ２ 

基礎心理学実験 ２ 社会心理学実験 ２ 現代社会学特論A ２現代社会学特論B ２  

現代社会学特論C ２ 現代社会学特論D ２ 現代社会学特論E ２ 

データ社会学特論A ２ データ社会学特論B ２ データ社会学特論C ２  

データ社会学特論D ２ フィールド社会学特論A ２ フィールド社会学特論B ２ 

フィールド社会学特論C ２ フィールド社会学特論D ２ フィールド文化学特論A ２ 

フィールド文化学特論B ２ フィールド文化学特論C ２ フィールド文化学特論D ２ 

フィールド文化学特論E ２  

メディア・コミュニケーション学特論A ２ メディア・コミュニケーション学特論B ２ 

メディア・コミュニケーション学特論C ２ メディア・コミュニケーション学特論D ２  

社会心理学特論A ２ 社会心理学特論B ２ 社会心理学特論C ２ 社会心理学特論D ２ 

社会心理学特論E ２ 社会学実習 ２ 社会調査実習 ２ 実験実習 ２  

比較社会演習A ２ 比較社会演習B ２ 海外社会調査A １ 海外社会調査B ２  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

４ 社会学部におけるC群科目（自由選択科目）及びその単位数を次のとおりとする。 

社会学科 

言語教育科目 

English Communication Advanced A １ Practical English A １ Practical English B １ 

English Communication Advanced B １ English Skills A １ English Skills B １ 

English Communication Advanced C １ Practical English C １ Practical English D １ 

English Communication Advanced D １ English Skills C １ English Skills D １ 

外国大学科目（１科目各１～10単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

教職教科等関連科目 

コンピュータ演習（基礎） ２ 日本国憲法 ２ 心理学研究 ２ 日本史概説 ２  

アジア史概説 ２ 西洋史概説 ２ 地域と文化（人文地理学）２  

社会地理学A ２ 社会地理学B ２ 人間と環境（自然地理学）２ 地理学概論 ２  

地誌A ２ 地誌B ２ 地誌C ２ 地誌D ２ 

哲学概論A ２ 哲学概論B ２ 宗教学 ２ 学習心理学（学習・言語心理学）２  
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社会学概説 ２ 経済原論A ２ 経済原論B ２ 国際法総論A ２ 国際法総論B ２ 

政治学原論A ２ 政治学原論B ２ 国際政治論A ２ 国際政治論B ２ 国際経済論 ２  

国際経済政策論 ２ 憲法A（基本的人権総論）２ 憲法B（基本的人権各論）２  

民法A ２ 民法B ２ 商法A ２ 商法B ２ 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

教職等関連科目 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２ 社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２  

地理歴史科教育法 ２ 公民科教育法 ２ 道徳教育論 ２  

特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２ 教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２  

生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２ 

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２  

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２  

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第５節 法学部 

第30条 法学部における授業科目を基礎科目群、専門科目群、教職等関連科目とに分け、それぞれの授業科目及

び単位数を次のとおりとする。 

法律学科 

基礎科目群 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ キリスト教学演習A ２ キリスト教学演習B ２ 

言語科目 

英語ⅠA(LR) １ 英語ⅠB(LR) １ 英語ⅠA(SW) １ 英語ⅠB(SW) １  

基礎英語ⅠA(LR) １ 基礎英語ⅠB(LR) １ 基礎英語ⅠA(SW) １ 基礎英語ⅠB(SW) １  

英語ⅡA(LR) １ 英語ⅡB(LR) １ 英語ⅡA(SW) １ 英語ⅡB(SW) １ 

基礎英語ⅡA(LR) １ 基礎英語ⅡB(LR) １ 基礎英語ⅡA(SW) １ 基礎英語ⅡB(SW) １  

フランス語AⅠ １ フランス語AⅡ １ フランス語AⅢ １ フランス語AⅣ １  

フランス語BⅠ １ フランス語BⅡ １ フランス語BⅢ １ フランス語BⅣ １ 

ドイツ語AⅠ １ ドイツ語AⅡ １ ドイツ語AⅢ １ ドイツ語AⅣ １  

ドイツ語BⅠ １ ドイツ語BⅡ １ ドイツ語BⅢ １ ドイツ語BⅣ １  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２ 

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２ 

教養教育科目 
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人文演習A ２ 人文演習B ２ 哲学A ２ 哲学B ２ 倫理学A ２ 倫理学B ２ 

論理学A ２ 論理学B ２ 日本史A ２ 日本史B ２ 東洋史A ２ 東洋史B ２ 

西洋史A ２ 西洋史B ２ 日本文学A ２ 日本文学B ２  

ことばと文化A ２ ことばと文化B ２ 英語圏文化論 ２ 芸術A ２ 芸術B ２ 

心理学A ２ 心理学B ２ 地理学A ２ 地理学B ２ 社会学A ２ 社会学B ２ 

統計学A ２ 統計学B ２ 数理の科学A ２ 数理の科学B ２  

自然現象の科学A ２ 自然現象の科学B ２ 物質の科学A ２ 物質の科学B ２  

生命の科学A ２ 生命の科学B ２ 

専門科目群 

専門導入科目 

現代の人権 ２ ビジネスと法 ２ 国際社会と法 ２ 犯罪と法 ２  

法のしくみと考え方 ２ 地域政策入門A ２ 地域政策入門B ２ 

演習科目 

スタディスキル演習 ２ 基本演習 ２ 専門導入演習 ２ 模擬裁判演習 ４  

法学研究演習Ⅰ ４ 法学研究演習Ⅱ ４ 

法政文化研究演習Ⅰ ４ 法政文化研究演習Ⅱ ４ 

専門基幹科目・コース専門科目 

文化共生論 ２ 文化社会論 ２ 表象文化論 ２ 近代啓蒙論 ２ 言語政策論 ２  

国連ユースボランティア演習 ４ 国際社会貢献活動演習 ４ 日本国憲法 ２  

憲法A（基本的人権総論）２ 憲法B（基本的人権各論）２ 憲法C（統治機構論）２  

憲法訴訟論 ２ 行政法概論 ２ 行政作用法 ２ 国家補償法 ２ 行政争訟法 ２  

地方自治法 ２ 税法A ２ 税法B ２ 環境法 ２  

刑法概論A（総論）２ 刑法概論B（各論）２ 刑法総論 ２ 刑法各論 ２ 

刑事訴訟法A（捜査法）２ 刑事訴訟法B（証拠・公判法）２ 刑事政策A ２ 刑事政策B ２  

司法福祉 ２ 国際法総論A ２ 国際法総論B ２ 国際法各論A ２ 国際法各論B ２ 

国際人権法 ２ 民法入門 ２ 民法総則 ４ 物権法 ４ 担保物権法 ２ 債権総論 ４ 

債権各論 ４ 不法行為法 ２ 親族法 ２ 相続法 ２ 消費者と法 ２  

知的財産法A ２ 知的財産法B ２ 司法書士による法律実務入門 ２ 企業法務入門 ２  

企業会計入門A（簿記）２ 企業会計入門B（財務諸表）２ 経営学 ２ 商法総則・商行為法 ２ 

会社法A ４ 会社法B ２ 海商法 ２ 保険法 ２ 有価証券法 ２ 金融商品取引法 ２ 

国際私法A ２ 国際私法B ２ 国際取引法A ２ 国際取引法B ２ 国際経済法 ２  

民事訴訟法概論 ２ 民事訴訟法 ４ 民事執行法 ２ 倒産処理法 ２ 労働法概論 ２  

労働法A ２ 労働法B ２ 社会保障法 ２ 経済法 ２ 法理学A ２ 法理学B ２ 

法思想史A ２ 法思想史B ２ 法社会学A ２ 法社会学B ２ 西洋法史A ２ 西洋法史B ２ 

日本法史A ２ 日本法史B ２ 日本近代法史A ２ 日本近代法史B ２  

東洋法史A ２ 東洋法史B ２ ローマ法A ２ ローマ法B ２ 英米法A ２ 英米法B ２ 
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EU法 ２ 中国法A ２ 中国法B ２ イスラームの法と社会 ２ 都市法 ２ 自治体法務 ２ 

法曹入門 ２ 企業法務特修入門 ２ 公務特修入門 ２ 民法発展演習 ２ 憲法発展演習 ２ 

刑法発展演習 ２ 民事訴訟法発展演習 ２ ケースメソッド民法演習 ２ ライティング演習 ２  

商法発展演習 ２ 国際ビジネス法発展演習 ２ 公共政策発展演習 ２ 行政法発展演習 ２ 

政治学原論A ２ 政治学原論B ２ 現代政治分析 ２ 政治心理学 ２ 比較政治 ２  

行政学A ２ 行政学B ２ 地方自治論 ２ 公共政策論 ２ 公共政策学概論 ２  

NPO／NGOと市民社会 ２ 国際政治論A ２ 国際政治論B ２ 国際政治経済論 ２  

国際機構論 ２ 外交史A ２ 外交史B ２ 外交政策論 ２ 国際協力論 ２ 西洋政治史 ２ 

日本政治史 ２ 政治哲学 ２ 西洋政治思想史 ２ 日本政治思想史 ２ 地域政策論 ２  

政策評価論 ２ メディアと政治 ２ 財政学A ２ 財政学B ２ 国際経済政策 ２  

財政トピックス ２ 地方財政論 ２ 地域経済論 ２ 都市経済論 ２ 公共経済学 ２  

社会保障論A ２ 社会保障論B ２ 地域データ分析 ２ 自治体経営論 ２ 東アジアの政治 ２ 

アジア地域の政治 ２ 中東・アフリカ地域の政治 ２ アメリカ地域の政治 ２ 

ヨーロッパ地域の政治 ２ 地域政策トピックス ２  

地域政策演習A ２ 地域政策演習B ２  

国内フィールドワーク演習A（公共政策）１ 国内フィールドワーク演習B（公共政策）１ 

国内フィールドワーク演習C（公共政策）２ 国内フィールドワーク演習D（公共政策）４  

法曹特修実践演習A ２ 法曹特修実践演習B ２  

法曹特修実践演習C ２ 法曹特修実践演習D ２ 

企業法務特修実践演習A ２ 企業法務特修実践演習B ２  

公務特修実践演習A ２ 公務特修実践演習B ２  

司法・ビジネス実践演習A ２ 司法・ビジネス実践演習B ２ 

グローバル法政実践演習A ２ グローバル法政実践演習B ２  

公共政策実践演習A ２ 公共政策実践演習B ２  

法政社会歴史実践演習A ２ 法政社会歴史実践演習B ２ 

議員インターンシップ実習 ２ 

選択専門科目 

政治学入門A ２ 政治学入門B ２ ジェンダーと法 ２ 経済学基礎A ２ 経済学基礎B ２ 

政治史A ２ 政治史B ２ 政治思想 ２ 政治過程論 ２ 経済原論A ２ 経済原論B ２  

関西経済論 ２ 法学・政治学国際交流セミナー ２  

法学・政治学グローバル演習A １ 法学・政治学グローバル演習B １  

法学・政治学グローバル演習C ２ 法学・政治学グローバル演習D ４  

海外フィールドワーク演習A １ 海外フィールドワーク演習B １  

海外フィールドワーク演習C ２ 海外フィールドワーク演習D ４  

インターネットと法 ２ 法学・政治学特講A ２ 法学・政治学特講B ２  

法学・政治学外書講読 ２ 選択専門演習A ２ 選択専門演習B ２ 
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外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

教職等関連科目 

教職に関する科目 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２ 学校教育論 ２  

教育課程論 ２ 社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２ 

公民科教育法 ２ 道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２ 

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２ 

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

教科に関する科目 

英会話（特）Ⅰ ２ 日本史概説 ２ アジア史概説 ２ 西洋史概説 ２ 地理学概論 ２  

地域と文化（人文地理学）２ 社会地理学A ２ 社会地理学B ２  

経済地理学A ２ 経済地理学B ２ 人間と環境（自然地理学）２ 

地誌A ２ 地誌B ２ 地誌C ２ 地誌D ２ 社会学原論A ２ 社会学原論B ２ 

社会学概説 ２ 環境・資源経済学 ２ 倫理学概論 ２ 哲学概論 ２ 

学習心理学（学習・言語心理学）２ 宗教学 ２ 

学校図書館司書教諭過程関連科目 

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２ 

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 

国際バカロレア教員養成プログラム関連科目 

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

政治学科 

基礎科目群 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ キリスト教学演習A ２ キリスト教学演習B ２ 

言語科目 

英語ⅠA(LR) １ 英語ⅠB(LR) １ 英語ⅠA(SW) １ 英語ⅠB(SW) １  

基礎英語ⅠA(LR) １ 基礎英語ⅠB(LR) １ 基礎英語ⅠA(SW) １ 基礎英語ⅠB(SW) １  

英語ⅡA(LR) １ 英語ⅡB(LR) １ 英語ⅡA(SW) １ 英語ⅡB(SW) １ 

基礎英語ⅡA(LR) １ 基礎英語ⅡB(LR) １ 基礎英語ⅡA(SW) １ 基礎英語ⅡB(SW) １  

フランス語AⅠ １ フランス語AⅡ １ フランス語AⅢ １ フランス語AⅣ １  

フランス語BⅠ １ フランス語BⅡ １ フランス語BⅢ １ フランス語BⅣ １ 

ドイツ語AⅠ １ ドイツ語AⅡ １ ドイツ語AⅢ １ ドイツ語AⅣ １  

ドイツ語BⅠ １ ドイツ語BⅡ １ ドイツ語BⅢ １ ドイツ語BⅣ １  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２ 

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２ 
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教養教育科目 

人文演習A ２ 人文演習B ２ 哲学A ２ 哲学B ２ 倫理学A ２ 倫理学B ２ 

論理学A ２ 論理学B ２ 日本史A ２ 日本史B ２ 東洋史A ２ 東洋史B ２ 

西洋史A ２ 西洋史B ２ 日本文学A ２ 日本文学B ２  

ことばと文化A ２ ことばと文化B ２ 英語圈文化論 ２ 芸術A ２ 芸術B ２ 

心理学A ２ 心理学B ２ 地理学A ２ 地理学B ２ 社会学A ２ 社会学B ２ 

統計学A ２ 統計学B ２ 数理の科学A ２ 数理の科学B ２  

自然現象の科学A ２ 自然現象の科学B ２ 物質の科学A ２ 物質の科学B ２  

生命の科学A ２ 生命の科学B ２ 

専門科目群 

専門導入科目 

現代の人権 ２ 国際社会と法 ２ 政治学入門A ２ 政治学入門B ２  

地域政策入門A ２ 地域政策入門B ２ 

演習科目 

スタディスキル演習 ２ 基本演習 ２ 専門導入演習 ２ 模擬裁判演習 ４  

政治学研究演習Ⅰ ４ 政治学研究演習Ⅱ ４ 

法政文化研究演習Ⅰ ４ 法政文化研究演習Ⅱ ４ 

専門基幹科目・コース専門科目 

文化共生論 ２ 文化社会論 ２ 表象文化論 ２ 近代啓蒙論 ２ 言語政策論 ２  

国連ユースボランティア演習 ４ 国際社会貢献活動演習 ４ 日本国憲法 ２  

憲法A（基本的人権総論）２ 憲法B（基本的人権各論）２ 憲法C（統括機構論）２  

憲法訴訟論 ２ 行政法概論 ２ 行政作用法 ２ 国家補償法 ２ 行政争訟法 ２  

地方自治法 ２ 税法A ２ 税法B ２ 環境法 ２ 刑法総論 ２ 刑法各論 ２  

刑事訴訟法A（捜査法）２ 刑事訴訟法B（証拠・公判法）２  

刑事政策A ２ 刑事政策B ２ 司法福祉 ２ 国際法総論A ２ 国際法総論B ２  

国際法各論A ２ 国際法各論B ２ 国際人権法 ２ 民法入門 ２ 物権法 ４  

担保物権法 ２ 債権総論 ４ 債権各論 ２ 不法行為法 ２ 親族法 ２ 相続法 ２  

消費者と法 ２ 知的財産法A ２ 知的財産法B ２ 司法書士による法律実務入門 ２  

企業法務入門 ２ 企業会計入門A（簿記）２ 企業会計入門B（財務諸表）２  

経営学 ２ 商法総則・商行為法 ２ 会社法A ４ 会社法B ２ 海商法 ２ 保険法 ２  

有価証券法 ２ 金融商品取引法 ２ 国際私法A ２ 国際私法B ２  

国際取引法A ２ 国際取引法B ２ 国際経済法 ２ 民事訴訟法概論 ２ 

民事訴訟法 ４ 民事執行法 ２ 倒産処理法 ２ 労働法概論 ２ 労働法A ２ 労働法B ２ 

社会保障法 ２ 経済法 ２ 法理学A ２ 法理学B ２ 法思想史A ２ 法思想史B ２  

法社会学A ２ 法社会学B ２ 西洋法史A ２ 西洋法史B ２ 日本法史A ２ 日本法史B ２ 

日本近代法史A ２ 日本近代法史B ２ 東洋法史A ２ 東洋法史B ２  

－学則－28－



ローマ法A ２ ローマ法B ２ 英米法A ２ 英米法B ２ EU法 ２  

中国法A ２ 中国法B ２ イスラームの法と社会 ２ 都市法 ２ 自治体法務 ２  

法曹入門 ２ 企業法務特修入門 ２ 公務特修入門 ２ 民法発展演習 ２ 憲法発展演習 ２ 

刑法発展演習 ２ 民事訴訟法発展演習 ２ ケースメソッド民法演習 ２ ライティング演習 ２ 

商法発展演習 ２ 国際ビジネス法発展演習 ２ 公共政策発展演習 ２ 行政法発展演習 ２  

政治学原論A ２ 政治学原論B ２ 政治過程論 ２ 現代政治分析 ２ 政治心理学 ２  

比較政治 ２ 行政学A ２ 行政学B ２ 地方自治論 ２ 公共政策論 ２ 公共政策学概論 ２ 

NPO／NGOと市民社会 ２ 国際政治論A ２ 国際政治論B ２ 国際政治経済論 ２  

国際機構論 ２ 外交史A ２ 外交史B ２ 外交政策論 ２ 国際協力論 ２  

政治史A ２ 政治史B ２ 西洋政治史 ２ 日本政治史 ２ 政治思想 ２ 政治哲学 ２  

西洋政治思想史 ２ 日本政治思想史 ２ 地域政策論 ２ 政策評価論 ２ メディアと政治 ２ 

財政学A ２ 財政学B ２ 国際経済政策 ２ 財政トピックス ２ 地方財政論 ２  

地域経済論 ２ 都市経済論 ２ 公共経済学 ２ 社会保障論A ２ 社会保障論B ２ 

地域データ分析 ２ 自治体経営論 ２ 東アジアの政治 ２ アジア地域の政治 ２  

中東・アフリカ地域の政治 ２ アメリカ地域の政治 ２ ヨーロッパ地域の政治 ２  

地域政策トピックス ２ 地域政策演習A ２ 地域政策演習B ２  

国内フィールドワーク演習A（公共政策）１ 国内フィールドワーク演習B（公共政策）１ 

国内フィールドワーク演習C（公共政策）２ 国内フィールドワーク演習D（公共政策）４ 

法曹特修実践演習A ２ 法曹特修実践演習B ２  

法曹特修実践演習C ２ 法曹特修実践演習D ２ 

企業法務特修実践演習A ２ 企業法務特修実践演習B ２  

公務特修実践演習A ２ 公務特修実践演習B ２  

司法・ビジネス実践演習A ２ 司法・ビジネス実践演習B ２ 

グローバル法政実践演習A ２ グローバル法政実践演習B ２  

公共政策実践演習A ２ 公共政策実践演習B ２  

法政社会歴史実践演習A ２ 法政社会歴史実践演習B ２ 

議員インターンシップ実習 ２ 

選択専門科目 

ビジネスと法 ２ 犯罪と法 ２ 法のしくみと考え方 ２ 

刑法概論A（総論）２ 刑法概論B（各論）２ 民法総則 ４ ジェンダーと法 ２ 

経済学基礎A ２ 経済学基礎B ２ 経済原論A ２ 経済原論B ２ 

関西経済論 ２ 法学・政治学国際交流セミナー ２  

法学・政治学グローバル演習A １ 法学・政治学グローバル演習B １  

法学・政治学グローバル演習C ２ 法学・政治学グローバル演習D ４  

海外フィールドワーク演習A １ 海外フィールドワーク演習B １  

海外フィールドワーク演習C ２ 海外フィールドワーク演習D ４  
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インターネットと法 ２ 法学・政治学特講A ２ 法学・政治学特講B ２  

法学・政治学外書講読 ２ 選択専門演習A ２ 選択専門演習B ２ 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

教職等関連科目 

教職に関する科目 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２  

英語科教育法A ２ 英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２  

社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２ 公民科教育法 ２  

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２  

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２  

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

教科に関する科目 

イギリス文学史A ２ イギリス文学史B ２ アメリカ文学史A ２ アメリカ文学史B ２  

英語学概論 ２ 統語論 ２ 意味論・語用論 ２  

英米文学作品研究Ⅰ ２ 英米文学作品研究Ⅱ ２ 英米文学資料研究 ２  

イギリス文学特殊講義 ２ アメリカ文学特殊講義 ２ 

実践英語学特殊講義 ２ 英米文学概論 ２ 英米文学研究法 ２ 音韻論・形態論 ２  

英語音声学 ２ 応用言語学 ２ 英語史 ２ 英語（特）Ⅲ ２ 英作文（特）２ 

英会話（特）Ⅰ ２ 英会話（特）Ⅱ ２ 異文化理解 ２ 日本史概説 ２ アジア史概説 ２  

西洋史概説 ２ 地理学概論 ２ 地域と文化（人文地理学） ２  

社会地理学A ２ 社会地理学B ２ 経済地理学A ２ 経済地理学B ２  

人間と環境（自然地理学）２ 地誌A ２ 地誌B ２ 地誌C ２ 地誌D ２ 

社会学原論A ２ 社会学原論B ２ 社会学概説 ２ 環境・資源経済学 ２  

倫理学概論 ２ 哲学概論 ２ 学習心理学（学習・言語心理学）２ 宗教学 ２ 

学校図書館司書教論課程関連科目 

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２ 

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 

国際バカロレア教員養成プログラム関連科目 

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第６節 経済学部 

第31条 経済学部における授業科目を総合教育科目、専門教育科目、教職等資格関連科目とに分ける。 

２ 経済学部における総合教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ 
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言語教育科目 

英語Ⅰa １ 英語Ⅰb １ 英語Ⅰc １ 英語Ⅰd １ 

英語Ⅱa １ 英語Ⅱb １ 英語Ⅱc １ 英語Ⅱd １ 

英会話ⅠA １ 英会話ⅠB １ 英会話ⅡA １ 英会話ⅡB １  

フランス語Ⅰ ２ フランス語Ⅱ ２ フランス語Ⅲ ２ フランス語Ⅳ ２ 

ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２  

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２ 

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２  

英語認定科目（１科目各１～８単位） フランス語認定科目（１科目各１～８単位）  

ドイツ語認定科目（１科目各１～８単位） 中国語認定科目（１科目各１～８単位）  

朝鮮語認定科目（１科目各１～８単位） スペイン語認定科目（１科目各１～８単位） 

基盤・学際科目 

学際トピックスA ２ 学際トピックスB ２ 学際トピックスC ２ 学際トピックスD ２  

学際トピックスE ２ 学際トピックスF ２ 学際トピックスG ２ 学際トピックスH ２  

学際トピックスI ２ 学際トピックスJ ２ 国内フィールドワーク実習 １～４ 

ライフデザイン科目 

キャリアデザインと仕事 ２ 仕事と生き方 ２ 日商簿記３級講座 ４ 日商簿記２級講座 ４  

ファイナンシャル・プランナー講座Ⅰ ４ ファイナンシャル・プランナー講座Ⅱ ４ 

グローバルスタディーズ科目 

海外学習活動 １～４ 

他学部専門教育科目 

国内協定大学科目 １～８ 

３ 経済学部における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

専門導入科目 

経済学入門 ２ 経済数学入門 ２ 情報処理入門 ２ 経済データ分析入門 ２ 

専門基礎科目 

ミクロ経済学A ２ ミクロ経済学B ２ マクロ経済学A ２ マクロ経済学B ２  

計量経済学A ２ 計量経済学B ２ 経済の歴史と思想 ２ 

専門科目 

言語と文化 ２ 地域政策入門A ２ 地域政策入門B ２ 経済統計学A ２ 経済統計学B ２  

計量経済分析 ２ 経済情報処理 ２ 社会思想史A ２ 社会思想史B ２ 

経済史A ２ 経済史B ２ 日本経済史Ⅰ ２ 外国経済史Ⅰ ２ 財政学A ２ 財政学B ２ 

金融論A ２ 金融論B ２ 現代産業論A ２ 現代産業論B ２ 産業組織論 ２  

産業組織論とその応用 ２ 農業経済論A ２ 農業経済論B ２  

アントレプレナーシップの経済学 ２ 都市経済論 ２ 環境・資源経済学 ２  
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社会政策A ２ 社会政策B ２ 労働経済学A ２ 労働経済学B ２ 国際経済学 ２  

国際経済政策 ２ 開発経済学 ２ アジア経済論A ２ 行政法概論 ２ 行政作用法 ２ 

国内フィールドワーク演習A（公共政策）１ 国内フィールドワーク演習B（公共政策）１  

国内フィールドワーク演習C（公共政策）２ 国内フィールドワーク演習D（公共政策）４  

行政学B ２ NPO／NGOと市民社会 ２ 地域政策論 ２ 地域政策演習A ２ 地域政策演習B ２ 

市場と制度の経済学A ２ 市場と制度の経済学B ２ 近代経済学史A ２ 近代経済学史B ２  

現代日本経済史 ２ 現代外国経済史 ２ ファイナンス論 ２ 企業金融論 ２  

財政トピックス ２ 地方財政論 ２ 流通経済論A ２ 流通経済論B ２ 

競争政策A ２ 競争政策B ２ 地域経済論 ２ 公共経済学 ２  

社会保障論A ２ 社会保障論B ２ アジア経済論B ２ 自治体経営論 ２ 地域データ分析 ２ 

関西経済論 ２ 経済地理学A ２ 経済地理学B ２ 人口経済学A ２ 人口経済学B ２  

契約の経済学 ２ 発展契約の経済学 ２ 家計経済学Ⅰ ２ 家計経済学Ⅱ ２  

イノベーションの経済学 ２  社会科学概論A ２ 社会科学概論B ２  

発展ミクロ経済学A ２ 発展ミクロ経済学B ２ 発展マクロ経済学A ２ 発展マクロ経済学B ２ 

発展計量経済学A ２ 発展計量経済学B ２ 数理統計 ２ 経済学史A ２ 経済学史B ２  

日本経済史Ⅱ ２ 外国経済史Ⅱ ２ 金融政策論 ２ 金融機関論 ２ 資本市場論 ２  

発展産業組織論 ２ 規制経済論 ２  発展労働経済学A ２ 発展労働経済学B ２  

発展国際経済学 ２ 発展国際経済政策 ２ 発展開発経済学 ２ 

Topics in Economics（in English）A ２ Topics in Economics（in English）B ２  

Topics in Economics（in English）C ２ Topics in Economics（in English）D ２  

Topics in Economics（in English）E ２ Topics in Economics（in English）F ２ 

Topics in Economics（in English）G ２ Topics in Economics（in English）H ２  

Topics in Economics（in English）I ２ Topics in Economics（in English）J ２  

Japanese and Asian Economies A ２ Japanese and Asian Economies B ２ 

US Economy ２ US Innovation System ２ 国家補償法 ２ 行政争訟法 ２  

地方自治法 ２ 環境法 ２ 都市法 ２ 自治体法務 ２ 社会保障法 ２ 

公共政策論 ２ 公共政策学概論 ２ 地方自治論 ２ 政策評価論 ２ 地域政策トピックス ２  

公共政策実践演習A ２ 公共政策実践演習B ２ 英語経済書講読A ２ 英語経済書講読B ２ 

経済学トピックスA ２ 経済学トピックスB ２ 経済学トピックスC ２ 

経済学トピックスD ２ 経済学トピックスE ２ 経済学トピックスF ２ 

経済学トピックスG ２ 経済学トピックスH ２ 経済学トピックスI ２ 

経済学トピックスJ ２ 経済学トピックスK ２ 経済学トピックスL ２ 

経済学トピックスM ２ 経済学トピックスN ２ 経済学トピックスO ２ 

経済事情A ２ 経済事情B ２ 経済事情C ２ 経済事情D ２ 経済事情E ２ 経済事情F ２ 

経済事情G ２ 経済事情H ２ 経済事情I ２ 経済事情J ２ 経済事情K ２ 経済事情L ２ 

経済事情M ２ 経済事情N ２ 経済事情O ２ 経済ビジネス英語A ２ 経済ビジネス英語B ２  
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経済ビジネス英語C ２ 経済ビジネス英語D ２ 経済ビジネス英語E ２ 経済ビジネス英語F ２ 

上級マクロ経済学Ⅰ ２ 上級マクロ経済学Ⅱ ２  

上級ミクロ経済学Ⅰ ２ 上級ミクロ経済学Ⅱ ２  

上級計量経済学Ⅰ ２ 上級計量経済学Ⅱ ２ 上級日本経済史 ２ 上級外国経済史 ２  

専門演習A ２ 専門演習B ２ 卒業研究演習A ２ 卒業研究演習B ２ 卒業論文 ４  

現代社会論A ２ 現代社会論B ２ 民法A ２ 民法B ２ 商法A ２ 商法B ２  

経営学A ２ 経営学B ２ 会計学A ２ 会計学B ２ 国際金融論Ⅰ ２ 国際金融論II ２  

コーポレートファイナンス ２ 発展環境経済学 ２ 発展資源経済学 ２ プレ演習 ２  

PBLデータ分析 ２ Rによるデータ分析 ２  

海外学習活動 １～４ 外国大学科目 １～８ 国内協定大学科目 １～８ 

４ 経済学部における教職等資格関連科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

教職等資格関連科目 

教職等資格科目(1) 

倫理学概論 ２ 哲学概論 ２ 宗教学 ２ 学習心理学（学習・言語心理学） ２  

日本史概説 ２ アジア史概説 ２ 西洋史概説 ２ 地理学概論 ２  

地誌A ２ 地誌B ２ 地誌C ２ 地誌D ２ 

地域と文化（人文地理学）２ 社会地理学A ２ 社会地理学B ２ 

人間と環境（自然地理学）２ 英語講読A １ 英語講読B １ 

英米文学概論 ２ 英語学概論 ２ 英米文学研究法 ２ 

イギリス文学史A ２ イギリス文学史B ２ アメリカ文学史A ２ アメリカ文学史B ２  

英語史 ２ イギリス文学特殊講義 ２ アメリカ文学特殊講義 ２ 実践英語学特殊講義 ２  

英語音声学 ２ 異文化理解 ２ 音韻論・形態論 ２ 応用言語学 ２ 英語（特）２  

英作文（特）２ 英会話（特）Ⅰ ２ 英会話（特）Ⅱ ２  

憲法A（基本的人権総論）２ 憲法B（基本的人権各論）２ 国際法総論A ２ 国際法総論B ２  

政治学原論A ２ 政治学原論B ２ 国際政治論A ２ 国際政治論B ２ 日本国憲法 ２ 

教職等資格科目(2) 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２ 

英語科教育法A ２ 英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２  

社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２ 公民科教育法 ２  

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２  

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２  

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２ 

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 
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第７節 商学部 

第32条 商学部における授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ 

言語教育科目 

英語Ⅰ（リーディング）１ 英語Ⅱ（リーディング）１  

英語Ⅰ（コミュニケーション）１ 英語Ⅱ（コミュニケーション）１  

英語Ⅲ（リーディング）１ 英語Ⅳ（リーディング）１ 

英語Ⅲ（コミュニケーション）１ 英語Ⅳ（コミュニケーション）１  

イングリッシュ（ライティング）A １ イングリッシュ（ライティング）B １  

イングリッシュ（ライティング）C １ イングリッシュ（ライティング）D １ 

イングリッシュ（オーラル）A １ イングリッシュ（オーラル）B １  

イングリッシュ（オーラル）C １ イングリッシュ（オーラル）D １  

フランス語Ⅰ（読解）１ フランス語Ⅱ（読解）１ フランス語Ⅰ（表現）１  

フランス語Ⅱ（表現）１ フランス語Ⅲ（読解）１ フランス語Ⅳ（読解）１  

フランス語Ⅲ（表現）１ フランス語Ⅳ（表現）１ 

ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２  

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２ 

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２  

海外研修（言語）（１科目各１～８単位） 外国大学科目（１科目各１～８単位） 

国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

教養教育科目 

哲学A ２ 哲学B ２ 倫理学A ２ 倫理学B ２ 論理学A ２ 論理学B ２ 

日本史A ２ 日本史B ２ 東洋史A ２ 東洋史B ２ 西洋史A ２ 西洋史B ２ 

日本文学A ２ 日本文学B ２ 西洋文学A ２ 西洋文学B ２ 芸術A ２ 芸術B ２ 

心理学A ２ 心理学B ２ 地理学A ２ 地理学B ２ 法学A ２ 法学B ２ 

社会学A ２ 社会学B ２ 政治学A ２ 政治学B ２ 日本国憲法 ２ 

数理の科学A ２ 数理の科学B ２ 自然現象の科学A ２ 自然現象の科学B ２  

物質の科学A ２ 物質の科学B ２ 生命の科学A ２ 生命の科学B ２ 

教養基礎A（歴史）２ 教養基礎B（倫理）２ 教養基礎C（法）２ 教養基礎D（異文化）２ 

教養基礎E（国際問題）２ 教養基礎F（行動科学）２ 教養基礎G（環境）２ 

教養演習 ２ 外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

基礎科目 

経営学基礎 ４ 簿記基礎 ４ 経済学基礎 ４ 統計学基礎 ４  
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数学基礎A（解析）２ 数学基礎B（線形代数）２ 

マーケティング入門 ２ ファイナンス入門 ２ 国際ビジネス入門 ２ 

商業簿記Ⅰ ２ ビジネス会計入門 ２ 英文会計 ２  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

法学関係科目 

民法A ２ 民法B ２ 企業法入門 ２ 会社法 ２ 法学特論A ２ 法学特論B ２ 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

コース専門科目 

経営コース 

経営学原理Ⅰ ２ 経営学原理Ⅱ ２ 経営生産論 ２ 工業経営論 ２ 経営財務論 ２  

投資論 ２ 経営管理論 ２ 現代経営管理 ２ 経営組織論 ２ 現代経営組織 ２  

人的資源管理論 ２ 人材開発論 ２ 中小企業論 ２ 中小企業経営論 ２ 企業論 ２ 

現代企業論 ２ 経営史 ２ 経営史各論 ２ 経営学史 ２ 比較経営学 ２  

マネジメントサイエンス ２ 経営数学 ２ 経営社会学 ２ 産業社会学 ２ 

企業倫理論 ２ 現代企業倫理 ２ 企業形態論 ２ コーポレートガバナンス（経営）２  

企業戦略論 ２ 戦略経営論 ２ 経営学特論A ２ 経営学特論B ２ 

ビジネスプロジェクトA（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングA（１科目各１～４単位） 

ビジネスプロジェクトB（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングB（１科目各１～４単位） 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

会計コース 

会計職業と倫理 ２ 財務諸表論Ⅰ ２ 財務諸表論Ⅱ ２ 管理会計論 ２ 意思決定会計論 ２ 

原価計算論 ２ コストマネジメント論 ２ 監査制度論 ２ 監査基準論 ２ 会計情報論 ２  

税務会計論 ２ ビジネス会計 ２ 財務諸表分析 ２ 国際会計基準論 ２ 国際会計制度論 ２ 

商業簿記Ⅱ ２ 工業簿記 ２ 環境会計論 ２ 会計学特論A ２ 会計学特論B ２ 

ビジネスプロジェクトA（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングA（１科目各１～４単位） 

ビジネスプロジェクトB（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングB（１科目各１～４単位） 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

マーケティングコース 

マーケティングマネジメント ２ 関係性マーケティング ２ 流通システム論 ２ 

国際流通論 ２ 消費者行動論 ２ 消費者マーケティング ２ マーケティングリサーチ ２ 

マーケティングサイエンス ２ 国際市場戦略論 ２ 国際マーケティングミックス政策 ２  

交通経済論 ２ 流通政策 ２ 小売戦略論 ２  
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マーケティングコミュニケーション概論 ２ マーケティングコミュニケーション戦略 ２ 

ロジスティクス概論 ２ 国際物流論 ２ 施設立地論 ２ 物流産業論 ２ 在庫管理論 ２ 

商業史 ２ 商業史各論 ２ ビジネスモデル分析 ２ ビジネスモデリング ２ 

マーケティング特論A ２ マーケティング特論B ２ 

ビジネスプロジェクトA（１科目各１～４単位） 

オンライン・インターナショナル・ラーニングA（１科目各１～４単位） 

ビジネスプロジェクトB（１科目各１～４単位） 

オンライン・インターナショナル・ラーニングB（１科目各１～４単位） 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

ファイナンスコース 

金融論Ⅰ ２ 金融論Ⅱ ２ 国際金融論 ２ 国際金融システム論 ２ 金融史 ２  

金融史各論 ２ 銀行論 ２ 金融システム論 ２ 保険論 ２ 証券論 ２  

リスクマネジメント ２ ファイナンス論 ２ 生命保険論 ２ 損害保険論 ２ 外国為替論 ２ 

国際通貨論 ２ 取引システム論 ２ 企業金融論 ２ 金融市場論 ２  

コーポレートガバナンス（ファイナンス）２ 経営財務論 ２ 投資論 ２  

ファイナンス特論A ２ ファイナンス特論B ２ 

ビジネスプロジェクトA（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングA（１科目各１～４単位） 

ビジネスプロジェクトB（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングB（１科目各１～４単位） 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

ビジネス情報コース 

統計分析論Ⅰ ２ 統計分析論Ⅱ ２  

ビジネスエコノミックスⅠ ２ ビジネスエコノミックスⅡ ２ 情報政策論 ２  

情報ネットワーク論 ２ 情報処理論Ⅰ ２ 情報処理論Ⅱ ２ 経営情報システム論 ２ 

情報セキュリティ論 ２ 産業システム論 ２ 技術経済論 ２ 産業組織論 ２ ゲーム理論 ２  

ビジネスモデル分析 ２ ビジネスモデリング ２ 国際経済論 ２ 国際経済政策論 ２ 

ビジネスデータ分析Ⅰ ２ ビジネスデータ分析Ⅱ ２ マネジメントサイエンス ２ 

経営数学 ２ 流通システム論 ２ 国際流通論 ２ イノベーションと知識経済 ２  

イノベーション経営 ２ ビジネス情報特論A ２ ビジネス情報特論B ２ 

ビジネスプロジェクトA（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングA（１科目各１～４単位） 

ビジネスプロジェクトB（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングB（１科目各１～４単位） 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

国際ビジネスコース 
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国際ビジネスコミュニケーション論 ２ 国際通商システム論 ２ 貿易商務論 ２ 

国際市場戦略論 ２ 国際マーケティングミックス政策 ２ 国際取引交渉論 ２ 

国際取引法Ⅰ ２ 国際取引法Ⅱ ２ グローバル経営論 ２ グローバル戦略経営論 ２  

多国籍企業経営戦略論 ２ 多国籍企業経営管理論 ２ イノベーションと知識経済 ２  

イノベーション経営 ２ 国際会計基準論 ２ 国際会計制度論 ２ 国際流通論 ２  

国際物流論 ２ 国際金融論 ２ 国際金融システム論 ２ 外国為替論 ２ 国際通貨論 ２  

国際経済論 ２ 国際経済政策論 ２ 

リトゥン・ビジネス・コミュニケーション ２ オーラル・ビジネス・コミュニケーション ２ 

国際ビジネス特論A ２ 国際ビジネス特論B ２ 

ビジネスプロジェクトA（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングA（１科目各１～４単位） 

ビジネスプロジェクトB（１科目各１～４単位）  

オンライン・インターナショナル・ラーニングB（１科目各１～４単位） 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

演習科目 

商学演習 ４ 研究演習Ⅰ ４ 研究演習Ⅱ（卒業論文含む） ４ 

共通科目 

ビジネス英書入門 ２ 商学外書講読（英語）A ２ 商学外書講読（英語）B ２ 

商学外書講読（独語）２ 商学外書講読（仏語）２ ビジネスレクチュア ２ 

共通特論A ２ 共通特論B ２ ビジネスプロジェクト（共通）（１科目各１～８単位） 

オンライン・インターナショナル・ラーニング（共通）（１科目各１～４単位）  

海外研修（専門）（１科目各１～８単位） 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

教職等資格関連科目 

教職に関する科目 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２ 商業科教育法A ２ 商業科教育法B ２  

英語科教育法A ２英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２ 

社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２ 

公民科教育法 ２ 道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２ 

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２ 

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

教科に関する科目 

英語学概論 ２ 統語論 ２ 意味論・語用論 ２ 英語史 ２ 英語音声学 ２ 音韻論・形態論 ２ 

応用言語学 ２ 実践英語学特殊講義 ２ 英米文学概論 ２ 英米文学研究法 ２  

イギリス文学史A ２ イギリス文学史B ２ アメリカ文学史A ２ アメリカ文学史B ２  
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イギリス文学特殊講義 ２ アメリカ文学特殊講義 ２  

英米文学作品研究Ⅰ ２ 英米文学作品研究Ⅱ ２ 英米文学資料研究 ２  

英作文（特）A １ 英作文（特）B １ 英会話（特）A １ 英会話（特）B １  

異文化理解 ２ 日本史概説 ２ アジア史概説 ２ 西洋史概説 ２ 

社会思想史A ２ 社会思想史B ２ 日本経済史Ⅰ ２ 日本経済史Ⅱ ２  

外国経済史Ⅰ ２ 外国経済史Ⅱ ２ 経済学史A ２ 経済学史B ２  

近代経済学史A ２ 近代経済学史B ２ 地理学概論 ２  

地誌A ２ 地誌B ２ 地誌C ２ 地誌D ２ 

地域と文化（人文地理学）２ 人間と環境（自然地理学）２ 社会地理学A ２ 社会地理学B ２ 

政治学原論A ２ 政治学原論B ２ 憲法A（基本的人権総論）２ 憲法B（基本的人権各論）２  

国際法総論A ２ 国際法総論B ２ 国際政治論A ２ 国際政治論B ２ 

社会学原論A ２ 社会学原論B ２ 社会学概説 ２ 哲学概論 ２ 倫理学概論 ２ 宗教学 ２ 

学習心理学（学習・言語心理学） ２ 職業指導 ４ 

学校図書館司書教諭資格に関する科目 

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２ 

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 

国際バカロレア教員資格に関する科目 

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第８節 削除 

第33条 削除 

第34条 削除 

第35条 削除 

 

第９節 総合政策学部 

第36条 総合政策学部における授業科目及びその単位数を次のとおりとする。 

総合政策学科・メディア情報学科・都市政策学科・国際政策学科 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ 

共通教育科目 

言語教育科目 

English Communication Ⅰ ４ English Communication Ⅱ ４ English Communication Ⅲ ４ 

English Communication Ⅳ ４ English Communication Ⅴ ４ English Communication Ⅵ ４ 

English Communication Advanced Topics １  

フランス語Ⅰ ２ フランス語Ⅱ ２ フランス語Ⅲ ２ フランス語Ⅳ ２  

ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２ 
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スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２  

日本語Ⅰ ２ 日本語Ⅱ ２ 日本語Ⅲ ２ 日本語Ⅳ ２ 日本語Ⅴ ２  

English Communication Ⅰ（International Student） ２  

English Communication Ⅱ（International Student） ２ 

English Communication Ⅲ（International Student） ２  

English Communication Ⅳ（International Student） ２  

English Communication Ⅴ（International Student） ２ 

English Communication Ⅵ（International Student） ２  

外国大学科目 （１科目各１～８単位） 国内協定大学科目 （１科目各１～８単位） 

方法科目 

言語・文化・表現 

Introduction to The World of English ２ Introduction to Communication ２  

日本語文章表現 ２ 現代ジャーナリズム論 ２ 日本学総論 ２ 

English Professional Writing A １ English Professional Writing B １  

English Public Speaking A １ English Public Speaking B １  

ビジネス実践英語 １ 身体コミュニケーション実習 １ 

数理・統計・調査 

総合政策のための数学 ２ 数理科学の基礎 ２ 統計学Ⅰ ２ 統計学Ⅱ ２  

データ解析A ２ データ解析B ２ データ解析C ２ データ解析D ２ 社会調査法 ２ 

情報 

コンピュータ演習Ⅰ １ コンピュータ演習Ⅱ １ コンピュータ演習Ⅲ １ 

プログラミング基礎 １ コンピュータサイエンス ２ プログラミング演習(C) １ 

プログラミング演習(JAVA) １ プログラミング演習(VB) １ Web Programming ２ 

ネットワーク初級 ２ ネットワーク中級演習 ４ ネットワーク上級演習 ２ 

導入科目 

学部導入 

総合政策A ２ 総合政策B ２ ヒューマン・エコロジー ２ 

学科導入 

総合政策 

総合政策演習 ２ 

メディア情報 

メディア情報入門 ２ メディア制作演習（意思決定）２ メディア制作演習（シミュレーション）２ 

メディア制作演習（映像表現）４ Seminar in Media Work（Media Processing）２  

メディア制作演習（メディアの実践）２ メディア制作演習（システムデザイン）２  

メディア制作演習（社会課題とICT）２ メディア制作演習（社会情報デザイン）２  
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メディア制作演習（最適化ソリューション）２ メディア制作演習（データ分析）２ 

都市政策 

都市政策入門 ２ 都市政策演習 ２ 

国際政策 

国際政策入門 ２ 国際政策演習 ２ 

専門科目 

専門基礎科目 

環境・自然科学系 

生命の科学 ２ 自然人類学 ２ 自然環境論 ２ 環境倫理 ２ 科学倫理 ２ 科学と社会 ２ 

公共政策・社会科学系 

法学概論 ２ 民法概論 ２ 政治学 ２ 日本国憲法 ２ 経済学概論 ２ 日本経済論 ２ 

社会学概論 ２ 哲学概論 ２ 倫理学概論 ２ ヨーロッパ思想史 ２ アジア思想史 ２ 

社会福祉論 ２ 

言語・文化系 

心理学概論 ２ 言語学概論 ２ 文化人類学 ２ 民族と文化 ２ 日本史概説 ２  

東洋史概説 ２ 西洋史概説 ２ 論理学 ２ 

メディア情報系 

サイバー社会論 ２ 情報と社会 ２ 情報化社会と人間 ２ アート＆テクノロジー ２  

メディア社会論 ２ システム論 ２ 

都市政策系 

地理学概論 ２ 地誌学 ２  

国際政策系 

戦後国際政治史 ２ 現代東アジア ２ グローバル・キャリアデザイン ２ 

アメリカ政治・経済論 ２ SDGs実践入門 ２ 難民学入門 ２ 

共通 

総合政策トピックスA ２ 総合政策トピックスB ２ 総合政策トピックスC ２  

総合政策トピックスD ２ 

専攻科目 

学科共通科目 

会計学 ２ 経営学 ２ ミクロ経済学 ２ マクロ経済学 ２ 社会保障論 ２  

比較宗教思想論 ２ 戦略的思考と合意形成 ２ マーケティング論 ２ Regional Development ２ 

リスク・コミュニケーション論 ２ プロジェクト評価論 ２ N.G.O. ２ ジェンダー論 ２  

企業法論 ２ プロジェクト管理論 ２ 経営戦略論 ２ 経営組織論 ２ 平和学 ２ 

国際企業論 ２ 経営管理論 ２ 放送メディア論 ２ テレビ報道論 ２ 

SDGs経営論 ２ SDGsと人権 ２ 

Basic Economics ２ English Linguistics ２ 英語音声学 ２ 報道事例研究 ２ 
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総合政策課題研究A ２ 総合政策課題研究B ２  

外国大学科目 （１科目各１～８単位） 国内協定大学科目 （１科目各１～８単位） 

学科専攻科目 

総合政策学科科目 

環境政策フィールド科目 

環境政策論 ２ 環境社会学 ２ 環境経済学 ２ 環境法 ２ Ecological Policy ２  

エコロジー政策課題研究A ２ エコロジー政策課題研究B ２ 生態環境論 ２ 自然保護政策論 ２ 

資源循環型社会論 ２ International Environmental Policy ２ 環境測定実習 ２  

Global Environmental Policy ２ 野生動物共生論 ２ 里山実習 ２ 資源エネルギー論 ２ 

公共政策フィールド科目 

公共哲学 ２ 公共経済学 ２ 公共選択論 ２ 財政学 ２ 行政学 ２ 国際関係論 ２ 

国際政治学 ２ International Trade ２ 公共政策課題研究A ２ 公共政策課題研究B ２  

哲学思想課題研究A ２ 哲学思想課題研究B ２ 行政法 ２  

Comparative Studies on Societies ２ 経済地理学 ２ 高齢者福祉論 ２ 保健医療政策論 ２  

家族福祉論 ２ 都市政治学 ２ 都市財政論 ２ 国際金融論 ２ 地方自治論 ２ 

言語文化政策フィールド科目 

言語政策論 ２ Intercultural Communication ２ 文化政策論 ２ 日本語文化論 ２ 

Comparative Culture ２ 英米文学A ２ 英米文学B ２ 英米文学C ２ 英米文学D ２  

コミュニケーション政策課題研究A ２ コミュニケーション政策課題研究B ２ 

比較言語文化研究A ２ 国際コミュニケーション論 ２ 英語文法論 ２ 

English Communication Topics A ２ English Communication Topics B ２ 

英語文化研究A ２ 英語文化研究B ２ Studies in Multicultural Society ２ 

社会言語学 ２ Multilingualism and Multiculturalism ２ Global Englishes ２ Semiotics ２  

メディア情報学科科目 

経営情報論 ２ メディア・リテラシー ２ データベース ２ メディア文化政策 ２  

The Web & Society ２ 社会課題とICT ２  

メディア情報課題研究A ２ メディア情報課題研究B ２ コンピュータ・アート ２ 

Human＆Machine Interaction ２ 知識情報処理 ２ アーカイブ・デザイン ２ 

意思決定科学 ２ サイバースペースの法と倫理 ２ 情報セキュリティ ２ 知的財産戦略論 ２ 

社会モデル分析 ２ Machine Learning and Intelligence ２ ネットワークシステム論 ２ 

オペレーションズ・マネジメント ２ 人工知能基礎 ２ 社会情報デザイン論 ２  

情報検索論 ２ 編集デザイン演習 ２ 

都市政策学科科目 

都市政策論 ２ 経営学 ２ 公共経済学 ２ 行政学 ２ 財政学 ２  

都市政策課題研究A ２ 都市政策課題研究B ２ 都市政治学 ２ 都市財政論 ２  

保健医療政策論 ２ GIS演習Ⅰ ２ GIS演習Ⅱ ２ 社会システム論 ２ 経済地理学 ２ 
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都市計画・都市環境論 ２ 地方自治論 ２ 地域コミュニティ論 ２ 都市経済学 ２  

復興・防災論 ２ 政策コンサルティング演習 ２ ビジネス・インキュベーション演習 ２  

ベンチャービジネス演習 ２ ベンチャー経営論 ２ ベンチャーシーズ論 ２ 交通論 ２ 

国際政策学科科目 

国際発展政策 ２ 国際関係論 ２ International Trade ２ 国際政治学 ２ 国際関係史 ２ 

国際発展政策課題研究A ２ 国際発展政策課題研究B ２ 国際機構論 ２ 国際協力論 ２  

開発経済学 ２ 国際金融論 ２ 国際法 ２ 国際公務員 ２ 外交政策 ２ 国際人権論 ２ 

International Environmental Policy ２ 資源エネルギー論 ２ Global Environmental Policy ２ 

Comparative Studies on Societies ２ Studies in Multicultural Society ２  

Culture and Thought２ 言語類型論 ２ 人材育成の国際比較研究 ２ 

演習科目 

基礎演習 ４ 研究演習Ⅰ ４ メディア工房Ⅰ ４ 研究演習Ⅱ ４ メディア工房Ⅱ ４  

卒業論文 ４ 

オフキャンパス実習 １又は２  

GCaP演習 A １ GCaP演習 B １ GCaP Seminar C １ GCaP Seminar D １  

フィールドワーク（国内短期） １～８ フィールドワーク（国内中期） ８  

フィールドワーク（海外短期） １～８ フィールドワーク（海外中期） ８ 

インターンシップ（国内短期） １～８ インターンシップ（国内中期） ８  

インターンシップ（海外短期） １～８ インターンシップ（海外中期） ８  

総合政策特別演習 A ２ 総合政策特別演習 B ２ 

教職等資格科目 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２ 教育課程論 ２  

英語科教育法A ２ 英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２  

社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２  

情報科教育法A ２ 情報科教育法B ２  

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２ 

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２ 

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２  

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２  学習指導と学校図書館 ２  

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第10節 人間福祉学部 

第37条 人間福祉学部における授業科目を総合教育科目、専門教育科目、教職等関連科目に分ける。 

２ 人間福祉学部における総合教育科目及びその単位数を次のとおりとする。 
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社会福祉学科 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ キリスト教と福祉 ２ キリスト教と文化 ２  

キリスト教と倫理 ２ キリスト教と人間 ２ 

言語教育科目 

英語講読A １ 英語講読B １ 英語講読C １ 英語講読D １  

英語表現A １ 英語表現B １ 英語表現C １ 英語表現D １  

英語コミュニケーションⅠ ２ 英語コミュニケーションⅡ ２  

英語コミュニケーションⅢ ２ 英語コミュニケーションⅣ ２ 

フランス語Ⅰ ２ フランス語Ⅱ ２ フランス語Ⅲ ２ フランス語Ⅳ ２  

ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２ 

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２  

日本手話Ⅰ ２ 日本手話Ⅱ ２ 日本手話Ⅲ ２ 日本手話Ⅳ ２ 

基礎英語Ⅰ甲A １ 基礎英語Ⅰ甲B １ 基礎英語Ⅰ乙A １ 基礎英語Ⅰ乙B １  

基礎英語Ⅱ甲A １ 基礎英語Ⅱ甲B １ 基礎英語Ⅱ乙A １ 基礎英語Ⅱ乙B １  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 

教養教育科目 

基礎演習 ２ 日本国憲法 ２ 政治学（国際政治を含む）２ 経済学（国際経済を含む）２  

哲学 ２ 倫理学 ２ 宗教学 ２ 文学 ２ 芸術（音楽）２ 芸術（美術）２ 社会学 ２  

心理学 ２ 法学 ２ 統計学 ２ ICT演習 ２ 

社会起業学科 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ キリスト教と福祉 ２ キリスト教と文化 ２  

キリスト教と倫理 ２ キリスト教と人間 ２ 

言語教育科目 

英語講読A １ 英語講読B １ 英語講読C １ 英語講読D １  

英語表現A １ 英語表現B １ 英語表現C １ 英語表現D １  

英語コミュニケーションⅠ ２ 英語コミュニケーションⅡ ２  

英語コミュニケーションⅢ ２ 英語コミュニケーションⅣ ２ 

フランス語Ⅰ ２ フランス語Ⅱ ２ フランス語Ⅲ ２ フランス語Ⅳ ２  

ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２ 

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２  
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日本手話Ⅰ ２ 日本手話Ⅱ ２ 日本手話Ⅲ ２ 日本手話Ⅳ ２ 

基礎英語Ⅰ甲A １ 基礎英語Ⅰ甲B １ 基礎英語Ⅰ乙A １ 基礎英語Ⅰ乙B １  

基礎英語Ⅱ甲A １ 基礎英語Ⅱ甲B １ 基礎英語Ⅱ乙A １ 基礎英語Ⅱ乙B １  

社会起業英語中期留学Ⅰ ２ 社会起業英語中期留学Ⅱ ２  

社会起業英語中期留学Ⅲ ２ 社会起業英語中期留学Ⅳ ２ 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 

教養教育科目 

基礎演習 ２ 日本国憲法 ２ 政治学（国際政治を含む）２ 経済学（国際経済を含む）２  

哲学 ２ 倫理学 ２ 宗教学 ２ 文学 ２ 芸術（音楽）２ 芸術（美術）２ 社会学 ２  

心理学 ２ 法学 ２ 統計学 ２ ICT演習 ２ 

人間科学科 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ キリスト教と福祉 ２ キリスト教と文化 ２  

キリスト教と倫理 ２ キリスト教と人間 ２ 

言語教育科目 

英語講読A １ 英語講読B １ 英語講読C １ 英語講読D １  

英語表現A １ 英語表現B １ 英語表現C １ 英語表現D １  

英語コミュニケーションⅠ ２ 英語コミュニケーションⅡ ２  

英語コミュニケーションⅢ ２ 英語コミュニケーションⅣ ２ 

フランス語Ⅰ ２ フランス語Ⅱ ２ フランス語Ⅲ ２ フランス語Ⅳ ２  

ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２  

中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２ 

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ 朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２  

日本手話Ⅰ ２ 日本手話Ⅱ ２ 日本手話Ⅲ ２ 日本手話Ⅳ ２ 

基礎英語Ⅰ甲A １ 基礎英語Ⅰ甲B １ 基礎英語Ⅰ乙A １ 基礎英語Ⅰ乙B １  

基礎英語Ⅱ甲A １ 基礎英語Ⅱ甲B １ 基礎英語Ⅱ乙A １ 基礎英語Ⅱ乙B １  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 

教養教育科目 

基礎演習 ２ 日本国憲法 ２ 政治学（国際政治を含む）２ 経済学（国際経済を含む）２  

哲学 ２ 倫理学 ２ 宗教学 ２ 文学 ２ 芸術（音楽）２ 芸術（美術）２ 社会学 ２  

心理学 ２ 法学 ２ 統計学 ２ ICT演習 ２ 

３ 人間福祉学部における専門教育科目及びその単位数を次のとおりとする。 

学科共通 

研究演習・卒業研究 

研究演習Ⅰ ４ 研究演習Ⅱ ４ 卒業研究 ４ 
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社会福祉学科 

専門基礎科目 

医学一般 ２ 現代の医療と医学 ２ ソーシャルワーク実習入門 ２  

ソーシャルワーク演習Ⅰ ２ 社会福祉の歴史 ２ NPO論 ２ 障害学 ２ 社会問題論 ２ 

国際問題論 ２ ボランティア論 ２ 子ども学 ２ 老年学 ２ 人間多様性論 ２ 

専門応用科目 

社会福祉学原論A ２ 社会福祉学原論B ２ 地域福祉論 ２ 公的扶助論 ２  

社会保障論A ２ 社会保障論B ２ ヘルスプロモーション概論 ２ 死生学 ２  

精神保健A ２ 精神保健B ２ 人間福祉情報論 ２ 高齢者福祉論 ２ 高齢者と福祉 ２ 

障害者福祉論 ２ 児童・家庭福祉論 ２ 子どもと家庭の諸問題 ２ 

ソーシャルワーク論A ２ ソーシャルワーク論B ２ ソーシャルワーク論C ２ 

ソーシャルワーク論D ２ ソーシャルワーク論E ２ ソーシャルワーク論F ２ 

ソーシャルワーク演習Ⅱ ２ ソーシャルワーク演習Ⅲ ２ ソーシャルワーク演習Ⅳ ２ 

ソーシャルワーク演習Ⅴ ２ ソーシャルワーク実習 ８ ソーシャルワーク実習指導Ⅰ ２ 

ソーシャルワーク実習指導Ⅱ ２ ソーシャルワーク実習指導Ⅲ ２ 

精神医学A ２ 精神医学B ２ 精神保健福祉制度論 ２ 

精神保健福祉の原理A ２ 精神保健福祉の原理B ２ 精神障害リハビリテーション論 ２ 

精神保健福祉ソーシャルワーク論A ２ 精神保健福祉ソーシャルワーク論B ２ 

精神保健福祉援助演習Ⅰ ２ 精神保健福祉援助演習Ⅱ ２ 精神保健福祉援助演習Ⅲ ２ 

精神保健福祉実習指導Ⅰ ２ 精神保健福祉実習指導Ⅱ ２ 精神保健福祉実習指導Ⅲ ２ 

精神保健福祉援助実習 ６ 社会福祉の思想と哲学 ２ 社会福祉計画論 ２ 

福祉サービスの組織と経営 ２ 社会福祉特論A ２ 社会福祉特論B ２ 

社会福祉特論C ２ 社会福祉特論D ２ 保健医療サービス論 ２ 医療ソーシャルワーク論 ２  

ジェンダー福祉論 ２ 司法福祉論 ２ 性格発達論 ２ 社会福祉調査の基礎 ２  

ソーシャルワーク・インターンシップ ６ 医療ソーシャルワーク・インターンシップ ６  

権利擁護と成年後見 ２ 社会福祉量的調査法 ２ 社会福祉質的調査法 ２  

学校ソーシャルワーク論 ２ 学校ソーシャルワーク演習 ２ 学校ソーシャルワーク実習指導 ２  

学校ソーシャルワーク実習 ４  福祉職公務員のキャリアデザイン ２ 福祉と企業 ２  

手話言語学基礎 ２ 手話言語学専門 ２ 社会福祉フィールドスタディ ４ 社会的包摂論 ２ 

人権政策論 ２ コミュニティワーク論 ２ 福祉政策論 ２ 社会開発論 ２  

グローバル化社会と福祉 ２ 国際協力演習 ２  社会起業プラクティス演習 ２  

社会起業プラクティス ２  Human Welfare and International Development ２  

生命倫理学 ２ 家族と社会 ２  悲嘆学 ２  

人間福祉グローバル演習A ２ 人間福祉グローバル演習B ４ 人間福祉グローバル演習C ２  

人間福祉グローバル演習D ４ 人間福祉グローバル演習E ２ 人間福祉グローバル演習F ４  

人間福祉グローバル演習G ２ 人間福祉グローバル演習H ４  
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シニアビジネス論 ２ 災害復興学 ２ 平和研究 ２  

人間福祉国内フィールドスタディⅠ ２ 人間福祉国内フィールドスタディⅡ ２ 

人間福祉国内フィールドスタディⅢ ２  

人間福祉海外フィールドスタディⅠ ２ 人間福祉海外フィールドスタディⅡ ２ 

人間福祉海外フィールドスタディⅢ ２  

ディアスポラ論 ２  

人間福祉フィールドスタディ（１科目各２～６単位） 外国大学科目（１科目各１～８単位） 

社会起業学科 

専門基礎科目 

社会思想 ２ 社会支援論 ２ NPO論 ２ 障害学 ２ 社会問題論 ２ 国際問題論 ２ 

社会起業入門 ２ 社会起業入門演習 ２ 多文化共生論 ２ ボランティア論 ２  

社会とスポーツ ２ 子ども学 ２ 老年学 ２ 人間多様性論 ２ 

専門応用科目 

地域福祉論 ２ 公的扶助論 ２ 社会保障論A ２ 社会保障論B ２ 死生学 ２  

人間福祉情報論 ２ 高齢者と福祉 ２ 社会福祉計画論 ２ 手話言語学基礎 ２ 

手話言語学専門 ２ 社会起業総論 ２ 社会的包摂論 ２ 人権政策論 ２  

現代ジェンダー論 ２ 財政社会学 ２ 財政と社会保障 ２ 自治体経営論 ２  

社会起業調査入門 ２ 社会起業調査実習 ２ 社会起業コミュニケーション演習 ２  

ソーシャルマーケティング論 ２ 社会起業情報リサーチ ２ ビジネス・プランニング ２  

非営利マネジメント論 ２ コミュニティ・ビジネス論 ２ 社会起業と会計・税務 ２  

社会起業と法律 ２  

ビジネススキルA（対人コミュニケーション）２ ビジネススキルB（ビジネス・ライティング）２  

ヒューマンサービス産業論 ２ CSR論 ２ コミュニティワーク論 ２ 情報公開論 ２ 

スポーツビジネス論 ２ ユニバーサルデザイン論 ２ 福祉政策論 ２ 社会開発論 ２  

グローバル化社会と福祉 ２ 国際協力演習 ２ 社会起業コンピュータ演習基礎 ２  

社会起業コンピュータ演習応用 ２ 社会起業プラクティス演習 ２ 社会起業プラクティス ２  

社会起業アドバンスト・インターンシップ ２ 社会起業フィールドワーク（海外）２ 

社会起業フィールドワーク（国内）２ 社会起業特論A ２ 社会起業特論B ２ 

社会起業特論C ２ 社会起業特論D ２ Human Welfare and International Development ２ 

生命倫理学 ２  

人間福祉グローバル演習A ２ 人間福祉グローバル演習B ４ 人間福祉グローバル演習C ２  

人間福祉グローバル演習D ４ 人間福祉グローバル演習E ２ 人間福祉グローバル演習F ４  

人間福祉グローバル演習G ２ 人間福祉グローバル演習H ４ 

シニアビジネス論 ２ 災害復興学 ２ 平和研究 ２ 

人間福祉国内フィールドスタディⅠ ２ 人間福祉国内フィールドスタディⅡ ２  

人間福祉国内フィールドスタディⅢ ２  
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人間福祉海外フィールドスタディⅠ ２ 人間福祉海外フィールドスタディⅡ ２  

人間福祉海外フィールドスタディⅢ ２ 

ディアスポラ論 ２  

人間福祉フィールドスタディ（１科目各２～６単位） 外国大学科目（１科目各１～８単位） 

人間科学科 

専門基礎科目 

健康科学 ２ ヘルスプロモーション概論 ２ 現代の医療と医学 ２ NPO論 ２ 障害学 ２ 

社会問題論 ２ 国際問題論 ２ ボランティア論 ２ 社会とスポーツ ２ 人間科学入門 ２ 

人間科学実習入門 ２ 子ども学 ２ 老年学 ２ 発育発達論 ２ 人間多様性論 ２ 

専門応用科目 

死生学 ２ 精神保健A ２ 精神保健B ２ 人間福祉情報論 ２ 高齢者と福祉 ２  

精神医学A ２ 精神医学B ２ 手話言語学基礎 ２ 手話言語学専門 ２ 社会的包摂論 ２ 

人権政策論 ２ 現代ジェンダー論 ２ 社会開発論 ２ グローバル化社会と福祉 ２  

国際協力演習 ２ 社会起業プラクティス演習 ２ 社会起業プラクティス ２  

Human Welfare and International Development ２ 人間科学リサーチ法基礎 ２ 

人間科学フィールドワーク ４ 生命倫理学 ２ 文化人類学 ２ 死と病の文化史 ２  

家族と社会 ２ 対人援助コミュニケーション演習Ⅰ ２ 対人援助コミュニケーション演習Ⅱ ２ 

生理解剖学 ２ 衛生学 ２ 公衆衛生学 ２ 身体運動文化学 ２ スポーツ栄養学 ２ 

体操 １ ダンス １ 水泳 １ 陸上競技 １ 武道 １  

球技A １ 球技B １ 球技C １ 球技D １ 

人間科学演習 ２ 悲嘆学 ２ スピリチュアリティ演習 ２ 運動生理学 ２  

学校保健A（学校安全、救急処置を含む） ２ 学校保健B（小児保健、精神保健を含む） ２ 

障害者スポーツ論 ２ 野外教育論 ２ 障害者スポーツ演習 ２ 

野外教育実習A ２ 野外教育実習B ２ 野外教育指導実習Ⅰ ２ 野外教育指導実習Ⅱ ２  

子どもと権利 ２ エンド・オブ・ライフケア論 ２ グリーフケア論 ２  

デス・エデュケーション ２ 死生文化論 ２  

人間科学量的リサーチ法 ２ 人間科学質的リサーチ法 ２  

音楽療法 ２ 体育原理 ２ スポーツバイオメカニックス ２  

スポーツバイオメカニックス実験実習 ２ 運動学（スポーツ運動学を含む）２  

スポーツ心理学 ２ トレーニング論 ２ ユース・スポーツ指導論 ２  

運動生理学実験実習 ２ 人間科学特論A ２ 

現代ライフサイクル論Ⅰ ２ 現代ライフサイクル論Ⅱ ２ 人間科学特論B ２ 

認知症と人間理解 ２ 災難学 ２  

人間福祉グローバル演習A ２ 人間福祉グローバル演習B ４ 人間福祉グローバル演習C ２  

人間福祉グローバル演習D ４ 人間福祉グローバル演習E ２ 人間福祉グローバル演習F ４  

人間福祉グローバル演習G ２ 人間福祉グローバル演習H ４  
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シニアビジネス論 ２ 災害復興学 ２ 平和研究 ２  

人間福祉国内フィールドスタディⅠ ２ 人間福祉国内フィールドスタディⅡ ２ 

人間福祉国内フィールドスタディⅢ ２  

人間福祉海外フィールドスタディⅠ ２ 人間福祉海外フィールドスタディⅡ ２ 

人間福祉海外フィールドスタディⅢ ２  

ディアスポラ論 ２  

人間福祉フィールドスタディ（１科目２～６単位） 外国大学科目（１科目各１～８単位） 

４ 人間福祉学部における教職等関連科目及びその単位数を次のとおりとする。 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２ 学校教育論 ２  

教育課程論 ２ 公民科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２  

保健体育科教育法A ２ 保健体育科教育法B ２  

保健体育科教育法C ２ 保健体育科教育法D ２ 

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２  

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２  

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２  

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２  

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第11節 教育学部 

第38条 教育学部における授業科目及びその単位数を次のとおりとする。 

２ 教育学部における総合教育科目及びその単位数を次のとおりとする。 

キリスト教科目 

キリスト教学 ２ キリスト教と人間 ２ キリスト教の文化と社会 ２ 

言語教育科目 

英語AⅠ １ 英語AⅡ １ 英語AⅢ １ 英語AⅣ １  

英語BⅠ（コミュニケーション）１ 英語BⅡ（コミュニケーション）１ 

英語BⅢ １ 英語BⅣ １  

English for Young LearnersⅠ １ English for Young LearnersⅡ １  

子どもと英語Ⅰ １ 子どもと英語Ⅱ １ 

Advanced EnglishⅠ １ Advanced EnglishⅡ １  

日本語Ⅰ ２ 日本語Ⅱ ２ 日本語Ⅲ ２ 日本語Ⅳ ２ 

３ 教育学部における専門教育科目及びその単位数を次のとおりとする。 

共通専門教育科目 

演習科目 

基礎演習Ⅰ ２ 基礎演習Ⅱ ２  
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教育学研究演習A ２ 教育学研究演習B ２ 教育学研究演習C ２ 卒業研究演習 ２ 

国際共生科目 

情報処理基礎 ２ フランスの言語と文化 ２ ドイツの言語と文化 ２ 世界の特別支援教育 ２ 

世界の幼児教育 ２ 日本国憲法 ２ 国際理解 ２ 国際共働論 ２ 国際比較教育学 ２ 

ボランティア論 ２ 子ども文化論 ２ 数理の科学 ２ ESD概論 ２ 子ども支援論A ２  

グローバル教育 ２ 食育論 ２ 教育課題探究実習 ２ 海外ボランティア実習 ２ 

国際交流（教育実践）演習 １～２ 教育の現代的課題研究 ２ 体育総合 ２  

子どもの心理学 ２ キリスト教保育 ２ 子どもとスポーツ １ 

教育学コア科目 

教育学基礎科目 

子どもと人権 ２ 特別支援教育入門 １ 教職概論 ２ 教育基礎論 ２  

心身の発達と学習過程 ２ 学校教育社会学 ２ 教育課程論 ２  

総合的な学習の時間の指導法 ２ 教育方法論（情報通信技術の活用を含む）２ 

教育相談論 ２ 道徳教育論 ２ 特別活動論 ２ 生徒・進路指導論 ２ 

幼児教育学コア科目 

保育職・教職概論 ２ 教育課程・保育の計画と評価総論 ２ 保育内容指導論 ２ 

子どもと健康 ２ 子どもと人間関係 ２ 子どもと環境 ２ 子どもと言葉 ２  

子どもと表現 ２ 社会福祉学 ２ 子ども家庭福祉 ２ 保育原理 ２  

音楽Ⅰ（基礎技能）１ 音楽Ⅰ（総合表現）１  

保育内容 健康 ２  保育内容 人間関係 ２ 保育内容 環境 ２ 保育内容 言葉Ⅰ １  

保育内容・言葉Ⅱ １ 保育内容 表現Ⅰ ２ 保育内容 表現Ⅱ ２ 幼児理解の理論と方法 １ 

保育領域におけるソーシャルワーク １ 社会的養護Ⅰ ２ 子どもの理解と援助 １ 

子どもの保健 ２ 子どもの健康と安全 １ 子どもの食と栄養 ２ 子ども家庭支援論 ２  

乳児保育Ⅰ ２ 乳児保育Ⅱ １ 障害児保育 ２ 社会的養護Ⅱ １ 子育て支援 １ 

子ども家庭支援の心理学 ２ 

初等教育学コア科目 

国語 ２ ことばの表現教育 ２ 社会 ２ 算数 ２ 理科 ２ 生活 ２ 

音楽Ⅰ（基礎）１ 音楽Ⅰ（器楽）１ 音楽Ⅱ １ 美術Ⅰ ２ 美術Ⅱ ２  

家庭 ２ 体育 １  

国語科教育法 ２ 社会科教育法 ２ 算数科教育法 ２ 理科教育法 ２ 生活科教育法 ２ 

音楽科教育法 ２ 図画工作科教育法 ２ 家庭科教育法 ２ 体育科教育法 ２  

初等英語科教育法 ２ 国語科教育特論 ２ 社会科教育特論 ２ 算数科教育特論 ２  

理科教育特論 ２ 生活科教育特論 ２ 音楽科教育特論 ２ 図画工作科教育特論 ２ 

家庭科教育特論 ２ 体育科教育特論 ２ 英語科教育特論 ２ 学級経営論 ２  

初等教員キャリア入門 １ プログラミング教育論 ２ 

教育科学コア科目 
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生涯学習論 ２ 日本教育史 ２ 教育科学入門 ２ 臨床教育学 ２ 教育哲学 ２  

人権教育論 ２ 人間形成論 ２ 西洋教育史 ２ 教育評価論 ２ 教育社会学 ２  

教育相談演習 ２ 臨床心理学 ２ 教育科学特殊講義 ２ 教育調査法 ２ 日本文化史 ２ 

地域社会論 ２ 地域教育論 ２ 西洋史文献講読演習 ２ 青年心理学 ２ 学習心理学 ２  

学校臨床心理学概論 ２ 発達心理学特殊講義 ２ 教育科学英書講読 ２ 教育行政学 ２ 

学校経営 ２ 教育方法学演習 ２ 事例研究法 ２ 哲学 ２ 心理学Ⅰ ２ 心理学Ⅱ ２ 

教育内容探究科目 

英語科特修科目 

英語学概論 ２ 英語音声学 ２ 英語史 ２ 英語文法論 ２ 英語学特殊講義 ２  

英語学講読 ２ 英語学特論 ２ 英語文学概論 ２ 英語文学史A ２ 英語文学史B ２  

英語文学演習A ２ 英語文学演習B ２ 英語文学特殊講義 ２  英語文学特論 ２  

English Communication SkillsⅠ １ English Communication SkillsⅡ １  

Academic WritingⅠ １ Academic WritingⅡ １  

Academic ReadingⅠ １ Academic ReadingⅡ １  

Academic Presentation １ 

異文化理解 ２ 異文化コミュニケーション ２  

英語科教育法A ２ 英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２ 

英語科教育講読 ２ 第二言語習得論 ２ 

社会科特修科目 

世界の言語と文化 ２ 現代史 ２ 現代社会と法 ２ 現代社会と経済 ２  

メディアと子ども ２ 多文化共生教育 ２ 日本史概説 ２ 日本近代史 ２ 日本史特講 ２ 

日本史文献講読演習 ２ 東洋史概説 ２ 西洋史概説 ２ 西洋史特講 ２  

キリスト教の歴史 ２ 地理学概論 ２ 人文地理学 ２ 自然地理学 ２ 文化人類学 ２ 

地誌学概論 ２ 地域研究A ２ 地域研究B ２ 法学 ２ 政治学（国際政治を含む）２  

社会学 ２ 経済学（国際経済を含む）２ 現代社会における福祉 ２ 倫理学 ２ 宗教学 ２ 

社会・地理歴史科教育法 ２ 社会・公民科教育法 ２ 地理歴史科教育法 ２ 公民科教育法 ２ 

特別支援教育科目 

特別支援教育基礎理論 ２ 知的障害者の心理・生理・病理 ２ 肢体不自由者の心理・生理・病理 ２ 

病弱者の心理・生理・病理 ２ 知的障害教育論Ⅰ ２ 知的障害教育論Ⅱ ２ 

肢体不自由教育論Ⅰ ２ 肢体不自由教育論Ⅱ ２ 病弱教育論Ⅰ ２ 病弱教育論Ⅱ ２  

知的障害教育特論 ２ 肢体不自由教育特論 ２ 病弱教育特論 ２ 視覚障害教育総論 ２  

聴覚障害教育総論 ２ 重複・発達障害教育総論 ２ 

教育実践科目 

教育インターンシップ １ 教職実践演習（幼・小・中・高）２ 特別支援教育実習事前事後指導 １ 

特別支援教育実習 ２ 教育実習C事前事後指導 １ 教育実習C ４ 

実地教育研究（講義）２ 実地教育研究（実習）１ 保育・教職実践演習（幼・小）２ 
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保育所実習Ⅰ事前事後指導 １ 保育所実習Ⅰ ２ 施設実習Ⅰ事前事後指導 １ 

施設実習Ⅰ ２ 保育所実習Ⅱ事前事後指導 １ 保育所実習Ⅱ ２ 

施設実習Ⅱ事前事後指導 １ 施設実習Ⅱ ２ 教育実習D事前事後指導 １ 

教育実習D ４ 教育実習A ５ 教育実習B ３ 

学校図書館司書教諭課程関連科目 

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２ 

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２ 

国際バカロレア教員養成プログラム関連科目 

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第12節 国際学部 

第39条 国際学部における授業科目及びその単位数を次のとおりとする。 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ Christianity A ２ Christianity B ２ 

言語教育科目 

EnglishⅠ ４ EnglishⅡ ４ EnglishⅢ ４ EnglishⅣ ４  

ChineseⅠ ４ ChineseⅡ ４ ChineseⅢ ４ ChineseⅣ ４  

KoreanⅠ ４ KoreanⅡ ４ KoreanⅢ ４ KoreanⅣ ４ 

JapaneseⅠ ４ JapaneseⅡ ４ JapaneseⅢ ４ JapaneseⅣ ４  

JapaneseⅣ(LS) ２ JapaneseⅣ(RW) ２ 

日本語Ⅰ ２ 日本語Ⅱ ２ 日本語Ⅲ ２ 日本語Ⅳ ２  

EnglishⅤ（Career English） ２ EnglishⅥ（Career English） ２ 

EnglishⅤ（Academic English） ２ EnglishⅥ（Academic English） ２  

ChineseⅤ(LS) ２ ChineseⅥ(LS) ２ ChineseⅤ(RW) ２ ChineseⅥ(RW) ２ 

KoreanⅤ(LS) ２ KoreanⅥ(LS) ２ KoreanⅤ(RW) ２ KoreanⅥ(RW) ２  

JapaneseⅤ(LS) ２ JapaneseⅥ(LS) ２ JapaneseⅤ(RW) ２ JapaneseⅥ(RW) ２  

EnglishⅦ(Seminar) ２ EnglishⅧ(Seminar) ２  

ChineseⅦ(Presentation) ２ ChineseⅧ(Presentation) ２ 

KoreanⅦ(Presentation) ２ KoreanⅧ(Presentation) ２  

JapaneseⅦ(Presentation) ２ JapaneseⅧ(Presentation) ２ 日本語総合演習 １  

Academic Writing A１ １ Academic Writing B１ １  

Academic Writing A２ １ Academic Writing B２ １ 

英語Ⅰ ２ 英語Ⅱ ２ 中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２  

朝鮮語Ⅰ ２ 朝鮮語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２  

フランス語Ⅰ ２ フランス語Ⅱ ２ スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ 

英語Ⅲ ２ 英語Ⅳ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２  
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朝鮮語Ⅲ ２ 朝鮮語Ⅳ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２  

フランス語Ⅲ ２ フランス語Ⅳ ２ スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２ 

中国語中期留学科目（１科目各８～16単位） 朝鮮語中期留学科目（１科目各８～16単位）  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

教養基礎科目 

第１類（入門的科目） 

国際地域理解入門A ２ 国際地域理解入門B ２ ライフ・デザイン入門 ２ 

第２類（基礎的科目） 

比較文化論基礎 ２ 文化人類学基礎 ２ 英米文学概論 ２ 社会言語学基礎 ２  

言語構造と意味表現基礎 ２ 哲学・思想基礎 ２ 異文化理解 ２  

Introduction to Applied Linguistics ２ Language and Culture in Japan A ２ 

Language and Culture in Japan B ２ Japanese Linguistics ２  

国際関係論基礎 ２ 現代国際関係史基礎 ２ 政治学基礎 ２ 社会学基礎 ２ 国際法基礎 ２ 

日本社会論基礎 ２ 国際社会論基礎 ２ 国際政治経済論 ２ 日本国憲法 ２  

人文地理学基礎 ２ 法の世界への誘い ２ 現代契約法 ２  

Japanese Politics and Diplomacy ２ Introduction to International Relations ２  

Introduction to Political Science ２ Introduction to International History ２ 

International Security ２ Introduction to International Law ２  

数量分析基礎 ２ 経済学基礎 ２ 経営学基礎 ２ 簿記基礎 ２ 会計学基礎 ２  

英文会計基礎 ２ 日本経済基礎 ２ 企業倫理 ２ コンピュータ演習 ２  

クリティカルシンキング ２ 会計プロフェッション入門 ２  

国際学・社会科学のための数学入門A ２ 国際学・社会科学のための数学入門B ２ 

統計分析論 ２  

Computer Practice ２ Introduction to Quantitative Analysis ２ 

Data Analysis for Social Science ２  

Special Topics in International Studies A ２ Special Topics in International Studies B ２ 

Special Topics in International Studies C ２  

Introduction to Economics ２ Japanese Economy ２ 

Business Ethics ２ Introduction to Financial Accounting ２ Basic Management ２ 

Introduction to ASEAN：Society, Economy, and Politics A ２  

Introduction to ASEAN：Society, Economy, and Politics B ２  

Introduction to ASEAN：Society, Economy, and Politics A（Short-term Version） １ 

Introduction to ASEAN：Society, Economy, and Politics B（Short-term Version） １  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

第３類（基礎演習科目） 

基礎演習A ２ 基礎演習B ２ Basic Seminar A ２ Basic Seminar B ２ 

－学則－52－



専門基礎科目 

キリスト教と文化 ２ 表象文化論 ２ 文化社会学 ２ 第二言語習得論 ２  

Media & Culture ２ 現代の法と社会 ２ 比較法 ２ 国際ジャーナリズム論 ２  

観光と地域 ２ 外交政策論 ２ International Relations of Japan ２ ミクロ経済学 ２ 

マクロ経済学 ２ 経営学A ２ 経営学B ２ 財務報告および企業分析 ２ 国際経済学 ２  

経営人類学A ２ 経営人類学B ２ 経済・経営特別演習 ２ 組織行動論A ２ 組織行動論B ２ 

小売流通マーケティング論 ２ ブランド論 ２ ベンチャービジネス創成 ２  

関西の文化・政策・経済 ２  

Financial Reporting and Analysis ２ Advanced Topics in Accounting ２  

Management A ２ Management B ２ Microeconomics ２ Macroeconomics ２  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

地域研究科目 

グローバル研究科目群 

異文化理解入門 ２ ジェンダー・宗教からみる世界 ２ 文化言語学特殊講義 ２ 

グローバル化と文化 ２ 文化越境論 ２ 多文化共生論 ２ グローバル化と言語 ２  

ことばと人工知能 ２ バイリンガリズム ２ 異文化間コミュニケーション論 ２ 

Japanese Religion ２ Intercultural Relations（Focus on racism & minority issues） ２ 

Contemporary Multicultural Societies ２ Special Topics in Culture and Language ２  

Japanese Phonetics and Phonology ２ Japanese Art A ２ Japanese Art B ２  

Traditional Japanese Theatre ２ Japanese Cinema A ２ 

The Geography of Japan A ２ The Geography of Japan B ２ Climate Justice ２ 

Japanese Psychology A ２ Japanese Psychology B ２ Japanese History A ２ 

Japanese History B ２ Religious and Traditional Rites ２ Shintoism ２ 

Japanese Pop Culture ２ Japanese Pop Culture A ２ Japanese Pop Culture B ２ 

Introduction to Intercultural Communication ２  

日本の政治と外交 ２ 現代国際法 ２ 現代国際関係論 ２ 国際制度論 ２  

グローバル・ガバナンス論 ２ 国際事情 ２ 国際紛争論 ２ 比較対外関係論 ２ 

教育開発実習 ２ 国際社会貢献課題研究 ４ 国連ユースボランティア課題研究 ４ 

Global Governance ２ Theories and Debates in the Studies of Int’l Relations ２  

Japan’s Emigration Policy and Japanese Immigration ２ International Conflicts ２  

Foreign Policy Analysis ２ Japanese Society ２ Minorities in Japanese Society ２ 

Government and Politics in Japan A ２ Government and Politics in Japan B ２ 

Japanese Legal System ２ Japan’s Foreign Relations ２ Political Economy of Japan ２ 

Politics and Society ３  

Topics in International Politics A ２ Topics in International Politics B ２ 

国際財務報告基準入門 ２ 国際市場戦略論 ２ 国際マーケティングミックス政策 ２  
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実践マーケティング論 ２ 応用ブランド論 ２ 国際移民論 ２ 環境経済学 ２ 国際観光論 ２ 

グローバルイッシューA ２ グローバルイッシューB ２ 現代の総合商社 ２  

国際経済事情と日本 ２ 開発経済学 ２ 国際ビジネス総論 ２ 経済経営特殊講義 ２ 

International Accounting ２ Introductory Japanese Finance ２ Marketing in Japan ２  

Japanese Economy and Business ３ Japanese Business A ２ Japanese Business B ２ 

Corporate Governance and Industrial Relations in Int’l Perspective ２  

Development Economics ２ Innovation and Entrepreneurship ２  

Special Topics in Economics and Business Administration ２  

International Human Resource Management ２ 

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

北米研究科目群 

北米文化論 ２ 日米比較文化論 ２ 映像・演劇文化論 ２ 北米言語文化論 ２  

日米言語文化比較論 ２ 日米交流史 ２ 北米の女性とジェンダー ２  

The Media Culture in North America ２ Cultures in the USA ２ 

アメリカ社会論 ２ カナダ社会論 ２ アメリカの政治 ２ アメリカの外交 ２  

現代日米関係論 ２ アメリカ現代史 ２ カナダ現代史 ２ 北米地域論 ２  

American Society ２ US Foreign Policy ２ US-Japan Relations ２  

北米企業分析 ２ アメリカ産業技術論 ２ アメリカ高等教育産業論 ２ アメリカ経済史 ２ 

アメリカ経済論 ２ アメリカイノベーションシステム論 ２ カナダ経済論 ２ 

US Economy ２ US Innovation System ２ Canadian Economy ２ 

Human Resource Management in the USA ２ International Management ２  

International Finance and Asia-Pacific ２ International Trade and Asia-Pacific ２  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

アジア研究科目群 

中国思想文化論 ２ アジア言語文化論A ２ アジア言語文化論B ２ 日韓言語文化比較論 ２ 

コミュニケーションの中の文法 ２ アジアの女性とジェンダー ２ 言語習得と日本語教育 ２  

日本語学と日本語教育 ２  

Religion and Society in the Contemporary World ２  

Contemporary Japanese Society and Culture ２ Sociology of Cultures in Transition ２ 

Contemporary Chinese Society and Culture ２ Introduction to Documentary Film Studies ２ 

Introduction to Contrastive Linguistics ２ Traditional Japanese Arts ２ Japanese Outlaws ２ 

Introduction to Japanese Literature ２ Introduction to Japanese Culture ２ 

Changing Images of Women ２ Contemporary Korean Studies B ２  

The Chinese in Modern Japan ２ Chinese Culture and History ２  

Japan-China Relations ２ Japanese Culture ２ 

アジア社会論 ２ 韓国の政治と外交 ２ 朝鮮半島論 ２ 中国の政治と外交 ２  
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アジアの国際関係 ２ アジアの法 ２ 中国現代史 ２ 南アジア社会論 ２  

ASEANの政治と外交 ２ オセアニアの政治と外交 ２  

International Relations in ASEAN ２ Asia-Pacific Relations ２  

Prewar Japanese Political History ２ Postwar Japanese Political History ２  

Prewar Japanese Diplomatic History ２ Postwar Japanese Diplomatic History ２  

Australian Politics ２  

Global Seminar in South Asia A ２ Global Seminar in South Asia B（Online Version） ２  

Contemporary Korean Studies A ２ Japan in a Globalizing World ２ 

International Relations of East Asia ３  

国際金融とアジア太平洋 ２ 国際貿易とアジア太平洋 ２ 中国経済論 ２ 韓国経済論 ２  

中国企業経営 ２ アジア産業技術論 ２  

Chinese Economy ２ Japanese Financial Practices ２ Japanese Corporate Governance ２ 

Japanese and Asian Economies A ２ Japanese and Asian Economies B ２ 

Asian Innovation System ２ Business-Government Relations in East Asia ２  

Introduction to Business in Asia：Innovation, Leadership, and Strategy ３  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

ヨーロッパ研究科目群 

ヨーロッパの宗教と文化 ２ 現代に生きるヨーロッパ思想 ２ 北欧文化論 ２ 

ドイツ文化論 ２ イギリス文化論 ２ フランス文化論 ２ 

Religion and Culture in Europe ２ ヨーロッパ国際関係史 ２ ヨーロッパの公共政策 ２ 

ドイツの政治と外交 ２ イギリスの政治と外交 ２ フランスの政治と外交 ２ EU法入門 ２ 

International Relations in Europe ２ Environmental Governance in the European Union ２ 

The European Union: History, Politics & Economy ２  

EUの社会経済と産業 ２ EUフィールド・スタディー ２ EUの自動車産業 ２  

ヨーロッパの経済と企業 ２ ヨーロッパ産業論 ２ EU地域開発 ２ EU競争政策 ２  

フランス経済論 ２ ヨーロッパ産業技術論 ２ ヨーロッパ企業論 ２  

ヨーロッパ地域産業と経済発展 ２ 東ヨーロッパ経済 ２ EU経済論 ２  

Introduction to European Economic History ２ 

Economies and Business Management in Europe ２ Economic History of the European Union ２ 

Regional Policy in the EU ２ Industrial Policy in the EU ２ European Innovation System ２ 

European Economies ２ The EU Economy ２ Economy and Religion in Europe ２  

外国大学科目（１科目各１～８単位） 国内協定大学科目（１科目各１～８単位） 

研究演習科目 

研究演習Ⅰ ４ 研究演習Ⅱ ４ Research SeminarⅠ ４ Research SeminarⅡ ４  

卒業論文 ４ Graduation Thesis ４ 

領域関連科目 
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英語学概論 ２ 英語音声学 ２ 統語論 ２ 意味論・語用論 ２ 英語史 ２  

音韻論・形態論 ２ 英米文学研究法 ２  

イギリス文学史A ２ イギリス文学史B ２ アメリカ文学史A ２ アメリカ文学史B ２  

実践英語学特殊講義 ２ イギリス文学特殊講義 ２ アメリカ文学特殊講義 ２ 

教職等資格関連科目 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２ 学校教育論 ２  

教育課程論 ２  

英語科教育法A ２ 英語科教育法B ２ 英語科教育法C ２ 英語科教育法D ２  

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２  

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２ 

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２  

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２  

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第13節 理学部 

第40条 理学部における授業科目を総合教育科目と専門教育科目に分ける。 

２ 理学部における総合教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ 

言語教育科目 

英語教育科目 

英語リーディングⅠA １ 英語リーディングⅠB １  

英語ライティングⅠA １ 英語ライティングⅠB １  

英語コミュニケーションⅠA １ 英語コミュニケーションⅠB １ 

英語リーディングⅡA １ 英語リーディングⅡB １  

英語ライティングⅡA １ 英語ライティングⅡB １  

英語コミュニケーションⅡA １ 英語コミュニケーションⅡB １ 

総合選択科目 

ドイツ語読解Ⅰ １ ドイツ語読解Ⅱ １ フランス語読解Ⅰ １ フランス語読解Ⅱ １  

ドイツ語文法Ⅰ １ ドイツ語文法Ⅱ １ フランス語文法Ⅰ １ フランス語文法Ⅱ １  

ラテン語文法 １ ラテン語読解 １  

哲学 ２ 論理学 ２ 西洋史 ２ 心理学 ２ 社会学 ２ 法学 ２ 日本国憲法 ２  

経済学 ２ 科学倫理 ２ サイバー社会入門 ２ 芸術と技術 ２ 地誌学 ２  

科学技術と現代社会 ２ 

３ 理学部数理科学科における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 
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微分積分Ⅰ ４ 線形代数Ⅰ ４ 数理科学概説 ２ 数理科学演習 ２  

数理科学特別演習Ⅰ ４ 数理科学特別演習Ⅱ ４ 数学入門演習 ２  微分積分Ⅱ ４  

線形代数Ⅱ ４ 基礎物理学A ２ 基礎物理学B ２  基礎解析学Ⅰ ２ 基礎解析学Ⅱ ２  

集合と位相 ２ 確率統計入門 ２ 応用数理入門 ２ 代数入門 ２ 幾何入門 ２ 

関数論入門 ２ 解析学Ⅰ ４ 解析学Ⅱ ２ 確率統計Ⅰ ２ 確率統計Ⅱ ２ 応用数理Ⅰ ２ 

幾何学Ⅰ ４ 幾何学Ⅱ ４ 代数学Ⅰ ４ 代数学Ⅱ ４ コンピュータ演習A ２  

数式処理演習Ⅰ ２ 数式処理演習Ⅱ ２ 統計コンピュータ演習 ２ シミュレーション演習 ２ 

解析学Ⅲ ２ 幾何学Ⅲ ２ 代数学Ⅲ ２ 応用数理Ⅱ ２ 確率統計Ⅲ ２ 情報工学概論 ２ 

海外理学プログラムA １ 海外理学プログラムB ２ 理学特別プログラム002 ２  

理工のためのAI基礎 ２ 科学技術英語A ２ 科学技術英語B ２ 特別英語セミナー ２  

ベンチャー起業家講座 ２ 国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

４ 理学部物理・宇宙学科における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

外国書講読 ２ 輪講 ２ 卒業実験及び演習 ８ 力学Ⅰ ２ 力学Ⅱ ２  

電磁気学Ⅰ ２ 電磁気学Ⅱ ２ 量子力学Ⅰ ２ 熱力学 ２ 量子力学Ⅱ ２ 量子力学Ⅲ ２  

熱統計力学Ⅰ ２ 熱統計力学Ⅱ ２ 基礎物理学実験Ⅰ ２ 基礎物理学実験Ⅱ ２ 

基礎化学実験Ⅰ ２ 基礎物理学演習 ２ 物理学実験Ⅰ ３ 物理学実験Ⅱ ３ 物理学演習 ２ 

物理学序論 ２ 宇宙物理学入門 ２ デモンストレーション物理学Ⅰ ２ サブゼミ ２ 

デモンストレーション物理学Ⅱ ２ 解析力学 ２ 特殊相対論 ２ 電気力学 ２ 構造物性学 ２ 

宇宙物理学 ２ 研究学 ２ 固体電子論 ２ 連続体力学 ２ 物理・宇宙計測学 ２  

重力・素粒子論入門 ２ 現代統計物理学 ２ 光物性物理学 ２ 赤外線天文学 ２ X線天文学 ２ 

電波天文学 ２ 微積分学Ⅰ ２ 微積分学Ⅱ ２ 線形代数学Ⅰ ２ 線形代数学Ⅱ ２  

物理のための幾何入門 ２ 線形代数学Ⅲ ２ 物理と確率 ２ 関数論入門 ２ 

物理数学Ⅰ ２ 物理数学Ⅱ ２ 基礎化学C ２ 生命科学Ⅰ ２ 生命科学Ⅱ ２  

生命科学入門実験 ２ 情報工学概論 ２ コンピュータ演習A ２ コンピュータアーキテクチャ ２ 

海外理学プログラムA １ 海外理学プログラムB ２ 理学特別プログラム002 ２  

基礎地学Ⅰ ２ 基礎地学Ⅱ ２ 化学概論 ２ コンピュータ演習B ２ 数値計算 ２ 

科学技術英語A ２ 科学技術英語B ２ 特別英語セミナー ２ 地学実験A １  

理工のためのAI基礎 ２ ベンチャー起業家講座 ２ 国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

５ 理学部化学科における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

基礎化学実験Ⅰ ２ 基礎化学実験Ⅱ ２ 無機分析化学実験 ４ 有機化学実験 ４  

物理化学実験 ４ 外国書講読 ２ 輪講 ２ 卒業実験及び演習 ８  

基礎化学A ２ 基礎化学B ２ 基礎化学C ２ 基礎物理学A ２ 基礎物理学B ２  

微積分学Ⅰ ２ 微積分学Ⅱ ２ 線形代数学Ⅰ ２ 線形代数学Ⅱ ２ コンピュータ演習A ２ 

生命科学Ⅰ ２ 生命科学Ⅱ ２ 情報工学概論 ２ 基礎化学実験法 ２  

基礎物理学C ２ 基礎物理学D ２ 線形代数学Ⅲ ２ 生命科学入門実験 ２  

基礎物理学実験Ⅰ ２ 化学数学 ２  
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分析化学Ⅰ ２ 物理化学Ⅰ ２ 物理化学Ⅱ ２ 物理化学Ⅲ ２ 分析化学Ⅱ ２ 

物理化学Ⅳ ２ 物理化学Ⅴ ２ 物理化学Ⅵ ２ 有機化学Ⅰ ２ 無機化学Ⅰ ２  

無機化学Ⅱ ２ 有機化学Ⅱ ２ 有機化学Ⅲ ２ 有機化学Ⅳ ２ 有機化学Ⅴ ２  

無機化学Ⅲ ２ 無機化学Ⅳ ２ 有機化学Ⅵ ２ 有機化学Ⅶ ２  

海外理学プログラムA １ 海外理学プログラムB ２ 

理学特別プログラム002 ２ 基礎地学Ⅰ ２ 基礎地学Ⅱ ２ 

化学演習Ⅰ ２ 化学演習Ⅱ ２ 高分子化学 ２ 化学演習Ⅲ ２ 化学演習Ⅳ ２  

量子化学 ２ 地学実験A １ 環境分析化学 ２ 科学技術英語A ２ 科学技術英語B ２ 

特別英語セミナー ２ 課題演習 ６ ベンチャー起業家講座 ２ 

国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

６ 理学部における資格取得科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２ 学校教育論 ２  

教育課程論 ２ 理科教育法A ２ 理科教育法B ２ 理科教育法C ２ 理科教育法D ２  

数学科教育法A ２ 数学科教育法B ２ 数学科教育法C ２ 数学科教育法D ２ 道徳教育論 ２ 

特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２ 教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２  

生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２ 教育実習A ５ 教育実習B ３ 

教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２ 

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２ 

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

第41条 帰国生徒入学試験を受けて入学した者、または英語能力優秀者については、語学力を勘案した上で総合

教育科目言語教育科目における必修科目及び選択必修科目を定めることができる。 

２ 外国人留学生入学試験を受けて入学した者については、語学力を勘案した上で総合教育科目言語教育科目に

おける必修科目及び選択必修科目を別に定めるものとする。ただし、母語をこれに当てることはできない。 

 

第14節 工学部 

第42条 工学部における授業科目を総合教育科目と専門教育科目に分ける。 

２ 工学部における総合教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ 

言語教育科目 

英語教育科目 

英語リーディングⅠA １ 英語リーディングⅠB １ 英語ライティングⅠA １ 

英語ライティングⅠB １ 英語コミュニケーションⅠA １ 英語コミュニケーションⅠB １ 

英語リーディングⅡA １ 英語リーディングⅡB １ 英語ライティングⅡA １ 

英語ライティングⅡB １ 英語コミュニケーションⅡA １ 英語コミュニケーションⅡB １ 
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総合選択科目 

ドイツ語読解Ⅰ １ ドイツ語読解Ⅱ １ フランス語読解Ⅰ １ フランス語読解Ⅱ １  

ドイツ語文法Ⅰ １ ドイツ語文法Ⅱ １ フランス語文法Ⅰ １ フランス語文法Ⅱ １  

ラテン語文法 １ ラテン語読解 １  

哲学 ２ 論理学 ２ 西洋史 ２ 心理学 ２ 社会学 ２ 法学 ２ 日本国憲法 ２  

経済学 ２ 科学倫理 ２ サイバー社会入門 ２ 芸術と技術 ２ 地誌学 ２  

科学技術と現代社会 ２ 

３ 工学部物質工学課程における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

物質工学概論 ２ 応用数学入門 ２ 先進エネルギーナノ工学詳論 ２ 

ものづくり理工学実験Ⅰ ３ ものづくり理工学実験Ⅱ ３ 外国書講読 ２ 輪講 ２  

卒業実験及び演習 ８ 線形代数学Ⅰ ２ 線形代数学Ⅱ ２ 微積分学Ⅰ ２ 微積分学Ⅱ ２ 

線形代数学Ⅲ ２ 応用数学Ⅰ ２ 応用数学Ⅱ ２ 応用数学Ⅲ ２ 物理学序論 ２ 力学 ２ 

デモンストレーション物理学Ⅰ ２ 電磁気学Ⅰ ２ 電磁気学演習Ⅰ ２ 

ナノ物性量子力学Ⅰ ２ ナノ物性量子力学演習Ⅰ ２ 基礎化学A ２ 基礎化学B ２  

物質化学Ⅰ ２ 物質化学Ⅱ ２ 熱力学 ２ 熱力学演習 ２ 基礎化学実験Ⅰ ２ 

基礎物理学実験Ⅰ ２ 基礎物理学実験Ⅱ ２ コンピュータ演習A ２ 

デモンストレーション物理学Ⅱ ２ 無機化学 ２ 電磁気学Ⅱ ２ 電磁気学演習Ⅱ ２  

ナノ物性量子力学Ⅱ ２ ナノ物性量子力学演習Ⅱ ２ 統計熱力学 ２ 応用物質化学 ２  

構造物性学 ２ 反応速度論 ２ 固体電子論 ２ 極限環境プロセッシング ２ 

ナノスケール分析科学 ２ 分光学 ２ エネルギー半導体工学 ２ 物質設計ナノ工学 ２  

プロセス設計ナノ工学 ２ 電気化学 ２ 電子デバイス ２ 環境分析化学 ２ 応用量子化学 ２ 

基礎化学C ２ 電気電子回路基礎 ２ アナログ回路 ２ 電気回路 ２ 通信工学概論 ２  

量子力学Ⅲ ２ 電磁波工学 ２ パワーエレクトロニクス ２ 生命科学入門実験 ２ 

生命科学Ⅰ ２ 情報工学概論 ２ 論理回路 ２ 生命科学Ⅱ ２ 海外工学プログラムA １  

海外工学プログラムB ２ 工学特別プログラム002 ２ コンピュータアーキテクチャ ２ 

環境政策論 ２ 基礎地学Ⅰ ２ 基礎地学Ⅱ ２ 環境経済学 ２ コンピュータ演習B ２  

地学実験A １ 特別英語セミナー ２ 科学技術英語A ２ 理工のためのAI基礎 ２ 

科学技術英語B ２ 国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

４ 工学部電気電子応用工学課程における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

電気電子応用入門 ２ 応用数学基礎 ２ 電気電子ものづくり実験 ３ 電気電子計測実験 ３  

外国書講読 ２ 輪講 ２ 卒業実験及び演習 ８ 線形代数学Ⅰ ２ 線形代数学Ⅱ ２ 

微積分学Ⅰ ２ 微積分学Ⅱ ２ 力学 ２ 応用数学Ⅰ ２ 応用数学Ⅱ ２  

電磁気学Ⅰ ２ 電磁気学Ⅱ ２ 電磁気学演習Ⅰ ２ 電磁気学演習Ⅱ ２ 電気電子回路基礎 ２ 

固体電子論 ２ 構造物性学 ２ 応用数学Ⅲ ２ 基礎電気電子実験 ２ 基礎物理学実験Ⅰ ２ 

基礎化学実験Ⅰ ２ コンピュータ演習A ２ 物質化学Ⅰ ２ ナノ物性量子力学Ⅰ ２  

ナノ物性量子力学演習Ⅰ ２ 熱力学 ２ 熱力学演習 ２ アナログ回路 ２ 物質化学Ⅱ ２ 
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エネルギー半導体工学 ２ 電気回路 ２ ナノ物性量子力学Ⅱ ２ ナノ物性量子力学演習Ⅱ ２ 

先進エネルギーナノ工学詳論 ２ 電気化学 ２ 電子デバイス ２ 電磁波工学 ２  

統計熱力学 ２ 極限環境プロセッシング ２ 通信工学概論 ２ パワーエレクトロニクス ２ 

論理回路 ２ コンピュータアーキテクチャ ２ 基礎化学C ２ 物理学序論 ２  

基礎化学A ２ 基礎化学B ２ デモンストレーション物理学Ⅰ ２ 線形代数学Ⅲ ２  

物質設計ナノ工学 ２ プロセス設計ナノ工学 ２ ナノスケール分析科学 ２ 応用物質化学 ２ 

生命科学入門実験 ２ 生命科学Ⅰ ２ 生命科学Ⅱ ２ 情報工学概論 ２  

海外工学プログラムA １ 海外工学プログラムB ２ 工学特別プログラム002 ２ 環境政策論 ２ 

環境経済学 ２ 基礎地学Ⅰ ２ 基礎地学Ⅱ ２ コンピュータ演習B ２  

理工のためのAI基礎 ２ 地学実験A １ 科学技術英語A ２ 科学技術英語B ２  

特別英語セミナー ２ 国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

５ 工学部情報工学課程における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

情報工学概論 ２ 知能・機械工学概論 ２ 人工知能基礎 ２ コンピュータ演習A ２  

プログラミング実習Ⅰ ２ プログラミング実習Ⅱ ２ プログラミング実習Ⅲ ２  

情報工学領域実習A １ 情報工学領域実習B １ 外国書講読 ２ 輪講 ２ 卒業実験及び演習 ８ 

数理計画法実習 １ 知識情報処理実習 １ 情報理論実習 １ 感性情報処理実習 １  

数値計算実習 １ グラフ・ネットワーク実習 １ データ構造とアルゴリズム実習 １  

コンパイラ実習 １ ネットワーク実習 １ データマイニング実習 １  

ネットワークコンピューティング実習 １ エンタテインメントコンピューティング実習 １ 

コンピュータグラフィックス実習 １ 認知情報処理実験 １ 機械学習実験 １ 

画像情報処理実習 １ 深層学習実習 １ 機械システム実験 １ 

サービスロボット実験 １ ヒューマンコンピュータインタラクション実験 １  

エルゴノミクスコンピューティング実習 １ 微積分学Ⅰ ２ 微積分学Ⅱ ２ 線形代数学Ⅰ ２ 

線形代数学Ⅱ ２ 離散数理 ２ 工学のための確率と統計 ２ 情報工学のための数学演習Ⅰ ２ 

情報工学のための数学演習Ⅱ ２ グラフ・ネットワーク理論 ２ 情報理論 ２  

データサイエンス ２ 数理論理学 ２ 機械学習Ⅰ ２ 計算幾何学 ２ 数値計算 ２ 

計算論 ２ 最適化理論 ２ 知識情報処理 ２ データマイニング ２ 感性情報処理 ２  

コンピュータグラフィックス ２ 論理回路 ２ コンピュータアーキテクチャ ２  

ネットワーク ２ キャリアデザイン論 ２ データ構造とアルゴリズム ２ データベース ２ 

形式言語とオートマトン ２ メディア工学基礎 ２ 情報処理技術演習 ２ 

センシングと情報表現 ２ オペレーティングシステム ２ コンパイラ ２ ディジタル通信 ２ 

符号理論 ２ モデリング物理学 ２ ソフトウェア工学 ２ ネットワークコンピューティング ２ 

ネットワーク設計論 ２ 暗号と情報セキュリティ ２ 画像情報処理 ２  

ヒューマンコンピュータインタラクション ２ デザイン論 ２ 音楽情報処理 ２  

エンタテインメントコンピューティング ２ メディア芸術 ２ 物理工学演習 ２ 材料力学Ⅰ ２ 

制御工学 ２ システムと信号 ２ 機械基礎実験 ２ 工学のための解析学Ⅰ ２ 機械力学Ⅰ ２ 
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機構学 ２ 材料力学Ⅱ ２ 認知情報処理 ２ バーチャルリアリティ ２ ロボティクス ２  

機械学習Ⅱ ２ 確率統計Ⅰ ２ 通信工学概論 ２ 工学のための解析学Ⅱ ２ 機械力学Ⅱ ２ 

熱と流れ ２ 機械設計学 ２ 現代制御理論 ２ 解析力学 ２ 電磁気学Ⅰ ２ 基礎物理学A ２ 

基礎物理学B ２ 生命科学Ⅰ ２ 生命科学Ⅱ ２ デモンストレーション物理学Ⅰ ２  

海外工学プログラムA １ 海外工学プログラムB ２ 工学特別プログラム002 ２  

情報化社会と人間 ２ メディア社会論 ２ 基礎物理学実験Ⅰ ２  

デモンストレーション物理学Ⅱ ２ 電気電子回路基礎 ２ 固体電子論 ２ 科学技術英語A ２ 

科学技術英語B ２ 特別英語セミナー ２ 電磁波工学 ２ バイオインフォマティクス ２  

知的財産戦略論 ２ サイバースペースの法と倫理 ２ 国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

６ 工学部知能・機械工学課程における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

コンピュータ演習A ２ 知能・機械工学概論 ２ 工学のための数学演習Ⅰ ２ 

工学のための数学演習Ⅱ ２ 物理工学演習 ２ プログラミング実習Ⅰ ２ 

人工知能基礎 ２ プログラミング実習Ⅱ ２ 機械基礎実験 ２ センシングと情報表現 ２  

知能・機械領域実習A １ 知能・機械領域実習B １ 外国書講読 ２ 輪講 ２  

卒業実験及び演習 ８ 深層学習実習 １ 機械学習実験 １ 画像情報処理実習 １ 

サービスロボット実験 １ 機械システム実験 １  

ヒューマンコンピュータインタラクション実験 １ 認知情報処理実験 １  

エルゴノミクスコンピューティング実習 １ 数理計画法実習 １ 知識情報処理実習 １  

情報理論実習 １ 数値計算実習 １ グラフ・ネットワーク実習 １  

データ構造とアルゴリズム実習 １ コンパイラ実習 １ ネットワーク実習 １  

データマイニング実習 １ エンタテインメントコンピューティング実習 １ 感性情報処理実習 １ 

コンピュータグラフィックス実習 １ ネットワークコンピューティング実習 １ 

微積分学Ⅰ ２ 微積分学Ⅱ ２ 線形代数学Ⅰ ２ 線形代数学Ⅱ ２ 論理回路 ２  

離散数理 ２ 材料力学Ⅰ ２ キャリアデザイン論 ２ 工学のための解析学Ⅰ ２ 

機械力学Ⅰ ２ 形式言語とオートマトン ２ 制御工学 ２ システムと信号 ２  

機械学習Ⅰ ２ データ構造とアルゴリズム ２ プログラミング実習Ⅲ ２ 機構学 ２  

工学のための確率と統計 ２ 情報理論 ２ 材料力学Ⅱ ２ 数理論理学 ２  

データサイエンス ２ グラフ・ネットワーク理論 ２ 画像情報処理 ２ 最適化理論 ２  

工学のための解析学Ⅱ ２ 機械学習Ⅱ ２ バーチャルリアリティ ２  

ヒューマンコンピュータインタラクション ２ ロボティクス ２ 機械力学Ⅱ ２ 熱と流れ ２ 

機械設計学 ２ 現代制御理論 ２ 知識情報処理 ２ データマイニング ２ 解析力学 ２  

電磁気学Ⅰ ２ 数値計算 ２ 認知情報処理 ２ コンピュータアーキテクチャ ２  

ネットワーク ２ オペレーティングシステム ２ 情報工学概論 ２ 確率統計Ⅰ ２  

符号理論 ２ コンパイラ ２ 音楽情報処理 ２ エンタテインメントコンピューティング ２  

コンピュータグラフィックス ２ 感性情報処理 ２ モデリング物理学 ２ 計算幾何学 ２  

ソフトウェア工学 ２ ネットワークコンピューティング ２ 計算論 ２ 情報処理技術演習 ２ 
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暗号と情報セキュリティ ２ デザイン論 ２ ネットワーク設計論 ２ データベース ２  

基礎物理学A ２ 基礎物理学B ２ 生命科学Ⅰ ２ 生命科学Ⅱ ２  

デモンストレーション物理学Ⅰ ２ 海外工学プログラムA １ 海外工学プログラムB ２  

工学特別プログラム002 ２ 情報化社会と人間 ２ メディア社会論 ２ 基礎物理学実験Ⅰ ２  

幾何入門 ２ デモンストレーション物理学Ⅱ ２ 電気電子回路基礎 ２  

科学技術英語A ２ 科学技術英語B ２ 特別英語セミナー ２ 知的財産戦略論 ２  

サイバースペースの法と倫理 ２ 国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

７ 工学部における資格取得科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２  

学校教育論 ２  教育課程論 ２  

理科教育法A ２ 理科教育法B ２ 理科教育法C ２ 理科教育法D ２  

数学科教育法A ２ 数学科教育法B ２ 数学科教育法C ２ 数学科教育法D ２  

情報科教育法A ２ 情報科教育法B ２  

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２ 

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２ 

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２  

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２  

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

第43条 帰国生徒入学試験を受けて入学した者、または英語能力優秀者については、語学力を勘案した上で総合

教育科目言語教育科目における必修科目及び選択必修科目を定めることができる。 

２ 外国人留学生入学試験を受けて入学した者については、語学力を勘案した上で総合教育科目言語教育科目に

おける必修科目及び選択必修科目を別に定めるものとする。ただし、母語をこれに当てることはできない。 

 

第15節 生命環境学部 

第44条 生命環境学部における授業科目を総合教育科目と専門教育科目に分ける。 

２ 生命環境学部における総合教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ 

言語教育科目 

英語教育科目 

英語リーディングⅠA １ 英語リーディングⅠB １ 英語ライティングⅠA １ 

英語ライティングⅠB １ 英語コミュニケーションⅠA １ 英語コミュニケーションⅠB １ 

英語リーディングⅡA １ 英語リーディングⅡB １ 英語ライティングⅡA １ 

英語ライティングⅡB １ 英語コミュニケーションⅡA １ 英語コミュニケーションⅡB １ 

総合選択科目 
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ドイツ語読解Ⅰ １ ドイツ語読解Ⅱ １ フランス語読解Ⅰ １ フランス語読解Ⅱ １  

ドイツ語文法Ⅰ １ ドイツ語文法Ⅱ １ フランス語文法Ⅰ １ フランス語文法Ⅱ １  

ラテン語文法 １ ラテン語読解 １  

哲学 ２ 論理学 ２ 西洋史 ２ 心理学 ２ 社会学 ２ 法学 ２ 日本国憲法 ２  

経済学 ２ 科学倫理 ２ サイバー社会入門 ２ 芸術と技術 ２ 地誌学 ２  

科学技術と現代社会 ２ 

３ 生命環境学部生物科学科における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

生命科学Ⅰ ２ 生命科学Ⅱ ２ 生命科学入門実験 ２ コンピュータ演習A ２  

生命分子・生化学実験 ３ 細胞・組織学実験 ３ 先端生命科学実験Ⅰ ８  

先端生命科学実験Ⅱ ８ 外国書講読 ２ 輪講 ２ 卒業実験及び演習 ８ 基礎生化学 ２  

微積分学Ⅰ ２  線形代数学Ⅰ ２ 生物統計学 ２ 基礎物理学A ２ 基礎物理学B ２  

基礎化学A ２ 基礎化学B ２ 基礎化学C ２ 基礎化学実験Ⅰ ２ 基礎生物科学 ２  

臨海実習 ２ 分子遺伝学 ２ 生命代謝化学 ２ 微生物学 ２ 生物分析化学 ２ 

進化生態学 ２ 植物生理学 ２ 系統分類学 ２ 分子進化学 ２ データ科学演習 ２  

細胞生物学 ２ 発生生物学 ２ 神経科学 ２ 生化学 ２ 薬理学 ２ 分析化学 ２  

反応速度論 ２ 有機構造論 ２ 植物分子生物学 ２ 植物生産学 ２ 昆虫生理生態学 ２  

地球環境化学 ２ 環境生態学 ２ 応用微生物学 ２ 遺伝子工学 ２ 染色体機能学 ２ 

光合成微生物学 ２ 発酵醸造学 ２ 数理脳科学 ２ バイオインフォマティクス ２  

医学統計学 ２ 数理生態学 ２ 情報工学概論 ２  

海外生命環境学プログラムA １ 海外生命環境学プログラムB ２  

生命環境学特別プログラム002 ２ 基礎物理学実験Ⅰ ２ 基礎地学Ⅰ ２ 基礎地学Ⅱ ２  

地球環境科学実験 ２ 生理学 ２ 細胞学 ２ 化学概論 ２ 再生医学 ２  

発がん分子機構学 ２ ストレス応答学 ２ 免疫学 ２ ゲノム・エピゲノム医学 ２  

器官形成学 ２ 生命工学Ⅰ ２ 生命工学Ⅱ ２ 知財と起業 １ 

科学技術英語A ２ 科学技術英語B ２ 特別英語セミナー ２ 理工のためのAI基礎 ２  

高分子化学 ２ 有機反応論 ２ 化学熱力学 ２ 国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

４ 生命環境学部生命医科学科における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

生命科学Ⅰ ２ 生命科学Ⅱ ２ 生命科学入門実験 ２  

基礎医科学実験Ⅰ ３ 基礎医科学実験Ⅱ ３ 先端医科学実験Ⅰ ８ 先端医科学実験Ⅱ ８  

生命科学倫理 ２ 基礎生化学 ２ 微積分学Ⅰ ２ 線形代数学Ⅰ ２ コンピュータ演習A ２ 

生物統計学 ２ 基礎物理学A ２ 基礎物理学B ２  

基礎化学A ２ 基礎化学B ２ 基礎化学C ２ 基礎化学実験Ⅰ ２ 細胞生物学 ２  

生化学 ２ 発生生物学 ２ 細胞学 ２ 薬理学 ２ 生理学 ２ データ科学演習 ２  

化学概論 ２ 神経科学 ２ 医科学入門A ２ 医科学入門B ２ 分子遺伝学 ２  

生命代謝化学 ２ 微生物学 ２ 生物分析化学 ２ 分子進化学 ２ 系統分類学 ２ 

再生医学 ２ ゲノム・エピゲノム医学 ２ 器官形成学 ２ 発がん分子機構学 ２  
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ストレス応答学 ２ 免疫学 ２ 医学統計学 ２ 生命工学Ⅰ ２ 生命工学Ⅱ ２ 

遺伝子工学 ２ 染色体機能学 ２ 数理脳科学 ２ バイオインフォマティクス ２  

科学技術英語A ２ 科学技術英語B ２ 外国書講読 ２ 輪講 ２ 卒業実験及び演習 ８ 

卒業調査研究及び演習 ４ 情報工学概論 ２ 臨海実習 ２  

海外生命環境学プログラムA １ 海外生命環境学プログラムB ２  

生命環境学特別プログラム002 ２ 環境化学 ２ 基礎物理学実験Ⅰ ２ 

基礎地学Ⅰ ２ 基礎地学Ⅱ ２ 地球環境科学実験 ２ 化学熱力学 ２ 反応速度論 ２  

分析化学 ２ 植物生理学 ２ 進化生態学 ２ 特別英語セミナー ２ 植物分子生物学 ２  

光合成微生物学 ２ 植物生産学 ２ 昆虫生理生態学 ２ 応用微生物学 ２ 知財と起業 １ 

理工のためのAI基礎 ２ 国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

５ 生命環境学部環境応用化学科における専門教育科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

基礎化学A ２ 基礎化学B ２ 基礎化学C ２ 環境化学 ２  

基礎化学実験Ⅰ ２  基礎化学実験Ⅱ ２ 基礎物理学実験Ⅰ ２  

環境応用化学実験Ⅰ ６ 環境応用化学実験Ⅱ ６ 

環境応用化学実験法Ⅰ ２ 環境応用化学実験法Ⅱ ２ 外国書講読 ２ 輪講 ２  

卒業実験及び演習 ８ 線形代数学Ⅰ ２ 微積分学Ⅰ ２ 基礎物理学A ２ 基礎物理学B ２ 

生物統計学 ２ 化学数学 ２ 生命科学Ⅰ ２ 生命科学Ⅱ ２ 生命科学入門実験 ２  

コンピュータ演習A ２ 基礎地学Ⅰ ２ 基礎地学Ⅱ ２ 無機化学 ２ 基礎量子化学 ２  

化学熱力学 ２ 有機反応論 ２ 有機構造論 ２ 反応速度論 ２ 高分子化学 ２ 

地球環境化学 ２ 分析化学 ２ 発展物理化学 ２ 発展有機化学 ２ 錯体化学 ２  

応用物理化学 ２ 分光学 ２ 合成有機化学 ２ 応用有機化学 ２ 環境有機材料化学 ２  

応用物性化学 ２ 応用量子化学 ２ 環境分析化学 ２ 地球物質科学 ２ 有機工業化学 ２ 

環境倫理 ２ 海外生命環境学プログラムA １ 海外生命環境学プログラムB ２ 

生命環境学特別プログラム002 ２ 地球環境科学実験 ２ 科学技術英語A ２ 科学技術英語B ２ 

特別英語セミナー ２ 環境応用化学特別講義 ２ 知財と起業 １  

国内協定大学科目 １科目各１～８単位 

６ 生命環境学部における資格取得科目の授業科目及び単位数を次のとおりとする。 

教職概論 ２ 教育原論 ２ 発達・学習過程論 ２ 特別支援教育概論 ２ 学校教育論 ２  

教育課程論 ２ 理科教育法A ２ 理科教育法B ２ 理科教育法C ２ 理科教育法D ２  

道徳教育論 ２ 特別活動・総合的な学習の時間の指導法 ２ 

教育方法基礎論（情報通信技術の活用含む）２ 生徒指導・進路指導論 ２ 教育相談基礎論 ２ 

教育実習A ５ 教育実習B ３ 教職実践演習（中・高）２ 人権教育論 ２ 環境教育論 ２  

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２  

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２  

IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

第45条 帰国生徒入学試験を受けて入学した者、または英語能力優秀者については、語学力を勘案した上で総合
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教育科目言語教育科目における必修科目及び選択必修科目を定めることができる。 

２ 外国人留学生入学試験を受けて入学した者については、語学力を勘案した上で総合教育科目言語教育科目に

おける必修科目及び選択必修科目を別に定めるものとする。ただし、母語をこれに当てることはできない。 

 

第16節 建築学部 

第46条 建築学部における授業科目及びその単位数を次のとおりとする。 

総合教育科目 

キリスト教科目 

キリスト教学A ２ キリスト教学B ２ 

言語教育科目 

英語教育科目 

英語リーディングⅠA １ 英語リーディングⅠB １ 英語ライティングⅠA １ 

英語ライティングⅠB １ 英語コミュニケーションⅠA １ 英語コミュニケーションⅠB １ 

英語リーディングⅡA １ 英語リーディングⅡB １ 英語ライティングⅡA １ 

英語ライティングⅡB １ 英語コミュニケーションⅡA １ 英語コミュニケーションⅡB １ 

総合選択科目 

フランス語Ⅰ ２ フランス語Ⅱ ２ ドイツ語Ⅰ ２ ドイツ語Ⅱ ２  

スペイン語Ⅰ ２ スペイン語Ⅱ ２ 中国語Ⅰ ２ 中国語Ⅱ ２  

フランス語Ⅲ ２ フランス語Ⅳ ２ ドイツ語Ⅲ ２ ドイツ語Ⅳ ２ 

スペイン語Ⅲ ２ スペイン語Ⅳ ２ 中国語Ⅲ ２ 中国語Ⅳ ２  

哲学概論 ２ 心理学概論 ２ 論理学 ２ 日本国憲法 ２ 地理学概論 ２ メディア社会論 ２ 

芸術学概論 ２ 環境倫理 ２ 日本史概説 ２ 西洋史概説 ２ 東洋史概説 ２ 民族と文化 ２ 

地誌学 ２ 科学倫理 ２ 美学概論 ２ アート＆テクノロジー ２ 比較宗教思想論 ２  

科学技術と現代社会 ２ 建築学国際プログラム （１科目各２～４単位） 

専門教育科目 

専門科目基礎 

微積分学Ⅰ ２ 微積分学Ⅱ ２ 線形代数学Ⅰ ２ 線形代数学Ⅱ ２ 統計学 ２  

建築基礎物理 ２ データ解析 ２ 

建築・都市デザイン専門科目 

総合基礎 

建築・都市デザイン概論 ２ 

建築設計 

建築表現演習Ⅰ ２ 建築表現演習Ⅱ ２ 現代建築デザイン論 ２ 

建築設計演習Ⅰ ２ 建築設計演習Ⅱ ２ 建築設計手法論 ２ 

建築設計演習Ⅲ ２ 建築設計演習Ⅳ ２ アーバンスケープデザイン論 ２ 

建築設計演習Ⅴ ２ 
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建築計画 

建築計画A ２ 建築計画B ２ 福祉環境計画 ２ 建築・都市類型論 ２ 

歴史 

日本建築史 ２ 西洋建築史 ２ 近代建築史 ２ アジア建築史 ２ 

環境・設備 

建築環境工学 ２ 建築設備 ２ 

構造 

建築構造力学Ⅰ ２ 建築構造力学Ⅱ ２ 建築構造デザイン ２ 

構法・生産 

建築一般構造Ⅰ ２ 建築一般構造Ⅱ ２ 建築施工 ２ 

材料 

建築材料学 ２ 建築材料学実験 １ 

法規 

建築法規 ２ 

都市・地域 

ランドスケープデザイン ２ 都市・農村計画 ２ 都市デザイン論 ２ 

都市調査法 ２ コミュニティデザイン ２ 都市解析 ２ 

都市政策 

住宅政策論 ２ 都市マネジメント論 ２ 都市再生論 ２ 都市防災論 ２  

地域再生論 ２ 交通政策論 ２ 海外開発協力論 ２ 

都市文化 

比較都市論 ２ 都市社会学 ２ 都市生態学 ２ 都市人類学 ２ 

建築・都市デザイン基礎演習 

デジタル表現演習Ⅰ ２ デジタル表現演習Ⅱ ２ BIM演習 ２ 

建築・都市演習 ２ 建築プログラミング演習 ２ 測量実習 １ GIS演習 ２ 

建築・都市デザイン応用演習 

建築デザイン演習 ２ 建築設計手法演習 ２ アーバンスケープデザイン演習 ２ 

建築計画演習 ２ 福祉環境計画演習 ２ 建築史・都市史演習 ２ 建築生産演習 ２  

環境設備計画演習 ２ 建築耐震構造演習 ２ 建築構造デザイン演習 ２ 都市デザイン演習 ２ 

コミュニティデザイン演習 ２ まちづくり演習 ２ 都市防災演習 ２ 

卒業演習・卒業研究 

建築学演習 ４ 卒業研究 ４ 

学校図書館司書教諭課程関連科目 

学校経営と学校図書館 ２ 学校図書館メディアの構成 ２ 学習指導と学校図書館 ２  

読書と豊かな人間性 ２ 情報メディアの活用 ２  

国際バカロレア教員養成プログラム関連科目 
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IB概論 ２ IB教育方法論・評価論Ⅰ ２ IB教育方法論・評価論Ⅱ ２ IB教育実践研究 ２ 

 

第17節 卒業必要単位数 

第47条 本学各学部の卒業に必要な最低単位数を次のとおりとする。 

1 神学部 

1 キリスト教伝道者コース 

共通必要単位数 

キリスト教教育科目  ８単位 

言語教育科目   16単位 

基礎教育科目   ８単位 

コース必要単位教 

専門基礎科目   28単位 

専門専攻科目   34単位 

自由履修科目   30単位 

卒業必要単位数  124単位 

2 キリスト教思想・文化コース 

共通必要単位数 

キリスト教教育科目  ８単位 

言語教育科目   16単位 

基礎教育科目   ８単位 

コース必要単位数 

専門基礎科目   28単位 

専門専攻科目   20単位 

自由履修科目   44単位 

卒業必要単位数   124単位 

 

2 文学部 

文化歴史学科 

共通科目    40単位 

学科科目     52単位 

自由履修科目   32単位 

計 124単位 

総合心理科学科 

共通科目    40単位 

学科科目   52単位 

自由履修科目  32単位 
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計 124単位 

文学言語学科 

共通科目    40単位 

学科科目   62単位 

自由履修科目    22単位 

計 124単位 

 

3 社会学部 

A群科目（必修科目）  44単位 

B群科目（選択必修科目） 60単位 

A群科目（必修科目）、B群科目（選択必修科目）、C群科目（自由選択科目）及び他学部開設科目  20単位 

計 124単位 

 

4 法学部 

基礎科目群、教職等関連科目 

および他学部開設科目  40単位 

専門科目群   74単位 

任意の科目   10単位 

計 124単位 

 

5 経済学部 

総合教育科目  34単位 

専門教育科目  82単位 

総合教育科目・専門教育科目・教職等資格関連科目のうち教科に関する科目 ８単位 

計 124単位 

 

6 商学部 

１ キリスト教科目 ４単位 

２ 言語教育科目  16単位 

３ 教養教育科目 ８単位 

４ 基礎科目  20単位 

５ 法学関係科目  ４単位 

６ コース専門科目 24単位 

７ 基礎科目・法学関係科目・コース専門科目 

演習科目・共通科目から選択した科目 32単位 

８ キリスト教科目・言語教育科目・教養教育科目・基礎科目・法学関係科目・コース専門科目・演習
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科目・共通科目・教職等資格関連科目のうち教科に関する科目及び他学部の授業科目から選択した

科目 16単位 

計124単位 

 

7 総合政策学部 

キリスト教科目  ４単位 

共通教育科目  34単位 

専門科目   52単位 

演習科目   16単位 

上記を含めて合計128単位 

 

8 人間福祉学部 

総合教育科目  22単位 

専門教育科目  72単位 

自由選択科目  30単位 

計 124単位 

 

9 教育学部 

総合教育科目  16単位 

専門教育科目  90単位 

上記を含めて合計124単位 

 

10 国際学部 

１ キリスト教科目 ４単位 

２ 言語教育科目  24単位 

３ 教養基礎科目  18単位 

４ 専門基礎科目  ４単位 

５ 地域研究科目  34単位 

６ 言語教育科目、教養基礎科目、専門基礎科目及び地域研究科目から選択した科目 ８単位 

７ 研究演習科目  12単位 

８ 領域関連科目及び自由履修科目から選択した科目 20単位 

計 124単位 

 

11 理学部 

総合教育科目  32単位 

専門教育科目  96単位 
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計 128単位 

 

12 工学部 

総合教育科目  32単位 

専門教育科目  96単位 

計 128単位 

 

13 生命環境学部 

総合教育科目  32単位 

専門教育科目  96単位 

計 128単位 

 

14 建築学部 

総合教育科目  32単位 

専門教育科目  96単位 

計 128単位 

 

第18節 教職課程その他 

第48条 本大学において幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の教育職員免許状を得ようとする

者は、各学部配当の関係科目のほか、教育職員免許法及び同施行規則に定める必要単位数を修得しなければな

らない。 

２ 大学及び各学部における教員養成に関する目的については、別に定める。 

第49条 本大学において取得できる免許状の種類は次のとおりとする。 

学部 学科 免許状の種類 

神学部   中学校1種 宗教 

高等学校1種 宗教 

高等学校1種 公民 

文学部 文化歴史学科 中学校1種 社会 

高等学校1種 地理歴史 公民 

総合心理科学科 高等学校1種 公民 

文学言語学科 中学校1種 国語 

高等学校1種 国語 

中学校1種 英語 

高等学校1種 英語 

中学校1種 フランス語 
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高等学校1種 フランス語 

中学校1種 ドイツ語 

高等学校1種 ドイツ語 

社会学部 社会学科 中学校1種 社会 

高等学校1種 地理歴史 公民 

法学部 法律学科 中学校1種 社会 

高等学校1種 地理歴史 公民 

政治学科 中学校1種 社会 

高等学校1種 地理歴史 公民 

中学校1種 英語 

高等学校1種 英語 

経済学部   中学校1種 社会 

高等学校1種 地理歴史 公民 

中学校1種 英語 

高等学校1種 英語 

商学部   高等学校1種 商業 

中学校1種 社会 

高等学校1種 地理歴史 公民 

中学校1種 英語 

高等学校1種 英語 

総合政策学部 総合政策学科 中学校1種 社会 

高等学校1種 公民 

中学校1種 英語 

高等学校1種 英語 

メディア情報学科 高等学校1種 情報 

都市政策学科 中学校1種 社会 

高等学校1種 公民 

国際政策学科 中学校1種 社会 

高等学校1種 公民 

人間福祉学部 社会起業学科 高等学校1種 公民 

人間科学科 中学校1種 保健体育 

高等学校1種 保健体育 

教育学部 教育学科 幼稚園1種 

小学校1種 

中学校1種 社会 

－学則－71－



高等学校1種 地理歴史 公民 

中学校1種 英語 

高等学校1種 英語 

特別支援学校1種 知・肢・病 

国際学部 国際学科 中学校1種 英語 

高等学校1種 英語 

理学部 数理科学科 中学校1種 数学 

高等学校1種 数学 

物理・宇宙学科 中学校1種 数学 

高等学校1種 数学 

中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

化学科 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

工学部 物質工学課程 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

電気電子応用工学課程 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

情報工学課程 中学校1種 数学 

高等学校1種 数学 

高等学校1種 情報 

知能・機械工学課程 中学校1種 数学 

高等学校1種 数学 

生命環境学部 生物科学科 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

生命医科学科 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

環境応用化学科 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

 

理学部 数理科学科 中学校1種 数学 

高等学校1種 数学 

物理・宇宙学科 中学校1種 数学 

高等学校1種 数学 

中学校1種 理科 
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高等学校1種 理科 

化学科 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

工学部 物質工学課程 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

電気電子応用工学課程 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

情報工学課程 中学校1種 数学 

高等学校1種 数学 

高等学校1種 情報 

知能・機械工学課程 中学校1種 数学 

高等学校1種 数学 

生命環境学部 生物科学科 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

生命医科学科 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

環境応用化学科 中学校1種 理科 

高等学校1種 理科 

第50条 本大学において学校図書館司書教諭の資格を得ようとする者は、学校図書館法及び学校図書館司書教諭

講習規程に定める必要単位数を修得しなければならない。ただし、教育職員免許状を有する者に限る。 

第51条 本大学において博物館学芸員の資格を得ようとする者は、各学部配当の関係科目のほか、博物館法及び

同施行規則に定める必要単位数を修得しなければならない。 

第51条の２ 教育学部教育学科幼児教育学コースにおいて保育士の資格を得ようとする者は、第47条に規定する

もののほか、児童福祉法施行規則に定める所要の単位を修得しなければならない。 

 

第４章 入学・編入学・転学・休学・退学及び除籍 

第52条 本大学に入学できる者は次のいずれかの資格を有する者に限る。 

1 高等学校を卒業した者 

2 中等教育学校を卒業した者 

3 通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程により、これに相当する学校教育

を修了した者を含む） 

4 外国において、学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大臣の指定した

もの 

5 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を修了

した者 
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6 文部科学大臣が指定した専修学校の高等課程を修了した者 

7 文部科学大臣の指定した者 

8 文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験、または大学入学資格検定に合格した者 

9 本大学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者

で、18歳に達した者 

第53条 本大学の入学時期は毎年４月及び９月とする。 

２ 本大学に入学を志願する者は、入学願書、出身高等学校長作成の調査書、その他大学の必要とする書類に、

入学検定料を添えて提出しなければならない。 

３ 入学検定料は、納入後、いかなる理由があっても、返還しない。 

第54条 前条の入学志願者については、入学試験による選考を行う。 

第55条 入学を許可された者は、誓約書、保証書、その他大学の必要とする書類に、入学金、授業料、その他の

学費を添えて、指定の期日までに提出しなければならない。 

２ 保証書の保証人は、父母とし、学生の在学中に関する一切の事項について保証しなければならない。ただし、

父母が保証人となることのできない場合は、親族又は縁故者とする。 

３ 保証人が死亡、又はその他の理由によって資格を失ったときは、新たに保証人を定めて届け出なければなら

ない。 

第56条 本大学各学部の第３学年度に編入学できる者は次の資格を有する者とする。 

1 大学２学年修了者 

2 短期大学卒業者 

3 高等専門学校卒業者 

4 専修学校の専門課程のうち、文部科学大臣の定める基準を満たすものを修了した者（ただし、学校教育法

第90条第１項に規定する大学入学資格を有する者に限る） 

5 高等学校等の専攻科の課程のうち、文部科学大臣の定める基準を満たすものを修了した者（ただし、学校

教育法第90条第１項に規定する大学入学資格を有する者に限る） 

6 その他同等以上の資格を有する者 

２ 本大学各学部の第２学年度に編入学できる者は次の資格を有する者とする。 

1 大学１学年修了者 

2 その他同等以上の資格を有する者 

３ 本大学各学部の第４学年度に編入学できる者は次の資格を有する者とする。 

1 本大学を第３学年度で卒業した者 

2 本大学を第４学年度で卒業した者 

第57条 前条第１項による編入学生の修業年限は２年とする。ただし、４年をこえて在学することはできない。 

２ 前条第２項による編入学生の修業年限は３年とする。ただし、６年をこえて在学することはできない。 

３ 前条第３項による編入学生の修業年限は１年とする。ただし、２年をこえて在学することはできない。 

第58条 本大学から他の大学に転学を希望する者、又は本大学の他の学部に転学部を希望する者は、所属学部長

の許可を得なければならない。 
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２ 転学部については第56条及び第57条の規定を準用する。 

第59条 病気・家庭の事情及びその他の理由により休学しようとする者は、所定の休学願を春学期又は秋学期の

各授業開始後１カ月以内に所属学部長に提出して許可を得なければならない。 

２ 休学開始の時期は、春学期又は秋学期の各開始日とする。 

３ 休学の期間は、１年間又は１学期間とする。 

４ 許可された休学期間の経過後も継続して休学しようとする者は、原則としてその休学期間満了前にあらため

て休学願を提出しなければならない。 

５ 休学し得る期間は、通算２カ年以内とする。ただし、母国の兵役による休学は、２年を上限としてこの期間

に算入しない。 

６ 休学期間は、在学年数に算入しない。 

第60条 本大学を退学しようとする者は所定の退学願を所属学部長に提出して許可を得なければならない。 

２ 退学の日付は、学費既納者については学部長が承認した退学日とし、学費未納者については学費納入済みの

学年又は学期の末日とする。 

第61条 次の各号の一に該当する者は除籍する。 

1 休学期間が通算２カ年を経過してなお復学又は退学しない者（ただし、母国の兵役による休学は、２年を

上限としてこの期間に算入しない） 

2 第６条及び第57条に定める在学年限をこえてなお退学しない者 

3 学費納付規程第６条に該当する者 

第62条 休学した者が、復学しようとする場合は、原則として休学期間満了前に所定の復学願を所属学部長に提

出し、許可を得なければならない。 

２ 復学の時期は、春学期又は秋学期の各開始日とする。 

第63条 退学者又は除籍者が、再入学しようとする場合は、再入学をしようとする学期の開始日から１カ月前ま

でに再入学願を提出しなければならない。 

２ 退学者又は除籍者が再入学を願い出たときは、教授会の議を経て許可することがある。ただし再入学は退学

又は除籍の日から５カ年以内に願い出るものとする。 

３ 第61条第２号による除籍者は再入学することができない。 

第63条の２ 本大学に在籍する者は、本大学が認める場合を除いて、他の学部、研究科または他の大学（短期大

学を含む）に在籍することができない。 

 

第５章 学年・学期・休日及び授業期間 

第64条 本大学の学年は毎年４月１日から翌年３月31日までとし、４月１日から９月19日までを春学期、９月

20日から翌年３月31日までを秋学期とする。 

第65条 本大学の休業日を次のとおりとする。 

1 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

2 日曜日 

3 本学院創立記念日（９月28日） 
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4 夏季休業 ８月６日から９月19日まで 

5 冬季休業 12月24日から１月５日まで 

6 春季休業 ２月14日から３月31日まで 

２ 前項第４号及び第６号の規定にかかわらず、夏季・春季休業期間中に、各学部の教育課程に基づき、授業・

試験を実施することができる。 

３ 学長は大学評議会の議を経て、第１項に規定する休業日を変更し、授業日とすることができる。 

４ 学長は大学評議会の議を経て、第１項に規定する休業日を別の日に変更することができる。また臨時に休業

日を定めることができる。 

第65条の２ １年間の授業を行う期間は、35週にわたることを原則とする。 

 

第６章 学費 

第66条 学費は、入学金、授業料、実験実習費、教育充実費その他をいう。 

２ 学費は、納入後、いかなる理由があっても返還しない。 

３ 前項の規定にかかわらず、入学金を除く学費について、所定の手続を行った場合は、返還に応じるものとす

る。なお、返還申請締切日は次のとおりとする。 

1 春学期入学 当該入学年３月31日 

2 秋学期入学 当該入学年９月15日 

４ 学費の納付に関する規程は、別にこれを定める。 

 

第７章 委託生・聴講生・科目等履修生及び交換学生 

第67条 公共団体又はその他の機関から本大学の特定の授業科目について修学を委託される者があるときは、選

考の上委託生としてこれを許可する。 

第68条 本大学の特定の授業科目について聴講を希望する者があるときは、各学部で選考の上聴講生としてこれ

を許可することができる。 

２ 各学部は前項に定めるほか、別に聴講生コースを設定し、これを開設することができる。 

３ 聴講生はその履修した授業科目の試験を受けることができる。試験に合格した授業科目については、願い出

があれば証明書を交付する。 

第69条 本大学の特定の授業科目あるいは複数科目からなるコースの履修及び単位の修得を希望する者がある

ときは各学部で選考の上科目等履修生としてこれを許可することができる。 

２ 教育職員免許状、学校図書館司書教諭、博物館学芸員及び保育士資格の取得のための科目等履修生ならびに

現代日本プログラム科目等履修生に関する規程は別にこれを定める。 

３ 科目等履修生がその履修した授業科目の試験を受け、合格した授業科目については、単位を与える。 

第70条 本大学と学生交換に関する協定のある外国の大学の学生で、本大学の授業科目の履修を希望し当該大学

の推薦のある者は、所属を希望する学部教授会の承認を経て、交換学生として入学を許可することができる。 

２ 交換学生に関する規程は別にこれを定める。 

第71条 特別の規程のない限り、本学則の規定は委託生・聴講生・科目等履修生及び交換学生にもこれを準用す
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る。ただし、第７条の規定はこれを準用しない。 

 

第８章 賞罰 

第72条 品行方正学術優秀志操堅固な者はこれを表彰する。 

第73条 学則又は規則に反し、その他学生の本分に背く行為のあった者はその軽重に拠ってこれを懲戒する。懲

戒は譴責・謹慎・停学及び退学の４種とする。 

ただし、退学は次の場合に限る。 

1 性行不良で改善の見込みがないと認められた者 

2 学力極めて劣等で成業の見込みがないと認められた者 

3 正当の理由がなくて出席が常でない者 

4 本大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

 

第９章 学生寮・国際学生レジデンス及び保健館 

第74条 本大学学生のために学生寮、国際学生レジデンス及び保健館を付設する。 

学生寮、国際学生レジデンス及び保健館に関する規程は別にこれを定める。 

 

第10章 学生心得 

第75条 学生は次に掲げる事項を守り、キリスト教主義に基づく本大学の建学の精神を体得するように努めなけ

ればならない。 

1 人格の本議を認め、信念を涵養し、智徳を錬磨し、人格の完成を期すること 

2 常に敬虔な態度をもって身を処し、人類の福祉に貢献すること 

3 自由自治の本領に立って協力一致、本大学学風の振興に努めること 

4 学則ならびに諸規則を守り、秩序と静粛を保つこと 

5 禁酒禁煙を守ること 

 

附 則 

１ この学則は、2025（令和７）４月１日から改正施行する。 

２ 理工学部数理科学科、物理学科、先進エネルギーナノ工学科、化学科、環境・応用化学科、生命科学科、生

命医化学科、情報科学科及び人間システム工学科は、第２条の規定にかかわらず、2021年（令和３年）３月31

日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

 

第１章総則のための備考 

１ 第１条第２項に定める別表を次のとおりとする。 

別表 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

神 神学部は、「キリスト教の伝道に従事すべく選ばれた者を鍛錬する」ことを理念とし、神学研究
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学

部 

の発展に努め、伝道者の育成ならびに広くキリスト教の思想および文化の理解を求めてキリスト教

神学の基礎と専門領域双方において教育を行う。 

文

学

部 

文

化

歴

史

学

科 

・ 

総

合

心

理

科

学

科 

・ 

文

学

言

語

学

科 

人間存在とその営為を、さまざまな方向からの検討を通じて明らかにする専門的能力を涵養

するとともに、豊かな人間性を育み現代社会を理解するための幅広い視点と教養の獲得を重視

して教育研究を進める。それにより、包括的で幅広い教養と高度で専門的な知識をあわせ持ち、

深い洞察力を身につけた人間を育成する。 

以下に学科ごとの目的を掲げるとともに、さらに三学科に共通する目標を示す。 

文化歴史学科 

文化歴史学科は、真・善・美の理想を求めて空間と時間の中を生きる人間の基礎的構造及び

歴史について、教育研究を行う。 

総合心理科学科 

総合心理科学科は、現代社会に生きる人間の心理的諸相について、認知・行動・発達の観点

から、その病理を含めて、教育研究を行う。 

文学言語学科 

文学言語学科は、言葉を持ち文化を形成する人間の営為について、文学と言語の両面から教

育研究を行う。 

共通の目標 

1） 基礎的能力を育み幅広い教養の獲得を目指す教育研究 

基礎・基本を重視した教育を通じて、主体的に課題を設定しこれを解決できる能力を養成

するとともに、人文学的素養に立脚した真の知性と品格をそなえた人間の育成をめざす。 

2） 学際性に富む教育研究 

広範で多様な学問領域にふれることを通じて均整のとれた柔軟な思考能力を涵養するとと

もに、文化全体を見渡す視野と方法を身につけ創造的に考え自ら行動することのできる能力

を養成する。 

3） 自らが得た知の社会への発信を重視する教育研究 

豊かな人間性と幅広い教養を持ち、よき住民、市民として地域社会や国家はもとより、国

際社会においても重要な貢献をなし得る能力を養成する。同様に、よき社会人、職業人とし

て各界に積極的な貢献をなし得る能力を養成する。 

4） 他者との関わりを大切にして自己実現の端緒を掴ませる教育研究 

自分の周囲には自身とは異なる発想や考えを持った人がいることに改めて気付かせ、他者

と粘り強く対話し、真の意味でのコミュニケーションを図ることを通じて己の人間的成長の

端緒を掴ませていく。 

5） 深い専門的知識の獲得と高度な思考能力の育成との接続をめざす教育研究 

高度専門職及び研究職の養成（大学院教育）を視野に入れて、その基盤となる学問的知識

及び技能を体系的に獲得させるとともに、それを基にした思考能力によって社会に寄与しう
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る新たな知の発見に向かう人間を育てる。 

社

会

学

部 

社

会

学

科 

社会学部は、社会学を中心とした学術研究を推進するとともに、学士課程教育を通して、自

由で自律的な態度、よりよい社会の実現に貢献しようとする意欲、幅広くかつ系統的な社会学

的知識と思考力、実践的な汎用的技能を身につけ、グローバル化した現代社会で活躍できる人

物の養成を目的とする。 

法

学

部 

本学部は、キリスト教主義教育とソーシャル・アプローチの理念のもとに、良識を基礎に、幅広

い社会的視野から論理的に物事を考察し、社会現象について深く洞察する力を育み、もって

Mastery for Serviceを体現する市民を育成することを目的とする。 

法

律

学

科 

本学科は、広く深い社会的視野と教養に根ざした法学の研究と教育を通じ、法と政治の基礎

にある自由と人権、正義を重んじ、社会に奉仕する精神に富んだ有能にして心温かい市民を育

成することを目的とする。 

政

治

学

科 

本学科は、広く深い社会的視野と教養に根ざした政治学の研究と教育を通じ、法と政治の基

礎にある自由と人権、正義を重んじ、社会に奉仕する精神に富んだ有能にして心温かい市民を

育成することを目的とする。 

経

済

学

部 

経済学の専門的知識の習得とそれに基づく現実の経済活動に関する分析能力や判断能力を涵養

するとともに、本学のキリスト教主義教育の基本理念に立って、社会に対する公正な眼と自他を尊

重する倫理性、さらには世界のさまざまの地域の人々とそれぞれの文化とに対する理解を育成し、

世界の調和的な発展に貢献しうる人間を養成する。 

商

学

部 

理論と実践の関連を重視しつつ、経済活動の担い手たる企業や個人の多様でダイナミックな活動

を、商学の視点から多面的に考察する。複雑な諸相をもつ社会の中で、機能や利害を異にする他の

多くの主体との相利共生を創造的に図ってゆく能力を持つビジネス・パーソンを育成する。 

総

合

政

策

学

部 

総合政策学部は、「自然と人間の共生、人間と人間の共生」という理念の下で、複雑かつ高度化

した現代社会に潜む諸問題を発見し、問題解決及び政策立案能力を持った人材を養成することを目

的としている。そのために、総合政策学部はヒューマン・エコロジーを視座とし、政治学、経済学、

社会学、経営学、法学、工学、理学、言語、文化、思想といった個別的学問領域を横断的かつ重層

的に構造化した教育課程を編成して、「Think Globally.Act Locally．」をモットーとした総合的

かつ専門的な教育研究を行う。 

総

合

政

策

学

科 

総合政策学部の理念である「自然と人間の共生、人間と人間の共生」についての基本的理解

を深め、技術的環境の変化とマクロな社会変化に対応できる総合的な視野、問題解決能力、政

策立案能力を持つとともに、「Think Globally.Act Locally．」をモットーとして地球規模で自

然・文化・社会環境を維持発展させ、国際社会に貢献できる人材を養成する。そのために、「環

境政策フィールド」、「公共政策フィールド」、「言語文化政策フィールド」という3つの専攻

フィールドを設け、総合的かつ専門的な教育研究を行う。 
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メ

デ

ィ

ア

情

報

学

科 

デジタル・ネットワークを基盤とする豊かな社会を築くため、日々進歩する情報通信技術と

情報メディアの本質を理解した上で、それらのあり方についての問題を人間重視の視点から先

見性を持って見出す。そこで発見された問題を、フィールド調査や数理的分析などにより考察

し、次に問題解決の政策案を作成し、さらにそれらを映像表現を含む多様なメディアを活用し

たコンテンツとして社会に発信することができる人材を育成する。 

都

市

政

策

学

科 

地方都市に活力あふれる新たなコミュニティを創造していくための都市政策と都市経営に必

要な地方産業の活性化策に関する教育研究を行う。都市政策については行財政に関する基礎知

識とデータサイエンススキルを学び、実際の都市経営や地域運営に必要な能力を身につけた人

材の育成、また、地方産業活性化の中心となる地方発ベンチャー企業の経営に必要な能力を身

につけた人材を育成する。 

国

際

政

策

学

科 

国連が掲げる平和構築、国際発展と開発、人権の擁護といった国際社会の諸課題に対して、

総合的かつ専門的な見地から政策を構想・立案し、実践的な問題解決能力を備えた人材を養成

する。そのために、「国際社会における平和構築」、「国際発展と開発」、「国際人権レジー

ムの拡大と擁護」という3つの政策課題に関して理論と実践の双方の視点から総合的かつ専門的

な教育研究を行う。 

人

間

福

祉

学

部 

地域社会と国際社会における「人間」とその生活環境としての「社会」、そしてその両者の「交

互作用」の中で生じる福祉ニーズをはじめとする様々な生活課題へのソリューションを見出し提供

できる専門的人材と、市民として地域及び国際社会の福祉向上に貢献する人材の養成を行うことを

目的とする。 

社

会

福

祉

学

科 

豊かな人間性と人権意識、そして深い知識と優れた実践能力を持つソーシャルワーカー、あ

るいはソーシャルワーク・マインドを有した市民を養成し、さらにはそれらの養成に従事する

人材を育てていくことを教育研究の目的とする。同時に、日本及び国際社会における社会福祉

とソーシャルワークの発展と展開に貢献していくこと、そしてそれによって社会福祉学の理論

と価値を国内外に広く浸透させていくことも目的として位置づける。 

社

会

起

業

学

国際化や多様化が進む現代社会において、社会生活を総合的に捉える視点、地域社会の生活

問題を連帯して解決できる自治能力、グローバルな水準の思考力や実践能力を身につけた人材

の育成を目的とする。持続可能な福祉社会の実現に向けて、ローカル・ガバナンスに視点をお

いた総合的アプローチに基づき、多元的・国際的に行動できる「市民力」の形成を目指し、「人

間福祉」を核とする優れた社会起業能力の養成を行う。 
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科 

人

間

科

学

科 

人間をこころ（スピリチュアリティ）と身体を持つ存在として理解し、社会の中で生きる人

の問題を見出し、自己と人々の自己実現を支援するための価値・知識・技術の総体について教

育することを目的とする。ここから得られた人間理解に基づき、専門職として人の自己実現や

その支援に関わる実践家を育成し、さらに一般市民として地域社会の中でこころと身体の健康

に貢献できる人材を育成することを重要なミッションとする。 

教

育

学

部 

教

育

学

科 

「子ども理解」を教育研究の中核に据え、めざすべき「人を育てる人」の資質をより具体的

に、「実践力」「教育力」「人間力」の三語で表し、これらを三位一体で形成することを学士

課程上の目的とする。 

「実践力」とは、保育園・幼稚園・小学校・中学校・高等学校・特別支援学校をはじめ、一

般社会も含めた幅広い保育・教育現場で、強い情熱、子どもと響きあえる身体性、一人ひとり

異なる子どもへの愛情、優れた指導力を持って、実践できる資質である。 

「教育力」とは、「教える専門家」になるために常に「学びの専門家」として研鑽を積み、

学問的専門性を背景としてその分野の「知の意味」を様々な事象との連関において理解し、そ

れを子どもたち一人ひとりに「おしえる（愛（を）しふ）」ことができる資質である。 

「人間力」とは、国際的、歴史的な視野の広さ、状況の文脈を読み取る「思慮深さ」、人権

意識、しなやかな批判精神、（異文化交流を含む）豊かなコミュニケーション能力、そしてこ

れらの教養に基づいた総合的な判断力を持ち、それを具体的行為につなげることができる資質

である。 

この3つの力を身につけることは、既存の教育現場に単に適応するというだけではなく、現場

をより創造性豊かな環境にするための能力を培うことを意味しているが、これは、本学院のミ

ッションステートメントにある「思いやりと高潔さをもった社会の変革」を志向するものでも

ある。 

国

際

学

部 

国

際

学

科 

国際学部は、「国際性の涵養」を教育・研究上の理念とし、その理念を達成するために、「国

際事情に関する課題の理解と分析」を教育・研究上の目的とする。その目的の達成を通じて、

「国際性」（世界理解、国際理解のための能力）と「人間性」を備えた世界市民として、国際

的なビジネス・市民社会で活躍できる人材を養成する。よって本学部のモットーを「Be a world 

citizen who renders service to humanity.」とする。 

「国際事情に関する課題の理解と分析」という教育・研究上の目的は、学生が高い外国語能

力を習得し、世界の各地域を様々な角度（特に人文・社会科学の観点）から理解し、分析でき

るようになることである。本学部の特色は、タテの学問領域（文化・言語、社会・ガバナンス、

経済・経営）に含まれる複数のディシプリン間の相乗効果を用い、ヨコの地域別研究コース（グ

ローバル研究科目群、北米研究科目群、アジア研究科目群、ヨーロッパ研究科目群）を「学際

的に」教育・研究し、それによって柔軟で、幅広い視野に立った世界理解、国際理解を図ると

ころにあり、その教育・研究全体を「国際学」と位置づける。 
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理

学

部 

自然科学の法則と基本原理を理解するのみならず、具体的、実践的な課題を発見し、専門的な知

識を適用し発展させることで、解決にむけて的確に歩みを進めることができる人材を養成する。他

者を理解し自ら発信する総合的なコミュニケーションの能力、現代社会の抱える多様な課題の問題

点を的確に見抜く能力を有し、各々の基礎的、専門的な知識を活かすことで従前には解決し得なか

った課題の解決へと至る人材を養成する。 

数

理

科

学

科 

自然科学ならびに科学技術のあらゆる分野に重要な役割を果たす数学に関して、理論と応用

の両面から教育と研究を行い、柔軟で論理的かつ創造的な思考能力を備えた人材を養成する。

現代社会で必要とされる数学理論に関する柔軟で論理的かつ創造的な思考能力を有し、それら

を積極的に現代社会の様々な問題に適用し解決することのできる人材を養成することで社会に

貢献することを目的としている。 

物

理 

・ 

宇

宙

学

科 

科学技術の基礎である物理学を基盤として、物理学や宇宙の未解決問題や本質的なイノベー

ションの創出に挑戦するチャレンジ精神と創造性を有する人材を育成する。古典物理学から量

子力学等の現代物理学までの物理法則を理解するとともに、ミクロな物質からマクロな天体ま

での物理現象の実験・観測・理論を用いた研究体験を通して涵養された論理的思考力と専門性

を有する人材を養成することで社会に貢献することを目的としている。 

化

学

科 

物質が示す多様な性質を原子・分子レベルから理解し、それらが持つ可能性の開拓と物質の

創成によって、化学を基盤とする科学技術の進展と人類の生活の向上に貢献できる人材を養成

する。多面的なカリキュラムと卒業研究を通じ、新物質の創成や未解明現象の解明に資する化

学の基礎を体系的に身に付け、多様な課題を解決できる能力と新しい科学技術を創出できる能

力を有する人材を養成することで社会に貢献することを目的としている。 

工

学

部 

科学技術の基礎に根ざした確かな知識を備え、それを課題解決につなげる思考力と創造力を備え

た人材を育成する。さらに、健全な倫理観、教養人としての幅広い見識や柔軟性、特定の分野に閉

じこもらない多彩な知識と視野をもとに、複雑化・多様化する社会における課題を解決できる能力

を身につけ、グローバル化した世界で活躍できる人材を育成するとともに、現代社会が抱える諸問

題の解決に結びつく研究の成果をもって社会に貢献することを目的とする。 

物

質

工

学

課

程 

グリーンイノベーションに必須の「創エネ」「蓄エネ」「省エネ」の3分野にかかわる深い専

門性と応用力とともに、専門外の領域の知識をも備え、持続可能な社会実現に向けた課題に新

たな視点で取り組むことのできる人材を養成する。物質工学の基礎から応用までの幅広い知識

を身につけ、研究・開発能力を有し、物質科学分野における課題に対して幅広く取り組む人材

を養成することで持続可能な社会の実現に貢献することを目的とする。 

電

気 

電気電子応用工学課程は、次世代モビリティーなどで使用される動力機器、情報通信機器、

エネルギー輸送・変換機器など、我々の社会・生活で利用している機器の基盤となる「電気エ
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・ 

電

子

応

用

工

学

課

程 

ネルギー」の有効利用分野において、基礎から応用までの幅広い知識と深い専門性を有し、学

修した専門知識・技能を実社会での課題解決に応用し得る柔軟な思考力をもつ人材を養成する

ことで、新しいエネルギー社会に貢献することを目的とする。 

情

報

工

学

課

程 

情報技術に関する専門知識とプログラミングの能力を有し、IoTやAI、ヒューマンインタフェ

ース、感性工学等、最先端の情報技術及び今後情報工学が展開して行く広い学問領域に関する

見識と課題解決能力を備え、社会変革を実現して行く創造性に富んだ人材を養成することで、

それらを活用して新しい科学・技術・文化の発展を推進し、情報通信、ソフトウェア及びコン

テンツ産業に貢献することを目的とする。 

知

能 

・ 

機

械

工

学

課

程 

機械工学と人工知能技術の双方にまたがる教育・研究を通じ、数学と物理学を土台としてそ

の上に機械系力学や制御工学、ロボティクスなどの機械工学に関する専門知識と、その高度化

のためのセンシングや機械学習、データマイニングなどの人工知能に関わる専門知識を幅広く

身に付け、さらに深い思考力をも兼ね備えた人材を養成することで、これからの社会に求めら

れる高度に知的な機械システムの創出に貢献することを目的とする。 

生

命

環

境

学

部 

生命や環境問題に高い関心を持ち、生命現象や地球環境のしくみを数学的、化学的、生物的視点

で読み解き、応用する技術を開発することにより、その成果を社会に還元する人材を養成する。自

然科学の基礎知識と生物学分野、基礎医学分野、環境化学分野の専門知識を修得し、関連した科学

技術の発展に資する課題解決力と高い倫理観、及びグローバル化に対応できる能力を備えた人材を

養成することで、社会への貢献を目指す。 

生

物

科

学

科 

生物学、数理科学、化学を基盤とした生物機能の活用、及び生物科学関連のデータサイエン

スに関する研究、教育を通じてグローバルに活躍できる人材の育成を目指す。生態系や生命現

象のデータを数理解析する能力、さらには生物機能を分子レベルで解析し、応用する能力をも

った人材を養成する。 

生 生物学、数学、物理、化学を基盤とした生命科学の確固たる知識に加え、基礎医学、薬学、
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命

医

科

学

科 

医工学分野やデータサイエンスに関連した知識を兼ね備えた人材の育成を目指す。さらに、健

全な倫理観をもってヒトの健康に関わる基礎医学系分野と医学系情報学分野で国際的に活躍

し、ライフイノベーションに資する人材を養成する。 

環

境

応

用

化

学

科 

地球環境問題に関連するさまざまな課題に対して化学を基軸とした応用化学的アプローチに

よって柔軟に取り組み、国際的に活躍できる個性豊かな人材の育成を目指す。具体的には、原

子・分子の世界から地球レベルの問題まで幅広い知識と深い専門性を有し、多角的な視点を身

につけることによって、環境応用化学分野に深い関心を抱き、新しい課題に挑戦する情熱と知

恵を持った人材の養成を図る。 

建

築

学

部 

建

築

学

科 

工学的知識と技術を基本としつつ、人文科学・社会科学などの知識とキリスト教主義に基づ

く高度な倫理観をもって、魅力的で持続可能な建築および都市空間をつくるための計画・デザ

イン能力と、それらを運営・管理するためのマネジメント能力を養う。単体としての建築、そ

の集合体としての都市空間、そしてこれらを取り巻く地域社会や自然環境を、連続的・一体的

なものとしてとらえ、相互の関係にまで踏み込んだ課題分析や計画・デザイン、管理運営等に

関する研究教育を行う。さらに、修得した能力を地域社会や国際社会で発揮できるための語学

力、コミュニケーション力、プレゼンテーション力を養う。以上の能力を有する人材を育成す

ることによって、持続可能で秩序ある生活空間の実現に貢献する。 

第３章教育課程のための備考 

１ 外国大学科目とは、交換留学又は認定留学によって修得した授業科目のうち本大学が開講する授業科目に相

当しないものについて、学部において単位を認定することができる科目をいう。 

２ 国内協定大学科目とは、国内協定大学において修得した授業科目のうち本大学が開講する授業科目に相当し

ないものについて、学部において単位を認定することができる科目をいう。 

３ 第22条に定める複数分野専攻制の副専攻課程を次のとおりとし、所定の要件を満たした者については、修了

証書を授与する。 

神学部 

プログラム名 選択必修1 選択必修2 選択必修3 合計 

キリスト教思想・文化 12 16 4 32 

文学部 

プログラム名 選択必修 選択1／選択2 合計 

哲学倫理学 8 24 32 

美学芸術学 8 24 32 

地理学地域文化学 8 24 32 
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日本史学 8 24 32 

アジア史学 8 24 32 

西洋史学 8 24 32 

心理科学 8 24 32 

日本文学日本語学 8 24 32 

英米文学英語学 8 24 32 

フランス文学フランス語学 8 24 32 

ドイツ文学ドイツ語学 8 24 32 

社会学部 

プログラム名 必修 選択必修1 選択必修2 合計 

社会学 8 4 24 36 

法学部 

プログラム名 選択必修1 選択必修2 選択必修3 合計 

司法・ビジネス 6 12 22 40 

公共政策 6 12 22 40 

グローバル法政 6 12 22 40 

法政社会歴史 6 12 22 40 

経済学部 

プログラム名 選択必修 選択 合計 

経済学 12 28 40 

商学部 

プログラム名 必修 選択必修 選択 合計 

経営 12 20 8 40 

会計 12 20 8 40 

マーケティング 12 20 8 40 

ファイナンス 12 20 8 40 

ビジネス情報 12 20 8 40 

国際ビジネス 12 20 8 40 

人間福祉学部 

プログラム名 必修 選択必修1 選択必修2 合計 

社会福祉 2 10 28 40 

社会起業 2 10 28 40 

人間科学 2 10 28 40 

国際学部 

プログラム名 選択必修1 選択必修2 選択必修3 合計 
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国際学 8 16 16 40 

言語教育研究センター 

プログラム名 必修 選択必修 選択 合計 

英語コミュニケーション文化 20 10 10 40 

なお、副専攻課程として履修すべき科目は別に定める。 

４ 文部科学省「大学の世界展開力強化事業（期間：2011年度～2015年度）」採択に伴う複数分野専攻制の特

別プログラムとして次のプログラムを実施し、所定の要件を満たした者については、修了証書を授与する。 

国際教育・日本語教育プログラム室 

プログラム名 選択必

修1 

選択必

修2 

選択必

修3 

選択1 選択必

修4 

選択必

修5 

選択2 合計 

クロス・カルチュラル・スタ

ディーズ 

国際ビジネス 

2 2 3 9 2 6 8 32 

クロス・カルチュラル・スタ

ディーズ 

国際協力・行政 

2 2 3 9 2 6 8 32 

クロス・カルチュラル・スタ

ディーズ 

国際学・地域研究 

2 2 3 9 2 6 8 32 

なお、特別プログラムとして履修すべき科目は別に定める。 

５ 文部科学省「スーパーグローバル大学創成支援事業（期間：2014年度～2023年度）」採択に伴う複数分野

専攻制の特別プログラムとして次のプログラムを実施し、所定の要件を満たした者については、修了証書を授

与する。 

国連・外交関連プログラム室 

プログラム名 選択必修

1 

選択必修

2 

選択必修

3 

選択必修

4 

選択必修

5 

合計 

国連・外交 6 4 2 8 12 32 

なお、特別プログラムとして履修すべき科目は別に定める。 
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○関西学院大学大学院学則 

昭和25年２月３日 

理事会決定 

第１章 総則 

第１条 本大学院は学部における一般的及び専門的教養の基礎の上に、専門の学科を教授研

究し、深広な学識と研究能力とさらに進んで研究指導能力を養い、又は高度の専門性が求

められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うとともに、キリスト教主義に

基づいて人格を陶冶し、もって文化の進展に寄与することを目的とする。 

２ 本大学院のうち、専ら高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越し

た能力を培うことを目的とするものは、専門職大学院とする。 

第２条 本大学院に修士課程、博士課程（前期課程、後期課程）及び専門職学位課程を置く。 

２ 修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度

の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

３ 博士課程は、専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必要な高度の研

究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うことを目的とする。 

４ 専門職学位課程は、専ら高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越

した能力を培うことを目的とする。 

第３条 本大学院に次の研究科及び専攻を置く。 

研究科名 専攻名 課程の別 

神学研究科 神学 博士課程 

文学研究科 文化歴史学 博士課程 

総合心理科学 

文学言語学 

社会学研究科 社会学 博士課程 

法学研究科 法学・政治学 博士課程前期課程 

政治学 博士課程後期課程 

基礎法学 

民刑事法学 

経済学研究科 経済学 博士課程 

商学研究科 商学 博士課程 
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理工学研究科 数理科学 博士課程 

 

 

先進エネルギーナノ工学 

化学 

物理・宇宙物理学 博士課程前期課程 

 

 

環境応用化学 

生物科学 

生命医科学 

情報工学 

知能・機械工学 

建築学 

物理学 博士課程後期課程 

環境・応用化学 

生命科学 

生命医化学 

情報科学 

人間システム工学 

総合政策研究科 総合政策 博士課程 

国連システム政策 修士課程 

言語コミュニケーション文化研

究科 

言語コミュニケーション文化 博士課程 

人間福祉研究科 人間福祉 博士課程 

教育学研究科 教育学 博士課程 

国際学研究科 国際学 博士課程 

司法研究科 法務 専門職学位課程 

経営戦略研究科 経営戦略 専門職学位課程 

会計専門職 

先端マネジメント 博士課程 

２ 専門職大学院学則は別に定める。以下、本大学院学則には専門職大学院を含まない。 

３ 研究科又は専攻ごとの人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的については、

別表のとおりとする。 
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第４条 本大学院各研究科の修士課程の標準修業年限は２年、博士課程の標準修業年限は５

年とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、主として実務の経験を有する者に対して教育を行う場合であ

って、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その他特定の時間又は時期にお

いて授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育上支障を生じないときは、研究科、

専攻又は学生の履修上の区分に応じ、修士課程の標準修業年限を１年以上２年未満の期間

とすることができる。 

３ 前項の研究科、専攻又は学生の履修上の区分は、次のとおりとする。 

言語コミュニケーション文化研究科言語コミュニケーション文化専攻 言語教育学プロ

グラム 英語教員対象１年制修士学位コース 

４ 博士課程はこれを前期２年及び後期３年の課程に区分する。ただし、経営戦略研究科先

端マネジメント専攻は、後期３年の課程のみの博士課程とする。 

５ 博士課程前期課程は修士課程として取り扱うものとする。 

第５条 本大学院の目的を達成し、学生の研究指導を行うために、図書館及び各研究科にそ

の専攻部門に応じて研究室を置く。 

２ 図書館及び研究室に関する規程は別にこれを定める。 

第６条 本大学院学生の定員を次のとおりとする。 

博士課程前期課程・修士課程 

研究科名 専攻名 入学定員 収容定員 

神学 神学 10名 20名 

文学 文化歴史学 22名 44名 

総合心理科学 20名 40名 

文学言語学 22名 44名 

小計 64名 128名 

社会学 社会学 12名 24名 

法学 法学・政治学 45名 90名 

経済学 経済学 15名 30名 

商学 商学 30名 60名 

理工学 数理科学 15名 30名 

物理・宇宙物理学 25名 50名 

－学則－89－



先進エネルギーナノ工学 63名 126名 

化学 39名 78名 

環境応用化学 48名 96名 

生物科学 33名 66名 

生命医科学 46名 92名 

情報工学 42名 84名 

知能・機械工学 29名 58名 

建築学 60名 120名 

小計 400名 800名 

総合政策 総合政策 40名 80名 

国連システム政策 10名 20名 

小計 50名 100名 

言語コミュニケーション文

化 

言語コミュニケーション文

化 

30名 60名 

人間福祉 人間福祉 8名 16名 

教育学 教育学 6名 12名 

国際学 国際学 6名 12名 

合計 676名 1,352名 

博士課程後期課程 

研究科名 専攻名 入学定員 収容定員 

神学 神学 2名 6名 

文学 文化歴史学 7名 21名 

総合心理科学 6名 18名 

文学言語学 7名 21名 

小計 20名 60名 

社会学 社会学 4名 12名 

法学 政治学 2名 6名 

基礎法学 2名 6名 

民刑事法学 2名 6名 

小計 6名 18名 
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経済学 経済学 3名 9名 

商学 商学 5名 15名 

理工学 数理科学 2名 6名 

物理学 3名 9名 

先進エネルギーナノ工学 2名 6名 

化学 6名 18名 

環境・応用化学 2名 6名 

生命科学 5名 15名 

生命医化学 2名 6名 

情報科学 2名 6名 

人間システム工学 2名 6名 

小計 26名 78名 

総合政策 総合政策 5名 15名 

言語コミュニケーション

文化 

言語コミュニケーション

文化 

3名 9名 

人間福祉 人間福祉 5名 15名 

教育学 教育学 3名 9名 

国際学 国際学 2名 6名 

経営戦略 先端マネジメント 6名 18名 

合計 90名 270名 

第２章 職員組織 

第７条 各研究科に研究科委員長を置き、学部長が当該研究科委員長を兼ねる。ただし、独

立研究科にあっては当該研究科委員会において研究科委員長を定める。 

２ 専門職学位課程及び博士課程を併設する研究科にあっては、当該研究科長が研究科委員

長を兼ねるものとする。 

第８条 各研究科に研究科委員会を置き、大学院教員をもってこれを構成する。 

２ 研究科委員会は研究科委員長が必要と認めた場合、又は３分の１以上の委員の要求があ

ったとき開催される。 

第９条 研究科委員会は教育研究に関する次の事項を議決する。 

1 研究科委員会の構成員に関する事項 
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2 大学院教員、博士課程前期課程又は修士課程指導教員及び博士課程後期課程指導教員

の審査に関する事項 

3 修士学位及び博士学位の審査に関する事項 

4 研究科の教育課程及び授業担当者に関する事項 

5 学生の入学及び課程の修了等学籍異動に関する事項 

6 学生の資格認定及び身分に関する事項 

7 学生の賞罰に関する事項 

8 その他研究科に関する事項 

第10条 本大学に大学評議会を置く。 

２ 大学評議会は次の評議員をもって組織する。 

1 学長 

2 副学長 ３名 

3 各学部長 

4 独立研究科委員長 

5 専門職大学院各研究科長 

6 大学図書館長 

7 全学から選挙により選出された10名の教授又は准教授 

8 全学から選挙により選出された５名の職員 

第11条 大学評議会は次の事項を議決する。 

1 大学学則、大学院学則、専門職大学院学則及び大学全般にわたる諸規程のうち、教育・

研究に関する諸規程の制定・改廃に関する事項 

2 教育・研究に関する重要な施設の設置・廃止に関する事項 

3 教員人事の基準に関する事項 

4 各学部、研究科、研究所及びその他これに準ずる機関の人員に関する事項 

5 学生定員に関する事項 

6 大学全般に関する重要事項で出席評議員の過半数が必要と認める事項 

7 その他学長が必要と認める事項 

２ 大学評議会は次の事項を審議する。 

1 大学全体の教学上の方針及び将来構想に関する事項 

2 大学の予算編成の方針に関する事項 

3 その他学長が諮問する事項 
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３ 大学評議会に関するその他の規定は別にこれを定める。 

第３章 教育課程 

第12条 本大学院の教育は、授業科目の授業及び学位論文の作成等に対する指導（以下「研

究指導」という）によって行うものとする。 

２ 本大学院の授業科目は各研究科における授業科目と大学院共通科目からなるものとす

る。 

３ 各研究科の授業科目及び大学院共通科目の単位の基準は、学部の授業の単位の基準に準

ずる。 

４ 本大学院の博士課程前期課程・修士課程における授業科目の成績評価は、S（90点以

上）・A＋（85点以上）・A（80点以上）・B＋（75点以上）・B（70点以上）・C＋（65

点以上）・C（60点以上）・F（60点未満）をもってあらわし、S・A＋・A・B＋・B・C

＋、及びCを合格とする。 

５ 前項の成績評価に対してグレードポイントを与える。S（90点以上）は4.0、A＋（85

点以上）は3.5、A（80点以上）は3.0、B＋（75点以上）は2.5、B（70点以上）は2.0、C

＋（65点以上）は1.5、C（60点以上）は1.0、及びF（60点未満）は０とする。 

６ 本大学院の博士課程後期課程における授業科目の成績評価は、優（80点以上）・良（70

点以上）・可（60点以上）、及び不可（60点未満）をもってあらわし、優良可を合格と

する。 

第13条 各専攻における大学院指導教員のうちから各学生の研究指導を担当する指導教員

（以下「指導教員」という）を定める。 

第14条 各研究科における専修科目（必修及び選択必修科目）以外の授業科目は、指導教

員の指示に従って当該研究科の授業科目のうちから選択履修しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、指導教員が当該学生の研究上特に必要と認めた場合に限り、

各研究科における選択科目として、大学院共通科目、他の研究科の授業科目及び他の大学

院の授業科目を履修することができる。ただし、他の研究科の授業科目又は他の大学院の

授業科目を履修する場合は、他の研究科委員会、研究科教授会又は他の大学院の承認を得

なければならない。 

３ 前項の規定により修得した単位については、博士課程前期課程又は修士課程においては

15単位までを所定の単位数に算入することができる。 

４ 研究科は、指導教員が教育上特に必要と認めた場合、研究科委員会の承認を得て、当該

学生が本大学院に入学する前に大学院において修得した単位を当該研究科博士課程前期
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課程、修士課程又は博士課程後期課程において修得した単位として認定することができる。 

５ 前項の規定により認定できる単位数は、編入学の場合を除き、本大学院において修得し

た単位以外のものについては、合わせて15単位を超えないものとする。 

６ 第３項及び第５項の規定により認定できる単位数は、本大学院において修得した単位以

外のものについては、合わせて20単位を超えないものとする。 

７ 研究科は、指導教員が教育上特に必要と認めた場合、研究科委員会及び他の大学院又は

研究所等の承認を得て、当該学生が他の大学院又は研究所等において研究指導を受けるこ

とを許可することができる。 

８ 前項に規定する場合において、研究指導を受ける期間は、博士課程前期課程又は修士課

程の学生については、１年以内とする。 

第15条 博士課程前期課程の所定の教育課程に加え、他研究科等から体系的に提供された

科目群を履修する制度を複数分野専攻制とし、それぞれ副専攻課程としてこれを置く。 

第１節 大学院共通科目 

第16条 大学院共通科目として全研究科にわたって開講する授業科目及びその単位数を次

のとおりとする。 

1 博士課程前期課程 

論文執筆のためのアカデミックライティング ２ 

国連ユースボランティア特別実習 ６ 

国連ユースボランティア特別課題研究 ２ 

国際社会貢献特別実習 ６ 

国際社会貢献特別課題研究 ２ 

海外フィールドワーク特別実習 ２ 

総合日本語 １科目各１～３ 

日本語（口頭発表）A １ 

日本語（口頭発表）B １ 

日本語（論文作成）A １ 

日本語（論文作成）B １ 

ビジネス日本語A １ 

ビジネス日本語B １ 

ビジネス日本語C １ 
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International Public Policy ２ 

Management of International Organizations ２ 

Global Sustainable Development ２ 

Seminar in Diplomacy，Peace and Security ２ 

Seminar in International Human Rights and Humanitarian Principles ２ 

Seminar in Global Communication ２ 

Seminar in Global Environmental Policy ２ 

Seminar in Global Diversity ２ 

Career Seminar for International Organizations ２ 

Seminar in Multilateral Negotiation ２ 

Research Project in the United Nations ２ 

Research Project in Foreign Affairs ２ 

Internship in the United Nations and Diplomatic Institutions ３ 

Individual Research on the United Nations and Foreign Affairs ３ 

2 博士課程後期課程 

国連ユースボランティア特別実習 ６ 

国連ユースボランティア特別課題研究 ２ 

国際社会貢献特別実習 ６ 

国際社会貢献特別課題研究 ２ 

海外フィールドワーク特別実習 ２ 

総合日本語 １科目各１～３ 

日本語（口頭発表）A １ 

日本語（口頭発表）B １ 

日本語（論文作成）A １ 

日本語（論文作成）B １ 

ビジネス日本語A １ 

ビジネス日本語B １ 

ビジネス日本語C １ 
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第２節 神学研究科 

第17条 神学研究科における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

神学専攻 

１ 博士課程前期課程 

神学専攻科目 

旧約聖書学特殊講義A ２ 

旧約聖書学特殊講義B ２ 

旧約聖書学特殊講義C ２ 

旧約聖書学特殊講義D ２ 

新約聖書学特殊講義A ２ 

新約聖書学特殊講義B ２ 

新約聖書学特殊講義C ２ 

新約聖書学特殊講義D ２ 

組織神学特殊講義A ２ 

組織神学特殊講義B ２ 

組織神学特殊講義C ２ 

組織神学特殊講義D ２ 

歴史神学特殊講義A ２ 

歴史神学特殊講義B ２ 

歴史神学特殊講義C ２ 

歴史神学特殊講義D ２ 

キリスト教思想特殊講義A ２ 

キリスト教思想特殊講義B ２ 

キリスト教思想特殊講義C ２ 

キリスト教思想特殊講義D ２ 

実践神学特殊講義A ２ 

実践神学特殊講義B ２ 

実践神学特殊講義C ２ 

実践神学特殊講義D ２ 

宗教学特殊講義A ２ 

宗教学特殊講義B ２ 
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宗教学特殊講義C ２ 

宗教学特殊講義D ２ 

キリスト教文化学特殊講義A ２ 

キリスト教文化学特殊講義B ２ 

キリスト教文化学特殊講義C ２ 

キリスト教文化学特殊講義D ２ 

臨床牧会学特殊講義A ２ 

臨床牧会学特殊講義B ２ 

臨床牧会学特殊講義C ２ 

臨床牧会学特殊講義D ２ 

ヘブライ語聖書原典研究A ２ 

ヘブライ語聖書原典研究B ２ 

ヘブライ語聖書原典研究C ２ 

ヘブライ語聖書原典研究D ２ 

新約聖書原典研究A ２ 

新約聖書原典研究B ２ 

新約聖書原典研究C ２ 

新約聖書原典研究D ２ 

外国語専門書講読A ２ 

外国語専門書講読B ２ 

外国語専門書講読C ２ 

外国語専門書講読D ２ 

教会経営学演習 ２ 

牧会学総合演習 ２ 

聖書学総論A ２ 

聖書学総論B ２ 

礼拝学演習A ２ 

礼拝学演習B ２ 

説教学演習A ２ 

説教学演習B ２ 

教会実習A ２ 

－学則－97－



教会実習B ２ 

キリスト教社会実習A ２ 

キリスト教社会実習B ２ 

臨床牧会実習 ２ 

研究演習A ２ 

研究演習B ２ 

研究演習C ２ 

研究演習D ２ 

外国大学院科目 １ 

外国大学院科目 ２ 

外国大学院科目 ３ 

外国大学院科目 ４ 

２ 博士課程後期課程 

旧約聖書学特殊研究 ２ 

新約聖書学特殊研究 ２ 

歴史神学特殊研究 ２ 

キリスト教思想特殊研究 ２ 

実践神学特殊研究 ２ 

研究演習 ４ 

第17条の２ 神学研究科博士課程前期課程にキリスト教伝道者コースとキリスト教思想・

文化コースをおく。 

第18条 学生は入学後所定の期日内に当研究科における大学院指導教員のうちから指導教

員を定め、その指導のもとに授業科目の選択、論文の作成などを行うものとする。 

２ 前期課程の必要修得単位数は、キリスト教伝道者コースは34単位とし、必修科目の研

究演習８単位、伝道者専門科目10単位、専門分野選択必修科目８単位、外国語学力認定

科目４単位、自由選択科目４単位とする。またキリスト教思想・文化コースは32単位と

し、必修科目の研究演習８単位、専門分野選択必修科目８単位、外国語学力認定科目４単

位、自由選択科目12単位とする。なお、指導教員が必要と認めたときは、学生は所定の

単位数以外にその指示する科目をも履修しなければならない。その他の履修要件は別に定

める。 

３ 後期課程の必要修得単位数は、必修科目の研究演習12単位並びに選択科目６単位とす

－学則－98－



る。なお、指導教員が必要と認めたときは、学生は所定の単位数以外にその指示する科目

をも履修しなければならない。 

第３節 文学研究科 

第19条 文学研究科各専攻における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

1 博士課程前期課程 

1 文化歴史学専攻 

哲学研究演習 ２ 

美学芸術学研究演習 ２ 

地理学地域文化学研究演習 ２ 

日本史学研究演習 ２ 

アジア史学研究演習 ２ 

西洋史学研究演習 ２ 

哲学特殊講義 ２ 

倫理学特殊講義 ２ 

哲学史特殊講義 ２ 

宗教哲学特殊講義 ２ 

美学特殊講義 ２ 

芸術史特殊講義 ２ 

芸術学特殊講義 ２ 

地理学特殊講義 ２ 

地域研究特殊講義 ２ 

地域文化学特殊講義 ２ 

日本史学特殊講義 ２ 

日本考古学特殊講義 ２ 

日本古文書学 ２ 

アジア史学特殊講義 ２ 

西洋史学特殊講義 ２ 

西洋考古学特殊講義 ２ 

文学研究科特殊講義 ２ 

哲学文献研究 ２ 

芸術学資料研究 ２ 
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地理学地域文化学資料研究 ２ 

日本史学文献研究 ２ 

アジア史学文献研究 ２ 

西洋史学文献研究 ２ 

2 総合心理科学専攻 

心理科学研究演習 ２ 

学校教育学研究演習 ２ 

心理科学特殊講義 ２ 

社会心理学特殊講義 ２ 

学校教育学特殊講義 ２ 

実践教育学特殊講義 ２ 

臨床教育学特殊講義 ２ 

文学研究科特殊講義 ２ 

心理科学特殊研究 ２ 

心理科学特殊実験 ２ 

統計基礎理論 ２ 

行動科学研究法A ２ 

行動科学研究法B ２ 

行動科学研究法C ２ 

行動科学研究法D ２ 

行動科学研究法E ２ 

心理科学実践A（保健医療分野に関する理論と支援の展開） ２ 

心理科学実践B（福祉分野に関する理論と支援の展開） ２ 

心理科学実践C（教育分野に関する理論と支援の展開） ２ 

心理科学実践D（司法・犯罪分野に関する理論と支援の展開） ２ 

心理科学実践E（産業・労働分野に関する理論と支援の展開） ２ 

心理科学実践F（心理的アセスメントに関する理論と実践） ２ 

心理科学実践G（心理支援に関する理論と実践） ２ 

心理科学実践H（家族関係・集団・地域社会における心理支援に関する理論と実践） 

２ 

心理科学実践J（心の健康教育に関する理論と実践） ２ 
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心理科学実践K（心理実践実習） ２ 

心理科学実践L（心理実践実習） 12 

3 文学言語学専攻 

日本文学研究演習 ２ 

日本語学研究演習 ２ 

イギリス文学研究演習 ２ 

アメリカ文学研究演習 ２ 

英語学研究演習 ２ 

フランス文学研究演習 ２ 

フランス語学研究演習 ２ 

ドイツ文学研究演習 ２ 

ドイツ語学研究演習 ２ 

日本文学特殊講義 ２ 

中国文学特殊講義 ２ 

日本語学特殊講義 ２ 

イギリス文学特殊講義 ２ 

アメリカ文学特殊講義 ２ 

比較文学特殊講義 ２ 

英語学特殊議義 ２ 

言語学特殊講義 ２ 

英米文学調査研究法 ２ 

英語学調査研究法 ２ 

フランス文学特殊講義 ２ 

フランス文学史特殊講義 ２ 

フランス語学特殊講義 ２ 

ドイツ文学特殊講義 ２ 

ドイツ文学史特殊講義 ２ 

ドイツ文化特殊講義 ２ 

ドイツ語学特殊講義 ２ 

文学研究科特殊講義 ２ 

日本文学文献研究 ２ 
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日本語学文献研究 ２ 

イギリス文学文献研究 ２ 

アメリカ文学文献研究 ２ 

英語学文献研究 ２ 

フランス文献研究 ２ 

ドイツ文献研究 ２ 

ギリシア語A ２ 

ギリシア語B ２ 

ラテン語AⅠ ２ 

ラテン語BⅠ ２ 

ラテン語AⅡ ２ 

ラテン語BⅡ ２ 

2 博士課程後期課程 

1 文化歴史学専攻 

研究演習 ２ 

博士論文作成演習 ２ 

特別研究 

2 総合心理科学専攻 

研究演習 ２ 

博士論文作成演習 ２ 

特別研究 

3 文学言語学専攻 

研究演習 ２ 

博士論文作成演習 ２ 

特別研究 

第20条 学生は入学後所定の期日内に各専攻における大学院指導教員のうちから指導教員

を定め、その指導のもとに授業科目の選択及び学位論文の作成などを行うものとする。 

２ 前期課程の必要修得単位数は32単位とし必修科目の研究演習８単位と、選択科目を24

単位以上履修しなければならない。その他の履修要件は別に定める。 

３ 後期課程の必要修得単位数は研究演習または博士論文作成演習12単位とする。 

第４節 社会学研究科 
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第21条 社会学研究科社会学専攻における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

社会学専攻 

１ 博士課程前期課程 

１） a群 

社会学研究演習A ２ 

社会学研究演習B ２ 

社会心理学研究演習A ２ 

社会心理学研究演習B ２ 

文化人類学・民俗学研究演習A ２ 

文化人類学・民俗学研究演習B ２ 

修士論文作成合同演習A ２ 

修士論文作成合同演習B ２ 

社会学理論講義A ２ 

社会学理論講義B ２ 

社会心理学講義A ２ 

社会心理学講義B ２ 

文化人類学・民俗学講義A ２ 

文化人類学・民俗学講義B ２ 

社会学説史特殊講義A ２ 

社会学説史特殊講義B ２ 

社会学特殊講義A ２ 

社会学特殊講義B ２ 

社会学特殊講義C ２ 

社会学特殊講義D ２ 

社会学特殊講義E ２ 

社会学特殊講義F ２ 

社会学特殊講義G ２ 

社会学特殊講義H ２ 

社会学特殊講義I ２ 

社会学特殊講義J ２ 

社会心理学特殊講義A ２ 
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社会心理学特殊講義B ２ 

社会心理学特殊講義C ２ 

社会心理学特殊講義D ２ 

文化人類学・民俗学特殊講義A ２ 

文化人類学・民俗学特殊講義B ２ 

文化人類学・民俗学特殊講義C ２ 

文化人類学・民俗学特殊講義D ２ 

社会学実習A １ 

社会学実習B １ 

社会心理学実習A １ 

社会心理学実習B １ 

文化人類学・民俗学実習A １ 

文化人類学・民俗学実習B １ 

社会学文献講読（英）A ２ 

社会学文献講読（英）B ２ 

社会学文献講読（英）C ２ 

社会学文献講読（英）D ２ 

社会心理学文献講読（英）A ２ 

社会心理学文献講読（英）B ２ 

文化人類学・民俗学文献講読（英）A ２ 

文化人類学・民俗学文献講読（英）B ２ 

社会学文献講読（独）A ２ 

社会学文献講読（独）B ２ 

社会学文献講読（仏）A ２ 

社会学文献講読（仏）B ２ 

社会学文献講読（英・独・仏以外の外国語）A ２ 

社会学文献講読（英・独・仏以外の外国語）B ２ 

２） b群 

社会調査論 ２ 

調査企画演習 ２ 

調査統計演習 ２ 
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フィールドワーク演習 ２ 

データサイエンス演習（社会学応用） ２ 

データサイエンス演習（社会心理学応用） ２ 

データサイエンス演習（数理基礎） ２ 

社会統計学Ⅰ ２ 

社会統計学Ⅱ ２ 

社会統計学Ⅲ ２ 

標本調査法 ２ 

社会調査特論A ２ 

社会調査特論B ２ 

社会調査特論C ２ 

社会調査特論D ２ 

社会調査特論E ２ 

社会調査特論F ２ 

上記の授業科目のうち、社会学専攻については、各研究演習A及びB各８単位計16単位、

各文献講読（英）A及びB各２単位計４単位を必修科目、各講義A及びB各２単位計４単位

を選択必修科目とする。なお、必修科目としての研究演習計16単位は指導教員及び社会

学研究科内規に定める副指導教員（１人目）の研究演習を指すが、指導教員及び副指導教

員の指示に従って、必修科目として履修する指導教員及び副指導教員以外の研究演習を履

修し単位を修得することができる。 

２ 博士課程後期課程 

１） a群 

社会学研究演習A ２ 

社会学研究演習B ２ 

社会心理学研究演習A ２ 

社会心理学研究演習B ２ 

文化人類学・民俗学研究演習A ２ 

文化人類学・民俗学研究演習B ２ 

博士論文作成合同演習A ２ 

博士論文作成合同演習B ２ 

社会学説史特殊研究A ２ 
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社会学説史特殊研究B ２ 

社会学特殊研究A ２ 

社会学特殊研究B ２ 

社会学特殊研究C ２ 

社会学特殊研究D ２ 

社会学特殊研究E ２ 

社会学特殊研究F ２ 

社会学特殊研究G ２ 

社会学特殊研究H ２ 

社会学特殊研究I ２ 

社会学特殊研究J ２ 

社会心理学特殊研究A ２ 

社会心理学特殊研究B ２ 

社会心理学特殊研究C ２ 

社会心理学特殊研究D ２ 

文化人類学・民俗学特殊研究A ２ 

文化人類学・民俗学特殊研究B ２ 

文化人類学・民俗学特殊研究C ２ 

文化人類学・民俗学特殊研究D ２ 

社会学実習A １ 

社会学実習B １ 

社会心理学実習A １ 

社会心理学実習B １ 

文化人類学・民俗学実習A １ 

文化人類学・民俗学実習B １ 

社会学文献研究（英）A ２ 

社会学文献研究（英）B ２ 

社会学文献研究（英）C ２ 

社会学文献研究（英）D ２ 

社会心理学文献研究（英）A ２ 

社会心理学文献研究（英）B ２ 
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文化人類学・民俗学文献研究（英）A ２ 

文化人類学・民俗学文献研究（英）B ２ 

社会学文献研究（独）A ２ 

社会学文献研究（独）B ２ 

社会学文献研究（仏）A ２ 

社会学文献研究（仏）B ２ 

社会学文献研究（英・独・仏以外の外国語）A ２ 

社会学文献研究（英・独・仏以外の外国語）B ２ 

２） b群 

社会調査論 ２ 

調査企画演習 ２ 

調査統計演習 ２ 

フィールドワーク演習 ２ 

データサイエンス演習（社会学応用） ２ 

データサイエンス演習（社会心理学応用） ２ 

データサイエンス演習（数理基礎） ２ 

社会統計学Ⅰ ２ 

社会統計学Ⅱ ２ 

社会統計学Ⅲ ２ 

標本調査法 ２ 

社会調査特殊研究A ２ 

社会調査特殊研究B ２ 

社会調査特殊研究C ２ 

社会調査特殊研究D ２ 

社会調査特殊研究E ２ 

社会調査特殊研究F ２ 

上記の授業科目のうち、社会学専攻については各研究演習A及びB各６単位計12単位、各

文献研究（英）A・B各２単位計４単位を必修科目とする。 

第22条 学生は入学後所定の期日内に各専攻における大学院指導教員のうちから指導教員

を定め、その指導のもとに授業科目の選択及び学位論文の作成などを行うものとする。 

２ 博士課程前期課程の必要修得単位数は32単位とする。 
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３ 博士課程後期課程の必要修得単位数は20単位とする。 

第５節 法学研究科 

第23条 法学研究科各専攻における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

1 博士課程前期課程 

法学・政治学専攻 

憲法 ２ 

比較憲法 ２ 

刑法 ２ 

刑事訴訟法 ２ 

民法 ２ 

不動産登記法 ２ 

知的財産法 ２ 

法律実務特講 ２ 

商法 ２ 

国際取引法 ２ 

民事訴訟法 ２ 

雇用関係法 ２ 

労使関係法 ２ 

ビジネス法務特論 ２ 

経済法 ２ 

英米私法 ２ 

法政インターンシップ実習 １又は２ 

ビジネス法務特講 ２ 

公共政策論 ２ 

政策決定・評価論 ２ 

行政学 ２ 

公務員制・人事論 ２ 

地方自治論 ２ 

地方議会論 ２ 

政治過程論 ２ 

政治行動論 ２ 
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統計基礎理論 ２ 

行動科学研究法A ２ 

行動科学研究法B ２ 

行動科学研究法C ２ 

行動科学研究法D ２ 

行動科学研究法E ２ 

自治体法務特論 ２ 

行政法特論 ２ 

NPO・NGO論 ２ 

行政法総論 ２ 

行政救済法 ２ 

自治体法務 ２ 

社会保障法 ２ 

環境法 ２ 

現代人権諭 ２ 

情報法 ２ 

税法 ２ 

刑事政策 ２ 

比較犯罪学 ２ 

財政学 ２ 

公共経済学 ２ 

地方財政論 ２ 

地域・都市経済論 ２ 

社会保障論A ２ 

社会保障論B ２ 

公共政策特講 ２ 

国際法 ２ 

国際紛争処理法 ２ 

国際私法 ２ 

国際手続法 ２ 

国際経済法 ２ 
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英米法 ２ 

国際政治理諭 ２ 

国際政治分析 ２ 

比較政治・外交論 ２ 

比較政治・外交分析 ２ 

国際機構論 ２ 

国際協力論 ２ 

国際政治経済論 ２ 

国際関係史 ２ 

国際法政特講 ２ 

国際商取引演習 ２ 

法哲学基礎研究 ２ 

法哲学応用研究 ２ 

法思想史基礎研究 ２ 

法思想史応用研究 ２ 

法社会学基礎研究 ２ 

法社会学応用研究 ２ 

西洋法史基礎研究 ２ 

西洋法史応用研究 ２ 

ローマ法基礎研究 ２ 

ローマ法応用研究 ２ 

日本法史基礎研究 ２ 

日本法史応用研究 ２ 

東洋法史基礎研究 ２ 

東洋法史応用研究 ２ 

政治哲学 ２ 

政治理論 ２ 

政治学原論 ２ 

西洋政治史概論 ２ 

西洋政治史各論 ２ 

日本政治史概論 ２ 
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日本政治史各論 ２ 

政治思想史 ２ 

政治思想 ２ 

政治学特講 ２ 

公法特講 ２ 

基礎法学特講 ２ 

民事法特講 ２ 

刑事法特講 ２ 

文献研究（英） ２ 

文献研究（独） ２ 

文献研究（仏） ２ 

文献研究（羅） ２ 

文献研究（中） ２ 

海外研究プログラム １～８ 

基礎文献研究（英） ２ 

法律実務英語 ２ 

特定研究 ２ 

研究演習 ２ 

リサーチ演習 ２ 

法学・政治学グローバル演習A １ 

法学・政治学グローバル演習B １ 

法学・政治学グローバル演習C ２ 

法学・政治学グローバル演習D ４ 

2 博士課程後期課程 

1 政治学専攻 

政治哲学特殊研究 ２ 

NPO・NGO論特殊研究 ２ 

政治学原論特殊研究 ２ 

政治過程論特殊研究 ２ 

政治史特殊研究 ２ 

政治思想史特殊研究 ２ 
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行政学特殊研究 ２ 

地方自治論特殊研究 ２ 

国際政治論特殊研究 ２ 

外交史特殊研究 ２ 

比較政治特殊研究 ２ 

国際機構論特殊研究 ２ 

国際協力論特殊研究 ２ 

憲法特殊研究 ２ 

行政法特殊研究 ２ 

税法特殊研究 ２ 

国際法特殊研究 ２ 

政治学特講 ２ 

公法特講 ２ 

国際法政特講 ２ 

文献研究（英） ２ 

文献研究（独） ２ 

文献研究（仏） ２ 

文献研究（羅） ２ 

文献研究（中） ２ 

海外研究プログラム １～８ 

研究演習 ４ 

2 基礎法学専攻 

法哲学特殊研究 ２ 

法思想史特殊研究 ２ 

法社会学特殊研究 ２ 

英米法特殊研究 ２ 

西洋法史特殊研究 ２ 

ローマ法特殊研究 ２ 

日本法史特殊研究 ２ 

東洋法史特殊研究 ２ 

基礎法学特講 ２ 
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文献研究（英） ２ 

文献研究（独） ２ 

文献研究（仏） ２ 

文献研究（羅） ２ 

文献研究（中） ２ 

海外研究プログラム １～８ 

研究演習 ４ 

3 民刑事法学専攻 

民法特殊研究 ２ 

商法特殊研究 ２ 

刑法特殊研究 ２ 

刑事法特殊研究 ２ 

刑事訴訟法特殊研究 ２ 

民事訴訟法特殊研究 ２ 

労働法特殊研究 ２ 

経済法特殊研究 ２ 

国際私法特殊研究 ２ 

知的財産法特殊研究 ２ 

ビジネス法務特講 ２ 

民事法特講 ２ 

刑事法特講 ２ 

文献研究（英） ２ 

文献研究（独） ２ 

文献研究（仏） ２ 

文献研究（羅） ２ 

文献研究（中） ２ 

海外研究プログラム １～８ 

研究演習 ４ 

第24条 法学研究科博士課程前期課程にアカデミックコースとエキスパートコースをおく。 

第25条 学生は入学後所定の期日内に各専攻における大学院指導教員のうちから指導教員

を定め、その指導のもとに授業科目の選択、論文の作成などを行うものとする。 
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２ 前期課程の必要修得単位数は30単位とする。このうちアカデミックコースは研究演習

８単位、特定研究４単位、文献研究または海外研究プログラム４単位（ただし文献研究は

いずれか１言語とする）を必修とし、エキスパートコースはリサーチ演習８単位及び基礎

文献研究、文献研究（ただし文献研究（羅）は除く）、海外研究プログラムまたは法律実

務英語のうち２単位を必修とする。その他の履修要件は別に定める。 

３ 後期課程において履修すべき授業科目については、指導教員の指導によって、これを定

めるものとする。 

４ 指導教員が必要と認めたときは、学生は所定の単位数以外にその指示する授業科目をも

履修しなければならない。 

第６節 経済学研究科 

第26条 経済学研究科における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

経済学専攻 

１ 博士課程前期課程 

ミクロ経済学A ２ 

ミクロ経済学B ２ 

マクロ経済学A ２ 

マクロ経済学B ２ 

計量経済学A ２ 

計量経済学B ２ 

経済史A ２ 

経済史B ２ 

トピックス理論経済学A ２ 

トピックス理論経済学B ２ 

経済統計分析A ２ 

経済統計分析B ２ 

統計基礎理論A ２ 

統計基礎理論B ２ 

経済学史A ２ 

経済学史B ２ 

近代経済学史A ２ 

近代経済学史B ２ 
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社会思想史A ２ 

社会思想史B ２ 

外国経済史A ２ 

外国経済史B ２ 

日本経済史A ２ 

日本経済史B ２ 

社会経済史 ２ 

現代経済史 ２ 

財政学 ２ 

租税法A ２ 

租税法B ２ 

公共経済学 ２ 

地方財政論 ２ 

地域・都市経済論 ２ 

金融論A ２ 

金融論B ２ 

金融政策論 ２ 

金融機関論 ２ 

資本市場論 ２ 

コーポレートファイナンス ２ 

金融特殊問題A ２ 

金融特殊問題B ２ 

産業組織論 ２ 

企業経済学特論 ２ 

産業組織論特論 ２ 

現代産業論特論A ２ 

現代産業論特論B ２ 

規制経済論A ２ 

規制経済論B ２ 

流通経済論特論A ２ 

流通経済論特論B ２ 
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社会政策A ２ 

社会政策B ２ 

社会保障論A ２ 

社会保障論B ２ 

労働経済学A ２ 

労働経済学B ２ 

国際経済学A ２ 

国際経済学B ２ 

国際経済政策A ２ 

国際経済政策B ２ 

開発経済学A ２ 

開発経済学B ２ 

環境経済学A ２ 

資源経済学A ２ 

環境・資源経済学B ２ 

政策決定・評価論 ２ 

行政学 ２ 

地方自治論 ２ 

地方議会論 ２ 

行政法総論 ２ 

環境法 ２ 

現代公共政策 ２ 

自治体経営論A ２ 

自治体経営論B ２ 

家計経済学A ２ 

家計経済学B ２ 

空間経済学A ２ 

空間経済学B ２ 

市場と制度A ２ 

市場と制度B ２ 

契約理論 ２ 
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トピックス応用経済学 ２ 

経済学特殊問題Ⅰ ２ 

経済学特殊問題Ⅱ ２ 

経済学特殊問題Ⅲ ２ 

経済学特殊問題Ⅳ ２ 

経済学特殊問題Ⅴ ２ 

経済学特殊問題Ⅵ ２ 

経済学特殊問題Ⅶ ２ 

経済学特殊問題Ⅷ ２ 

経済学特殊問題Ⅸ ２ 

経済学特殊問題Ⅹ ２ 

経済学特殊問題ⅩⅠ ２ 

経済学特殊問題ⅩⅡ ２ 

Japanese and Asian Economies A ２ 

Japanese and Asian Economies B ２ 

研究演習 ４ 

課題研究演習 ４ 

共同演習(M)A ２ 

共同演習(M)B ２ 

２ 博士課程後期課程 

理論経済学特殊研究Ⅰ ４ 

理論経済学特殊研究Ⅱ ４ 

ミクロ経済学特殊研究 ４ 

マクロ経済学特殊研究 ４ 

経済変動論特殊研究 ４ 

数理経済学特殊研究 ４ 

計量経済学特殊研究Ⅰ ４ 

計量経済学特殊研究Ⅱ ４ 

統計理論特殊研究 ４ 

近代経済学史特殊研究 ４ 

経済学史特殊研究 ４ 
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社会思想史特殊研究 ４ 

経済史特殊研究Ⅰ ４ 

経済史特殊研究Ⅱ ４ 

日本経済史特殊研究 ４ 

公共経済学特殊研究 ４ 

財政学特殊研究 ４ 

租税論特殊研究 ４ 

金融論特殊研究 ４ 

金融政策特殊研究 ４ 

国際金融論特殊研究 ４ 

ミクロ経済政策特殊研究 ４ 

産業組織論特殊研究 ４ 

現代産業論特殊研究 ４ 

工業経済論特殊研究 ４ 

流通経済論特殊研究 ４ 

公益企業論特殊研究 ４ 

社会政策特殊研究 ４ 

社会保障論特殊研究 ４ 

労働経済学特殊研究 ４ 

国際経済学特殊研究 ４ 

国際経済政策特殊研究 ４ 

開発経済学特殊研究 ４ 

比較経済論特殊研究 ４ 

環境経済学特殊研究 ４ 

自治体経営論特殊研究 ４ 

資源経済学特殊研究 ４ 

空間経済学特殊研究 ４ 

ファイナンス論特殊研究 ４ 

人口経済学特殊研究 ４ 

経済学ワークショップ ２ 

研究演習 ４ 
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共同演習(D) ４ 

第27条 削除 

第28条 学生は出願時に研究演習もしくは課題研究演習を選択し、それぞれ大学院指導教

員のうちから指導教員または担当教員を定める。その指導のもとに授業科目の選択、修士

論文または課題研究リポートの作成などを行うものとする。 

２ 前期課程における研究演習以外の授業科目を後期課程においても履修することができ

る。 

３ 前期課程の必要修得単位数は30単位とする。ただし、指導教員が必要と認めたときは、

学生は所定の単位数以外にその指示する科目をも履修しなければならない。 

４ 授業科目のうち、研究演習４単位または課題研究演習８単位を必修科目、大学院基礎科

目群（ミクロ経済学A、ミクロ経済学B、マクロ経済学A、マクロ経済学B、計量経済学A、

計量経済学B、各２単位）のうち２科目（４単位）を選択必修科目とする。 

５ 後期課程において履修すべき授業科目については、指導教員の指導によって、これを定

めるものとする。 

第７節 商学研究科 

第29条 商学研究科における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

商学専攻 

１ 博士課程前期課程 

経営学特殊講義Ⅰ ２ 

経営学特殊講義Ⅱ ２ 

生産理論特殊講義 ２ 

原価理論特殊講義 ２ 

資金調達論特殊講義 ２ 

投資理論特殊講義 ２ 

経営管理論特殊講義 ２ 

現代経営管理特殊講義 ２ 

経営戦略論特殊講義 ２ 

戦略経営論特殊講義 ２ 

経営組織論特殊講義 ２ 

組織行動論特殊講義 ２ 

人的資源論特殊講義 ２ 
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人材開発論特殊講義 ２ 

企業形態論特殊講義 ２ 

中小企業経営論特殊講義 ２ 

経営史特殊講義 ２ 

企業史特殊講義 ２ 

経営学史特殊講義 ２ 

ドイツ経営学史特殊講義 ２ 

マネジメント・サイエンス特殊講義 ２ 

経営数学特殊講義 ２ 

経営社会学特殊講義 ２ 

産業社会学特殊講義 ２ 

経営学特別講義 ２ 

経営学研究演習Ⅰ ４ 

経営学研究演習Ⅱ ４ 

会計学特殊講義Ⅰ ２ 

会計学特殊講義Ⅱ ２ 

財務諸表論特殊講義 ２ 

会計ディスクロージャー論特殊講義 ２ 

意思決定会計論特殊講義 ２ 

業績管理会計論特殊講義 ２ 

原価計算論特殊講義 ２ 

コストマネジメント論特殊講義 ２ 

監査制度論特殊講義 ２ 

監査基準論特殊講義 ２ 

会計情報論特殊講義 ２ 

財務諸表構造論特殊講義 ２ 

財務諸表分析論特殊講義 ２ 

国際会計概念論特殊講義 ２ 

国際会計基準論特殊講義 ２ 

アジア会計論特殊講義 ２ 

環境会計論特殊講義 ２ 
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簿記論特殊講義Ⅰ ２ 

簿記論特殊講義Ⅱ ２ 

会計学特別講義 ２ 

会計学研究演習Ⅰ ４ 

会計学研究演習Ⅱ ４ 

マーケティング戦略特殊講義 ２ 

商業論特殊講義 ２ 

消費者行動論特殊講義 ２ 

マーケティング・サイエンス特殊講義 ２ 

交通経済論特殊講義 ２ 

マーケティング・コミュニケーション特殊講義 ２ 

流通政策論特殊講義 ２ 

消費者認知論特殊講義 ２ 

マーケティング・リサーチ特殊講義 ２ 

ロジスティクス・マネジメント特殊講義 ２ 

マーケティング特別講義 ２ 

マーケティング研究演習Ⅰ ４ 

マーケティング研究演習Ⅱ ４ 

金融論特殊講義Ⅰ ２ 

金融論特殊講義Ⅱ ２ 

国際金融論特殊講義 ２ 

国際金融システム論特殊講義 ２ 

金融史特殊講義 ２ 

外国金融史特殊講義 ２ 

銀行論特殊講義 ２ 

フィナンシャルリスクマネジメント特殊講義 ２ 

保険論特殊講義 ２ 

リスクマネジメント特殊講義 ２ 

ファイナンス論特殊講義 ２ 

コーポレートファイナンス論特殊講義 ２ 

ファイナンス特別講義 ２ 
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ファイナンス研究演習Ⅰ ４ 

ファイナンス研究演習Ⅱ ４ 

統計学特殊講義Ⅰ ２ 

統計学特殊講義Ⅱ ２ 

ビジネス・エコノミックス特殊講義Ⅰ ２ 

ビジネス・エコノミックス特殊講義Ⅱ ２ 

情報ネットワーク論特殊講義 ２ 

情報処理論特殊講義Ⅰ ２ 

情報処理論特殊講義Ⅱ ２ 

ITビジネス論特殊講義 ２ 

情報経済論特殊講義 ２ 

産業組織論特殊講義 ２ 

イノベーション論特殊講義 ２ 

市場経済論特殊講義 ２ 

ビジネス・スタティスティックス特殊講義 ２ 

ビジネスモデリング特殊講義 ２ 

国際経済学特殊講義 ２ 

国際通商政策論特殊講義 ２ 

ビジネス情報特別講義 ２ 

ビジネス情報研究演習Ⅰ ４ 

ビジネス情報研究演習Ⅱ ４ 

国際ビジネスコミュニケーション論特殊講義 ２ 

国際取引交渉論特殊講義 ２ 

国際通商システム論特殊講義 ２ 

グローバル戦略経営論特殊講義 ２ 

貿易商務論特殊講義 ２ 

国際マーケティング論特殊講義 ２ 

多国籍企業論特殊講義 ２ 

国際経営戦略論特殊講義 ２ 

国際経営管理論特殊講義 ２ 

国際ビジネス特別講義 ２ 
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国際ビジネス研究演習Ⅰ ４ 

国際ビジネス研究演習Ⅱ ４ 

商学特別講義 ２ 

統計基礎理論 ２ 

行動科学研究法A ２ 

行動科学研究法B ２ 

行動科学研究法C ２ 

行動科学研究法D ２ 

行動科学研究法E ２ 

原典講読（英） ２ 

原典講読（独） ２ 

原典講読（仏） ２ 

２ 博士課程後期課程 

経営学特殊研究 ４ 

経営生産論特殊研究 ４ 

経営財務論特殊研究 ４ 

経営管理論特殊研究 ４ 

経営組織論特殊研究 ４ 

経営労務論特殊研究 ４ 

経営形態論特殊研究 ４ 

経営史特殊研究 ４ 

企業論特殊研究 ４ 

経営学史特殊研究 ４ 

マネジメント・サイエンス特殊研究 ４ 

経営社会学特殊研究 ４ 

会計学特殊研究 ４ 

管理会計論特殊研究 ４ 

原価計算論特殊研究 ４ 

監査論特殊研究 ４ 

財務諸表分析特殊研究 ４ 

国際会計論特殊研究 ４ 
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環境会計論特殊研究 ４ 

簿記論特殊研究 ４ 

マーケティング・マネジメント特殊研究 ４ 

流通システム論特殊研究 ４ 

国際流通論特殊研究 ４ 

消費者行動論特殊研究 ４ 

マーケティング・エンジニアリング特殊研究 ４ 

金融論特殊研究 ４ 

金融史特殊研究 ４ 

銀行論特殊研究 ４ 

保険論特殊研究 ４ 

ファイナンス論特殊研究 ４ 

統計分析論特殊研究 ４ 

情報システム論特殊研究 ４ 

市場システム論特殊研究 ４ 

国際経済論特殊研究 ４ 

ビジネスモデリング特殊研究 ４ 

国際ビジネスコミュニケーション論特殊研究 ４ 

国際商務論特殊研究 ４ 

国際マーケティング論特殊研究 ４ 

国際経営論特殊研究 ４ 

研究指導 

第30条 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その指

導のもとに授業科目の選択、論文の作成などを行うものとする。 

２ 前期課程の必要修得単位数は30単位とし、うち、研究演習８単位及び原典講読（英）、

原典講読（独）、原典講読（仏）から１科目２単位を必修とする。 

第31条 後期課程において履修すべき授業科目については、指導教員の指導によって、こ

れを定めるものとする。 

第８節 理工学研究科 

第32条 理工学研究科における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

1 博士課程前期課程 
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1 数理科学専攻 

代数学特論Ⅰ ２ 

代数学特論Ⅱ ２ 

代数幾何学特論Ⅰ ２ 

代数幾何学特論Ⅱ ２ 

微分幾何学特論Ⅰ ２ 

微分幾何学特論Ⅱ ２ 

多様体特論Ⅰ ２ 

多様体特論Ⅱ ２ 

解析学特論Ⅰ ２ 

解析学特論Ⅱ ２ 

関数方程式特論Ⅰ ２ 

関数方程式特論Ⅱ ２ 

確率論特論Ⅰ ２ 

確率論特論Ⅱ ２ 

数値解析特論Ⅰ ２ 

数値解析特論Ⅱ ２ 

現象数学特論Ⅰ ２ 

現象数学特論Ⅱ ２ 

非線形問題特論Ⅰ ２ 

非線形問題特論Ⅱ ２ 

金融・保険数学特論Ⅰ ２ 

金融・保険数学特論Ⅱ ２ 

数理科学特殊講義Ⅰ １ 

数理科学特殊講義Ⅱ １ 

数理科学特殊講義Ⅲ １ 

数理科学特殊講義Ⅳ １ 

数理科学特殊講義Ⅴ １ 

数理科学特殊講義Ⅵ １ 

数理科学特殊講義Ⅶ １ 

数理科学特殊講義Ⅷ １ 
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数理科学特殊講義Ⅸ １ 

数理科学特殊講義Ⅹ １ 

国際自然科学特殊講義Ⅰ  ２  

国際自然科学特殊講義Ⅱ  ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅲ  ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅳ  ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅴ  ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅵ  ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅶ  ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅷ  ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅸ  ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅹ  ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅠ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅡ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅢ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅣ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅤ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅥ １ 

国際自然科学特論Ⅰ     ２ 

国際自然科学特論Ⅱ     ２ 

大学院科学技術英語    ２  

環境研究のための分析技術Ⅰ ２ 

不正物検出のための分析技術 ２ 

文献演習 ４ 

数理科学基礎研究 12 

海外理工学アドバンストプログラムA １ 

海外理工学アドバンストプログラムB ２ 

海外理工学アドバンストプログラムC ３ 

理工学研究科特別プログラム （１科目１～４単位） 

2 物理・宇宙物理学専攻 

量子力学特論Ⅰ ２ 
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量子力学特論Ⅱ ２ 

量子力学特論Ⅲ ２ 

量子力学特論Ⅳ ２ 

相対論特論 ２ 

統計力学特論 ２ 

物性物理学特論Ⅰ ２ 

物性物理学特論Ⅱ ２ 

物性物理学特論Ⅲ ２ 

物性物理学特論Ⅳ ２ 

物性物理学特論Ⅴ ２ 

物性物理学特論Ⅵ ２ 

回折結晶学特論Ⅰ ２ 

回折結晶学特論Ⅱ ２ 

物理数学特論 ２ 

生物物理学特論 ２ 

宇宙物理学特論Ⅰ ２ 

宇宙物理学特論Ⅱ ２ 

宇宙物理学特論Ⅲ ２ 

宇宙物理学特論Ⅳ ２ 

研究学 ２ 

物理学特論Ⅰ ２ 

物理学特論Ⅱ ２ 

物理学特論Ⅲ ２ 

物理学特論Ⅳ ２ 

物理学特論Ⅴ ２ 

物理学特論Ⅵ ２ 

物理学特論Ⅶ ２ 

物理学特論Ⅷ ２ 

物理学特論Ⅸ ２ 

物理学特殊講義Ⅰ ２ 

物理学特殊講義Ⅱ ２ 
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物理学特殊講義Ⅲ ２ 

物理学特殊講義Ⅳ ２ 

物理学特殊講義Ⅴ ２ 

物理学特殊講義Ⅵ ２ 

物理学特殊講義Ⅶ １ 

物理学特殊講義Ⅷ １ 

物理学特殊講義Ⅸ １ 

物理学特殊講義Ⅹ １ 

物理学特殊講義ⅩⅠ １ 

物理学特殊講義ⅩⅡ １ 

物理学特殊講義ⅩⅢ １ 

物理学特殊講義ⅩⅣ １ 

物理学特殊講義ⅩⅤ １ 

物理学特殊講義ⅩⅥ １ 

国内協定大学院科目 各１～６単位 

知的財産特論 １ 

国際自然科学特殊講義Ⅰ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅱ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅲ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅳ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅴ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅵ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅶ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅷ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅸ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅹ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅠ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅡ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅢ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅣ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅤ ２ 
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国際自然科学特殊講義ⅩⅥ １ 

国際自然科学特論Ⅰ ２ 

国際自然科学特論Ⅱ ２ 

大学院科学技術英語 ２ 

環境研究のための分析技術Ⅰ ２ 

不正物検出のための分析技術 ２ 

文献演習 ４ 

特別実験及び演習 12 

海外理工学アドバンストプログラムA １ 

海外理工学アドバンストプログラムB ２ 

海外理工学アドバンストプログラムC ３ 

理工学研究科特別プログラム （１科目１～４単位） 

3 先進エネルギーナノ工学専攻 

エネルギー半導体特論Ⅰ ２ 

エネルギー半導体特論Ⅱ ２ 

エネルギー半導体特論Ⅲ ２ 

エネルギー半導体特論Ⅳ ２ 

エネルギー半導体特論Ⅴ ２ 

エネルギー材料特論Ⅰ ２ 

エネルギー材料特論Ⅱ ２ 

エネルギー材料特論Ⅲ ２ 

エネルギー材料特論Ⅳ ２ 

ナノ物性特論Ⅰ ２ 

ナノ物性特論Ⅱ ２ 

ナノ物性特論Ⅲ ２ 

ナノ物性特論Ⅳ ２ 

ナノ物性特論Ⅴ ２ 

ナノ物性解析特殊講義 １ 

エネルギー半導体特殊講義 １ 

ナノ物性特殊講義Ⅰ １ 

ナノ物性特殊講義Ⅱ ２ 
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電気電子工学特論Ⅰ ２ 

電気電子工学特論Ⅱ ２ 

電気電子工学特論Ⅲ ２ 

電気電子工学特論Ⅳ ２ 

先進エネルギーナノ工学特殊講義Ⅰ １ 

先進エネルギーナノ工学特殊講義Ⅱ １ 

先進エネルギーナノ工学特殊講義Ⅲ ２ 

先進エネルギーナノ工学特殊講義Ⅳ ２ 

物質科学特殊講義Ⅰ １ 

物質科学特殊講義Ⅱ １ 

物質科学特殊講義Ⅲ ２ 

物質科学特殊講義Ⅳ ２ 

電気電子工学特殊講義Ⅰ １ 

電気電子工学特殊講義Ⅱ １ 

電気電子工学特殊講義Ⅲ ２ 

電気電子工学特殊講義Ⅳ ２ 

物性物理学特論Ⅲ ２ 

物性物理学特論Ⅳ ２ 

物性物理学特論Ⅴ ２ 

物理学特論Ⅲ ２ 

知的財産特論 １ 

国際自然科学特殊講義Ⅰ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅱ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅲ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅳ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅴ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅵ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅶ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅷ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅸ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅹ ２ 
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国際自然科学特殊講義ⅩⅠ １  

国際自然科学特殊講義ⅩⅡ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅢ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅣ ２  

国際自然科学特殊講義ⅩⅤ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅥ １ 

国際自然科学特論Ⅰ ２ 

国際自然科学特論Ⅱ ２ 

大学院科学技術英語 ２ 

環境研究のための分析技術Ⅰ ２ 

不正物検出のための分析技術 ２ 

文献演習 ４ 

特別実験及び演習 12 

4 化学専攻 

1 専攻科目 

解析系化学特論Ⅰ ２ 

解析系化学特論Ⅱ ２ 

解析系化学特論Ⅲ ２ 

解析系化学特論Ⅳ ２ 

解析系化学特論Ⅴ ２ 

合成系化学特論Ⅰ ２ 

合成系化学特論Ⅱ ２ 

合成系化学特論Ⅲ ２ 

合成系化学特論Ⅳ ２ 

合成系化学特論Ⅴ ２ 

環境分析・地球化学特論Ⅱ ２ 

環境分析・地球化学特論Ⅲ ２ 

環境分析・地球化学特論Ⅳ ２ 

機能探索化学特論Ⅱ ２ 

物質創成化学特論Ⅰ ２ 

物質創成化学特論Ⅲ ２ 
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化学特殊講義Ⅰ １ 

化学特殊講義Ⅱ １ 

化学特殊講義Ⅲ １ 

化学特殊講義Ⅳ １ 

化学特殊講義Ⅴ １ 

化学特殊講義Ⅵ １ 

化学特殊講義Ⅶ １ 

化学特殊講義Ⅷ １ 

化学特殊講義Ⅸ １ 

化学特殊講義Ⅹ １ 

化学特殊講義ⅩⅠ １ 

化学特殊講義ⅩⅡ １ 

化学特殊講義ⅩⅢ １ 

化学特殊講義ⅩⅣ １ 

化学特殊講義ⅩⅤ １ 

化学特殊講義ⅩⅥ １ 

化学特殊講義ⅩⅦ １ 

化学特殊講義ⅩⅧ １ 

化学特殊講義ⅩⅨ １ 

化学特殊講義ⅩⅩ １ 

知的財産特論 １ 

国際自然科学特殊講義Ⅰ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅱ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅲ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅳ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅴ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅵ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅶ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅷ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅸ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅹ ２ 
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国際自然科学特殊講義ⅩⅠ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅡ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅢ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅣ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅤ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅥ １ 

大学院科学技術英語 ２ 

環境研究のための分析技術Ⅰ ２ 

不正物検出のための分析技術 ２ 

文献演習 ４ 

特別実験及び演習 12 

海外理工学アドバンストプログラムA １ 

海外理工学アドバンストプログラムB ２ 

海外理工学アドバンストプログラムC ３ 

理工学研究科特別プログラム （１科目１～４単位） 

2 教職関連科目 

エネルギー材料特論Ⅲ ２ 

ナノ物性特論Ⅳ ２ 

5 環境応用化学専攻 

環境分析・地球化学特論Ⅰ ２ 

環境分析・地球化学特論Ⅱ ２ 

環境分析・地球化学特論Ⅲ ２ 

環境分析・地球化学特論Ⅳ ２ 

機能探索化学特論Ⅰ ２ 

機能探索化学特論Ⅱ ２ 

機能探索化学特論Ⅲ ２ 

物質創成化学特論Ⅰ ２ 

物質創成化学特論Ⅱ ２ 

物質創成化学特論Ⅲ ２ 

環境・応用化学特殊講義Ⅰ １ 

環境・応用化学特殊講義Ⅱ １ 
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環境・応用化学特殊講義Ⅲ １ 

環境・応用化学特殊講義Ⅳ １ 

環境・応用化学特殊講義Ⅴ １ 

環境・応用化学特殊講義Ⅵ １ 

環境・応用化学特殊講義Ⅶ １ 

環境・応用化学特殊講義Ⅷ １ 

環境・応用化学特殊講義Ⅸ １ 

環境・応用化学特殊講義Ⅹ １ 

環境・応用化学特殊講義ⅩⅠ １ 

環境・応用化学特殊講義ⅩⅡ １ 

エネルギー材料特論Ⅰ ２ 

エネルギー材料特論Ⅱ ２ 

エネルギー材料特論Ⅲ ２ 

エネルギー材料特論Ⅳ ２ 

エネルギー半導体特論Ⅲ ２ 

ナノ物性特論Ⅰ ２ 

ナノ物性特論Ⅱ ２ 

ナノ物性特論Ⅲ ２ 

ナノ物性特論Ⅳ ２ 

合成系化学特論Ⅲ ２ 

合成系化学特論Ⅴ ２ 

解析系化学特論Ⅲ ２ 

知的財産特論 １ 

国際自然科学特殊講義Ⅰ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅱ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅲ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅳ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅴ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅵ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅶ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅷ ２ 
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国際自然科学特殊講義Ⅸ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅹ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅠ １  

国際自然科学特殊講義ⅩⅡ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅢ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅣ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅤ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅥ １ 

国際自然科学特論Ⅰ ２ 

国際自然科学特論Ⅱ ２ 

大学院科学技術英語 ２ 

環境研究のための分析技術Ⅰ ２ 

不正物検出のための分析技術 ２ 

文献演習 ４ 

特別実験及び演習 12 

6 生物科学専攻 

細胞生物学特論 ２ 

構造生物学特論 ２ 

環境応答分子論 ２ 

細胞周期学特論 ２ 

植物環境生理学特論 ２ 

環境微生物学特論 ２ 

発生生物学特論 ２ 

器官形成学特論 ２ 

膜タンパク質薬理学特論 ２ 

バイオインフォマティクス特論 ２ 

分子系統進化学特論 ２ 

植物分子生物学特論 ２ 

理論神経科学特論 ２ 

数理生体医工学特論 ２ 

生命科学特殊講義Ⅰ １ 
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生命科学特殊講義Ⅱ １ 

生命科学特殊講義Ⅲ １ 

生命科学特殊講義Ⅳ １ 

生命科学特殊講義Ⅴ １ 

生命科学特殊講義Ⅵ １ 

生命科学特殊講義Ⅶ １ 

生命科学特殊講義Ⅷ １ 

生命科学特殊講義Ⅸ ２ 

数理生物学特論 ２ 

化学生態学特論 ２ 

生物間相互作用特論 ２ 

腫瘍学特論 ２ 

知的財産特論 １ 

事業国際化特論 ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅰ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅱ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅲ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅳ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅴ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅵ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅶ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅷ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅸ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅹ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅠ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅡ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅢ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅣ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅤ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅥ １ 

国際自然科学特論Ⅰ ２ 
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国際自然科学特論Ⅱ ２ 

大学院科学技術英語 ２ 

環境研究のための分析技術Ⅰ ２ 

不正物検出のための分析技術 ２ 

文献演習 ４ 

特別実験及び演習 12 

海外理工学アドバンストプログラムA １ 

海外理工学アドバンストプログラムB ２ 

海外理工学アドバンストプログラムC ３ 

理工学研究科特別プログラム （１科目１～４単位） 

7 生命医科学専攻 

1 専攻科目 

腫瘍学特論 ２ 

環境応答分子論 ２ 

細胞生物学特論 ２ 

膜タンパク質薬理学特論 ２ 

発生生物学特論 ２ 

医療分析化学特論 ２ 

数理生体医工学特論 ２ 

脳神経科学特論 ２ 

バイオインフォマティクス特論 ２ 

分子系統進化学特論 ２ 

知的財産特論 １ 

国際自然科学特殊講義Ⅰ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅱ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅲ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅳ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅴ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅵ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅶ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅷ ２ 
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国際自然科学特殊講義Ⅸ ２ 

国際自然科学特殊講義Ⅹ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅠ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅡ １ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅢ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅣ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅤ ２ 

国際自然科学特殊講義ⅩⅥ １ 

国際自然科学特論Ⅰ ２ 

国際自然科学特論Ⅱ ２ 

大学院科学技術英語 ２ 

環境研究のための分析技術Ⅰ ２ 

不正物検出のための分析技術 ２ 

2 教職関連科目 

数理生物学特論 ２ 

理論神経科学特論 ２ 

細胞周期学特論 ２ 

器官形成学特論 ２ 

植物環境生理学特論 ２ 

植物分子生物学特論 ２ 

環境微生物学特論 ２ 

化学生態学特論 ２ 

生物間相互作用特論 ２ 

3 研究科目 

文献演習 ４ 

特別実験及び演習 12 

8 情報工学専攻 

1 専攻科目 

アルゴリズム理論特論 ２ 

計算幾何学特論 ２ 

離散数学特論 ２ 
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知識情報処理特論 ２ 

システム設計特論 ２ 

情報理論特論 ２ 

データマイニング特論 ２ 

分散処理システム特論 ２ 

マルチスケールシミュレーション特論 ２ 

情報ネットワーク特論 ２ 

インタラクション科学特論  ２ 

感性工学特論 ２ 

ヒューマンコミュニケーション特論 ２ 

知的財産特論 １ 

情報科学特殊講義Ⅰ ２ 

情報科学特殊講義Ⅱ ２ 

情報科学特殊講義Ⅲ ２ 

情報科学特殊講義Ⅳ ２ 

情報科学特殊講義ⅩⅠ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅡ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅢ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅣ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅤ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅥ １ 

海外理工学アドバンストプログラムA １ 

海外理工学アドバンストプログラムB ２ 

海外理工学アドバンストプログラムC ３ 

理工学研究科特別プログラム （１科目１～４単位） 

2 教職関連科目 

コンピュータビジョン特論 ２ 

ヒューマンインタフェース特論 ２ 

センサデータマイニング特論 ２ 

制御システム特論 ２ 

ニューロロボティクス特論 ２ 
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マルチメディア工学特論 ２ 

メカノシステム特論 ２ 

代数学特論Ⅰ ２ 

代数学特論Ⅱ ２ 

代数幾何学特論Ⅰ ２ 

代数幾何学特論Ⅱ ２ 

微分幾何学特論Ⅰ ２ 

微分幾何学特論Ⅱ ２ 

多様体特論Ⅰ ２ 

多様体特論Ⅱ ２ 

解析学特論Ⅰ ２ 

解析学特論Ⅱ ２ 

関数方程式特論Ⅰ ２ 

関数方程式特論Ⅱ ２ 

確率論特論Ⅰ ２ 

確率論特論Ⅱ ２ 

数値解析特論Ⅰ ２ 

数値解析特論Ⅱ ２ 

現象数学特論Ⅰ ２ 

現象数学特論Ⅱ ２ 

非線形問題特論Ⅰ ２ 

非線形問題特論Ⅱ ２ 

金融・保険数学特論Ⅰ ２ 

金融・保険数学特論Ⅱ ２ 

数理科学特殊講義Ⅰ １ 

数理科学特殊講義Ⅱ １ 

数理科学特殊講義Ⅲ １ 

数理科学特殊講義Ⅳ １ 

3 研究科目 

文献演習 ４ 

特別実験及び演習 12 
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9 知能・機械工学専攻 

1 専攻科目 

コンピュータビジョン特論 ２ 

ヒューマンインタフェース特論 ２ 

インタラクション科学特論 ２ 

感性工学特論 ２ 

ヒューマンコミュニケーション特論 ２ 

センサデータマイニング特論 ２ 

制御システム特論 ２ 

ニューロロボティクス特論 ２ 

マルチメディア工学特論 ２ 

メカノシステム特論 ２ 

メカトロニクス特論 ２ 

航空宇宙構造物工学特論 ２ 

知的財産特論 １ 

情報科学特殊講義Ⅰ ２ 

情報科学特殊講義Ⅱ ２ 

情報科学特殊講義Ⅲ ２ 

情報科学特殊講義Ⅳ ２ 

情報科学特殊講義ⅩⅠ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅡ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅢ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅣ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅤ １ 

情報科学特殊講義ⅩⅥ １ 

海外理工学アドバンストプログラムA １ 

海外理工学アドバンストプログラムB ２ 

海外理工学アドバンストプログラムC ３ 

理工学研究科特別プログラム （１科目１～４単位） 

2 教職関連科目 

システム設計特論 ２ 
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データマイニング特論 ２ 

分散処理システム特論 ２ 

マルチスケールシミュレーション特論 ２ 

情報ネットワーク特論 ２ 

3 研究科目 

文献演習 ４ 

特別実験及び演習 12 

10 建築学専攻 

建築設計特論  ２ 

建築意匠特論  ２ 

アーバンスケープデザイン特論 ２ 

建築計画特論 ２ 

都市史・建築史特論 ２ 

建築環境デザイン特論 ２ 

建築福祉計画特論 ２ 

建築生産特論 ２ 

建築構造デザイン特論 ２ 

耐震構造特論 ２ 

都市デザイン特論 ２ 

住環境・まちづくり特論 ２ 

コミュニティデザイン特論 ２ 

都市レジリエンス特論 ２ 

建築デザイン演習A ２ 

建築デザイン演習B ２ 

建築デザイン演習C ２ 

建築デザイン演習D ２ 

建築・都市デザイン演習 ２ 

環境・地域計画演習 ２ 

まち・コミュニティデザイン演習 ２ 

構造・構法デザイン演習 ２ 

文献演習 １ 

－学則－142－



建築学特別演習 ３ 

建築実務実習A ４ 

建築実務実習B ４ 

建築実務実習C ２ 

建築実務実習D ４ 

2 博士課程後期課程 

1 数理科学専攻 

研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 

研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 

ジョブ型研究インターンシップ １ 

2 物理学専攻 

研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 

研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 

ジョブ型研究インターンシップ １ 

3 先進エネルギーナノ工学専攻 

研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 
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研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 

ジョブ型研究インターンシップ １ 

4 化学専攻 

研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 

研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 

ジョブ型研究インターンシップ １ 

5 環境・応用化学専攻 

研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 

研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 

ジョブ型研究インターンシップ １ 

6 生命科学専攻 
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研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 

研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 

ジョブ型研究インターンシップ １ 

7 生命医化学専攻 

研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 

研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 

ジョブ型研究インターンシップ １ 

8 情報科学専攻 

研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 

研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 
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ジョブ型研究インターンシップ １ 

9 人間システム工学専攻 

研究計画法ⅠA １ 

研究計画法ⅠB １ 

研究計画法ⅡA １ 

研究計画法ⅡB １ 

論文作成演習ⅠA １ 

論文作成演習ⅠB １ 

論文作成演習ⅡA １ 

論文作成演習ⅡB １ 

特別研究 

ジョブ型研究インターンシップ １ 

第33条 学生は入学後所定の期日内に各専攻における大学院指導教員のうちから指導教員

を定め、その指導のもとに授業科目の選択及び学位論文（ただし建築学専攻は学位論文又

は修士設計）の作成などを行うものとする。 

第34条 前期課程の必要修得単位数は30単位とし、文献演習４単位、特別実験及び演習（た

だし数理科学専攻は数理科学基礎研究、建築学専攻は建築学特別演習）12単位を必修科

目とする。 

２ 国際修士プログラムおよびサティヤ・ワチャナ・キリスト教大学とのツイニングプログ

ラムにおいて修得すべき授業科目については、別途定める。 

３ 後期課程の必要修得単位数は、８単位とし、研究計画法ⅠA、研究計画法ⅠB、研究計

画法ⅡA、研究計画法ⅡB、論文作成演習IA、論文作成演習IB、論文作成演習ⅡA、論文

作成演習ⅡBを必修科目とする。必修科目以外の履修すべき授業科目については、指導教

員の指導によって、これを定めるものとする。 

第９節 総合政策研究科 

第35条 総合政策研究科における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

１ 博士課程前期課程 

 １総合政策専攻 

政策科学特論 ２ 

環境科学研究A ２ 

環境科学研究B ２ 
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環境科学研究C ２ 

環境科学研究D ２ 

公共政策研究A ２ 

公共政策研究B ２ 

公共政策研究C ２ 

公共政策研究D ２ 

公共哲学研究A ２ 

公共哲学研究B ２ 

公共哲学研究C ２ 

公共哲学研究D ２ 

言語文化研究A ２ 

言語文化研究B ２ 

言語文化研究C ２ 

言語文化研究D ２ 

メディア情報研究A ２ 

メディア情報研究B ２ 

メディア情報研究C ２ 

メディア情報研究D ２ 

システム・モデル分析A ２ 

システム・モデル分析B ２ 

システム・モデル分析C ２  

システム・モデル分析D ２ 

都市政策研究A ２ 

都市政策研究B ２ 

都市政策研究C ２ 

都市政策研究D ２ 

国際政策（ビジネス）研究A ２ 

国際政策（ビジネス）研究B ２ 

国際政策（ビジネス）研究C ２ 

国際政策（ビジネス）研究D ２ 

国際政策（国際関係）研究A ２ 
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国際政策（国際関係）研究B ２ 

国際政策（国際関係）研究C ２ 

国際政策（国際関係）研究D ２ 

国際政策（国際協力）研究A ２ 

国際政策（国際協力）研究B ２ 

国際政策（国際協力）研究C ２ 

国際政策（国際協力）研究D ２ 

社会データ分析A ２ 

社会データ分析B ２ 

社会データ分析C ２ 

社会データ分析D ２ 

設計技法論 ２ 

環境計画技術論 ２ 

建築デザイン論A ２ 

建築デザイン論B ２ 

建築設計特別演習A ２ 

建築設計特別演習B ２ 

建築設計特別演習C ２ 

建築設計特別演習D ２ 

International Professional Communication A ２ 

International Professional Communication B ２ 

政策特別演習 １ 

課題研究A ２ 

課題研究B ２ 

課題研究C ２ 

課題研究D ２ 

課題研究E ２ 

課題研究F ２ 

課題研究G ２ 

課題研究H ２ 

マスター・セミナー ４ 
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建築インターンシップA ４ 

建築インターンシップB ４ 

建築インターンシップC ２ 

建築インターンシップD ４ 

外国大学院科目 １ 

外国大学院科目 ２ 

外国大学院科目 ３ 

外国大学院科目 ４ 

２ 修士課程 

１国連システム政策専攻 

  International Public Policy ２ 

Career Seminar for International Organizations ２ 

Management of International Organizations ２ 

Global Sustainable Development ２ 

Global Environmental Policy ２ 

International Human Rights and Humanitarian Principles ２ 

Global Diversity ２ 

Diplomacy, Peace and Security ２ 

International Issues and Global Order ２ 

International Negotiation ２ 

Research Project in the United Nations ２ 

Internship with UN and Other Agencies ４ 

Research Seminar ２ 

３ 博士課程後期課程 

 １総合政策専攻 

  研究指導 

第36条 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その指

導のもとに授業科目の選択及び学位論文の作成などを行うものとする。 

２ 博士課程前期課程・修士課程の必要修得単位数は30単位とする。履修要件は履修要項

で定める。 

第37条 後期課程において履修すべき授業科目については、指導教員の指導によってこれ
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を定めるものとする。 

第10節 言語コミュニケーション文化研究科 

第38条 言語コミュニケーション文化研究科における授業科目並びにその単位数を次のと

おりとする。 

言語コミュニケーション文化専攻 

１ 博士課程前期課程 

言語コミュニケーション能力養成科目 

基礎科目 

言語コミュニケーション文化特論 ２ 

異文化コミュニケーション論 ２ 

スピーチ・コミュニケーション論 ２ 

ことばと文化 ２ 

英語と文化 ２ 

運用能力養成科目 

英語インテンシブ・リスニング ２ 

英語オーラル・プレゼンテーション ２ 

英語ディベート ２ 

英語エクスプレッシブ・ライティング ２ 

英語アカデミック・ライティングA ２ 

英語アカデミック・ライティングB ２ 

フランス語論文作成 ２ 

フランス語読解 ２ 

フランス語コミュニケーション ２ 

ドイツ語論文作成 ２ 

ドイツ語読解 ２ 

ドイツ語コミュニケーション ２ 

中国語論文作成 ２ 

中国語読解 ２ 

中国語コミュニケーション ２ 

実習科目 

日本語教育実践Ⅰ ３ 
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日本語教育実践Ⅱ ３ 

領域研究科目 

言語科学領域科目 

言語科学 ２ 

音声科学 ２ 

言語構造論 ２ 

言語意味論 ２ 

言語表現論 ２ 

対照言語学 ２ 

言語語用論 ２ 

辞書学 ２ 

コーパス言語学 ２ 

社会言語学 ２ 

心理言語学 ２ 

言語障害学 ２ 

バイリンガリズム ２ 

言語習得論 ２ 

言語文化学領域科目 

言語文化学 ２ 

比較文化学 ２ 

異文化理解 ２ 

思想と文化 ２ 

批評と文化 ２ 

演劇学A ２ 

演劇学B ２ 

映画学A ２ 

映画学B ２ 

多言語主義・多文化共生 ２ 

日本文化A ２ 

日本文化B ２ 

英語圏文化（アメリカ）A ２ 

－学則－151－



英語圏文化（アメリカ）B ２ 

英語圏文化（イギリス）A ２ 

英語圏文化（イギリス）B ２ 

フランス語圏文化A ２ 

フランス語圏文化B ２ 

ドイツ語圏文化A ２ 

ドイツ語圏文化B ２ 

中国語圏文化A ２ 

中国語圏文化B ２ 

言語教育学領域科目 

言語教育学 ２ 

第二言語習得 ２ 

言語学習心理学 ２ 

カリキュラムデザイン ２ 

授業分析 ２ 

教育評価 ２ 

言語教育研究法A ２ 

言語教育研究法B ２ 

英語教育法 ２ 

英語教育教材研究 ２ 

小学校英語教育実践 ２ 

早期英語教育理論 ２ 

英語教育実践 ２ 

英語教授法実践 ２ 

言語教育と社会 ２ 

言語教育政策 ２ 

日本語教育学領域科目 

日本語教育学概論 ２ 

日本語音声教育 ２ 

日本語文字・表記教育 ２ 

日本語語彙・文法教育 ２ 

－学則－152－



言語習得と日本語教育 ２ 

言語社会と日本語教育 ２ 

日本語会話分析法 ２ 

日本語フィールド調査法 ２ 

日本語と中国語の翻訳研究 ２ 

日本語と英語の翻訳研究 ２ 

日本語教育トピックス ２ 

演習科目 

研究演習Ⅰ ２ 

研究演習Ⅱ ２ 

研究演習Ⅱa １ 

研究演習Ⅱb １ 

研究演習（１年制コース） ２ 

課題研究 ２ 

２ 博士課程後期課程 

個別研究指導 ２ 

リサーチセミナー 

第39条 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その指

導のもとに授業科目の選択、論文の作成などを行うものとする。 

２ 博士課程前期課程には、言語科学、言語文化学（地域文化研究）、言語文化学（多言語

多文化学際）、言語文化学（映像演劇文化）、言語教育学、日本語教育学（プロフェッシ

ョナル）、日本語教育学（アカデミック）、日本語教育学（日本学ダブルディグリー）の

８つのプログラムを設ける。 

３ 博士課程前期課程の必要修得単位数は30単位とし、言語科学、言語教育学の２プログ

ラムは研究演習８単位または課題研究４単位を、言語文化学（地域文化研究）、言語文化

学（多言語多文化学際）、言語文化学（映像演劇文化）、日本語教育学（プロフェッショ

ナル）、日本語教育学（アカデミック）、日本語教育学（日本学ダブルディグリー）の６

プログラムは研究演習８単位（標準修了年限が１年の場合は４単位）を必修とする。 

４ 博士課程後期課程の必要修得単位数は12単位とし、個別研究指導12単位およびリサー

チセミナー６セメスター分を必修とする。 

第11節 人間福祉研究科 
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第40条 人間福祉研究科における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

人間福祉専攻 

１ 博士課程前期課程 

専門基礎科目 

人間福祉文献研究（英語） ２ 

専門選択科目 

社会福祉学理論研究 ２ 

社会福祉思想史研究 ２ 

高齢者福祉研究 ２ 

子ども家庭福祉研究 ２ 

障害者福祉研究 ２ 

保健医療福祉研究 ２ 

ソーシャルワーク実践研究 ２ 

ソーシャルワークEBP研究 ２ 

ジェンダー福祉研究 ２ 

福祉行財政研究 ２ 

福祉情報研究 ２ 

福祉国家研究 ２ 

国際福祉研究 ２ 

社会起業研究 ２ 

社会的排除研究 ２ 

非営利マネジメント研究 ２ 

地域福祉研究 ２ 

健康科学研究 ２ 

身体運動科学研究 ２ 

児童青年精神医学研究 ２ 

死生学研究 ２ 

悲嘆学研究 ２ 

野外教育研究 ２ 

人間学文献研究 ２ 

福祉人類学研究 ２ 
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量的調査法A ２ 

量的調査法B ２ 

質的調査法 ２ 

人間福祉特殊研究A ２ 

人間福祉特殊研究B ２ 

人間福祉特殊研究C ２ 

人間福祉特殊研究D ２ 

人間福祉特殊研究E ２ 

人間福祉特殊研究F ２ 

人間福祉特殊研究G ２ 

実習・実務科目 

アドバンスト・フィールドワーク ４ 

研究演習 

研究演習 ４ 

２ 博士課程後期課程 

文献研究 

人間福祉文献研究講読（英語） ２ 

   選択講義科目 

    量的調査法A ２ 

    量的調査法B ２ 

    量的調査法 ２ 

研究演習 

研究演習 ４ 

第41条 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その指

導のもとに授業科目の選択及び学位論文の作成などを行うものとする。 

２ 博士課程前期課程の必要修得単位数は34単位とする。ただし、人間福祉文献研究（英

語）２単位、研究演習８単位を必修科目とする。 

３ 博士課程後期課程の必要修得単位数は14単位とする。ただし、人間福祉文献研究講読

（英語）２単位、研究演習12単位を必修科目とする。 

第12節 教育学研究科 

第42条 教育学研究科における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 
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教育学専攻 

１ 博士課程前期課程 

研究基礎科目 

乳幼児教育学特殊講義 ２ 

教育哲学特殊講義 ２ 

発達心理学特殊講義A ２ 

発達心理学特殊講義B ２ 

教育心理学特殊講義 ２ 

教育社会学特殊講義 ２ 

教育統計研究法 ２ 

質的教育研究法 ２ 

領域専門科目 

キリスト教教育学特殊講義 ２ 

キリスト教保育特殊講義 ２ 

乳幼児教育学理論特殊講義A ２ 

乳幼児教育学理論特殊講義B ２ 

乳幼児教育思想史特殊講義 ２ 

初等教育思想史特殊講義 ２ 

中等教育思想史特殊講義 ２ 

乳幼児教育課程特殊講義 ２ 

初等教育課程特殊講義 ２ 

中等教育課程特殊講義 ２ 

学校教育学特殊講義 ２ 

乳幼児教育学内容特殊講義（健康） ２ 

乳幼児教育学内容特殊講義（人間関係） ２ 

乳幼児教育学内容特殊講義（環境） ２ 

乳幼児教育学内容特殊講義（言葉） ２ 

乳幼児教育学内容特殊講義（表現Ⅰ） ２ 

乳幼児教育学内容特殊講義（表現Ⅱ） ２ 

発達臨床学特殊議義 ２ 

初等教育学内容特殊講義（国語） ２ 
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初等教育学内容特殊講義（社会） ２ 

初等教育学内容特殊講義（算数） ２ 

初等教育学内容特殊講義（理科） ２ 

初等教育学内容特殊講義（総合・生活） ２ 

初等教育学内容特殊講義（音楽） ２ 

初等教育学内容特殊講義（図工） ２ 

初等教育学内容特殊講義（家庭） ２ 

初等教育学内容特殊講義（体育） ２ 

初等教育学内容特殊講義（道徳教育・特別活動） ２ 

初等教育学内容特殊講義（英語） ２ 

中等教育学内容特殊講義（地理） ２ 

中等教育学内容特殊講義（歴史） ２ 

中等教育学内容特殊講義（公民） ２ 

子ども家庭福祉学特殊講義A ２ 

子ども家庭福祉学特殊講義B ２ 

子ども家庭福祉学特殊講義C ２ 

特別支援教育学特殊講義A ２ 

特別支援教育学特殊講義B ２ 

特別支援教育学特殊講義C ２ 

多文化共生教育特殊講義 ２ 

教育人間学特殊講義 ２ 

教育方法学特殊講義 ２ 

臨床教育学特殊講義A ２ 

臨床教育学特殊講義B ２ 

臨床教育学特殊講義C ２ 

臨床教育学特殊講義D ２ 

臨床教育学特殊講義E ２ 

臨床教育学特殊講義F ２ 

フィールドワーク科目 

教育研究フィールドワーク ２ 

研究演習 
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教育学研究演習 ２ 

２ 博士課程後期課程 

コースワーク科目 

教育学研究特殊講義 ２ 

研究演習 

研究演習 ２ 

第43条 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その指

導のもとに授業科目の選択及び学位論文の作成などを行うものとする。 

２ 前期課程の必要修得単位数は32単位とし、研究者養成コースは研究基礎科目12単位と

研究演習８単位、高度教育コースは研究基礎科目２単位、フィールドワーク科目２単位と

研究演習８単位を必修とする。 

３ 後期課程の必要修得単位数は20単位とし、コースワーク科目８単位と研究演習12単位

を必修とする。 

第13節 国際学研究科 

第44条 国際学研究科における授業科目並びにその単位数を次のとおりとする。 

国際学専攻 

１ 博士課程前期課程 

文化領域科目 

言語文化特論 ２ 

ライフスタイル移住 ２ 

日米文化交流 ２ 

観光文化 ２ 

宗教文化特論 ２ 

キリスト教思想文化 ２ 

比較文学特論 ２ 

バイリンガリズム研究特論 ２ 

言語コミュニケーション研究 ２ 

社会言語学特論 ２ 

History and Film ２ 

アメリカ映像文化 ２ 

アメリカ社会文化論 ２ 
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アメリカ南部文化 ２ 

アメリカ小説文化 ２ 

Minorities and American Society ２ 

Human Rights and Civil Rights Movements ２ 

オーストラリア移民社会 ２ 

アジア文化特論 ２ 

異文化と通訳（日韓） ２ 

Contemporary Japan-China Relations ２ 

Japan and Immigration ２ 

Japanese Popular Culture Studies ２ 

社会・ガバナンス領域科目 

国際法 ２ 

国際機構論 ２ 

国際関係理論 ２ 

安全保障 ２ 

国際政治経済 ２ 

比較外交政策 ２ 

グローバルネットワーク研究 ２ 

人文地理学特論 ２ 

地域情報学特論 ２ 

国際協力特論 ２ 

教育開発特論 ２ 

International Public Policy ２ 

Management of International Organizations ２ 

Global Sustainable Development ２ 

教育開発特別実習 ２ 

国際協力実習A ２ 

国際協力実習B ４ 

国際協力実習C ６ 

アメリカ政治社会 ２ 

アメリカ外交 ２ 
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カナダ政治外交 ２ 

日米関係 ２ 

加米関係 ２ 

日米通商交渉史 ２ 

比較政治学特論（日米） ２ 

地域研究特論（アメリカ） ２ 

地域研究特論（カナダ） ２ 

日本政治社会 ２ 

日本外交 ２ 

中国政治外交 ２ 

ASEAN政治外交 ２ 

朝鮮半島研究 ２ 

アジア政治社会 ２ 

比較政治学特論（アジア） ２ 

地域研究特論（東アジア） ２ 

地域研究特論（東南アジア） ２ 

地域研究特論（南アジア） ２ 

経済・経営領域科目 

国際経済学 ２ 

国際移民論 ２ 

留学生研究 ２ 

経営戦略 ２ 

経営組織 ２ 

国際会計概念 ２ 

国際会計基準 ２ 

財務報告と企業分析 ２ 

International Development ２ 

International Economic Integration ２ 

Management in Europe ２ 

Globalization and Industrial Relations ２ 

Organizational Behavior ２ 
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アメリカ経済 ２ 

アメリカ科学技術政策 ２ 

アメリカ産業組織 ２ 

アメリカ企業とビジネスモデル ２ 

アメリカ企業分析 ２ 

アメリカ企業ファイナンス ２ 

Comparative Automobile Industries ２ 

Management in the U.S. ２ 

Accounting Theory and Practice in North America ２ 

中国経済 ２ 

アジアの人口と労働 ２ 

アジア太平洋経済 ２ 

日本経済 ２ 

日本の経営 ２ 

中国企業会計 ２ 

中国企業経営 ２ 

アジア企業分析 ２ 

Comparative Regional Integration ２ 

共通科目 

国際学研究入門 ２ 

Introduction to Research on International Studies ２ 

リサーチメソッド定性 ２ 

リサーチメソッド定量 ２ 

Statistics ２ 

研究演習Ⅰ ４ 

Research SeminarⅠ ４ 

研究演習Ⅱ ４ 

Research SeminarⅡ ４ 

２ 博士課程後期課程 

研究演習Ⅰ ４ 

研究演習Ⅱ ４ 
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研究演習Ⅲ ４ 

特別研究 

第45条 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その指

導のもとに授業科目の選択及び学位論文の作成などを行うものとする。 

２ 博士課程前期課程の必要修得単位数は30単位とし、次のいずれかとする。 

イ 必修科目の国際学研究入門 ２単位、研究演習Ⅰ ４単位、研究演習Ⅱ ４単位、選

択必修科目のリサーチメソッド定性、リサーチメソッド定量いずれか ２単位、および

指導教員が指示する６単位を含む選択科目18単位を修得 

ロ 必修科目のIntroduction to Research on International Studies ２単位、Research 

Seminar Ⅰ ４単位、Research Seminar Ⅱ ４単位、選択必修科目のStatistics 

２単位、および指導教員が指示する６単位を含む選択科目18単位を修得 

なお、その他の履修条件は別に定める。 

３ 博士課程後期課程の必要修得単位数は12単位とし、研究演習12単位および特別研究６

セメスター分を必修とする。 

第14節 経営戦略研究科 

第46条 経営戦略研究科先端マネジメント専攻における授業科目並びにその単位数を次の

とおりとする。 

博士課程後期課程 

先端マネジメント特殊研究（経営） ２ 

先端マネジメント特殊研究（マーケティング） ２ 

先端マネジメント特殊研究（ファイナンス） ２ 

先端マネジメント特殊研究（テクノロジー・マネジメント） ２ 

先端マネジメント特殊研究（アントレプレナーシップ） ２ 

先端マネジメント特殊研究（財務会計） ２ 

先端マネジメント特殊研究（管理会計） ２ 

先端マネジメント特殊研究（監査） ２ 

先端マネジメント特殊研究（行政経営） ２ 

先端マネジメント特殊研究（企業法） ２ 

先端マネジメント特殊研究（公共ガバナンス） ２ 

研究指導 

第47条 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その指
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導のもとに授業科目の選択及び学位論文の作成などを行うものとする。 

２ 履修すべき授業科目については、指導教員の指導によって、これを定めるものとする。 

第15節 教職課程 

第48条 本大学院において教育職員免許状（幼稚園専修、小学校専修、中学校専修及び高

等学校専修）を取得しようとする者は、各研究科配当の関係科目中から教育職員免許法及

び同施行規則に定める必要単位数を修得しなければならない。ただし、幼稚園教諭１種、

小学校教諭１種、中学校教諭１種及び高等学校教諭１種普通免許状の取得資格を有する者

に限る。 

２ 大学及び各研究科における教員養成に関する目的については、別に定める。 

第49条 本大学院において取得できる教育職員免許状の種類は次のとおりである。 

研究科名 専攻名 免許状の種類 

神学 神学 中学校専修 宗教 

高等学校専修 宗教 

文学 文化歴史学 中学校専修 社会 

高等学校専修 地理歴史 公民 

総合心理科学 中学校専修 社会 

高等学校専修 公民 

文学言語学 中学校専修 国語 

高等学校専修 国語 

中学校専修 英語 

高等学校専修 英語 

中学校専修 フランス語 

高等学校専修 フランス語 

中学校専修 ドイツ語 

高等学校専修 ドイツ語 

法学 法学・政治学 中学校専修 社会 

高等学校専修 公民 

経済学 経済学 中学校専修 社会 

高等学校専修 地理歴史 公民 

商学 商学 高等学校専修 商業 

理工学 数理科学 中学校専修 数学 
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高等学校専修 数学 

物理・宇宙物理学 中学校専修 理科 

高等学校専修 理科 

先進エネルギーナ

ノ工学 

中学校専修 理科 

高等学校専修 理科 

化学 中学校専修 理科 

高等学校専修 理科 

環境応用化学 中学校専修 理科 

高等学校専修 理科 

生物科学 中学校専修 理科 

高等学校専修 理科 

生命医科学 中学校専修 理科 

高等学校専修 理科 

情報工学 中学校専修 数学 

高等学校専修 数学 

高等学校専修 情報 

知能・機械工学 高等学校専修 情報 

言語コミュニケー

ション文化 

言語コミュニケー

ション文化 

中学校専修 英語 

高等学校専修 英語 

教育学 教育学 幼稚園専修 

小学校専修 

中学校専修 社会 

高等学校専修 公民 

第４章 課程の修了 

第50条 本大学院博士課程前期課程又は修士課程に２年以上在学し、所定の授業科目につ

いて30単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該博士課程前期課程又

は修士課程の目的に応じ、専門外国語学力の認定、修士論文又は特定の課題についての研

究の成果の審査及び最終試験に合格することを、同課程の修了要件とする。ただし、在学

期間に関しては、優れた業績をあげた者については、１年以上在学すれば足りるものとす

る。 

また、本大学院に入学する前に修得した単位（学校教育法第102条第１項の規定により
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入学資格を有した後、修得したものに限る。）を本大学院において修得したものとみなす

場合であって、当該単位の修得により本大学院の博士課程前期課程又は修士課程の教育課

程の一部を履修したと認めるときは、その単位数の修得に要した期間その他を勘案して１

年を超えない範囲で本大学院の在学年数として算入することができる。ただし、その場合

も、本大学院に少なくとも１年以上在学するものとする。 

なお、当該博士課程前期課程の目的を達成するために必要と認められる場合には、次の試

験及び審査の合格を、修士論文又は特定課題の研究成果の審査と試験の合格に代えること

ができることとする。 

１ 各専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びにそれに関連する分野の基礎

的素養に関する試験 

２ 博士論文に係る研究を主体的に遂行するために必要な能力に関する審査 

２ 修士論文・修士最終試験については、別にこれを定める。 

第51条 本大学院博士課程に５年以上（博士課程前期課程又は修士課程を修了した者にあ

っては、当該課程における２年の在学期間を含む）在学し、必要な研究指導を受けた上、

専門外国語学力の認定、博士論文の審査及び最終試験に合格することを、同課程の修了要

件とする。ただし、在学期間に関しては、とくに優れた研究業績をあげた者については、

博士課程に３年（博士課程前期課程２年又は修士課程２年を含む）以上在学すれば足りる

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士課程前期課程又は修士課程を在学１年以上で修了した者

の在学期間に関しては、博士課程前期課程又は修士課程における在学期間に３年を加えた

期間とする。ただし、優れた研究業績をあげた者については、博士課程に３年（博士課程

前期課程又は修士課程における在学期間を含む）以上在学すれば足りるものとする。 

３ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、本大学院博士課程に入学する前に修得した単位

（学校教育法第102条第１項の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。）

を本大学院において修得したものとみなす場合であって、当該単位の修得により本大学院

の博士課程前期課程又は修士課程の教育課程の一部を履修したと認めるときは、その単位

数の修得に要した期間その他を勘案して１年を超えない範囲で本大学院の在学年数とし

て算入することができる。ただし、その場合も、本大学院博士課程前期課程又は修士課程

に少なくとも１年以上在学するものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、学校教育法施行規則第156条の規程により、修士の学位を

有する者と同等以上の学力があると認めた者の在学期間に関しては、３年以上とする。た
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だし、優れた研究業績をあげた者については、１年以上在学すれば足りるものとする。 

５ 第１項の規定にかかわらず、専門職学位課程を修了した者の在学期間に関しては、３年

（専門職大学院設置基準による法科大学院の課程を修了した者にあっては、２年）以上と

する。ただし、優れた研究業績をあげた者については、１年以上在学すれば足りるものと

する。 

６ 第１項の規定にかかわらず、学校教育法施行規則第156条の規程により、専門職学位を

有する者と同等以上の学力があると認めた者の在学期間に関しては、３年以上とする。た

だし、優れた研究業績をあげた者については、１年以上在学すれば足りるものとする。 

７ 博士論文・博士最終試験については、別にこれを定める。 

第52条 本大学院における最長在学年数は、博士課程前期課程又は修士課程にあっては５

年、博士課程後期課程にあっては６年とする。 

第５章 修士学位・博士学位 

第53条 本大学院において各研究科の課程を修了した者に、修士又は博士の学位を授与す

る。 

２ 第１項に定める者のほか、本大学院に博士論文を提出して、本大学院の行う博士論文の

審査及び所定の試験に合格し、前項の者と同等以上の学力があると認められた者に博士の

学位を授与する。 

３ 学位に関する規程は、本章に定めるもののほか、別にこれを定める。 

第６章 入学・編入学及び進学 

第54条 本大学院に入学して博士課程前期課程又は修士課程を修め得る者の資格は次のと

おりとする。 

1 学士の学位を有する者または大学を卒業した者 

2 大学に３年以上在学し、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと当該研究科

において認められた者 

3 大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、22歳に達した者 

4 文部科学大臣が指定した専修学校の専門課程を修了した者 

5 外国において、学校教育における16年の課程を修了した者 

6 外国において、学校教育における15年の課程を修了し、所定の単位を優れた成績をも

って修得したものと当該研究科において認められた者 

7 外国の学校が行う通信教育により学校教育における16年の課程を修了した者 
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8 我が国において、外国の大学の課程を有するものとして文部科学大臣が指定した教育

施設で、16年の課程を修了した者 

9 外国の大学等において、修業年限が３年以上である課程を修了することにより、学士

の学位に相当する学位を授与された者 

10 文部科学大臣の指定した者 

第55条 本大学院の博士課程前期課程又は修士課程への編入学については次のとおりとす

る。 

1 研究科は、他の大学院の博士課程前期課程又は修士課程を１学期間以上修了した者か

ら、本大学院に編入学の願い出がある場合、審査の上これを許可することができる。 

2 編入学者の修業年限及び在学年限については、本学則第50条、第51条、第52条を基準

に当該学生の入学前の課程を勘案し、研究科で決定する。 

第56条 本大学院に入学して博士課程後期課程を修め得る資格は次のとおりとする。 

1 修士の学位を有する者 

2 専門職学位を有する者 

3 第１号又は第２号と同等以上の外国の学位を有する者 

4 第１号又は第２号と同等以上の学力があると認められた者 

5 大学院において、個別の入学資格審査により、第１号又は第２号と同等以上の学力が

あると認めた者で、24歳に達した者 

第57条 本大学院の博士課程後期課程への編入学については次のとおりとする。 

1 研究科は、他の大学院の博士課程後期課程又はこれに準ずる課程を１学期以上修了し

た者から、本大学院に編入学の願い出がある場合、審査の上これを許可することができ

る。 

2 編入学者の修業年限及び在学年限については、本学則第51条及び第52条を基準に当該

学生の入学前の課程を勘案し、研究科で決定する。ただし、本大学院の博士課程後期課

程には１年以上在学するものとする。 

第58条 本大学院の入学時期は毎年４月及び９月とする。 

２ 本大学院に入学を志願する者は、所定の手続を行うものとする。 

３ 前項の志願者（博士課程前期課程から後期課程への進学志願者を含む）については、所

定の選抜試験を行い、許可又は不許可を決定する。 

４ 入学に関する手続は、別にこれを定める。 

第７章 留学・休学・転学・退学及び除籍 
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第59条 研究科は、本学と協定のある外国の大学の大学院又は本学が認定する外国の大学

の大学院等へ留学を希望する者に対し、選考の上これを許可することができる。 

２ 留学の種類は、交換留学、ダブルディグリー留学及び認定留学とする。 

３ 研究科は、当該学生が留学先大学院等で修得した単位については、本学則第14条第３

項の規定を適用し、当該研究科において修得した単位として認定することができる。 

４ 交換留学及び認定留学の期間は、１学期間又は２学期間、ダブルディグリー留学の期間

は１学期間以上とし、その期間を本学における在学年数に算入することができる。 

５ 交換留学、ダブルディグリー留学及び認定留学に関する規程は、別にこれを定める。 

第60条 病気その他の事由によって休学しようとする者は、所定の休学願を春学期又は秋

学期の各授業開始後１ヵ月以内に所属研究科委員長に提出して許可を得なければならな

い。 

２ 休学開始の時期は、春学期又は秋学期の各開始日とする。 

３ 休学の期間は、１年間又は１学期間とする。 

４ 許可された休学期間の経過後も継続して休学しようとする者は、原則としてその休学期

間満了前にあらためて休学願を提出しなければならない。 

５ 休学し得る期間は、各課程それぞれ原則として通算２年以内とする。ただし、母国の兵

役による休学は、２年を上限としてこの期間に算入しない。 

６ 休学期間は、在学期間に算入しない。 

第61条 病気その他の事由によって本大学院を退学しようとする者は所定の退学願を所属

研究科委員長に提出して許可を得なければならない。 

２ 退学の日付は、学費既納者については研究科委員長が承認した退学日とし、学費未納者

については学費納入済みの学年又は学期の末日とする。 

第62条 次の各号のいずれかに該当する者は除籍する。 

1 休学期間が通算２年を経過してなお復学又は退学しない者（ただし、母国の兵役によ

る休学は、２年を上限としてこの期間に算入しない） 

2 第52条に定める在学年限を超えてなお退学しない者 

3 大学院学費納付規程第９条に該当する者 

第63条 休学した者が、復学しようとする場合は、原則として休学期間満了前に所定の復

学願を所属研究科委員長に提出し、許可を得なければならない。 

２ 復学の時期は、春学期又は秋学期の各開始日とする。 

第64条 退学者又は除籍者が再入学しようとする場合は、再入学しようとする学期の開始
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日から１カ月前までに所定の再入学願を提出しなければならない。 

２ 退学者又は除籍者が再入学を願い出たときは、研究科委員会の議を経て許可することが

ある。ただし再入学は退学又は除籍の日から博士課程前期課程又は修士課程にあっては２

年以内、博士課程後期課程にあっては３年以内に願い出るものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、博士課程後期課程に３年以上在学後退学した者が博士論文を

提出する場合、学位規程第７条第２項のための備考に定めるもののほか、再入学は後期課

程入学後６年以内とする。 

第65条 本大学院から他の大学院に転学する者は所定の手続を行わなければならない。 

２ 転学に関する手続は別にこれを定める。 

第８章 学年・学期及び休日 

第66条 本大学院の学年は４月１日から翌年３月31日までとし、４月１日から９月19日ま

でを春学期、９月20日から翌年３月31日までを秋学期とする。 

第67条 本大学院の休業日を次のとおりとする。 

1 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

2 日曜日 

3 本学院創立記念日（９月28日） 

4 夏季休業 ８月６日から９月19日まで 

5 冬季休業 12月24日から１月５日まで 

6 春季休業 ２月14日から３月31日まで 

２ 前項第４号及び第６号の規定にかかわらず、夏季・春季休業期間中に、各研究科の教育

課程に基づき、授業・試験を実施することができる。 

３ 学長は大学評議会の議を経て、第１項に規定する休業日を変更し、授業日とすることが

できる。 

４ 学長は大学評議会の議を経て、第１項に規定する休業日を別の日に変更することができ

る。また臨時に休業日を定めることができる。 

第９章 学費 

第68条 学費は、入学金、授業料、実験実習費、教育充実費その他をいう。 

２ 学費は、納入後、いかなる理由があっても返還しない。 

３ 前項の規定にかかわらず、入学金を除く学費について、所定の手続を行った場合は、返

還に応じるものとする。なお、返還申請締切日は次のとおりとする。 

1 春学期入学 当該入学年３月31日 
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2 秋学期入学 当該入学年９月15日 

４ 学費の納付に関する規程は、別にこれを定める。 

第10章 大学院研究員・委託生・聴講生・科目等履修生・特別学生・交換学生及び

短期留学生 

第69条 本大学院博士課程における標準修業年限を終了し退学後、学位論文作成のため引

続き研究指導を受けることを希望する者があるときは、当該研究科において選考の上、こ

れを大学院研究員とすることができる。 

２ 大学院研究員に関する規程は、別に定める。 

第70条 公共団体又はその他の機関から本大学院の特定授業科目について修学を委託され

る者があるときは、選考の上委託生としてこれを許可する。 

第71条 本大学院の特定授業科目について聴講を希望する者があるときは、選考の上聴講

生としてこれを許可する。 

２ 聴講生の聴講し得る授業科目の科目数及び単位数は、各研究科の定めるところによる。 

３ 聴講生はその聴講科目につき試験を受けることができる。 

４ 試験に合格した者には願い出があれば証明書を交付する。 

第72条 研究科は、当該研究科の特定の授業科目又は複数科目からなるコースの履修及び

単位の修得を希望する者に対し、選考の上科目等履修生としてこれを許可することができ

る。 

２ 科目等履修生の履修し得る授業科目の科目数及び単位数は、各研究科の定めるところに

よる。 

３ 研究科は、科目等履修生が履修した授業科目の試験を受け、合格したときは所定の単位

を与えるものとする。 

第73条 本学則第54条又は第56条の資格を有する者は当該研究科に欠員がある場合に限り

選考の上、特別学生として入学を許可することができる。ただし、入学後成績特に優秀な

者は研究科委員会の決定により正規の学生とすることができる。 

２ 特別学生が修士の学位を授与されるためには正規の学生となってから１学期間以上の

在学期間を要する。 

第74条 本学と協定のある外国の大学の大学院学生で、本学の授業科目の履修を希望し、

当該大学の推薦のある者は、所属を希望する本学大学院研究科委員会の承認を経て、交換

学生として入学を許可することができる。 

２ 研究科は、外国の大学の大学院等から要請があり、当該学生の教育上及び研究上有益で
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あると認めた場合は、短期留学生として入学を許可することができる。 

３ 交換学生及び短期留学生に関する規程は、別にこれを定める。 

第75条 本章に定めるほか大学院研究員・委託生・聴講生・科目等履修生・特別学生・交

換学生及び短期留学生については、本学則の他の各章の規定を準用する。 

第11章 賞罰 

第76条 品行方正、学術優秀、志操堅固な者はこれを表彰する。 

第77条 本学則又は規則に背き、その他学生の本分にもとる行為をなした者は、その軽重

によりこれを懲戒する。 

２ 懲戒は譴責・謹慎・停学及び退学の４種とする。 

ただし、退学は次の場合に限る。 

1 性行不良で改善の見込がないと認められた者 

2 学力劣等で成業の見込がないと認められた者 

3 正当の理由がなく出席が常でない者 

4 学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

第12章 学生心得 

第78条 学生は、次に掲げる事項を守り、本大学院設立の根本精神を体得するように努め

なければならない。 

1 常に広い視野に立って専門学術を研究し、精深な学識を涵養するに努めること 

2 人格の本義を認め、キリスト教主義により人格の完成を期すこと 

3 自由自治の本領に立ち、本大学院学風の振興に努めること 

4 学則及び諸規則を守り、つねに品位と秩序を保つこと 

5 努めて禁酒・禁煙を守ること 

附 則 

１ この学則は、2025年（令和７年）４月１日から改正施行する。 

２ 次の研究科又は専攻に、大学院設置基準第14条（教育方法の特例）を適用する課程を

置く。 

文学研究科総合心理科学専攻博士課程前期課程、法学研究科博士課程前期課程、経済学研

究科博士課程前期課程、総合政策研究科博士課程前期課程、言語コミュニケーション文化

研究科博士課程前期課程、司法研究科専門職学位課程、経営戦略研究科専門職学位課程、

経営戦略研究科博士課程後期課程 

第１章総則のための備考 
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１ 第３条第３項に定める別表を次のとおりとする。 

別表 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

神

学

研

究

科 

神

学

専

攻 

神学研究科は、関西学院創立時の基本理念を継承し、神学における専門研究者

の育成とキリスト教会やキリスト教主義学校教育、社会福祉や社会活動などの領

域において指導的な役割を果たすことができる、高度な専門的知識を具えた職業

人を育成することを目的とする。併せて、幅広くキリスト教に関する知見を具え、

多元化社会において深い見識の下、具体的な社会や世界の問題を発見し、これと

取り組み、解決できる人材を育成することをも目的とする。 

文

学

研

究

科 

文

化

歴

史

学

専

攻 

・ 

総

合

心

理

科

学

専

攻 

・ 

文

学

言

語

学

専

人文科学の深い学識に裏付けられた人間形成と、卓抜した水準における学術研

究を通じた社会への貢献を目的とする。そのためには、人文科学の領域において、

現代の高度な学問の進展に応じた研究を推進し、人格を陶冶するとともに、その

研究の成果を学界、教育界、一般社会に還元することが必要である。具体的には、

それぞれの学術領域に大きな貢献をなしうる専門的研究者を養成すること、高い

専門性を活かして実社会の様々な場所で活躍することのできる高度専門職業人

を養成すること、そして知識基盤社会を支える高度で知的な素養のある人間を育

成すること、のそれぞれを重視する。 

以下に専攻ごとの目的を掲げるとともに、さらに三専攻に共通する目標を示

す。 

文化歴史学専攻 

文化歴史学専攻は、真・善・美の理想を求めて空間と時間の中を生きる人間の

基礎的構造及び歴史について、高度な教育研究を行う。 

総合心理科学専攻 

総合心理科学専攻は、現代社会に生きる人間の心理的諸相について、認知・行

動・発達の観点から、その病理を含めて、高度な教育研究を行う。 

文学言語学専攻 

文学言語学専攻は、言葉を持ち文化を形成する人間の営為について、文学と言

語の両面から高度な教育研究を行う。 

共通の目標 

前期課程では、研究者養成の第一段階として、後期課程との連携も視野に入れ

た研究教育を行うとともに、高い学識と豊かな創造性を携えて社会に貢献できる
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攻 
人間を育成する。後期課程では、高度な研究を継承かつ推進していく博士号を持

つ優れた研究者を養成する。 

社

会

学

研

究

科 

社

会

学

専

攻 

社会学研究科は、社会学、社会心理学、文化人類学・民俗学の先端的研究を推

進するとともに、博士課程前期課程では、社会学、社会心理学、文化人類学・民

俗学の専門的知識と技能を身につけ、適切な研究テーマと課題の設定、および論

理的かつオリジナルな分析を行う能力と技能を身につけることによって、自らの

専門性を通して、幅広く社会に貢献できる人物を養成することを目的とする。さ

らに博士課程後期課程では、社会学、社会心理学、文化人類学・民俗学の専門的

研究に従事することによって、専門分野の研究の発展に寄与し、社会に貢献でき

る人物を養成することを目的とする。 

法

学

研

究

科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本研究科は、ソーシャル・アプローチの理念のもとに法学・政治学の研究をす

すめ、良識を基礎に、幅広い社会的視野から論理的に物事を考察し、社会現象に

ついて深く洞察する力を有する高度な専門職業人及び研究者を育成することを

目的とする。 

法

学 

・ 

政

治

学

専

攻 

広く深い社会的視野と教養に根ざした法学政治学の研究を極めることを通じ、

法と政治の基礎にある自由と人権、正義を重んじ、社会に奉仕する精神に富む、

高度の専門的能力をもつ有為な人材を育成することを目的とする。 

政

治

学

専

攻 

政治学・公法学の分野において自立して研究活動を行える高度な研究能力及び

その基礎となる豊かな学識を身につけ、またその研究能力を生かした高度に専門

的な業務に従事することのできる能力を養うことを目的とする。 

基

礎

法

学

基礎法学の分野において自立して研究活動を行える高度な研究能力及びその

基礎となる豊かな学識を身につけ、またその研究能力を生かした高度に専門的な

業務に従事することのできる能力を養うことを目的とする。 

 

－学則－173－



 

 

 

 

 

 

 

 

専

攻 

 

 

民

刑

事

学

専

攻 

民刑事法学の分野において自立して研究活動を行える高度な研究能力及びそ

の基礎となる豊かな学識を身につけ、またその研究能力を生かした高度に専門的

な業務に従事することのできる能力を養うことを目的とする。 

経

済

学

研

究

科 

経

済

学

専

攻 

より高い水準の研究を志す学生に対して、広く経済学の専門研究の機会を提供

し、多元的なものの見方や国際的な視野を育成するとともに、経済に対する高度

な分析・応用能力を修得させる。社会人に対して、その職業経験と経済学の研究

能力との融合をはかり、問題の発見能力とその現実的な解決能力とに秀でた高度

専門職業人を育てる。 

商

学

研

究

科 

商

学

専

攻 

経営、会計、マーケティング、ファイナンス、ビジネス情報、国際ビジネスの

6分野において、スクールモットーである“Mastery for Service”（奉仕のため

の練達）を具現化するために「組織運営に関して高い分析力と深い洞察力を有す

る研究者や専門職業人」を輩出する。そのため5年一貫の「研究職コース」と2

年間の「専門学識コース」において、高度の専門性と豊かな人間性を備え、理論

的基盤のある人間の養成を目指す。 

理

工

学

研

究

科 

  数学、物理学、化学、情報科学、生命科学、建築学の幅広い分野にわたり、そ

れぞれの分野が有機的に連携しながら、基礎的研究から応用的研究まで、常に最

先端のレベルの高い研究を行う。専攻分野における深い知識と高度な研究能力を

身につけるとともに、専攻分野を超えた幅広い知識を修め、広い観点に立って研

究を行うことができる高度な専門性を必要とする職業人や研究者を育成する。 

数

理

科

学

専

攻 

前期課程においては、数学の基礎理論の修得を柱としながら、自然科学はもと

より、社会科学への応用まで視野に入れ、数理科学の高度な知識と基礎的研究能

力を養い、社会の幅広い分野で、専門性の高い職業に従事できる人材を育てる。

後期課程では、数理科学の分野における自立した研究者にとって必要な高度で専

門性の高い研究能力を培い、深い専門知識を必要とする分野で活躍できる人材を

育てる。 
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物

理 

・ 

宇

宙

物

理

学

専

攻 

前期課程では、物理学の基礎である数学の基礎学力を確かなものとし、ミクロ

からマクロまでの幅広い領域をカバーする物理法則のより深い理解をはかり、物

理学的・論理的思考方法に立脚した実践的な研究能力ならびに英語で成果を公表

できる能力を培う。 

物

理

学

専

攻 

後期課程では、物理学の新分野・新領域の開拓に必要な問題解決能力及び自立

した研究者にとって必要な創造性の育成を通して、深い専門知識を必要とする職

業に従事できる能力を涵養する。 

先

進

エ

ネ

ル

ギ

ー

ナ

ノ

工

学

専

攻 

前期課程では、エネルギー科学・工学分野における専門的な知識を修得し、エ

ネルギー分野に関する様々な問題に対して、新たな視点から主体的に研究に取り

組む能力を養い、高度専門職業人（技術者・研究者）として必要な研究能力と、

その成果を社会に還元するための情報発信能力を有する人材を育てる。後期課程

では、先進エネルギーに関する諸問題について自ら研究テーマを設定し、自立し

た研究者として必要な高度で専門性の高い研究能力と問題解決能力を培い、深い

専門知識を必要とする分野で国際的に活躍できる人材を育てる。 

 

 

 

 

化 前期課程においては、化学における基礎から最新の化学研究に関する幅広い知
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学

専

攻 

識と深い理解力を培い、専門性の高い課題に主体的に取り組む。さらに、この様

な課題を解決しようとする際に要求される基礎概念を理解し、基本的な手法を修

得することにより、高度な専門性を必要とする職業に従事できる人材の育成を行

う。後期課程では、これに加え、創造性、独自性の高い化学研究の遂行を通して、

自立した研究者としての能力を培う。 

環

境

応

用

化

学

専

攻 

前期課程では、地球環境と応用化学に関する最新の知識と高度な実験技術を修

得するとともに、これら得た知識と技術を基礎として、化学をベースとしながら

他分野とも融合した複合的な視点から地球環境問題の解決に寄与するための応

用能力を養う。 

環

境 

・ 

応

用

化

学

専

攻 

後期課程では、地球環境と応用化学分野に関する幅広い知識と深い専門性を培

い、さらに多角的な視点を身に付けることによって新しい課題に挑戦し、自立し

て研究を行う能力を養う。 

生

物

科

学

専

攻 

前期課程においては、生物科学分野における幅広い知識と深い理解力を培うと

ともに、これらの知識を基礎とした研究能力及び成果を英語で公表できる能力、

さらに高度な専門性を必要とする職業に柔軟に対応できる能力を養う。 

 

生

命

科

後期課程では、生命科学分野において自立した研究活動を行うことができる高

度な研究能力と海外でも活躍できる国際性を培い、その研究能力を生かして深い

専門知識を必要とする職業に従事する能力を養う。 
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学

専

攻 

生

命

医

科

学

専

攻 

前期課程では、高い専門性を持った研究者や技術者を育成することを目的とし

て、学部教育で培った医科学の基礎学力を礎とし、生命医科学分野の先端的な研

究体験と専門分野の知識や技能の修得から、医科学への学識を深めるとともに、

主体的に研究を行う力や応用力を醸成する。 

生

命

医

化

学

専

攻 

後期課程では、高度な研究能力と豊かな学識を持った研究者・技術者の育成を

目的として、前期課程で学んだ医化学の知識や技能を高度化、深化させることを

通じ、新たな視点から研究テーマを設定し、自立して研究を行う力を培う。 

情

報

工

学

専

攻 

前期課程においては、情報工学の幅広い知識と深い理解力を培い、これらの知

識と理解力を基礎とした研究能力及び高度な専門性を必要とする職業に柔軟に

対応し、健全な情報化社会の構想を立案できる能力を養う。 

情

報

科

学

専

攻 

後期課程では、情報科学分野において自立した研究活動を行う高度な研究能力

とその能力を生かして深い専門知識を必要とする職業に従事し、さらに健全な情

報化社会の構築を技術面と倫理面からリードする能力を養う。 

知

能 

・ 

前期課程においては、機械工学と人工知能の各領域の幅広い知識と深い理解力

を培い、これらの知識と理解力を基礎とした研究能力、及び高度な専門性を必要

とする職業に柔軟に対応し、高度で多彩な機械化・知能化技術を開発できる能力
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機

械

工

学

専

攻 

を養う。 

人

間

シ

ス

テ

ム

工

学

専

攻 

後期課程では、人間システム工学分野において自立した研究活動を行う高度な

研究能力と、その能力を生かして深い専門知識を必要とする職業に従事し、さら

に新たな価値や産業を創出する能力を養う。 

 

建

築

学

専

攻 

本学理工学研究科建築学専攻は、‟ Mastery for Service”を体現する世界市民

をめざし、工学的知識と技術をベースにして、魅力的で持続可能な建築や都市空

間を作るための計画・デザイン能力及びそれらを運営・管理するためのマネジメ

ント能力を育成する。また、単体としての建築、その集合体としての都市空間、

そしてこれらを取り巻く地域社会や自然環境を、連続的・一体的なものとしてと

らえ、相互の関係にまで踏み込んだ課題設定や計画提案、維持管理手法に取り組

み、さらに、修得した能力を地域社会や国際社会で発揮できるための語学力、コ

ミュニケーション力、プレゼンテーション力を備えた研究者・技術者を育成する。 

地球規模での環境問題が深刻化するなか、地球環境に配慮した持続可能で秩序

ある都市開発が求められている現在、本専攻博士課程前期課程においては、高度

専門職業人の育成を目的として、建築空間、都市空間そして地域社会を連続的か

つ一体的なものとしてとらえ、相互の関係性について深く理解し計画できる能力

の修得を行う。そしてこれら得た知識を生かして、持続可能な建築や都市空間を

つくるための十分な応用能力を身につけさせる。具体的には、建築物の設計に関

する領域（建築設計、建築デザイン、建築構造デザイン、住空間デザイン、環境

デザイン、建築構法、ユニバーサルデザイン、建築史）及び都市計画・運営・防

災に関する領域（都市デザイン、コミュニティデザイン、まちづくり、都市防災）
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につながるテーマに関する教育・研究を行う。 

総

合

政

策

研

究

科 

 総合政策研究科は、「自然と人間の共生、人間と人間の共生」を基本理念とし

て、現代社会の諸問題を多様な視点から総合的に把握するための高度な課題発見

能力と政策立案能力を実践的に涵養することを通じて、社会の各分野で指導的役

割を果たしうる高度専門的職業人の養成と、併せて研究者として十分な専門的能

力を有する人材を育成することを目的とする。 

総

合

政

策

専

攻 

 

前期課程においては、政策立案・評価に関する理論的な理解を深めるとともに、課

題発見・課題解決に向けた複眼的な研究手法を習得する。さらに、それらと並行して、

具体的な政策課題について分野の異なる複数の教員が担当する課題研究に取り組む

ことで、実践的かつ高度な政策立案能力を持つ人材を養成する。 

後期課程においては、前期課程において獲得した理論的視点、複眼的研究手法及び

実践的訓練を土台として、現代社会の諸課題を解明し課題解決のための斬新な知を生

み出すことのできる専門研究者を輩出するために、博士学位取得に至るプロセスを明

示した上で学位論文作成に向けた研究指導を行う。 

 

国

連

シ

ス

テ

ム

政

策

専

攻 

国連や多くの専門的国際機関、国際開発金融機関、国際 NGO・NPO、また JICA など

の政府の国際協力機関における「世界の公共分野で活躍するグローバル・リーダー」

を育成することを目標とする。国際機関で働くためには、高い専門性と教養、語学力

を備えた上で、現実には一定期間の実務経験が必要となる。このような要求を前提と

して、将来、グローバルな場におけるコミュニケーション能力はもとより、問題解決

能力、想像力と創造力、多文化・異なる価値観の間での柔軟性、変化や危機への対応

能力を備えた人材を育成する。 

 国際機関への就職のキャリアパスとしては、本課程修了後に公的部門、あるいは

外資や国内企業などの民間セクターで働きながら一定の職歴を積むことになる。ま

た、日本政府が実施するジュニア・プロフェッショナル・オフィサー（JPO）制度を

経て、国際機関を目指す。 
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言

語

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

文

化

研

究

科 

言

語

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

文

化

専

攻 

本研究科は、本学の基本理念のもとに高度な言語コミュニケーション能力を備

え、建学の精神に基づく豊かな人間性と国際的・文化的視野をもった、高度の学

問的専門性を備えた人材を養成し、社会に貢献することを理念とする。前期課程

では、高度な言語コミュニケーション能力を養成し、その基盤の上に言語及び言

語使用の実態を追求する言語科学、言語と深く結びついた文化学、さらに言語コ

ミュニケーション能力をいかにして効果的に習得させるかという方法論を探究

する言語教育学、外国語としての日本語教育の方法を探究する日本語教育学の研

究を推進することによって、言語コミュニケーション文化を総合的に研究するこ

とを目的とする。後期課程では、前期課程で培った幅広い知識と研究能力を、言

語コミュニケーション能力の理論的解明に特化した、高度で先進的な研究へと結

実させる。また博士論文作成の指導を通してさらに総合的、専門的に深く研究し、

「言語コミュニケーション文化学」の深化、発展に努める。 

人

間

福

祉

研

究

科 

人

間

福

祉

専

攻 

前期課程では、人間福祉の諸分野を学び、高い学識と高度な専門的な知識を持

ち、リサーチ能力、分析能力、政策立案能力を涵養し、社会の様々な場において

その専門性を発揮し、社会に貢献できる人材の育成を目的とする。同時に、後期

課程に進学していくための研究指導と教育も行う。 

後期課程では、人間福祉の領域における高度な研究能力を涵養し、学問研究の

継承と独創的な研究により博士学位を取得できる人材の育成を目的とする。 

教

育

学

研

究

科 

教

育

学

専

攻 

今日の価値観が多様で不確実な社会状況においては、人々が互いのライフ・ミ

ッションの実現へ向けて「共生」できるインクルーシヴな社会形成をめざしつつ、

意味豊かに世代が継承されていくための普遍的な営み（＝要：かなめ）である保

育・教育に、世界市民の一員としての使命を自覚した研究者と教育者が求められ

ている。 

教育学研究科は、このような認識のもと、関西学院のキリスト教主義に基づい

て、人間一人ひとりの〈いのち〉が、唯一無二の贈与であることへの畏敬をもと

に「子ども理解」を深め、「教育とは何か」「人間とは何か」「共生とは何か」
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を根源的に問い続けながら、広く深い教養としなやかな批判意識をもって、現代

の複雑で困難な諸問題、生涯にわたる人間形成上の諸問題に向き合う「研究者」

の養成と、その専門性によって奉仕的なリーダーシップを発揮することができる

ような研究マインドをもった「教育者」の養成を行うことを目的とする。その際、

家庭、地域、学校など広く社会全般の人間関係、異なる世代間の影響関係を全体

的に視野に入れ、社会貢献に繋がるような研究を行うことを重視する。 

また、以上を実現するために、教育研究の基礎をしっかりと学び取ると同時に、

本学院の理想である「学びと探究の共同体」の実現を念頭におき、大学院生相互

の学び合いを活性化し、研究科における多様な学びを有機的に連動させて、各自

の研究に活かすことを奨励する。 

国

際

学

研

究

科 

国

際

学

専

攻 

多様な文化・価値観が共存する現実の中で、国際社会とそのガバナンス構造の

変容に関わる様々な地域的・地球的課題を分析し、解決策を講じるためには、歴

史的・地域的に形成されてきた多様な文化・価値観、それに基づく社会ガバナン

ス構造、そしてその制度的枠組みとの相互作用の中で繰り広げられる経済経営行

動を横断的に理解・分析する能力、それに基づいて各課題の解決策を提案・実践

する能力、およびそれらの成果を分析・評価する能力をもつ人材が必要である。 

よって国際学研究科は、多様な文化・価値観が共存する国際社会とそのガバナ

ンス構造の変容に関わる地域的・地球的課題を人文・社会科学的に分析し、解決

策を講じることを教育・研究上の理念・目的とし、その課題の解決に貢献するこ

とのできる高度な専門的職業人・研究者などの知的人材を育成する。 

経

営

戦

略

研

究

科 

先

端

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

専

攻 

経営戦略研究科は、専門職学位課程としてMBA教育を行う経営戦略専攻と職

業会計人養成のための会計専門職専攻を擁し、実践的な実務教育により経営及び

会計の高度専門職業人を養成することを目的としている。各々独立した専攻であ

りながら、同研究科内で補完し、二専攻による優れた教育効果を学生に与えるこ

とを目指している。また、博士課程として先端マネジメント専攻を擁し、経営・

会計の理論研究と実践的応用研究の推進及びこれを担う研究者や専門家等の養

成を目的としている。 

博士課程先端マネジメント専攻は、先端的なマネジメントの問題を解決するこ

とに注力しながら、理論的な研究と実践性のある応用研究の双方を推進すること

を目的としている。 

本博士課程において主に養成する人材像は次のとおりである。 
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①企業経営者・企業幹部や自治体等行政機関の上級管理職となる者 

②民間もしくは公設の研究所などの研究員 

③高度なコンサルティング能力を持つ専門家 

④専門職大学院等において教育に従事する研究者教員もしくは実務家教員 

第３章教育課程のための備考 

１ 第15条に定める複数分野専攻制の副専攻課程を次のとおりとし、所定の要件を満たし

た者については、修了証書を授与する。 

別表 

【2020年度以降入学生】 

コース名 必修 選択必修 合計 

国連・外交 19 4 23 

【2019年度以前入学生】 

コース名 必修 選択必修 合計 

国連・外交 16 7 23 
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学則の変更事項を記載した書類 

 

関西学院大学大学院は、以下のとおり関西学院大学大学院学則を一部変更し、2025年

（令和 7年）4月 1日から改正施行する。 

 

【変更事項】 

１．関西学院大学大学院学則第 1章、第 3条を次のように改める。 

  ①研究科及び専攻の表中の理工学研究科博士課程の専攻名「物理学」「環境・応用化

学」「生命科学」「生命医化学」「情報科学」「人間システム工学」を、博士課程前期

課程「物理・宇宙物理学」「環境応用化学」「生物科学」「生命医科学」「情報工

学」「知能・機械工学」専攻および博士課程後期課程「物理学」、「環境・応用化

学」「生命科学」「生命医化学」「情報科学」「人間システム工学」に変更する。 

  ②理工学研究科に博士課程前期課程「建築学」専攻を追加する。 

  ③総合政策研究科に修士課程「国連システム政策」専攻を追加する。 

 

２．同第 1章、第 6条を次のように改める。 

  ①博士課程前期課程・修士課程の表中の専攻名「物理学」「環境・応用化学」「生命科

学」「生命医化学」「情報科学」「人間システム工学」を「物理・宇宙物理学」「環境

応用化学」「生物科学」「生命医科学」「情報工学」「知能・機械工学」に変更する。 

  ②博士課程前期課程・修士課程の表中の「理工学」研究科に「建築学」専攻を追加す

る。 

  ③博士課程前期課程・修士課程の表中の「総合政策」研究科に「国連システム政策」

専攻を追加する。 

  ④博士課程前期課程・修士課程の表中「経済学」研究科、「理工学」研究科、「総合政

策」研究科の各専攻の入学定員及び収容定員、ならびに「小計」の定員を変更す

る。 

  ⑤博士課程前期課程・修士課程の表中「合計」の定員を変更する。 

 

３．同第 3章、第 8節、第 32条、第 1項、博士課程前期課程を次のように改める。 

  ①「物理学専攻」「環境・応用化学専攻」「生命科学専攻」「生命医化学専攻」「情報科

学専攻」「人間システム工学専攻」を「物理・宇宙物理学専攻」「環境応用化学専

攻」「生物科学専攻」「生命医科学専攻」「情報工学専攻」「知能・機械工学専攻」に

変更する。 

②「建築学専攻」の設置に伴い、第 1項の 10に「建築学専攻」の授業科目及び単位

数等について定める。 
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４. 同第 3章、第 8節、第 33条に建築学専攻の学位論文について追加する。 

 

５. 同第 3章、第 8節、第 34条を次のように改める。 

第 1項に建築学専攻の必修科目について追加する。 

 

６. 同第 3章、第 9節、第 35条を次のように改める。 

①第 1項に博士課程前期課程「総合政策専攻」を追加する。 

②「国連システム政策専攻」の設置に伴い、第 2項に修士課程「国連システム政策専

攻」の授業科目及び単位数等について定める。 

③第 3項に博士課程後期課程「総合政策専攻」を追加する。 

 

７. 同第 3章、第 9節、第 36条を次のように改める。 

①第 1項を削除し第 2項を繰り上げる。 

②第 3項を第 2項に繰り上げ「前期課程」を「博士課程前期課程・修士課程」に変更

する。 

 

８．同第 3章、第 15 節、第 49条を次のように改める。 

表中の専攻名「物理学」「環境・応用化学」「生命科学」「生命医化学」「情報科学」

「人間システム工学」を「物理・宇宙物理学」「環境応用化学」「生物科学」「生命医

科学」「情報工学」「知能・機械工学」に変更する。 

 

９.同附則を次のように改める。 

  改正施行日を「2025年（令和 7年）4月 1日」に変更する。 

 

10. 同第 1章総則のための備考を次のように改める。 

  ①第 3条第 3項に定める別表の理工学研究科に「物理・宇宙物理学専攻」「環境応用

化学専攻」「生物科学専攻」「生命医科学専攻」「情報工学専攻」「知能・機械工

学専攻」「建築学専攻」の項目を追加し、総合政策研究科に「国連システム政策専

攻」を追加する。 

②理工学研究科及び総合政策研究科の項目内容を改める。 

 

以上 
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関西学院大学大学院学則新旧対照表

現行 改正

第１章 総則 第１章 総則

（略） （略）

第３条 本大学院に次の研究科及び専攻を置く。 第３条 本大学院に次の研究科及び専攻を置く。

研究科名 専攻名 課程の別

（略）

理工学研究科 数理科学 博士課程

物理学

先進エネルギーナノ

工学

化学

環境・応用化学

生命科学

生命医化学

情報科学

人間システム工学

総合政策研究科 総合政策 博士課程

（略）

研究科名 専攻名 課程の別

（略）

理工学研究科 数理科学 博士課程

博士課程

前期課程

先進エネルギーナノ

工学

化学

物理・宇宙物理学

環境応用化学

生物科学

生命医科学

情報工学

知能・機械工学

建築学

物理学

環境・応用化学

生命科学

生命医化学

情報科学

人間システム工学

博士課程

後期課程

総合政策研究科 総合政策 博士課程

国連システム政策 修士課程

（略）

（波線部変更、下線部追加）

（略） （略）

第６条 本大学院学生の定員を次のとおりとする。 第６条 本大学院学生の定員を次のとおりとする。

博士課程前期課程・修士課程 博士課程前期課程・修士課程

研究科名 専攻名 入学定員 収容定員

（略）

経済学 経済学 30名 60名 

（略）

研究科名 専攻名 入学定員 収容定員

（略）

経済学 経済学 15名 30名 

（略）
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理工学 数理科学 10名 20名 

物理学 22名 44名 

先進エネルギー

ナノ工学 
30名 60名 

化学 33名 66名 

環境・応用化学 35名 70名 

生命科学 35名 70名 

生命医化学 30名 60名 

情報科学 22名 44名 

人間システム工

学 
25名 50名 

小計 242名 484名 

総合政策 総合政策 50名 100名 

（略） 

合計 533名 1,066名 
 

理工学 数理科学 15名 30名 

物理・宇宙物理

学 
25名 50名 

先進エネルギー

ナノ工学 
63名 126名 

化学 39名 78名 

環境応用化学 48名 96名 

生物科学 33名 66名 

生命医科学 46名 92名 

情報工学 42名 84名 

知能・機械工学 29名 58名 

建築学 60名 120名 

小計 400名 800名 

総合政策 総合政策 40名 80名 

国連システム政

策 
10名 20名 

小計 50名 100名 

（略） 

合計 676名 1,352名 
 

 （波線部変更、下線部追加） 

（略） （略） 

第３章 教育課程 第３章 教育課程 

（略） （略） 

第８節 理工学研究科 第８節 理工学研究科 

第32条 理工学研究科における授業科目並びにその

単位数を次のとおりとする。 
第32条 理工学研究科における授業科目並びにその

単位数を次のとおりとする。 

1 博士課程前期課程 1 博士課程前期課程 

(略) (略) 

2 物理学専攻 2 物理・宇宙物理学専攻 

 （波線部変更） 

(略) (略) 

5 環境・応用化学専攻 5 環境応用化学専攻 

 （波線部変更） 

(略) (略) 

6 生命科学専攻 6 生物科学専攻 

 （波線部変更） 

(略) (略) 
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7 生命医化学専攻 7 生命医科学専攻  

 （波線部変更） 

(略) (略) 

8 情報科学専攻 8 情報工学専攻  

 （波線部変更） 

(略) (略) 

9 人間システム工学専攻 9 知能・機械工学専攻  

 （波線部変更） 

 (略) 

 10 建築学専攻 

      建築設計特論 ２ 

      建築意匠特論 ２ 

      アーバンスケープデザイン特論 ２ 

      建築計画特論 ２ 

      都市史・建築史特論 ２ 

      建築環境デザイン特論 ２ 

      建築福祉計画特論 ２ 

      建築生産特論 ２ 

      建築構造デザイン特論 ２ 

      耐震構造特論 ２ 

      都市デザイン特論 ２ 

      住環境・まちづくり特論 ２ 

      コミュニティデザイン特論 ２ 

      都市レジリエンス特論 ２ 

      建築デザイン演習A ２ 

      建築デザイン演習B ２ 

      建築デザイン演習C ２ 

      建築デザイン演習D ２ 

      建築・都市デザイン演習 ２ 

      環境・地域計画演習 ２ 

      まち・コミュニティデザイン演習 ２ 

      構造・構法デザイン演習 ２ 

      文献演習 １ 

      建築学特別演習 ３ 

      建築実務実習A ４ 
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建築実務実習B ４ 

建築実務実習C ２ 

建築実務実習D ４ 

（下線部追加）

（略） （略）

第33条 学生は入学後所定の期日内に各専攻におけ

る大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その

指導のもとに授業科目の選択及び学位論文の作成

などを行うものとする。

第33条 学生は入学後所定の期日内に各専攻におけ

る大学院指導教員のうちから指導教員を定め、その

指導のもとに授業科目の選択及び学位論文（ただし

建築学専攻は学位論文又は修士設計）の作成などを

行うものとする。

（下線部追加）

第34条 前期課程の必要修得単位数は30単位とし、文

献演習４単位、特別実験及び演習（ただし数理科学

専攻は数理科学基礎研究）12単位を必修科目とす

る。その他の履修要件は別に定める。

第34条 前期課程の必要修得単位数は30単位とし、文

献演習４単位、特別実験及び演習（ただし数理科学

専攻は数理科学基礎研究、建築学専攻は建築学特別

演習）12単位を必修科目とする。 

（下線部追加、二重下線部削除）

（略） （略）

第９節 総合政策研究科 第９節 総合政策研究科

第35条 総合政策研究科における授業科目並びにそ

の単位数を次のとおりとする。

第35条 総合政策研究科における授業科目並びにそ

の単位数を次のとおりとする。

総合政策専攻

１ 博士課程前期課程 １ 博士課程前期課程

1 総合政策専攻 

（下線部追加、二重下線部削除）

（略） （略）

２ 修士課程

1 国連システム政策専攻 

International Public Policy ２ 

Career Seminar for International 

Organizations ２ 

 Management of International  
Organizations ２ 

Global Sustainable Development ２ 

Global Environmental Policy ２ 

 International Human Rights and 
Humanitarian Principles ２ 
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    Global Diversity ２ 

    Diplomacy, Peace and Security ２ 

 International Issues and Global Order ２ 

    International Negotiation ２ 

 Research Project in the United Nations  
   ２ 

    Internship with UN and Other Agencies  
   ４ 

    Research Seminar ２ 

 （下線部追加） 

２ 博士課程後期課程 ３ 博士課程後期課程 

 1 総合政策専攻 

研究指導 研究指導 

 （下線部追加、波線部変更） 

第36条 前期課程に英語のみで修了できる英語コー

スをおく。 
第36条 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教

員のうちから指導教員を定め、その指導のもとに授

業科目の選択及び学位論文の作成などを行うもの

とする。 

２ 学生は入学後所定の期日内に大学院指導教員の

うちから指導教員を定め、その指導のもとに授業科

目の選択及び学位論文の作成などを行うものとす

る。 

２ 博士課程前期課程・修士課程の必要修得単位数は

30単位とする。履修要件は履修要項で定める。 

３ 前期課程の必要修得単位数は30単位とする。履修

要件は履修要項で定める。 
 

 （波線部変更、下線部追加、二重下線部削除） 

（略） （略） 

第15節 教職課程 第15節 教職課程 

（略） 

第49条 本大学院において取得できる教育職員免

許状の種類は次のとおりである。 

（略） 

第49条 本大学院において取得できる教育職員免

許状の種類は次のとおりである。 

研究科名 専攻名 免許状の種類 

（略） 

理工学 数理科学 中学校専修 数学 
高等学校専修 数学 

物理学 中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

研究科名 専攻名 免許状の種類 

（略） 

理工学 数理科学 中学校専修 数学 
高等学校専修 数学 

物理・宇宙

物理学 
中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 
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先進エネ

ルギーナ

ノ工学 

中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

化学 中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

環境・応用

化学 
中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

生命科学 中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

生命医化

学 
中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

情報科学 中学校専修 数学 
高等学校専修 数学 
高等学校専修 情報 

人間シス

テム工学 
高等学校専修 情報 

 

（略） 

（略） 
 

先進エネ

ルギーナ

ノ工学 

中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

化学 中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

環境応用

化学 
中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

生物科学 中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

生命医科

学 
中学校専修 理科 
高等学校専修 理科 

情報工学 中学校専修 数学 
高等学校専修 数学 
高等学校専修 情報 

知能・機械

工学 
高等学校専修 情報 

      （波線部変更） 

（略） 

（略） 
 

附 則 
１ この学則は、2024年（令和６年）４月１日から改

正施行する。 

附 則 
１ この学則は、2025年（令和７年）４月１日から改

正施行する。 
（波線部変更） 

（略） （略） 

第１章総則のための備考 

１ 第３条第３項に定める別表を次のとおりとす

る。 

第１章総則のための備考 
１ 第３条第３項に定める別表を次のとおりとす

る。 

別表 別表 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 
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（略） 

理

工

学

研

究

科 

  数学、物理学、化学、情報科学、生命科学の

幅広い分野にわたり、それぞれの分野が有機的

に連携しながら、基礎的研究から応用的研究ま

で、常に最先端のレベルの高い研究を行う。専

攻分野における深い知識と高度な研究能力を

身につけるとともに、専攻分野を超えた幅広い

知識を修め、広い観点に立って研究を行うこと

ができる高度な専門性を必要とする職業人や

研究者を育成する。 

（略） 
物
理
学
専
攻 

前期課程では、物理学の基礎である数学の基

礎学力を確かなものとし、ミクロからマクロま

での幅広い領域をカバーする物理法則のより

深い理解をはかり、物理学的・論理的思考方法

に立脚した実践的な研究能力ならびに英語で

成果を公表できる能力を培う。後期課程では、

新分野・新領域の開拓に必要な問題解決能力及

び自立した研究者にとって必要な創造性の育

成を通して、深い専門知識を必要とする職業に

従事できる能力を涵養する。 

 
 
 
 
 

 
（略） 

環
境
・
応
用
化
学
専
攻 

前期課程では、地球環境と応用化学に関する

最新の知識と高度な実験技術を修得するとと

もに、これら得た知識と技術を基礎として、化

学をベースとしながら他分野とも融合した複

合的な視点から地球環境問題の解決に寄与す

るための応用能力を養う。後期課程では、環

境・応用化学分野に関する幅広い知識と深い専

門性を培い、さらに多角的な視点を身に付ける

ことによって新しい課題に挑戦し、自立して研

究を行う能力を養う。 

 

（略） 

理

工

学

研

究

科 

  数学、物理学、化学、情報科学、生命科学、

建築学の幅広い分野にわたり、それぞれの分野

が有機的に連携しながら、基礎的研究から応用

的研究まで、常に最先端のレベルの高い研究を

行う。専攻分野における深い知識と高度な研究

能力を身につけるとともに、専攻分野を超えた

幅広い知識を修め、広い観点に立って研究を行

うことができる高度な専門性を必要とする職

業人や研究者を育成する。 

（略） 

物 
理 
・ 
宇 
宙 
物 
理 
学 
専 
攻 

前期課程では、物理学の基礎である数学の基

礎学力を確かなものとし、ミクロからマクロま

での幅広い領域をカバーする物理法則のより

深い理解をはかり、物理学的・論理的思考方法

に立脚した実践的な研究能力ならびに英語で

成果を公表できる能力を培う。 

物
理
学
専
攻 

後期課程では、物理学の新分野・新領域の開

拓に必要な問題解決能力及び自立した研究者

にとって必要な創造性の育成を通して、深い専

門知識を必要とする職業に従事できる能力を

涵養する。 

 
（略） 

環 
境 
応 
用 
化 
学 
専 
攻 

 
 
 

前期課程では、地球環境と応用化学に関する

最新の知識と高度な実験技術を修得するとと

もに、これら得た知識と技術を基礎として、化

学をベースとしながら他分野とも融合した複

合的な視点から地球環境問題の解決に寄与す

るための応用能力を養う。 
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生
命
科
学
専
攻 

前期課程においては、生命科学分野における

幅広い知識と深い理解力を培うとともに、これ

らの知識を基礎とした研究能力及び成果を英

語で公表できる能力、さらに高度な専門性を必

要とする職業に柔軟に対応できる能力を養う。

後期課程では、生命科学分野において自立した

研究活動を行うことができる高度な研究能力

と海外でも活躍できる国際性を培い、その研究

能力を生かして深い専門知識を必要とする職

業に従事する能力を養う。 

 
 

生
命
医
化
学
専
攻 

前期課程では、高い専門性を持った研究者や

技術者を育成することを目的として、学部教育

で培った医化学の基礎学力を礎とし、生命医化

学分野の先端的な研究体験と専門分野の知識

や技能の修得から、医化学への学識を深めると

ともに、主体的に研究を行う力や応用力を醸成

する。後期課程では、高度な研究能力と豊かな

学識を持った研究者・技術者の育成を目的とし

て、前期課程で学んだ医化学の知識や技能を高

度化、深化させることを通じ、新たな視点から

研究テーマを設定し、自立して研究を行う力を

培う。 

 
情
報
科
学
専
攻 

前期課程においては、情報科学の幅広い知識

と深い理解力を培い、これらの知識と理解力を 
基礎とした研究能力及び高度な専門性を必要

とする職業に柔軟に対応し、健全な情報化社会

の構想を立案できる能力を養う。後期課程で

は、情報科学分野において自立した研究活動を

行う高度な研究能力とその能力を生かして深

い専門知識を必要とする職業に従事し、さらに 

環
境
・
応
用
化
学
専
攻 

後期課程では、地球環境と応用化学分野に関

する幅広い知識と深い専門性を培い、さらに多

角的な視点を身に付けることによって新しい

課題に挑戦し、自立して研究を行う能力を養

う。 

 
生 
物 
科 
学 
専 
攻 

前期課程においては、生物科学分野における

幅広い知識と深い理解力を培うとともに、これ

らの知識を基礎とした研究能力及び成果を英

語で公表できる能力、さらに高度な専門性を必

要とする職業に柔軟に対応できる能力を養う。 

 
生
命
科
学
専
攻 

後期課程では、生命科学分野において自立し

た研究活動を行うことができる高度な研究能

力と海外でも活躍できる国際性を培い、その研

究能力を生かして深い専門知識を必要とする

職業に従事する能力を養う。 

 
生 
命 
医 
科 
学 
専 
攻 

前期課程では、高い専門性を持った研究者や

技術者を育成することを目的として、学部教育

で培った医科学の基礎学力を礎とし、生命医科

学分野の先端的な研究体験と専門分野の知識

や技能の修得から、医科学への学識を深めると

ともに、主体的に研究を行う力や応用力を醸成

する。 
生
命
医
化
学
専
攻 

後期課程では、高度な研究能力と豊かな学識

を持った研究者・技術者の育成を目的として、

前期課程で学んだ医化学の知識や技能を高度

化、深化させることを通じ、新たな視点から研

究テーマを設定し、自立して研究を行う力を培

う。 

情 
報 
工 
学 
専 
攻 

前期課程においては、情報工学の幅広い知識

と深い理解力を培い、これらの知識と理解力を

基礎とした研究能力及び高度な専門性を必要

とする職業に柔軟に対応し、健全な情報化社会

の構想を立案できる能力を養う。 
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健全な情報化社会の構築を技術面と倫理面か

らリードする能力を養う。 

 
 

 
人
間
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻 

前期課程においては、人間システム工学の幅

広い知識と深い理解力を培い、これらの知識と

理解力を基礎とした研究能力、及び高度な専門

性を必要とする職業に柔軟に対応し、人を中心

とした新しいシステムを創出できる能力を養

う。後期課程では、人間システム工学分野にお

いて自立した研究活動を行う高度な研究能力

と、その能力を生かして深い専門知識を必要と

する職業に従事し、さらに新たな価値や産業を

創出する能力を養う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情
報
科
学
専
攻 

後期課程では、情報科学分野において自立し

た研究活動を行う高度な研究能力とその能力

を生かして深い専門知識を必要とする職業に

従事し、さらに健全な情報化社会の構築を技術

面と倫理面からリードする能力を養う。 

知 
能 
・ 
機 
械 
工 
学 
専 
攻 

 

前期課程においては、機械工学と人工知能の

各領域の幅広い知識と深い理解力を培い、これ

らの知識と理解力を基礎とした研究能力、及び

高度な専門性を必要とする職業に柔軟に対応

し、高度で多彩な機械化・知能化技術を開発で

きる能力を養う。 

 

 人
間
シ
ス
テ
ム
工
学
専
攻 

後期課程では、人間システム工学分野におい

て自立した研究活動を行う高度な研究能力と、

その能力を生かして深い専門知識を必要とす

る職業に従事し、さらに新たな価値や産業を創

出する能力を養う。 

 
 

建 
築 
学 
専 
攻 

本学理工学研究科建築学専攻は、‟ Mastery 
for Service‟ を体現する世界市民をめざし、工

学的知識と技術をベースにして、魅力的で持続

可能な建築や都市空間を作るための計画・デザ

イン能力及びそれらを運営・管理するためのマ

ネジメント能力を育成する。また、単体として

の建築、その集合体としての都市空間、そして

これらを取り巻く地域社会や自然環境を、連続

的・一体的なものとしてとらえ、相互の関係に

まで踏み込んだ課題設定や計画提案、維持管理

手法に取り組み、さらに、修得した能力を地域

社会や国際社会で発揮できるための語学力、コ

ミュニケーション力、プレゼンテーション力を

備えた研究者・技術者を育成する。 
地球規模での環境問題が深刻化するなか、

地球環境に配慮した持続可能で秩序ある都

市開発が求められている現在、本専攻博士 
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総

合

政

策

研

究

科 

総
合
政
策
専
攻 

総合政策研究科は、「自然と人間の共生、人

間と人間の共生」を基本理念として、現代社会

の諸問題を多様な視点から総合的に把握する

ための高度な課題発見能力と政策立案能力を

実践的に涵養することを通じて、社会の各分野

で指導的役割を果たしうる高度専門的職業人

の養成と、併せて研究者として十分な専門的能

力を有する人材を育成することを目的とする。 
この目的を達成するため、前期課程において

は、政策立案・評価に関する理論的な理解を深

めるとともに、課題発見・課題解決に向けた複

眼的な研究手法を習得する。さらに、それらと

並行して、具体的な政策課題について分野の異

なる複数の教員が担当する課題研究に取り組

むことで、実践的かつ高度な政策立案能力を持 
つ人材を養成する。 
後期課程においては、前期課程において獲得

した理論的視点、複眼的研究手法及び実践的訓

練を土台として、現代社会の諸課題を解明し課

題解決のための斬新な知を生み出すことので

きる専門研究者を輩出するために、博士学位取

得に至るプロセスを明示した上で学位論文作

成に向けた研究指導を行う。 

 

課程前期課程においては、高度専門職業人の

育成を目的として、建築空間、都市空間そし

て地域社会を連続的かつ一体的なものとし

てとらえ、相互の関係性について深く理解し

計画できる能力の修得を行う。そしてこれら

得た知識を生かして、持続可能な建築や都市

空間をつくるための十分な応用能力を身に

つけさせる。具体的には、建築物の設計に関

する領域（建築設計、建築デザイン、建築構

造デザイン、住空間デザイン、環境デザイン、

建築構法、ユニバーサルデザイン、建築史）

及び都市計画・運営・防災に関する領域（都

市デザイン、コミュニティデザイン、まちづ

くり、都市防災）につながるテーマに関する

教育・研究を行う。 
総

合

政

策

研

究

科 

 総合政策研究科は、「自然と人間の共生、人

間と人間の共生」を基本理念として、現代社会

の諸問題を多様な視点から総合的に把握する

ための高度な課題発見能力と政策立案能力を

実践的に涵養することを通じて、社会の各分野

で指導的役割を果たしうる高度専門的職業人

の養成と、併せて研究者として十分な専門的能

力を有する人材を育成することを目的とする。 
総
合
政
策
専
攻 

前期課程においては、政策立案・評価に関す

る理論的な理解を深めるとともに、課題発見・

課題解決に向けた複眼的な研究手法を習得す

る。さらに、それらと並行して、具体的な政策

課題について分野の異なる複数の教員が担当

する課題研究に取り組むことで、実践的かつ高

度な政策立案能力を持つ人材を養成する。 
後期課程においては、前期課程において獲得

した理論的視点、複眼的研究手法及び実践的訓

練を土台として、現代社会の諸課題を解明し課

題解決のための斬新な知を生み出すことので

きる専門研究者を輩出するために、博士学位取

得に至るプロセスを明示した上で学位論文作

成に向けた研究指導を行う。 
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（略） 

 国 

連 

シ 

ス 

テ 

ム 

政 

策 

専 

攻 

国連や多くの専門的国際機関、国際開発金融

機関、国際 NGO・NPO、また JICA などの政府の

国際協力機関における「世界の公共分野で活躍

するグローバル・リーダー」を育成することを

目標とする。国際機関で働くためには、高い専

門性と教養、語学力を備えた上で、現実には一

定期間の実務経験が必要となる。このような要

求を前提として、将来、グローバルな場におけ

るコミュニケーション能力はもとより、問題解

決能力、想像力と創造力、多文化・異なる価値

観の間での柔軟性、変化や危機への対応能力を

備えた人材を育成する。 

国際機関への就職のキャリアパスとしては、

本課程修了後に公的部門、あるいは外資や国内

企業などの民間セクターで働きながら一定の

職歴を積むことになる。また、日本政府が実施

するジュニア・プロフェッショナル・オフィサ

ー（JPO）制度を経て、国際機関を目指す。 

（下線部追加、二重下線部削除） 
（略） 
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○大学院研究科委員会規程

昭和37年10月26日 

大学院委員会決定

第１条 本大学院各研究科に研究科委員会を置く。ただし、司法研究科を除く。

第２条 研究科委員会は次の者をもって構成する。

1 当該研究科委員長

2 当該研究科大学院教員

２ 博士課程前期課程又は修士課程指導教員の審査及び修士学位授与の決定のための研究

科委員会は次の者をもって構成する。

1 当該研究科委員長

2 当該研究科大学院指導教員

３ 博士課程後期課程指導教員の審査及び博士学位授与の決定のための研究科委員会は次

の者をもって構成する。

1 当該研究科委員長

2 当該研究科博士課程後期課程指導教員

第３条 研究科委員会は研究科委員長が必要と認めた場合又は３分の１以上の委員の要求

があったときに開催される。

第４条 研究科委員会は教育研究に関する次の事項を議決する。

1 研究科委員会の構成員に関する事項

2 大学院教員、博士課程前期課程又は修士課程指導教員、博士課程後期課程指導教員の

審査に関する事項

3 修士学位及び博士学位の審査に関する事項

4 研究科の教育課程及び授業担当者に関する事項

5 大学院生の入学及び課程の修了等学籍異動に関する事項

6 大学院生の資格認定及び身分に関する事項

7 大学院生の賞罰に関する事項

8 その他研究科に関する事項

第５条 研究科委員会は全員の過半数をもって成立し、議事は出席者の過半数をもって決す

る。ただし、大学院指導教員の審査及び学位授与の決定には、そのための構成員の３分の

２以上が出席し、その議決には出席者の３分の２以上の賛成を要する。

第６条 前条による研究科委員会の議決はすべて無記名投票による。
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第７条 本規程の改廃は、大学評議会の議を経て理事会で決定する。

附 則

１ この規程は、1962年（昭和37年）10月26日から施行する。 

２ この規程は、1998年（平成10年）６月１日から改正施行する。 

３ この規程は、2002年（平成14年）４月１日から改正施行する。 

４ この規程は、2008年（平成20年）４月１日から改正施行する。 

５ この規程は、2015年（平成27年）４月１日から改正施行する。 
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関西学院大学大学院総合政策研究科国連システム政策専攻修士課程 

設置の趣旨等を記載した書類 
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関西学院大学大学院総合政策研究科国連システム政策専攻修士課程 

設置の趣旨等を記載した書類 

1 設置の趣旨及び必要性
（1）設置する理由・必要性

関⻄学院は、明治 22 年（1889 年）にアメリカ南メソヂスト監督教会の宣教師 W.R.
ランバス博⼠により、キリスト教主義に基づく⼈格教育を⽬的として創⽴された。この
建学の精神を表すものとして、“Mastery for Service”というスクールモットーがあるが、
「奉仕のための練達」という⾔葉で⽰されるこの教育理念は、今⽇に⾄るまでの⻑年の
歴史と伝統をとおして脈々と受け継がれてきた。

関⻄学院⼤学総合政策学部は 21 世紀を前にした新しい時代の新しい社会の要請に応
えるべく、「⾃然と⼈間の共⽣、⼈間と⼈間の共⽣」を基本理念として、”Think globally,
Act Locally.（地球規模で考え、⾜元から⾏動を起こせ）”という発想のもとに、地球規
模で⽣じる諸問題の解決に寄与することを⽬的とし、平成 7 年（1995 年）に神⼾三⽥
キャンパスにおいて設置された。また、これを踏まえて、⼤学院総合政策研究科は、平
成 11 年（1999 年）に基礎となる総合政策学部を⺟体として、⼤学院でのより⾼次元の
教育研究をとおして、社会の各分野で指導的役割を果たしうる⾼度専⾨的職業⼈の養成
と、併せて研究者として⼗分な専⾨的能⼒を有する⼈材の養成を図るべく設置された。 

総合政策学部においては、学部開設以来、ニューヨーク国連本部を訪問し、国際機関
や加盟国などの役割について学ぶ「国連セミナー」を実施するほか、アジアの⼤学とし
て初めて国連ボランティア計画（UNV）との協定に基づき、学⽣を開発途上国の国連諸
機関にボランティア派遣するプログラム、「国連ユース・ボランティア」などに取組ん
できた。

このような総合政策学部の取組みを基礎として、⼤学全体としても、国連・国際機関
職員や外交官などの国際公共分野のリーダーを養成・輩出することを⽬指し、スーパー
グローバル⼤学創成⽀援（SGU）事業の⼀環として「国連・国際機関へのゲートウェイ
創設」の具体化に向け、平成 29 年（2017 年）に国連・外交統括センターを設置した。
また、同センターが統括するかたちで、国連・国際機関等への就職⽀援に特化したセン
ター「関⻄学院⼤学国際機関⼈事センター」、「国連グローバルコンパクト⽀援関⻄学院
⼤学センター」（ともに平成 27 年度（2015 年度）設置）、⾼⼤連携事業（平成 28 年度
（2016 年度）開始）、学部副専攻「国連・外交プログラム」（平成 29 年度（2017 年度）
開設）、⼤学院副専攻「国連・外交コース」（平成 29 年度（2017 年度）開設）が置かれ
ている。

関⻄学院⼤学国際機関⼈事センターは、外務省国際機関⼈事センター等とも連携し、
国連・国際機関などのキャリアを⽬指すための準備をサポートするもので、本学の学⽣
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を中⼼にキャリア・ガイダンスやカウンセリング、コーチング、情報提供などを実施す
る。国連グローバルコンパクト（UNGC）は、企業・団体が社会のよき⼀員として⾏動
し、持続可能な成⻑を実現するための国連の枠組みであり、本学は UNGC に加盟する
とともに、国連グローバルコンパクト⽀援関⻄学院⼤学センターを組織し、主に⻄⽇本
において UNGC の理念・取組みを浸透させるためのリーダーシップを担っている。⾼
⼤連携の取組みに関しては、将来国連職員や外交官を志す全国の⾼校⽣を対象に、元国
連事務次⻑の明⽯康⽒を塾⻑とする「関⻄学院世界市⺠明⽯塾」を開講するなど、⾼⼤
連携によるリーダー⼈材の養成に取組んできている。

学部副専攻「国連・外交プログラム」は、将来、国連・国際機関や外交官として公共
の場で活躍するリーダーを養成することを⽬的とした学部レベルの複数分野専攻制特
別プログラムで、以下の「国連・外交コース」やその先のキャリアの備えとして、基礎
的な国連・外交の知識習得、国連セミナーや国連ボランティアによる実践的な学びを通
じて、地球規模の諸課題を解決する⼒を養うことを⽬的とする。

「国連・外交コース」は、2 年間の⼤学院副専攻プログラムとして、国連・国際機関
職員や外交官を⽬指すために必要となる専⾨性を、学内においてそれぞれの所属する研
究科（博⼠課程前期課程・専⾨職学位課程）で磨きつつ、副専攻となる国連・外交コー
スで国際公共の場で働くためのコンピテンシーを⾝につけることを⽬的として設⽴さ
れた。「国連・外交コース」科⽬は全て英語で実施され、⾼い英語能⼒と、国際協⼒や外
交の分野で活躍する強い意欲を持つ学⽣を学内外から選抜し、実務家教員を多く登⽤し
て設計されている。また、これまでインターネット回線を通じて海外を含む遠隔地との
対話を可能とする遠隔授業システムを整備し、海外の現地国連職員、在京国際機関駐⽇
事務所や政府系機関の現役職員による講義も⾏ってきている。加えて、国連・国際機関
等でのインターンシップを必修とし、国際機関（JPO: Junior Professional Officer を含
む）や政府系・⺠間の国際協⼒機関等の採⽤試験を突破する基礎⼒を、講義と実践の両
⾯から涵養する。さらに、本コース修了者へもフォローアップをし、経験を積んだ上で、
コース修了後数年から 10 年後に JPO 制度などにチャレンジできるような⽀援を⾏って
きている。

今般、新たに国連システム政策専攻（修⼠課程）を設置するのは、これまでの⼤学院
副専攻「国連・外交コース」での取組みを基礎として、新たに総合政策研究科の下にこ
れを位置づけ、発展的に再編するものである。関⻄学院⼤学のミッションである
「”Mastery for Service”を体現する世界市⺠」養成の精神に基づき、国連その他国際機関
の職員など、主に国際公共政策分野でリーダーとして活躍できるプロフェッショナルを
養成することを⽬的とする。これまで各学⽣は、それぞれの研究科に所属し、修⼠論⽂
も含め各専⾨分野で要求される履修要件をこなしながら、副専攻として「国連・外交コ
ース」が提供する科⽬を履修する必要があった。今般、国連システム政策専攻が新たに
設置されることにより、履修者である学⽣は、より明確に将来の国際機関におけるキャ
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リア・パスを意識しながら、それにつながる学習や研究に集中することになる。
国連システム政策専攻は、国際社会と国家、その中での社会と個々の⼈間の関係が複

雑さを増すなかで、世界の様々な課題を解決する公共分野でのプロフェッショナルな⼈
材を養成することを⽬的とする。今⽇、国境を越えた急速な世界のグローバル化が進⾏
する反⾯、その反動として、格差拡⼤や過激なナショナリズムなどの現象も⾒られる。
また、⼤国間の対⽴が⾼まる⼀⽅で、パンデミックなど従来の国家単位では捉えきれな
い⾮伝統的安全保障問題や、新たに⽣まれつつある幅広く分断的な脅威に対応して、
⼈々の⽣存、⽣活、尊厳を守ることをねらいとした「⼈間の安全保障」への視点もます
ます重要となってきている。⼈間の安全保障の「⼈間中⼼」、「誰⼀⼈取り残さない」
という考え⽅は、国連の様々な活動における基本的な概念として取り込まれ、⼈間中⼼
の普遍的な開発⽬標としての持続的な開発⽬標（SDGs）にもつながっている。国連開
発計画（UNDP）の報告書においては、今⽇直⾯する新たな脅威として、技術、暴⼒的
紛争、不平等、保健の 4 つが取り上げられ、これらの脅威に対処するために、「保護」
「能⼒強化」「連帯」の 3 つの柱の必要性が提唱されている。

今⽇、国連などの国際機関のみならず、⺠間セクターを含むグローバルな業務に関わ
る分野においては、すでに修⼠レベルの⾼い専⾨性と教養、複雑な業務をこなす英語⼒
が必要とされている。ビジネス活動全般のグローバル化が進⾏するなかで、かつて終⾝
雇⽤が前提であった⽇本企業におけるキャリア・パスは⼤きく変化し、今⽇では転職や
中途採⽤が当たり前となっている。これまでの将来の戦⼒としてのポテンシャルに着⽬
した学部卒新卒者を採⽤し養成するという考え⽅よりも、英語⼒を含めた⼀定の能⼒を
すでに有する即戦⼒に期待する傾向がますます強まっている。また、JICA など国際業
務に携わる各種独⽴⾏政法⼈における新卒採⽤時における修⼠号取得者の割合は⼀般
企業よりも⾼い傾向にあり、外資のグローバル企業においては、英語⼒はもとより、す
でに修⼠号取得がグローバル・スタンダードとなっている。⼀⽅で、国連をはじめとす
る国際機関において活躍できる⼈材を養成するには、語学能⼒に加え実務経験も必要と
なり、⼀定の時間が必要とされる。しかしながら、⾮英語圏で多様性に⽋ける⽇本の⼤
学における従来型の教育システムでは、これまで、今⽇の⾼度なグローバル化や多国間
主義の深化によって複雑化する国際社会に対応できる⼈材を養成することは困難であ
った。

現在、⽇本国内において、国際協⼒を念頭においた⼤学院として名古屋⼤学⼤学院国
際開発研究科や神⼾⼤学⼤学院国際協⼒研究科が代表的であり、⼀部のカリキュラムに
おいて国際機関へのキャリア・パスも想定されている。しかし、国連職員などの国際機
関の職員養成に明確に特化した教育機関は未だ国内に多くはなく、そのような⼤学院や
プログラムとして上智⼤学⼤学院グローバル・スタディーズ研究科国際協⼒専攻、及び
学⼠・修⼠を 5 年で取得修了する国際基督教⼤学⼤学院外交・国際公務員養成プログラ
ムがあげられる。国連システム政策専攻は、これまでの関⻄学院⼤学の国際機関職員養
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成のための種々の取組み、経験を基礎とし、専任教員についても、国連などの国際機関
経験者を中⼼として構成され、関⻄地区においては唯⼀の国際機関職員養成を⽬的とし
て全ての授業を英語で提供する⼤学院といえる。将来の国際機関への就職につながるカ
リキュラムに基づいて、⼤学院修了後も、国際機関への明確なキャリア・パスを指導し、
中⻑期的にフォローアップできる体制を備えた教育機関としての体制を整える。

（2）養成する⼈材像
国連や多くの専⾨的国際機関、国際開発⾦融機関、国際 NGO・NPO、また JICA な

どの政府の国際協⼒機関における「国際公共分野で活躍するグローバル・リーダー」を
養成することを⽬標とする。国際機関で働くためには、⾼い専⾨性と教養、語学⼒を備
えた上で、現実には⼀定期間の実務経験が必要となる。このような要求を前提として、
将来、グローバルな場におけるコミュニケーション能⼒はもとより、問題解決能⼒、想
像⼒と創造⼒、多⽂化・異なる価値観の間での柔軟性、変化や危機への対応能⼒を備え
た⼈材を養成する。

国際機関への就職のキャリア・パスとしては、本課程修了後に公的部⾨、あるいは外
資や国内企業などの⺠間セクターで働きながら⼀定の職歴を積むことになる。また、⽇
本政府が実施するジュニア・プロフェッショナル・オフィサー（JPO）制度を経て、国
際機関を⽬指す可能性もある。

（3）学位授与の⽅針（ディプロマ・ポリシー）
国連システム政策専攻の学位授与の⽅針（ディプロマ・ポリシー）として、本学のス

クールモットーである‟Mastery for Service”を体現する世界市⺠の精神に基づき、将来、
国連、その他の国際機関で活躍することを⽬的として、以下のような知識と能⼒を有す
る学⽣に学位を授与する（資料 1「国連システム政策専攻の養成する⼈材像及び 3 つの
ポリシーの相関図」参照）。

・国際社会が直⾯する様々なグローバルな課題について、国連他の国際機関、各国政府、
NGO、⺠間部⾨の国際社会における取組みを理解し、広い視野と深い専⾨知識によっ
て問題解決に導く具体的な政策や提案を⾒出す⽅法を⾝につけている。

・国際の平和と安全の維持、⼈権の擁護と推進、経済社会開発の推進という国連の三本柱
に沿って、これらを不可分なものと捉え、国際関係論を中⼼とした幅広い学問分野を連
携させた学際的なアプローチに基づき課題を解決する多様なスキルを⾝につけている。 

・国際社会の公的分野でプロフェッショナルとして世界に貢献しうる問題解決能⼒、創造
的かつ批判的思考⼒、実践的コミュニケーション能⼒、柔軟性と⾏動⼒を有する。
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（4）教育課程編成・実施の⽅針（カリキュラム・ポリシー）
国連システム政策専攻の学位授与の⽅針（ディプロマ・ポリシー）を踏まえ、教育課

程編成・実施の⽅針（カリキュラム・ポリシー）を以下のように定める。
国連の基本理念を念頭に「平和協⼒・平和構築」「⼈権・⼈道」「経済社会開発」の専

⾨領域を踏まえつつ、それぞれの各専⾨分野において必要とされる知識・能⼒を体系的
に習得できるよう、国連の採⽤基準‟UN Competency Framework”に基づき編成された
カリキュラムによって構成する。

・国際連合やその他国際機関の役割を理解し、関連する科⽬の学習を通じて、グローバル
な視点と、実践的コミュニケーション能⼒を⾝につける。

・「Internship with UN and Other Agencies（国連その他機関でのインターンシップ）」科
⽬において、国際機関、政府関連機関、NGO などの場におけるインターンシップの機
会を通じて、将来の国際機関を⽬指す上での具体的な経験を積むとともに能⼒を⾼め
る。

・「Research Seminar（リサーチ・セミナー）」は毎学期 2 単位（合計 8 単位）配置されて
おり、関連分野での専⾨情報の収集、学術論⽂の書き⽅などについての指導を通じて 1
つの専⾨領域を深め、修⼠論⽂を作成する。

以上の学習を通じて、分析⼒や実践的応⽤⼒を備え国際的競争⼒を⾝につけた⼈材
を養成する。授業は全て英語で⾏われる。

（5）⼊学者受⼊れの⽅針（アドミッション・ポリシー）
国連システム政策専攻の学位授与の⽅針（ディプロマ・ポリシー）及び教育課程の編

成・実施の⽅針（カリキュラム・ポリシー）を踏まえ、⼊学者受⼊れの⽅針（アドミッ
ション・ポリシー）を以下のとおり定める。

国連、その他国際機関の職員など世界の公共分野でリーダーとして活躍するプロフェ
ッショナルを養成し、国際社会の問題解決に貢献する。そのために以下のような学⽣を
求める。

・⾼い専⾨性と教養、国際社会で通⽤する英語⼒を備え、グローバルな場におけるコミュ
ニケーション能⼒を有する学⽣。

・多⽂化・異なる価値観の間での柔軟性、変化への対応能⼒やレジリエンシーを備えた学
⽣。

・国際社会の動向をよく把握しつつ、今⽇直⾯するグローバルな課題について政治、経済、
社会その他の複合的な分析ツールを⾝につけ、論理的、批判的に解明しようとする意欲
のある学⽣。
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（6）研究対象とする中⼼的な学問分野
本専攻の学位の分野は法学関係（政治学系）とする。本専攻は、従来型の研究者養成

を前提とした⼤学院プログラムではなく、世界で活躍する専⾨家、リーダーを養成する
コースワーク中⼼のプロフェッショナル・スクールとの位置づけである。国連システム
政策専攻は、現⾏の「国連・外交コース」において採⽤されている国連の採⽤基準 ”UN
Competency Framework” に基づいて体系的に編成されたカリキュラムを基本的に踏
襲する。「国際の平和と安全の維持」、「⼈権の擁護と推進」、「経済社会開発の推進」の国
連の三本柱に沿って、政治学のカテゴリーの 1 つとしての国際関係論を中⼼としつつ幅
広い学問分野を踏まえた学際的なアプローチをとる。具体的には、「グローバル・ガバ
ナンス」「国際組織論」「SDGs」「国際⼈権・⼈道法」「ジェンダー」「国際開発」などの
専⾨分野の学習を通じて、実践的応⽤⼒と国際的な競争⼒を⾝につけた⼈材を養成する。
国際機関での豊富な経験を有する実務家教員を中⼼としつつも、アカデミックなバック
グラウンドの教員との有機的な組み合わせによってカリキュラムは構成される。

2 修⼠課程までの構想か、⼜は、博⼠課程の設置を⽬指した構想か
本専攻は 2 年間の修⼠課程として設置する。

3 研究科、専攻等の名称及び学位の名称
（1）専攻の名称

研究科・専攻名称： 総合政策研究科国連システム政策専攻
英語名称: Graduate Department of UN System Policy Studies

総合政策研究科のもとに新たに設置される本専攻の名称は「国連システム政策専攻」
とする。国際連合広報センターによる定義によれば、「国連システム」とは国連ファミ
リーによる機関で構成され、例えば、国連事務局、国連の諸基⾦や計画、専⾨機関、そ
の他の関連機関が含まれる。このような国際システムの各機関や、国際協⼒の分野に関
する政策研究を通じて、プロフェッショナルな⼈材の輩出に特化した修⼠課程として、
「国連システム政策専攻」と定めた。英語名称は、Graduate Department of UN System
Policy Studies である。

（2）学位の名称
学位名称： 修⼠（国連システム政策）
英語名称： Master of Arts in UN System Policy Studies
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授与する学位名称は、「修⼠（国連システム政策）」である。国連やその他国際機関の
各分野でプロフェッショナルとして活躍できる⼈材の養成を⽬指し、そのことを反映し
た学位名称とする。英語名称は、Master of Arts in UN System Policy Studies である。 

4 教育課程の編成の考え⽅及び特⾊
国連システム政策専攻の教育課程の編成⽅針（カリキュラム・ポリシー）においては、

国連における三本柱である「平和協⼒・平和構築」「⼈権・⼈道」「経済社会開発」の基
本理念を踏まえた教育課程を編成している。

修了に必要な単位数は、必修科⽬の単位を含む 30 単位としている。全て英語で実施
する。

以下が国連システム政策専攻科⽬である。（以下、括弧内は単位数）

【必修科⽬】
International Public Policy（国際公共政策論）（2）
Career Seminar for International Organizations（国際機関キャリア演習）（2）
Management of International Organizations（国際組織運営論）（2）
Global Sustainable Development（国際開発論）（2）
Research Seminar（リサーチ・セミナー） （2） ※2 単位×4 回履修

【選択科⽬】
Global Environmental Policy（グローバル環境政策）（2）
International Human Rights and Humanitarian Principles (国際⼈権⼈道論)（2）
Global Diversity（グローバル多様性論）（2）
Diplomacy, Peace and Security（外交・平和・安全保障）（2）
International Issues and Global Order（国際的な諸問題と世界秩序）（2）
International Negotiation（国際交渉）（2）
Research Project in the United Nations（国連特別課題研究）（2）
Internship with UN and Other Agencies（国連その他機関でのインターンシップ）（4）

以上の国連システム政策専攻科⽬のうち、必修科⽬に指定している「International
Public Policy（国際公共政策論）」、「Career Seminar for International Organizations（国
際機関キャリア演習）」、「Management of International Organizations（国際組織運営論）」
については、国際連合やその他国際機関の基本的役割を理解し、将来、国連等の国際機
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関へのキャリア・パスを理解するための基礎となる科⽬と位置づけている。
また、「平和協⼒・平和構築」「⼈権・⼈道」「経済社会開発」の国連の 3 つの基本理念

のうち、現実には開発問題を中⼼とする「経済社会開発」分野が、国連他の国際機関の業
務のなかにおいて最も幅広い裾野をもち、またそれに携わる国際機関職員も多いことか
ら、「Global Sustainable Development（国際開発論）」も必修科⽬と位置づけている。

また、必修科⽬の「Research Seminar（リサーチ・セミナー）」は毎学期 2 単位（合計
8 単位）配置されており、関連分野での専⾨情報の収集、学術論⽂の書き⽅などについて
の指導を通じて 1 つの専⾨領域を深め、修⼠論⽂を作成する。

「平和協⼒・平和構築」との関連では、これに対応した選択科⽬「Diplomacy, Peace
and Security（外交・平和・安全保障）」、及び「International Issues and Global Order（国
際的な諸問題と世界秩序）」を、また、「⼈権・⼈道」との関連では、選択科⽬として
「International Human Rights and Humanitarian Principles（国際⼈権⼈道論）」をそれ
ぞれ配置した。また「経済社会開発」分野として今⽇最も関⼼を集める課題としての
「Global Environmental Policy（グローバル環境政策）」も選択科⽬としてとりあげてい
る。

さらに、各専⾨分野において必要とされるグローバルな視点、知識、能⼒と実践的コ
ミュニケーション能⼒を⾝につけるという観点からは、「Global Diversity（グローバル多
様性論）」、「International Negotiation（国際交渉）」を選択科⽬として配置している。同
様に、選択科⽬「Research Project in the United Nations（国連特別課題研究）」を通じ
て、各学⽣が課題解決のためのプロジェクト⽴案に取組み、教員からのフィードバック、
他の学⽣からの批評を踏まえつつ、実践的応⽤⼒を⾝につけた⼈材を養成する。
「Internship with UN and Other Agencies（国連その他機関でのインターンシップ）」は、
国際機関、政府関連機関、NGO などの場におけるインターンシップの機会を提供し、将
来の国際機関を⽬指す上での具体的、実践的な経験を積むとともに能⼒を⾼める。

5 教育⽅法、履修指導、研究指導の⽅法及び修了要件
（1）授業⽅法、履修指導、研究指導の⽅法

国連システム政策専攻は、学⽣のグローバルな視点と、実践的コミュニケーション能
⼒を養うため、外国⼈留学⽣も受け⼊れる予定である。その他、留学等に伴い学部卒業
が秋となる学⽣を含め、9 ⽉⼊学にも対応できる教育体制を整える。なお 9 ⽉⼊学⽣は
若⼲名と想定されることから、定員は設定しない。現在の国連・外交プログラムの履修
⽣や総合政策学部卒業⽣が主な⼊学者となり、定員 10 名のうち 4 ⽉⼊学の⽇本⼈学⽣
が多数を占めると想定している。

卒業に必要な単位を 30 単位として、「Research Seminar（リサーチ・セミナー）」は毎
学期 2 単位修得することを前提に、他に毎学期 3 科⽬（計 6 単位）、合計毎学期平均 4 科
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⽬（8 単位）修得を前提として、各 100 分×14 回で授業時間を設定する。したがって、
30 単位の必要単位数を確保して学位取得に⾄るプロセスのイメージとしては、第 1 年⽬
の春学期 4 科⽬（8 単位）、秋学期 4 科⽬（8 単位）、第 2 年⽬の春学期 4 科⽬（8 単位）、
秋学期 3 科⽬（6 単位）となり、最終学期となる第 2 年⽬秋学期は修⼠論⽂を完成させ
るために「Research Seminar（リサーチ・セミナー）」以外の科⽬の負担は 2 科⽬と若⼲
軽くなる。なお、「Internship with UN and Other Agencies（国連その他機関でのインタ
ーンシップ）」は、通年科⽬との位置づけで、受け⼊れ先との調整の上、適切な時期に実
施する。毎学期の平均履修科⽬は基本的に 4 科⽬（8 単位）を標準とすることにより、
時間外学習の時間を⼗分確保し、事前のアサインメントによる⼗分な授業への準備によ
って、コースワーク中⼼で学⽣の積極的な参加による少⼈数の教育を実施する（資料 2
「国連システム政策専攻履修モデル」参照）。

本専攻は、毎学期の各科⽬における少⼈数、参加型授業を通じて学⽣が密度の濃い学
習ができることを重視したカリキュラムを組んでいる。この点においては、これまでの
従来型の教員による研究指導による修⼠論⽂完成に重きを置いた特定分野の研究中⼼の
教育のあり⽅とは異なる。これは、本専攻が養成を⽬的としている⼈材が、研究者では
なく、修⼠号取得の後、国際機関や外交などの国際公共セクター、さらには、グローバ
ルな⺠間セクターで活躍できる⼈材を想定しているからである。そのためには特定の狭
い専⾨分野のみに集中した知識習得に基づく論⽂完成よりも、グローバル社会で活躍す
るための幅広い専⾨知識と教養、さらには、それらを現場において実施に移すためのコ
ミュニケーション能⼒や柔軟性を含む実⾏⼒の養成に重点がおかれる。

なお、国連システム政策専攻で提供される授業は全て英語であるが、総合政策研究科
総合政策専攻あるいは本学他研究科での履修（⽇本語開講科⽬も含む）については 2 科
⽬ 4 単位まで認められる。

（2）修了要件
修⼠課程に 2 年以上在籍し、必修科⽬「International Public Policy（国際公共政策論）」

2 単位、「Career Seminar for International Organization（国際機関キャリア演習）」2 単
位、「Management of International Organizations（国際組織運営論）」2 単位、「Global
Sustainable Development（国際開発論）」2 単位、「Research Seminar（リサーチ・セミナ
ー）」8 単位（2 単位×4 回履修）と選択科⽬から 14 単位の計 30 単位以上を修得し、研
究指導を受けた上、専⾨外国語学⼒の認定、修⼠論⽂の審査及び⼝頭試問による最終試
験に合格することを同課程の修了要件とする。なお、他専攻、他研究科及び⼤学院共通
科⽬の科⽬を修得した場合は、4 単位までを必要修得単位数に含むことができる。

（3）学位論⽂の審査体制、審査基準、公表⽅法
修⼠論⽂は、研究科委員会の修⼠論⽂受理に関する議決に基づいて受理され、本学学
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位規定に基づき選定された主査 1 名、副査 2 名以上の論⽂審査委員により審査される。
ただし、主査 1 名及び副査 1 名は、総合政策研究科委員会の構成員である国連システム
政策専攻専任教員から選定しなければならない。また、研究科委員会が必要と認めたと
きは、上記の論⽂審査委員のうち、副査 1 名を国連システム政策専攻専任教員以外の者
から選定することができる。

論⽂審査委員は、論⽂審査及び最終試験を⾏う。最終試験は、論⽂提出者が、国連シ
ステム政策専攻の学位授与の⽅針（ディプロマ・ポリシー）に⽰される能⼒を有するこ
とを確認するため、提出論⽂を中⼼に、これに関連する領域についての⼝頭試問によっ
て⾏う。また、論⽂審査委員会は原則として公開の修⼠論⽂発表会を開催し、その内容
を公表するものとする。修⼠論⽂発表会において、研究成果と理解度、周辺知識、プレ
ゼンテーションのあり⽅などに関して審査する。

論⽂及び最終試験の成績と合否は、主査が副査の意⾒を徴し、総合的に判断する。論
⽂審査委員は学位論⽂提出者が修⼠学位を授与されるに相応しいかどうか厳正に判断し、
審査報告書を作成する。審査報告書に基づき総合的に判断し、研究科委員会において修
⼠学位を授与することについて決定する。本専攻修⼠課程を修了して授与される修⼠学
位は「修⼠（国連システム政策）」とする（資料 3「国連システム政策専攻学位取得プロ
セス図」参照）。

（4）研究の倫理審査体制
関⻄学院⼤学はキリスト教主義によってたつ教育研究機関であり、スクールモットー

の“Mastery for Service” の精神に基づき、社会の信頼に⽀えられた⾼い倫理性をもって
教育研究を推進している。その成果を積極的に社会に還元することを本旨とした「研究
活動に関する指針」を唱え、その精神に則った「研究倫理規準」を制定し、その下に、
研究倫理に関する諸規程を定め、組織的に研究活動上の不正⾏為の防⽌に取組んでいる
（資料 4「研究活動に関する指針」、資料 5「研究倫理規準」参照）。

また、資料 6「関⻄学院⼤学における研究活動上の不正⾏為の防⽌等に関する規程」
を定め、公的研究費の運営・管理に関わる責任者の役割、責任の所在・範囲と権限を次
のとおり明⽂化している。

<最⾼管理責任者：学⻑>
不正⾏為の防⽌について、最終責任を負う。

<統括管理責任者：副学⻑（研究推進社会連携機構⻑）>
最⾼管理責任者を補佐し不正⾏為の防⽌等について本学全体を統括する実質的な責任

と権限を持つ。
<コンプライアンス推進責任者：研究者が所属する学部、研究科等の⻑>

不正⾏為の防⽌等について、各学部、各研究科等における実質的な責任と権限を持つ。
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また、研究費に関する問題だけではなく、研究活動全般にわたってその活動が倫理的
に適正に⾏われることを確保するために研究倫理委員会が設置されている。副学⻑が委
員⻑を務め、委員には学外の委員も任命されており、研究に携わる教職員、⼤学院⽣、
学部学⽣の研究活動における倫理的な問題を取扱う。研究に関する不正⾏為が発⽣した
場合にはこれを調査する権限を有している。

さらに、「⼈を対象とする⾏動学系研究」、「⼈を対象とする⽣命科学・医学系研究」、
「ヒト ES 細胞研究」、「ヒト iPS 細胞⼜はヒト組織幹細胞からの⽣殖細胞の作成を⾏う
研究」、「動物実験」を⾏う際は、対象者の⼈権及び尊厳を重んじ、個⼈情報の保護に留
意する必要がある。また、動物を実験に⽤いる際には動物福祉・愛護の精神に基づき、
使⽤数の削減、苦痛の軽減、代替法の活⽤を検討する必要がある。本学では、国等の法
令・指針に基づきそれぞれ倫理委員会を設けており、審査対象となる実験等を実施する
場合は、所定の⼿続きに沿って、各委員会で審査を⾏った上で、対象の実験等を実施す
る体制を整えている。

6 基礎となる学部との関係
「国連システム政策専攻」の基礎となる総合政策学部は開設以来、国連出⾝の実務家

教員を中⼼として、「世界の平和、⼈権・⼈道、開発」を⽬的とする国連の精神を尊重し、
国連セミナー、国連ユース・ボランティアなど、国連との密接な関係を構築し、様々な
活動を⾏ってきた。また、これらの教育研究活動は、総合政策学部が 4 学科体制になっ
た後は国際政策学科を中⼼に引き継がれてきている（資料 7「基礎となる学部との関係
図」参照）。

国際政策学科では国連が掲げる基本理念を中⼼に、国際社会の共通⽬標であ
る持続可能な開発⽬標（SDGs）実現に向けた教育・研究を推進してきた。こう
した⽬標を実現するために、国際政策の理論と実践を研究し、国際政策の課題解
決のために、グローバルな視点はもちろん、外交政策や対外援助など国家レベル
から⾃治体、⺠間企業、NPO・NGO などのローカルレベルの視点まで、あらゆ
る諸問題にアプローチを試みている。また、課題分析⼒に加え交渉相⼿を説得、
プロジェクトを実施する実務能⼒を⾼めるために、講義のみならず実習・演習、
フィールドワークなどを重視している。海外研究拠点での現場におけるケース
スタディや実習、フィールドワークなどを積極的に実施することにより、その地
域の課題や世界との関連性への理解や、課題発⾒・解決能⼒、実践⼒を⾼めるべ
く務めてきている。また、このような教育・研究を実践する上で、国際機関や企
業、官公庁で実務経験を積んだ国際問題の専⾨家や、国際舞台で活躍する専⾨家、
国際法・国際政治・国際経済・国際⾔語⽂化などの研究者が教員として学⽣を指
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導する体制をとっている。
総合政策学部国際政策学科で提供される代表的な科⽬として、以下が挙げら

れる。
国際発展政策／国際協⼒論／平和学／国際政治学／国際関係論／国際法／外

交政策／国際機構論／国際公務員 など

国連システム政策専攻は、このような基礎の上に、既存の総合政策研究科の関連する
領域とも連携しつつ、⾼い専⾨性と外国語能⼒を⾝につけ、課程修了後、⼀定の実務経
験を経た上で、世界の公共機関で働くリーダーの養成を⽬指す。

7 取得可能な資格
なし

8 ⼊学者選抜の概要
（1）⼊学定員及び収容定員

⼊学定員 収容定員
総合政策研究科
国連システム政策専攻 10 名 20 名
（修⼠課程）

（2）⼊学選抜⽅法、選抜体制、選抜基準
国連システム政策専攻の⼊学者選抜は、上記の⼊学者受⼊れの⽅針（アドミッション・

ポリシー）を踏まえ、⼤学院⼊学試験を通じて⾏う。⼊学試験は 8 ⽉に実施する第 1 次
⼊学試験及び 2 ⽉に実施する第 2 次⼊学試験の 2 回実施する。

⼊学試験は⼀般⼊学試験のみを実施する。本学出⾝者のみならず、他⼤学出⾝の学⽣
や外国において⼀定期間の学校教育を修了した者、及び⼤学卒業者と同等以上の学⼒が
あると総合政策研究科において認められた者に受験資格を与える。本学出⾝者について
は、⼤学に 3 年以上在籍し、所定の単位を優れた成績をもって修得したと総合政策研究
科において認めた者に受験資格を与える。また本学出⾝者で、学部における学業成績が
特に優秀であると認めた者で、「研究演習Ⅱ」を除く所定単位を⼤学 3 年次に修了予定の
者に関しては、3 年卒業対象者とした上で 2 ⽉の第 2 次⼊学試験の受験資格を与える。

⼀般⼊学試験の内容は、事前提出書類（研究計画書、英⽂エッセイ、TOEFL、IELTS、
TOEIC などの英語検定試験のスコア、推薦書、⼤学での成績証明書提出）及び対⾯ある
いはオンラインによる英語での⾯接試験を実施する。事前に提出された研究計画書とエ
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ッセイにより、本⼈の研究⽬的、将来のキャリアプランなどを確認すると同時に、受験
者の意欲と能⼒を確認する。筆記試験は実施せず、以上の選考⼿続きによって受験者の
能⼒を判断する。オンライン⾯接によって留学⽣も含めた海外からの進学希望者にも対
応する。⼀定の実務経験を経た社会⼈の応募も歓迎し、多様な⼈材を積極的に受け⼊れ
ることとするが、社会⼈の⼊試に関して特別枠は設けず、⼀般⼊学試験にて選抜を⾏う。

9 教育研究実施組織の編成の考え⽅及び特⾊
（1）教員配置の考え⽅

国連システム政策専攻科⽬を担当する教員の内訳は以下のとおりである。

教員区分 ⼈数 職位の内訳
専任教員 7 教授 7
その他 3

国連システム政策専攻は国際機関、国際政治経済、⼈権・⼈道、ジェンダー、開発、
地球環境、国際⼈事管理など、将来、国連などの国際機関、国際 NGO、さらにはグロ
ーバル企業などで活躍することのできる関連分野の専⾨知識、幅広い知識、語学⼒、創
造⼒、⾏動⼒、異⽂化への柔軟性を併せ持った⾼度専⾨職業⼈として、国際の公共分野
において次世代を担う⼈材を養成することを⽬的としている。この⽬的を達成するため
に、本専攻の研究分野においては、国連をはじめとする実務の分野での豊富な経験を有
し、⼗分な教育経験のある研究者を中⼼に専任教員として編成している。それぞれの教
員は相互に連携しながら教育ならびに研究を⾏う。

国連システム政策専攻では、授業科⽬を必修科⽬、選択科⽬及び演習科⽬の 3 つに⼤
別している。必修科⽬や演習科⽬は、カリキュラム上の中⼼となる科⽬で、ほとんど専
任教員が担当するのみならず、選択科⽬についても、⼀部科⽬を除き、専任教員が担当
する予定である。

中核となる専任教員は 7 名で、全員が教授、主に総合政策研究科が異動元となる。専
任教員のうち 5 名は国連機関やアジア開発銀⾏など国際機関の出⾝であり、他の 2 名も
政府機関（外務省）及び国際ジャーナリズムで豊富な経験のある実務家出⾝、専任教員
全員が豊かな国際経験を有している。国際機関職員を養成するという明確なミッション
のもと、応⽤に重点をおいた教育及び研究を⾏うことを特⾊としている。

（2）中⼼となる研究分野及び研究体制
国連システム政策専攻では、設置の趣旨等を踏まえて、国際機関などの国際の公共分

野、さらにはグローバル企業などの分野で活躍できる⼈材を⽬指す。政治学のサブ・カ
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テゴリーとしての国際関係学分野を基礎とする政策研究として、国際政治経済学、⼈権・
⼈道、ジェンダー、安全保障、さらには、国際協⼒・開発、国際⼈事管理、地球環境な
ども政策研究の対象とする。本専攻においては、法学・政治学、経済学、社会学など既
存の諸科学を有機的、総合的に組み合わせる形で学際的なアプローチによる政策研究を
特徴とする。

政策研究は、政策とそれが達成しようとする政策⽬的との関係において、政策⽬的を
最善の⽅法で実現できるような政策の内容、それを決定する過程、並びにその実施⽅法
や政策効果の事前・事後的評価などに関する研究を⾏う学問領域であり、学際的⾊彩の
強いものである。今⽇、国際政治経済や情報分野におけるグローバル化の進展とそれへ
の反発、国際秩序の地政学的な変化の⼀⽅で、環境、感染症、開発、⼈道などのグロー
バル・イッシューと呼ばれるグローバリゼーションの負の側⾯における⼀連の問題も表
⾯化している。グローバリゼーションは、それまでの主権国家を単位とする、いわゆる
インターナショナルな国際関係とは異なり、主権国家やそのもとにおける政府だけでは
なく国際機関など多国間にまたがる組織、企業、NGO など⾮国家主体なども、国境を
越えて重層的に活動する状況を意味する。これまでの主権国家の限界が顕わになり、さ
らには国際社会において権威と⼒が分散するなかで、グローバルな諸問題に対処するた
めの何らかの統治の枠組みを作り出していくことが、グローバル・ガバナンスにつなが
る。

本学においては、建学の精神を新しい時代に⽣かすため、総合政策学部、総合政策研
究科設置の当初から、世界市⺠として地球と⼈類の未来を考え、諸問題の解決に貢献で
きる⼈材を育てることをその教育⽬標としてきた。今回設置する国連システム政策専攻
では、以上のような政策研究の時代的背景を踏まえて、新しい時代の要請に応えた研究
体制のもとに、将来国際機関等においてグローバル・ガバナンス領域で貢献できる⼈材
の養成を⽬指す。

（3）教員の年齢構成
本学専任教員の定年は 65 歳、教授の資格を有する者の定年は 68 歳となっている（資

料 8「教職員定年に関する規程」参照）。⼀⽅で、⼀部の教員については、特別任期制教
授として定年を越えての雇⽤が可能である（資料 9「特別任期制教授に関する規程」参
照）。就任時点において、専任教員の年齢構成に関しては 70 歳代が 1 名、60 歳代が 5
名、50 歳代が 1 名となっている。また、専任教員のうち 2 名は、特別任期制教授であ
る。

特別任期制教授の 2 名は、国連システム政策専攻が基本的にカリキュラムを引き継ぐ
ことになる本学の⼤学院副専攻「国連・外交コース」の発⾜時より、この組織を統括す
る国連・外交統括センターの中核メンバーとして、同コースの運営、教育に深く関与し
てきた。そのうち 1 名については、国連開発計画（UNDP）を中⼼に国連機関で約 25
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年以上の経験があり、国連開発計画ブータン常駐事務所の代表や東京事務所の駐⽇代表、
さらにはタイに本部を置く国連アジア太平洋経済委員会（ESCAP）事務局次⻑も歴任し
ている。また、本学では、総合政策学部で合計 15 年間教職を務めるとともに、上記国
連・外交統括センター副⻑、国連・外交プログラム室⻑等を務め、国際機関への⼈材養
成に尽⼒してきている。もう 1 名は国連児童基⾦（UNICEF）を経て、開発コンサルタ
ントとして、また NGO 活動を通じ、開発問題に豊富な経験を有し、外務省や JICA に
よる委託調査や研究、さらには国際開発協⼒の若⼿⼈材養成に尽⼒してきている。また、
国連・外交コースの⽴ち上げから運営、教育に深く関与し、開発分野を中⼼にグローバ
ルな⼈材養成にかかわってきている。

今後発⽣する定年退職する専任教員の後任採⽤に関しては、⻑期的観点から年齢構成
のバランスに配慮して、国際機関においてすでに豊富な経験を有する 50 歳代の教員に
加え、研究者としての訓練を受け博⼠号を有し、かつ国際機関の実務の現場も理解する
40 歳代の若⼿教員の採⽤を段階的に実施していく予定である。その際には、実務家出⾝
の教員に加えて、国際関係論、国際法などの法学・政治学分野の関連領域を専⾨とする
研究者の専任教員への採⽤も想定している。

10 研究の実施についての考え⽅、体制、取組み
関⻄学院⼤学はキリスト教主義によってたつ教育研究機関であり、スクールモットー

の“Mastery for Service” の精神に基づき、社会の信頼に⽀えられた⾼い倫理性をもって
教育研究を推進し、その成果を積極的に社会に還元することを本旨としている。研究組
織としては、14 学部・14 研究科に加えて、3 つの常設研究所を持ち、⼈⽂社会科
学系・⾃然科学系それぞれで、多種多様な分野の研究を推進している。

これら本学における研究活動を振興し活性化するために、副学⻑（研究推進社会連携
機構⻑）の統轄のもと研究推進社会連携機構（以下「機構」）を設置し、研究振興・開発
計画を策定するとともに、研究活動に係る各種ルールの作成等、研究環境全般の整備を
⾏い、学術研究の振興のみならず、産官学連携を通じた“直接的な”研究成果の社会実装
にも注⼒をしているところである。また、機構には、それぞれ研究⽀援、知財産学連携、
研究創発の機能を持つ各センターを設置しており、このうち知財産学連携センターには
知的財産アドバイザー（1 名）及び産官学連携コーディネーター（3 名）を、研究創発セ
ンターには URA（2 名）を配置し、研究活動をサポートする専⾨⼈材の活⽤を図ってい
る。

また、本学における中期計画の中で、研究に係るテーマとして「個別研究の活性化」
「研究ブランドの確⽴」の 2 つを掲げており、機構が統轄部⾨となっているが、その推
進の中核を担っているのが研究創発センターである。その中で、URA の役割としては、
当該中期計画の推進に係る国の政策動向の調査・分析、本学の研究動向や研究⼒の調査・
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分析、それらに基づく研究戦略（外部研究資⾦獲得戦略を含む）の企画・⽴案、さらに
は産官学連携コーディネーターとの協働による個別研究プロジェクトの⽀援等、⾮常に
多岐にわたっており、本学の研究⼒向上に資する⼈材として、⽋かせない存在となって
いる。

11 施設・設備等の整備計画
（1）校地、運動場の整備計画

関⻄学院神⼾三⽥キャンパスは、緑豊かな⾃然環境と最新の教育研究設備が調和した、
明るく広々とした開放的なキャンパスである。キャンパス内の建物は、キリスト教思想
の下に W.M.ヴォーリズにより設計された関⻄学院⻄宮上ケ原キャンパスと同様に、ス
パニッシュ・ミッション・スタイルを採⽤している。

現在、総合政策学部、建築学部、理学部、⼯学部、⽣命環境学部、総合政策研究科、
理⼯学研究科の 5 学部・2 研究科が設置されており、約 6,000 ⼈が学んでいる。総合政
策研究科は、再編により、令和 7 年度（2025 年度）に新たに国連システム政策専攻を開
設し、既存の総合政策専攻の⼊学定員を変更する予定である。理⼯学研究科は、改組に
より、令和 7 年度（2025 年度）に新たに建築学専攻を開設し、既存の 9 専攻については
⼊学定員を変更する予定である。これにより、再編後の完成年次における関⻄学院神⼾
三⽥キャンパス全体の収容定員については、316 名増となる予定であり、再編後も引き
続き⼗分な広さ及び充実した設備環境の中で、新たな学部の教育課程を⽀える教育研究
環境を維持することができる計画である。

国連システム政策専攻が開設される関⻄学院神⼾三⽥キャンパス（262,566.00 ㎡）に
は、学⽣の教育・課外活動の施設として、陸上競技場、第 2 グラウンド、体育館がある。

学⽣が休息するためのスペースとして、第⼀厚⽣棟・第⼆厚⽣棟・第三厚⽣棟の⾷堂・
ラウンジ部分（計 1,936 ㎡）、「Academic Commons」ラウンジ部分（ 365 ㎡）を設けて
おり、多くの学⽣がゆとりをもって休息や学⽣同⼠の交流等に利⽤することができるよ
うになっている。

「Academic Commons」内には保健館（分室）・総合⽀援センター・カウンセリングル
ーム等があり、Ⅷ号館内には学⽣サービスのワンストップ化を⽬指した統合事務室や⼥
⼦学⽣のためのフィッティングルームを備えたパウダールームがある等、快適で健康な
学⽣⽣活をバックアップしている。

（2）校舎等施設の整備計画
各種の講義、講演会、研究会等に使⽤する講義室としては、Ⅰ号館、Ⅱ号館、Ⅲ号館、

Ⅷ号館に設けられた教室がある。これらは、主に神⼾三⽥キャンパスの総合政策学部と
建築学部が共同で利⽤している。時間割表を作成し、具体的な施設・設備の現時点での
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利⽤予定から、総合政策研究科国連システム政策専攻の教育課程が利⽤予定の施設・設
備において、問題なく利⽤できる計画であることについては、⼗分な検証を⾏った（資
料 10「国連システム政策専攻時間割表」参照）。

なお、具体的な配置及び⾯積については、本届出書 6「校地校舎等の図⾯」の（4）「国
連システム政策専攻使⽤校舎の平⾯図」に⽰す。

（3）⼤学院⽣の研究室（⾃習室）等の考え⽅、整備計画
国連システム政策専攻の研究室としては、総合政策専攻の⼤学院⽣と共同で使⽤でき

る⼤学院共同研究室（Ⅰ号館、255.85 ㎡）を管理運営し、その中で⼤学院⽣の⾃習スペ
ースが設けられ、研究活動を⾏う（資料 11「総合政策研究科⼤学院共同研究室⾒取り図」
参照）。研究室には、パソコンやプレゼンテーション機器の設置や LAN 等の構築がなさ
れ、⼤学院⽣が教員と⼀緒に研究活動を⾏う。また学内 LAN を通してインターネットと
接続されており、関⻄学院⼤学図書館が所管する電⼦ジャーナルや Web データベースに
アクセスできる。

（4）図書等の資料及び図書館の整備計画
総合政策研究科国連システム政策専攻の学⽣が主として利⽤する図書館は、Ⅵ号館内

の 2 階、3 階、4 階部分にある「関⻄学院神⼾三⽥キャンパス図書メディア館（以下、「図
書メディア館」）」である。図書メディア館は、授業期間中は、平⽇は 8 時 50 分から 22
時まで、⼟曜⽇は 8 時 50 分から 18 時 30 分まで、⽇祝⽇は 12 時から 18 時まで利⽤可
能である。

総合政策研究科国連システム政策専攻関係の図書資料は図書メディア館に集中的に
配備されており、学内には図書約 28,299 冊、雑誌約 66 タイトルを所蔵している（令和
6 年（2024 年）1 ⽉現在）(資料 12「国連システム政策専攻研究雑誌⼀覧」参照)。

210 万冊の収容⼒を有する⻄宮上ケ原キャンパスの⼤学図書館の資料をはじめ、学内
の所蔵資料は取寄せて利⽤することもできるため、⼗分な資料を確保することができる。
また、オンラインでアクセスできる電⼦資料については、電⼦ジャーナル約 50,000 タイ
トル、電⼦ブック約 172,000 タイトル、Web データベース約 240 種が⽤意されている。
これら関連分野の図書資料については、今後⼀層の充実を図る予定である。

設備⾯においては、図書メディア館内に⾃学⾃習⽤パソコン 145 台、グループワーク
⽤学習室 2 室を含むメディア・フォーラムを併設しており、図書資料の利⽤に加えてグ
ループディスカッション、プレゼンテーション準備等に活⽤されている。

図書メディア館のカウンターでは、図書の貸出サービス、他⼤学との相互利⽤を扱う
レファレンスサービスに加えて、PC 利⽤相談窓⼝を設けてノートパソコンの貸出を⾏
うとともに、ネットワーク接続や各種アプリケーション利⽤についての⼗分なサポート
を⾏っている。なお、図書メディア館は図書資料の収容⼒ 40 万冊、座席数 528 席（全席
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無線 LAN 対応）を保有しており、完成年度に向けて⼗分な学修、研究スペースを提供す
ることができる。

12 管理運営
総合政策研究科は、総合政策専攻の博⼠課程前期課程及び博⼠課程後期課程と国連シ

ステム政策専攻の修⼠課程から組織される。これらは、研究科委員⻑(学部⻑が兼任)を
中⼼として、両専攻の博⼠課程前期課程指導教員及び博⼠課程後期課程指導教員、修⼠
課程指導教員、⼤学院教員によって構成する研究科委員会によって運営される。研究科
委員会は原則として⽉ 1 回開催する。研究科委員会でのカリキュラム編成、⼈事案件及
び予算に関する審議事項等の案件は、総合政策学部に設けられている学部⻑室委員会が
学部に関連する事項に加え、研究科に関連する事項も協議し、研究科委員会に提案する。
学部⻑室委員会は、学部⻑、研究科委員⻑（学部⻑が兼務）、副学部⻑（教務・学⽣）、
研究科副委員⻑、学部⻑補佐（教務・学⽣・情報システム）、と 3 名の学部⻑室委員より
構成される。また、総合政策研究科全体の教務関係に関する案件を調整するために研究
科副委員⻑が委員⻑となるカリキュラム検討委員会を設け、審議する。これ以外に研究
科運営の円滑化を推進するため、研究科内に各種委員会を設置し、様々な案件の検討、
調整を⾏っている。

総合政策研究科は、現在の組織で円滑かつ効率的な運営が⾏われており、国連システ
ム政策専攻に関する案件についても、既存委員会で検討、調整を⾏う。

13 ⾃⼰点検・評価
（1）⾃⼰点検・評価

関⻄学院では、平成 3 年（1991 年）に⼤学設置基準が⼤綱化され、各⼤学における
⾃⼰評価が努⼒⽬標とされたことを契機として、⾃⼰点検・評価の取組みを開始した。

⾃⼰点検・評価活動は、「内部質保証に関する⽅針」及び「学院総合企画会議規程」に
従って実施されている。「内部質保証に関する⽅針」は、本学 Web サイトで公表してお
り、本学における内部質保証の基本的な考え⽅や組織体制に加え、本学院における教育・
研究・社会貢献活動及び管理運営等の⾏動指針を定めている。同⽅針に基づき、学院全
体の内部質保証の推進に責任を負う組織として、学院総合企画会議を置いている。学院
総合企画会議の下にある⼤学内部質保証部会が、⼤学の内部質保証の推進に責任を負う
組織である。⼤学内部質保証部会は、学⻑を議⻑とし、理事⻑、副理事⻑、院⻑、各理
事、⼈事や財務等の法⼈系部署の⻑、⾼⼤接続センターやキャリアセンター等の⼤学の
各部署の⻑、各学部⻑・研究科⻑等で構成されている。⼤学内部質保証部会は⼤学の⾃
⼰点検・評価の結果に基づいて継続的な改善・改⾰を推進している。加えて、平成 28 年
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度（2016 年度）より、⼤学全体、各学部・研究科の取組みや課題を共有し、より実質的
な⾃⼰点検・評価へと結びつけることを⽬的に、学部・研究科の⻑をはじめ⼤学の⾃⼰
点検・評価に関係する部署が⼀堂に会し意⾒を交換する場を設けている。

（2）機関別認証評価
令和 2 年度（2020 年度）に（財）⼤学基準協会による 3 回⽬の⼤学評価（認証評価）

を受審し、令和 3 年（2021 年）3 ⽉に⼤学基準に適合していると認定された。
本学の機関別認証評価の結果については、本学の Web ページで公表している。

14 情報の公表
本学では、公的な教育機関として、社会に対する説明責任を果たすとともに、その教

育の質を向上させる観点から、Web ページ、各種出版物等を通じて、教育研究活動等の
状況について情報の公表を⾏っている。

平成 22 年（2010 年）10 ⽉より、本学 Web サイトに、「関⻄学院⼤学に関する情報公
開・データ」という Web ページ（https://www.kwansei.ac.jp/about/disclosure/）を設置
し、以下の①から⑩の内容を含む情報を積極的かつ網羅的に公表している。

① ⼤学の教育研究上の⽬的及び 3 つのポリシーに関すること
② 教育研究上の基本組織に関すること
③ 教育研究組織、教員の数ならびに各教員が有する学位及び業績に関すること
④ ⼊学者に関する受⼊れ⽅針及び⼊学者の数、収容定員及び在学する学⽣の数、卒業

または修了した者の数ならびに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況
に関すること

⑤ 授業科⽬、授業の⽅法及び内容ならびに年間の授業計画に関すること
⑥ 学修の成果に係る評価及び卒業または修了の認定にあたっての基準に関すること
⑦ 校地・校舎等施設及び施設その他の学⽣の教育研究環境に関すること
⑧ 授業料、⼊学料その他の⼤学が徴収する費⽤に関すること
⑨ ⼤学が⾏う学⽣の修学、進路選択及び⼼⾝の健康等に係る⽀援に関すること
⑩ その他（教育上の⽬的に応じ学⽣が修得すべき知識及び能⼒に関する情報、学則等

各種規程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履⾏状況等報告書、⾃⼰点検・
評価報告書、認証評価の結果等）

15 教育内容等の改善のための組織的な研修等
（1）全学的な取組み
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本学では、教育⼒を強化し、教育の質を⾼めることにより、教育の⼀層の充実・発展
を図ることを⽬的に⾼等教育推進センターを設置している。⾼等教育推進センターでは、
本学の教育⼒向上に資する全学的⽅針の⽴案及び活動の企画・運営、教職員による⾃律
的な教育改善コミュニティ形成の⽀援、⾼等教育に関する政策動向等の調査・研究、学
習⽀援システムを活⽤した教育の開発・⽀援、TA・LA 等の教育・指導⼒向上への⽀援
につながる活動の企画・運営、センター紀要、資料等の発⾏等を実施している。

全新任教員を対象に FD に関する講演会をはじめ、⼈権研修プログラムや研究制度と
研究費の使⽤についてなど、教員としての⾃覚を後押しするようなプログラムを新任教
員研修として体系化し、全学的な FD の取組みとして実施している。この新任教員研修
により、新任教員の不安を軽減し、教員の資質維持・向上に努め、よりよい授業を⾏う
ための「継続的な授業改善への動機付け」となることをめざしている。新任教員研修以
外にも、FD・SD に関する講演会や各種授業改善の試みに関する講義・研修プログラム
なども実施している。令和５年度（2023 年度）は名古屋⼤学教育基盤連携本部の和嶋雄
⼀郎特任准教授をお招きし「⼤学教育の⽣成系 AI」をテーマにした FD 講演会、九州⼤
学⼈間環境学研究院教育学部⾨教授で独⽴⾏政法⼈⼤学⼊試センター研究開発部の⽊村
拓也教授をお招きし、⼤学⼊学者選抜をはじめ、⾼⼤接続における様々な話題について
の FD・SD 講演会等を実施した。

その他、教員と学⽣のコミュニケーション強化を⽬的とした LMS を導⼊するなど、
教職員が⼀体となり教育の質の向上を図っている。本学では、⾼等教育推進センターを
中⼼に全学的な連携体制のもと、教育内容等の改善のための研修等を継続的に実施し、
その効果を測りさらなる改善を⾏うことで、教育の質の向上のための活動を積極的に推
進している。

また、本学では、職員の⾃発的・積極的な研修意欲の助⻑と総合的な計画に基づく研
修の実現を⽬的とし、昭和 51 年（1976 年）6 ⽉に職員研修規程を制定している。以来、
社会の変化や職員に求められる役割の多様化に応じ、職員の能⼒向上のための多様な研
修プログラムが整備されている。

（2）総合政策研究科の取組み
総合政策研究科では、その基礎となる総合政策学部で実施されるファカルティ・ディ

ベロップメント(FD)の成果を⼤学院教育においても反映させている。
総合政策研究科 FD 委員会は、カリキュラム検討委員会と連携し、学⽣に対する教育

学習環境の改善、教員に対する教育能⼒のさらなる向上を⽬的としてシラバスの作成に
関する理解の促進とシラバスの教員間での相互評価・相互チェックを実施している。シ
ラバスでは、講義⽬的、内容、テキスト、成績評価⽅法及び基準、学⽣による授業評価
の⽅法を明⽰しており、本学 Web ページで公開している。学⽣が事前にシラバスで授業
内容を確認することで、⼗分な予習復習時間の確保、授業出席率の向上、授業内容の理
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解が深まるなどの効果が期待される。また、学⽣の授業に対する意欲的な参加態度や取
組みによる学修の質の向上が、授業内容や授業の質のより⼀層の向上につながるという
好循環が期待される。また、教育・研究におけるコンプライアンスに関する理解の促進、
キャンパス・ハラスメントに関する理解の促進等、種々のテーマを設定し取組んでいる。
これらの取組みを通じて、組織的に教育内容等の改善を図っている。
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International Issues and Global Order 2 Internship with UN and Other Agencies 4 14 14
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30 30
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